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i 

改定履歴 

改定 
改定日 

（提出年月日） 
改定内容 

改 0 H30.2.5 
・新規制定

・「6.1.3 止水機構に関する補足説明」を新規作成し，追加

改 1 H30.2.7 
・「1.1 潮位観測記録の考え方について」及び「1.3 港湾内の局所的

な海面の励起について」を新規作成し，追加 

改 2 H30.2.8 ・改 0の「6.1.3 止水機構に関する補足説明」を改定

改 3 H30.2.9 

・改 1 に，「1.6 ＳＡ用海水ピットの構造を踏まえた影響の有無の検

討」を新規作成し，追加（「1.1 潮位観測記録の考え方について」

及び「1.3 港湾内の局所的な海面の励起について」は，変更なし）

改 4 H30.2.13 

・改 3の内，「1.1 潮位観測記録の考え方について」及び「1.3 港湾

内の局所的な海面の励起について」を改定（「1.6 ＳＡ用海水ピッ

トの構造を踏まえた影響の有無の検討」は，変更なし）

改 5 H30.2.13 

・「5.11 浸水防護施設の設計における評価対象断面の選定について」

及び「5.17 強度計算における津波時及び重畳時の荷重作用状況に

ついて」を新規作成し，追加 

改 6 H30.2.15 
・「5.7 自然現象を考慮する浸水防護施設の選定について」及び「5.19 

津波荷重の算出における高潮の考慮について」を新規作成し，追加

改 7 H30.2.19 

・改 6に，「5.1 地震と津波の組合せで考慮する荷重について」を新

規作成し，追加（「5.7 自然現象を考慮する浸水防護施設の選定に

ついて」及び「5.19 津波荷重の算出における高潮の考慮について」

は，変更なし）

改 8 H30.2.19 

・「5.9 浸水防護施設の評価に係る地盤物性値及び地質構造につい

て」及び「5.14 防潮堤止水ジョイント部材及び鋼製防護壁止水シー

ルについて」を新規作成し，追加

改 9 H30.2.22 

・改 8 の「5.9 浸水防護施設の評価に係る地盤物性値及び地質構造

について」を改定（「5.14 防潮堤止水ジョイント部材及び鋼製防護

壁止水シールについて」は，変更なし）

改 10 H30.2.23 ・改 2の「6.1.3 止水機構に関する補足説明」を改定

改 11 H30.2.27 
・「4.1 設計に用いる遡上波の流速について」及び「5.4 津波波力の

選定に用いた規格・基準類の適用性について」を新規作成し，追加

改 12 H30.3.1 

・「1.2 遡上・浸水域の評価の考え方について」，「1.4 津波シミュレ

ーションにおける解析モデルについて」，「4.2 漂流物による影響

確認について」，「5.2 耐津波設計における現場確認プロセスにつ

いて」及び「5.6 浸水量評価について」を新規作成し，追加 

・改 4 の内，「1.6 ＳＡ用海水ピットの構造を踏まえた影響の有無の

検討」を改定

改 13 H30.3.6 
・改 12 の内，「1.6 ＳＡ用海水ピットの構造を踏まえた影響の有無

の検討」を改定

改 14 H30.3.6 

・改 5 の内，「5.11 浸水防護施設の設計における評価対象断面の選定

について」を改定（「5.11 浸水防護施設の設計における評価対象断

面の選定について」のうち，「5.11.5 鋼管杭鉄筋コンクリート防潮

壁」を新規作成）

・改 9 の内，「5.14 防潮堤止水ジョイント部材及び鋼製防護壁止水シ

ールについて」を改定
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ii 

改定 
改定日 

（提出年月日） 
改定内容 

改 15 H30.3.9 

・資料番号を「補足-60」→「補足-60-1」に変更（改定番号は継続）

・改 7の内，「5.7 自然現象を考慮する浸水防護施設の選定について」

を改定 

・改 10 の「6.1.3 止水機構に関する補足説明」を改定

改 16 H30.3.12 
・改 14 の内，「5.14 防潮堤止水ジョイント部材及び鋼製防護壁止水

シールについて」を改定

改 17 H30.3.22 ・改 15 の内，「6.1.3 止水機構に関する補足説明」を改定

改 18 H30.3.30 

・「1.5 入力津波のパラメータスタディの考慮について」，「3.1 砂移

動による影響確認について」，「6.5.1 防潮扉の設計に関する補足

説明」及び「放水路ゲートに関する補足説明」を新規作成し追加 

・改 17 の「6.1.3 止水機構に関する補足説明」を改定

改 19 H30.4.3 
・改 18 の「6.1.3 止水機構に関する補足説明」を改定

記載の適正化
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目 次 

1. 入力津波の評価

1.1 潮位観測記録の考え方について[改 4 H30.2.13] 

1.2 遡上・浸水域の評価の考え方について[改 12 H30.3.1] 

1.3 港湾内の局所的な海面の励起について[改 4 H30.2.13] 

1.4 津波シミュレーションにおける解析モデルについて[改 12 H30.3.1] 

1.5 入力津波のパラメータスタディの考慮について[改 18 H30.3.30] 

1.6 ＳＡ用海水ピットの構造を踏まえた影響の有無の検討[改 13 H30.3.6] 

2. 津波防護対象設備

2.1 津波防護対象設備の選定及び配置について 

3. 取水性に関する考慮事項

3.1 砂移動による影響確認について[改 18 H30.3.30] 

3.2 海水ポンプの波力に対する強度評価について 

3.3 電源喪失による除塵装置の機能喪失に伴う取水性の影響について 

4. 漂流物に関する考慮事項

4.1 設計に用いる遡上波の流速について[改 11 H30.2.27] 

4.2 漂流物による影響確認について[改 12 H30.3.1] 

4.3 漂流物衝突力について 

5. 設計における考慮事項

5.1 地震と津波の組合せで考慮する荷重について[改 7 H30.2.19] 

5.2 耐津波設計における現場確認プロセスについて[改 12 H30.3.1] 

5.3 強度計算に用いた規格・基準について 

5.4 津波波力の選定に用いた規格・基準類の適用性について[改 11 H30.2.27] 

5.5 津波防護施設のアンカーの設計に用いる規格・基準類の適用性について 

5.6 浸水量評価について[改 12 H30.3.1] 

5.7 自然現象を考慮する浸水防護施設の選定について[改 15 H30.3.9] 

5.8 浸水防護に関する施設の機能設計・構造設計に係る許容限界について 

5.9 浸水防護施設の評価に係る地盤物性値及び地質構造について[改 9 H30.2.22] 

5.10 浸水防護施設の強度計算における津波荷重，余震荷重及び衝突荷重の組合せについて 

5.11 浸水防護施設の設計における評価対象断面の選定について[改 14 H30.3.6] 

5.12 浸水防護施設の評価における衝突荷重，風荷重及び積雪荷重について 

5.13 スロッシングによる貯留堰貯水量に対する影響評価について 

5.14 防潮堤止水ジョイント部材及び鋼製防護壁シール材について[改 16 H30.3.19] 

5.15 東海発電所の取放水路の埋戻の施工管理要領について 

5.16 地殻変動後の基準津波襲来時における海水ポンプの取水性への影響について 

5.17 強度計算における津波時及び重畳時の荷重作用状況について[改 5 H30.2.13] 

5.18 津波に対する止水性能を有する施設の評価について 

5.19 津波荷重の算出における高潮の考慮について[改 7 H30.2.19] 

下線は，今回提出資料を示す。 

[  ]内は，当該箇所を提出

（最新）したときの改訂を示

す。 
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6. 浸水防護施設に関する補足資料

6.1 鋼製防護壁に関する補足説明 

6.1.1 鋼製防護壁の設計に関する補足説明 

6.1.2 鋼製防護壁アンカーに関する補足説明 

6.1.3 止水機構に関する補足説明[改 19 H30.4.3] 

6.2 鉄筋コンクリート防潮壁に関する補足説明 

6.2.1 鉄筋コンクリート防潮壁の設計に関する補足説明 

6.2.2 フラップゲートに関する補足説明

6.3 鉄筋コンクリート防潮壁（放水路エリア）に関する補足説明 

6.3.1 鉄筋コンクリート防潮壁（放水路エリア）の設計に関する補足説明 

6.4 鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁に関する補足説明 

6.4.1 鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁の設計に関する補足説明 

6.5 防潮扉に関する補足説明 

6.5.1 防潮扉の設計に関する補足説明[改 18 H30.3.30] 

6.6 放水路ゲートに関する補足説明 

6.6.1 放水路ゲートの設計に関する補足説明[改 18 H30.3.30] 

6.7 構内排水路逆流防止設備に関する補足説明 

6.7.1 構内排水路逆流防止設備の設計に関する補足説明 

6.8 貯留堰に関する補足説明 

6.8.1 貯留堰の設計に関する補足説明 

6.8.2 貯留堰取付護岸に関する補足説明 

6.9 浸水防護設備に関する補足説明 

6.9.1 浸水防止蓋，水密ハッチ，水密扉，逆止弁の設計に関する補足説明 

6.9.2 逆止弁の漏えい試験について 

6.9.3 逆止弁を構成する各部材の評価について 

6.9.4 津波荷重（突き上げ）の強度評価における鉛直方向荷重の考え方について 

6.10 津波監視設備に関する補足説明 

6.10.1 津波監視カメラの設計に関する補足説明 

6.10.2 取水ピット水位計及び潮位計の設計に関する補足説明 

6.10.3 加振試験の条件について 

6.10.4 津波監視設備の設備構成及び電源構成について 

6.11 耐震計算における材料物性値のばらつきの影響に関する補足説明 

6.12 止水ジョイント部の相対変位量に関する補足説明 

6.13 止水ジョイント部の漂流物対策に関する補足説明 

[  ]内は，当該箇所を提出

（最新）したときの改訂を示

す。 
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6.1.3-1 

6.1.3 止水機構に関する補足説明 

6.1.3.1 止水機構（1次止水機構）の実規模大実証試験の計画について 

1.目 的

止水機構が基準地震動Ｓs 及び余震+津波時において，実規模大の試験装置を用いた試

験（以下「実証試験」という。）を行い，止水板の挙動を確認することにより，変位追従性，

水密ゴムの健全性を確認する。

2.止水機構（１次止水機構）の概要

鋼製防護壁と既設取水路間の止水構造は，津波による荷重，鋼製防護壁と取水路の地震

時における追従性を確保する必要があることから，止水板が可動できるよう止水機構を設

置する。1次止水機構は，止水板の底面と側面に設置した水密ゴムにて水密性を確保する

構造とする。水密ゴムは，摩擦抵抗を低減し追従性を向上させるため，表面ライニング（樹

脂）を施工する。 

また，止水板には漂流物の衝突による影響も考慮し，止水板押え及び保護プレートを設

置し漂流物荷重からも耐える構造とする。 

止水機構の構造図を図１に，１次止水機構に係る各部位の役割・機能を表１に示す。 

なお，止水機構は，1次止水機構である止水板からの微少な浸水も考慮し，敷地内に浸

水させないよう陸側にシートジョイントからなる２次止水機構を設置する。 
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6.1.3-2 

 

 
 

図1 止水機構の構造図

取水路

鋼製防護壁

図 止水機構の設置位置 

津波

陸側止水機構

①止水板押え

②保護プレート

鋼製防護壁

④止水板 
(図 a-2 拡大図) 

⑥側面戸当り

⑤底面戸当り

③砂除け

底面水密ゴム(図 a-2)拡大図

図 a-1 １次止水機構拡大図

側面水密ゴム 
(図 a-2 拡大図) 

図ａ 止水機構断面図

⑦シートジョイント 

鋼製防護壁

１次止水機構

津波

  陸側

上下±60mm

海側 700mm 陸側 500mm

⑧防衝板 

２次止水機構 

図ｂ ２次止水機構の構造

⑦シートジョイント 

鋼製防護壁

  陸側⑧防衝板 

２次止水機構 

④止水板

津波

図 a-2 止水板，底面・側面水密ゴム拡大図

底面水密ｺﾞﾑ 
ﾗｲﾆﾝｸﾞ（樹脂）

側面水密ｺﾞﾑ
ﾗｲﾆﾝｸﾞ（樹脂） 

側面水密ゴム 
側面戸当りとの
潰れ代 3mm

⑥側面戸当り

津波

④止水板

支圧板

底面水密ゴム 
底面戸当りとの
潰れ代 3mm

⑤底面戸当り

止水板コマ

150mm

止水板側
ガイド板
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6.1.3-3 

表１ １次止水機構に係る各部位の役割・機能

各部位の役割・機能については以下のとおり。名称は下図に示す。

名称 役 割・機 能 材 料

① 止水板押え
・止水板を支持する。

・漂流物等から止水板を防護する。
鋼製

② 保護

プレート

・大型植生などから止水板を防護する。

・止水板への異物混入を防止する。
鋼製

③ 砂除け ・底面戸当り面への砂等の異物混入を防止する。 ナイロン

④ 止水板

・止水機構の扉体の機能。

・底面及び側面の戸当りに面する部位に水密ゴムを設置し浸

水を防止する。

・1枚当たりの主要仕様

寸法：横2000mm×幅150mm×高さ400mm 
重量：約930kg 

ステンレス

(表面仕上げNo.1)※ 

＋

水密ゴム

（Ｐ形ゴム）

⑤ 底面戸当り

・止水板の底面水密ゴムとのシール性を確保する。

（真直度，平面度の管理）

・床部より約100mm嵩上げし異物混入を防止する。

ステンレス

(表面仕上げNo.1)※２

⑥ 側面戸当り
・止水板の側面水密ゴムとのシール性を確保する。

（真直度，平面度の管理）

ステンレス

(表面仕上げNo.1)※２

⑦ シートジョイ

ント※１

・水密ゴムからの微少な浸水を保持する。

・陸側からの異物混入を防止する。
シートジョイント

⑧ 防衝板※１
・１次止水機構の損傷又は保守に伴う取り外し時に漂流物が

２次止水機構に到達することを防止する。
鋼製

※１：２次止水機構

※２：JIS G 4304 熱間圧延ステンレス鋼板及び鋼帯 表面仕上げ より

１次止水機構

鋼製防護壁

津波

①止水板押え

②保護プレート

⑤底面戸当り

③砂除け

止水機構の各名称 

⑦シートジョイント
⑥側面戸当り

鋼製防護壁

陸側

⑤底面戸当り

④止水板

２次止水機構
⑧防衝板

ａ部詳細

ａ部詳細
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6.1.3-4 

3.鋼製防護壁と 1 次止水機構の検討フロー及び 1次止水機構の実証試験評価フロー

鋼製防護壁と 1次止水機構の検討フロー（図 2）及び 1次止水機構の実証試験評価フロー

（図 3）については以下の通り。 

図２ 鋼製防護壁と 1 次止水機構の検討フロー 

開 始

【耐震・強度評価】

・地震 ・津波

・余震+津波

＜鋼製防護壁の設計＞ ＜1 次止水機構の設計＞ 

【解析評価・実証試験】 

解析・試験条件の設定 

①解析評価

◆二次元・三次元動的解析

◆評価項目

・応力解析：止水板，止水板押え，

底面・側面水密ゴム 

・止水板の変位追従性

・水密ゴムの健全性

②実証試験（図３参照）

◆評価項目

・止水板の変位追従性

・水密ゴムの健全性

【鋼製防護壁の設計】 

・三次元動的フレーム解析

【地中連続壁基礎と鋼製防

護壁の結合部の設計】 

【地中連続壁基礎の設計】 

・二次元有効応力解析

・三次元静的フレーム解析

終了 

鋼製防護壁の設計 
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6.1.3-5 

図３ １次止水機構の実証試験評価フロー

①取水路 

加速度応答スペクトル 

鋼製防護壁の二次元有効応力
解析（FLIP）及び動的三次元
フレーム解析（TDAP-Ⅲ） 

③鋼製防護壁（上部工）と 

取水路間の相対加速度による 

応答スペクトル

１次止水機構

実機モデルによる

二次元，三次元

動的解析
4.4 実証試験の計測項目と判定基準 

・計測項目と判定基準 

１次止水機構

試験装置モデルによる

三次元動的解析

4.3 実証試験装置の選定 

※3 

※2 

※2 
4.5 1 次止水機構の評価 

※２：試験装置モデルによる結果と振動 
試験結果との評価を行う。 

※３：※１の結果より，実機モデルとの検
証を行い，1次止水機構の挙動を評
価する。 

終 了

取水路 

応答加速度の抽出 

取水路の二次元有効応力

解析（FLIP） 

※1 へ 

※1 

開 始

4.1 評価方針 

鋼製防護壁（上部工）と 

取水路間の相対加速度 

鋼製防護壁 

応答加速度の抽出 

②鋼製防護壁 

加速度応答スペクトル 

水密ゴム漏水試験

（振動試験後）

4.2 試験条件 

・包絡スペクトルの作成 

（①～③の応答スペクトルの包絡波） 

・加振試験用模擬地震波の作成 

振動試験
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6.1.3-6 

4.実証試験の計画について

4.1 評価方針

鋼製防護壁に設置する 1次止水機構は，鋼製防護壁の底面と既設取水路の応答変位の違い

により相対変位が生じ敷地に浸水する可能性があることから，可動式の止水板を設置する。 

１次止水機構の実証試験において，止水板の地震時及び余震+津波における挙動を確認す

る。

止水板の評価は，鋼製防護壁と取水路の本震（耐専スペクトル）ＳＳ－Ｄ１の応答加速度

から加振試験用応答スペクトルを作成し実証試験を実施する。

実証試験で得られた止水板の挙動について，評価するとともに「止水板の地震時の追従性」，

「水密ゴムの健全性」及び「１次止水機構の構成部品の健全性」について確認し，止水板，

水密ゴム及び止水機構全体に影響がないか確認する。

また，実証試験の結果と三次元動的解析の結果から，止水板の挙動について評価を行う。 

11



6.1.3-7 

4.2 試験条件 

(1)実証試験用の入力地震動の作成

実証試験に用いる評価用の地震動は，解放基盤表面からの地盤の特性に応じた地震動の

応答スペクトルとして本震（耐専スペクトル）ＳＳ－Ｄ１を選定し，実証試験用に応答ス

ペクトルを作成し実施する。

また，津波防護施設である鋼製防護壁は，余震時にも耐える必要があることから，Ｓｄ

－Ｄ１を選定し，実証試験を実施する。表２に加振試験用応答スペクトルに用いる入力

地震動を示す。 

表２ 加振試験用応答スペクトルに用いる入力地震動 

種類 入力地震動 

本震（耐専スペクトル） ＳＳ－Ｄ１ 

余震 Ｓｄ－Ｄ１ 

(2)余震時の津波高さ

余震時の津波高さは，敷地に遡上する津波高さについても考慮した T.P.＋24ｍの静水

圧とする。 

構造設計上は，止水板に動水圧を荷重条件とした構造設計を行う。但し，実証試験に

おいては，二次元動的解析の試計算結果（補足説明 2 参照）から動水圧（高圧）で実施し

た場合に，地震時の止水板の挙動に比べ止水板が浮き上がらない傾向であったことから，

動水圧（高圧）より低い状態の想定として，静水圧（低圧）での試験を実施し止水板の挙

動を確認する。 

また，実機における構造においても，止水板押えの前面に設置している保護プレート

の下部より津波は浸水することから，直接津波の波圧を受けにくい。そのため，静水圧で

の実証試験がより現実的な止水板の挙動が把握できる。図 3 に止水板への流入イメージ

を示す。 

図 3 止水板への流入イメージ 

①止水板押え
側面水密ゴム

⑥側面戸当り

④止水板

底面水密ゴム

⑤底面戸当り

保護プレート

止水板コマ

100mm±50mm 

の間から津波が流入 

津波
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6.1.3-8 

(3)試験ケースと試験回数

実証試験に用いる入力地震動（ＳＳ－Ｄ１，Ｓｄ－Ｄ１）による確認は，以下の２ケー

スを実施する。

＜試験ケース＞ ・本震   ・余震＋津波

＜試験回数＞再現性確認のため，各２回実施。

本震（ＳＳ－Ｄ１） 余震+津波（Ｓｄ－Ｄ１） 

試験回数 ２回 ２回 

(4)水密ゴムの摩擦係数

水密ゴムの摩擦係数は，ダム・堰施設技術基準（案）に記載のライニングがある場合，

未使用状態（水密ゴムが健全の状態）の 0.2（乾式）を適用し実施する。また，ライニン

グがない場合は，1.2（乾式）を適用し実施する。水密ゴムの摩擦係数については補足説

明１に示す。 

なお，水密ゴムのライニングがない状態についても実施し挙動を確認する計画であるが，

二次元動的解析の摩擦係数のしきい値の結果を踏まえ，安全上配慮した試験を実施する。

試験の回数については，解析結果及びライニングありの実証試験状況を踏まえ決定する。 

(5)試験装置の制限に対する対応

① 模擬地震波の加速度が試験装置の上限（水平 3G，鉛直 1G）を超えた場合には，振

動試験装置の上限を超えない範囲で実証試験を実施する。なお，上限を超える止水

板の挙動については，二次元・三次元動的解析にて挙動を把握する。 

② 模擬地震波の水平又は鉛直変位が試験装置の上限（水平±150mm，鉛直±100mm）を

超える場合には，振動台入力波形の長周期側で加速度をカットするハイパスフィル

タで処理した模擬地震波にて試験を実施する。

ハイパスフィルタで処理する場合には，止水機構（止水板：剛体）の実証試験に影

響のない周波数範囲であることを確認する。 
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6.1.3-9 

4.3 実証試験装置の概要 

(1)試験装置

振動台の上に１次止水機構を設置し，水平方向と鉛直方向とを同時加振する。図4に大型

3軸振動台の概要を示す。 

振動台の規格 

加振自由度 3軸6自由度 

最大積載重量 80ｔｆ 

テーブル寸法 X：6ｍ × Y：4ｍ 

定格 Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 

最大変位 ±300mm ±150mm ±100mm 

最大加速度 

（35ｔ積載時） 

1Ｇ 

（水平） 

3Ｇ 

（水平） 

1Ｇ 

（鉛直） 

第7図 大型3軸振動台の概要 

図4 大型3軸振動台の概要 

X 方向 

Y 方向 

Z 方向 
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6.1.3-10 

(2)試験装置の選定

実証試験を実施するに当たり，鋼製防護壁と取水路の振動特性に違いがあることから実

証試験においては鋼製防護壁を固定するケースと加振させるケースの2通りについて検討

した。試験装置のケースを表 3に示す。

表３ 試験装置ケース 

ケース① ケース②

固定 取水路 鋼製防護壁 

加振 鋼製防護壁 取水路 

装置

概要 

メリ

ット 

・鋼製防護壁側を直接加振するため，止水板に

対する加速度（水平）が伝わりやすい。

・鋼製防護壁側を直接加振するため，水平の慣

性力が入りやすく，底面及び側面水密ゴムの

挙動が確認しやすい。

・固定基礎に架構を設置することで鋼製防護壁

を想定した架構の剛性が得られやすい。

・取水路側を直接加振するため，止水板に対する

加速度（鉛直）が伝わりやすい。 

・取水路側を直接加振するため，底面水密ゴム及

び止水板底面が摩耗し保守的な結果が得られ

やすい。 

・想定した加速度時刻歴波形を直接振動台に入

力することができる。

デメリ

ット 

・実機では，鋼製防護壁と取水路が同時に振動

するが，鋼製防護壁の加振のみとなる。

・固定基礎に取水路を想定した架構，振動台に

鋼製防護壁を想定した架構を設置する必要

があるため架構が大型化する。

・振動台に直接加速度時刻歴波形を入力するケ

ース①に比べ，鋼製防護壁を介して加振する

ため，入力加速度の伝達に影響が生じる。 

・実機では，鋼製防護壁と取水路が同時に振動す

るが，取水路の加振のみとなる。 

上記デメリットの部分については，試験装置の解析モデルにて評価を行い，実証試験装

置に影響のないことを確認する。 
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6.1.3-11 

試験装置のケース毎の止水板に作用する慣性力の考え方については，表４に示すとおり。 

ケース②の取水路側を加振する場合，鉛直加速度の慣性力が止水板に伝わりやすく，浮

き上がりの挙動を確認しやすい。また，鋼製防護壁の剛性が得られやすいことから，ケ

ース②を選択する。 

表４ 止水板に作用する慣性力 

振動の種別 実機適用 実証試験装置 

ケース①

<鋼製防護壁側> 

水平 

加速度 

止水板押えあるいは側面戸当りを

介して直接慣性力が作用する。 

鋼製防護壁側を加振し

た場合，鉛直加速度の慣

性力が止水板に伝わり

にくく，浮き上がり等の

挙動が確認しにくい。 

鉛直 

加速度 

支圧板又はガイド板の摩擦抵抗力

が作用した場合に慣性力が作用す

る。 

ケース②

<取水路側> 

水平 

加速度 

底面水密ゴム及び止水板コマの摩

擦抵抗力が作用した場合に慣性力

が作用する 

取水路側を加振した場

合，鉛直加速度の慣性力

が止水板に伝わりやす

く，浮き上がりの挙動を

確認しやすい。 

鉛直 

加速度 

取水路より直接慣性力が作用す

る。 

試験装置ケースの選定は，前述の試験装置ケースの検討及び止水板に作用する慣性力の

検討を踏まえ，更に，二次元動的解析の試解析結果から，鉛直方向の慣性力を伝達しやす

いケース②を選択する。二次元動的解析の試解析結果を補足説明 2 に示す。 

①止水板押え

側面水密ゴム

⑥側面戸当り

④止水板

底面水密ゴム
⑤底面戸当り

＜ケース①：鋼製防護壁側＞

・水平加速度

・鉛直加速度

ガイド板

支圧板

止水板コマ

＜ケース②：取水路側＞

・水平加速度

・鉛直加速度

止水板に与える地震動の入力イメージ
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6.1.3-12 

(3)実証試験の試験条件

止水板の実規模の挙動を確認するため，止水板と止水板を支持する部材については実機

と同じ構造部材にて実証試験を実施し実物と同じ挙動が再現できるようにする。以下の条

件にて実証試験を実施する。

①止水板は実機と同じ大きさ，構造のものを使用し，止水板 2 枚を止水板接続ゴムで接

続する。また，止水板に取り付ける底面・側面水密ゴムも実機と同じ寸法，構造のも

のを使用する。図 5に実機と同じ仕様部材を示す。

＜実機と同じ仕様部材＞（材質，構造，寸法，重量全て同じ部材）

・止水板（止水板本体，止水板コマ，支圧板，止水板側ガイド含む）

・水密ゴム（底面・側面水密ゴム（ライニング含む），止水板接続ゴム）

・止水板押え（止水板押え側ガイド含む）

・底面・側面戸当り（水密ゴムとの接触するステンレス部材）

図 5 実機と同じ仕様部材の部位 

②止水板は取水路側に垂直に置かれ鋼製防護壁の側面戸当りと止水板押えにより，実機

と同じ隙間で支持された状態で設置する。実証試験のイメージを図 6に示す。

図 6 実証試験のイメージ図 

：実機と同じ仕様部材の範囲 

止水板 

側面水密ゴム 

底面水密ゴム 

止水板押え 

架構 架構 

振動台 

17



6.1.3-13 

③鋼製防護壁の応答加速度及び変位は取水路側に与え加振する。

入力波形については，鋼製防護壁と取水路の応答スペクトル及び鋼製防護壁と取水路

の重ね合わせた相対的な応答スペクトルの全体を包絡させた応答スペクトルにより模擬

地震波を作成し，加振試験を実施する。 

模擬地震波の作成方法は以下のとおり。 

a. 二次元有効応力解析による鋼製防護壁基礎天端の応答時刻歴を算出する。

（図 7参照） 

図 7 鋼製防護壁基礎の二次元有効応力解析による応答時刻歴と応答スペクトルのイメージ 
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6.1.3-14 
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b. 前項を入力した鋼製防護壁の動的三次元フレーム解析にて止水機構位置の応答

時刻歴及び応答スペクトルを抽出する。（図 8 参照）

図 8 鋼製防護壁の三次元フレーム解析による応答時刻歴と応答スペクトルのイメージ

c. 二次元有効応力解析による取水路天端の応答時刻歴及び応答スペクトルを算出

する。（図 9 参照）

図 9 既設取水路の二次元有効応力解析による応答時刻歴と応答スペクトルのイメージ
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答時刻歴及び応答スペクトルを算出する。（図 10参照）
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鋼製防護壁（ｂ項）と取水路（ｃ項）の応答時刻歴及び応答スペクトルの重ね合わせ

図 10 鋼製防護壁と取水路を重ね合わせた応答スペクトルの作成イメージ
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e. b 項，c項と d項にて算出した応答スペクトルを比較し，加速度応答スペクトル

の包絡波を作成し模擬地震波として振動台に入力する。また，振動台に入力する

模擬地震波は，東西の位相を逆転させた場合についても振動台に入力する。（図

11）

なお，模擬地震波として作成した加速度応答スペクトルの包絡波については，

変位を算出し，b 項，c項と d 項にて作成した相対変位と比較し，模擬地震波の変

位が包絡していることを確認する。 

図 11 応答スペクトルの包絡波の作成イメージ 
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振
動

台
 

(4)実証試験装置の構造

①鋼製防護壁の架構構造（固定部）

実証試験装置の試験装置構造図を図 12 に示す。

鋼製防護壁(固定部)の架構部分は，固定基礎より設置し振動台を跨ぐ構造で止水板を支持

する。 

図 12 実証試験の試験装置構造図

止水板 

振動台 

架構（固定） 

架
構

（
固

定
）
 

架構（固定） 

止水板 

振動台 

（平面図） 

（断面図（正面））

（断面図（横面）） 
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②取水路の架構構造（加振部）

取水路側に設置する止水板部の試験装置の構造は，架構で止水板を支持する構造である。 

余震＋津波時においては，津波高さを模擬する必要があることから，ロードセルを用い

て水圧をかけた状態を模擬し余震を与える。余震時の津波高さは，敷地に遡上する津波高

さについても考慮した T.P.＋24m の静水圧にて実施する。余震＋津波時の水圧を模擬した

試験装置の構造を図 13に示す。

図 13 余震＋津波時の試験装置の構造図 
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(5)供試体（止水板）の構造（実規模）

止水板は，止水板（実物大）２枚を実機と同じ連結方法（止水板接続ゴム）にて連結させ

た構造にする。重量も同じ（約 930kg/枚）として製作する。

水密ゴムは，止水板の底面及び側面に設置する。水密ゴムも実物と同じ構造にて設置す

る。 

止水板の構造及び水密ゴムの構造を図 14 に示す。また，止水板の長手方向の挙動及び

実証試験における荷重条件について補足説明 3 にて示す。 

図 14 止水板の構造及び水密ゴムの構造 
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4.4 実証試験の計測項目と判定基準 

実証試験では以下の項目について計測を行い「止水板の地震時の追従性」，「水密ゴムの健

全性」及び「１次止水機構の構成部品の健全性」について確認し，止水機構全体に影響がな

いか確認する。表 5 に実証試験の計測項目と判定基準，表 6 に各部位の検査項目と図 15 に

実証試験時の計測装置の配置を示す。 

表５ 実証試験の計測項目と判定基準 

機能目標 計測項目※ 判定基準 

止水板の地震時の

追従性確認 

◆追従性評価（ビデオ撮影）

◆変位計測（レーザー変位計） 

◆加速度計測（加速度計）

◆外観目視検査

◆止水板の動作に異常がなく，止水板としての機

能が保持されていること。（浮き上がり，止水板

の破損・損傷）

水密ゴムの健全性

確認 

◆追従性評価（ビデオ撮影）

◆変位計測（レーザー変位計） 

◆寸法計測

◆外観目視点検

◆水密ゴムの動作に異常がなく機能が保持されて

いること。

（噛み込み，摺動による亀裂，破損，摩耗） 

◆水密ゴムのライニングに異常がなく機能が保持

されていること。（ライニングの破損，めくれ） 

１次止水機構の構

成部品の健全性確

認 

◆止水板，側面戸当り，底面

戸当り，止水板押え，架構等

の外観目視点検

◆三次元計測による試験

装置全体の計測

◆装置全体に異常がなく健全であること。

（試験装置，部材の変形，損傷，他） 

※各部位毎の計測項目については，表 7の 1次止水機構の各部位毎の評価項目に示す。

１次止水機構

鋼製防護壁

津波

①止水板押え

②保護プレート

⑤底面戸当り

③砂除け

止水機構の各名称 

⑦シートジョイント
⑥側面戸当り

鋼製防護壁

陸側

⑤底面戸当り

④止水板

２次止水機構

⑧防衝板

ａ部詳細

ａ部詳細
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表６ 各部位の検査項目 

各部位 目 的 確認項目

①止水板押え

止水板の追従性

に影響を与える

部材の健全性を

確認する。

挙動確認 ◆止水板押えの加速度計測（③）

健全性

確認

◆寸法計測

・止水板押えと止水板の隙間計測

・止水板押え側ガイド板の平面度測定

・止水板押え側ガイド板と止水板側ガイドとの寸法測定

◆外観目視検査

・変形，摩耗等の確認

④止水板

(底面止水板コ

マ部含む)

止水板の追従

性及び健全性

を確認する。

挙動確認

◆止水板と底面，側面戸当りの変位計測（①～⑩）

（レーザー変位計による止水板の挙動確認）

◆止水板の加速度計測（⑤～⑨）

◆ビデオ撮影（④～⑦，⑨～⑫）

健全性

確認

◆寸法計測

・止水板，支圧板の寸法測定

・止水板コマ寸法測定（寸法，板厚，摩耗量測定（試験後）） 
◆外観目視,据付け状況検査

・止水板コマ，支圧板の変形，摩耗，据付け等の確認

⑤底面戸当り

⑥側面戸当り

止水性に影響を

与える部材の健

全性を確認す

る。

挙動確認
◆加速度計測（底面・側面戸当り）（①～④）

◆ビデオ撮影（④～⑦，⑨～⑫）

健全性

確認

◆寸法測定

・平面度測定

◆外観目視，据付け状況検査

・変形，摩耗，ゆがみ，据付け等の確認

底面・側面水密

ゴム 

止水板に追従

し，水密性に

影響がないこ

とを確認す

る。

挙動確認

◆止水板と底面，側面戸当りの変位計測（①～⑩）

（レーザー変位計による浮き上がり確認）

◆ビデオ撮影（④～⑦，⑨～⑫）

健全性

確認

◆寸法測定

・水密ゴムの寸法計測（厚さ）

◆外観目視，据付け状況検査

・変形，摩耗，亀裂，ライニング面，据付け等の確認

◆漏水検査

止水板接続 

ゴム 

止水板との接

続部に影響が

ないことを確

認する。

挙動確認

◆止水板の変位計測（①～⑩）

（レーザー変位計による止水板の挙動を把握し，接続ゴ

ムの変位を計測）

◆止水板の加速度計測（⑤～⑨）

◆ビデオ撮影（⑧）

健全性

確認

◆寸法測定

・水密ゴムの寸法計測（寸法）

◆外観目視検査

・変形，摩耗，亀裂の確認

・底面・側面水密ゴムの接続箇所の確認

◆水密ゴムの据付け状況確認
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図 15 実証試験時の計測部位 
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4.5 1 次止水機構の評価 

実証試験の結果及び 1 次止水機構の評価については以下の通り分析し，二次元・三次元動

的解析の結果との考察を加え，止水機構全体の評価を行う。 

①実証試験データの分析

・表５の結果から異常の有無を確認する。

・加振時の止水板の挙動を評価する。

②二次元及び三次元動的解析結果の分析

・二次元及び三次元動的解析の結果から止水板の挙動を確認する。解析結果については

補足説明4に示す。

・実証試験の結果と試験装置の三次元動的解析の結果から，止水板の挙動について評価を

行う。 

③1 次止水機構の評価

1 次止水機構の各部材毎における，強度評価，耐震評価の項目について，表７の 1 次止

水機構の各部位毎の評価項目に示す。

耐震評価については，実証試験にて得られた結果と実証試験装置の解析モデルとの挙動

評価の結果から，実機モデルでの三次元動的解析結果と検証を行い１次止水機構の挙動

を評価する。 

また，止水板の瞬間的な跳ね上がりについては，地震時の跳ね上がり時間から浸水量を

評価し，余震+津波時における浸水量として算出し，２次止水機構への影響を評価する。 

止水機構の概要を補足説明 5 に示す。 

④漏水試験の実施（別途実施）

実証試験にて実施した水密ゴム（底面水密ゴム，側面水密ゴム，止水板接続ゴム）に

ついて漏水試験を実施する。 

主に漏水試験は，本震，余震＋津波を経験させた水密ゴムについて，漏水試験を実施

し評価する。漏水試験の試験要領は補足説明6に示す。 
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表７ 1 次止水機構の各部位毎の評価項目 

各部位 役割・機能 評価 評価項目

①止水板押え

・止水板を支持する。

・漂流物等から止水板を

防護する。

耐震評価

◆二次元・三次元動的解析

・応力評価 ・追従性評価

・余震+津波

実証試験

◆挙動評価

・追従性評価(ビデオ撮影）

・加速度計測（水平，鉛直）

・外観目視検査（試験装置の架構部）

④止水板

(底面止水コマ

部含む)

・止水機構の扉体の機能

・底面及び側面の戸当り

に面する部位に水密ゴ

ムを設置し浸水を防止

する。

耐震評価

◆二次元・三次元動的解析

・応力評価 ・追従性評価

・余震+津波

実証試験

◆挙動評価

・追従性評価（ビデオ撮影） ・変位計測

（浮上り測定：底面戸当りと鉛直の相対変

位計測）

・加速度計測（水平，鉛直）

・余震+津波（水圧模擬） ・外観目視検査

⑤底面戸当り

⑥側面戸当り

・止水板の底面と側面の

水密ゴムとのシール性

を確保する。

実証試験

◆挙動評価

・追従性評価（ビデオ撮影）

・外観目視検査

底面・側面 

水密ゴム 

・底面・側面戸当りとのシ

ール性を確保する。

耐震評価

◆二次元・三次元動的解析

・応力評価 ・追従性評価

・余震+津波

実証試験

◆挙動評価

・追従性評価（ビデオ撮影）

・変位計測（浮上り測定：底面戸当りと

鉛直の相対変位計測）

・外観目視検査

◆漏水試験（別途実施）

１次止水機構

鋼製防護壁

津波

①止水板押え

②保護プレート

⑤底面戸当り

③砂除け

止水機構の各名称 

⑦シートジョイント
⑥側面戸当り

鋼製防護壁

陸側

⑤底面戸当り

④止水板

２次止水機構

⑧防衝板

ａ部詳細

ａ部詳細
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5.実証試験のスケジュール

実証試験については，平成 30年 5月上旬までに実施する計画である。

（場所：茨城県つくば市）

表 8 に実証試験に関するスケジュール（案）を示す。

表 8 実証試験に関するスケジュール（案） 
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【補足説明１】水密ゴムの摩擦係数について 

実証試験における水密ゴムの摩擦係数は，ダム・堰施設技術基準（案）に記載の0.2及び，

物性値確認を行った結果，最大で乾式の0.2，湿式の0.22であることから，ダム・堰施設技術

基準（案）に記載の0.2と定義し実証試験を実施する。 

なお，水密ゴムのライニングなしの実証試験については，同様に1.2と定義し実証試験を実

施する。 

①ダム・堰施設技術基準（案）

水密ゴム（ライニングあり）とステンレスの摩擦係数は，0.2（乾式），0.1（湿式）と

記載がある。なお，水密ゴム（ライニングなし）の場合は，1.2（乾式），0.7（湿式）で

ある。 

②水密ゴムの物性値 

・静摩擦係数は最大0.2（乾式），動摩擦係数は最大0.22（乾式）表9に超高分子ポリエチ

レンの物性値を示す。

表9 超高分子量ポリエチレンの物性値 

項目 物性値 

引張り強さ（MPa） 44 

伸び（%） 450 

高度（Rスケール） 40 

摩擦係数 

（相手：ステンレス） 

・静摩擦係数：0.10～0.20※（乾式）

・動摩擦係数：0.07～0.22※（乾式）

0.05～0.10（湿式） 

※：動摩擦係数＞静摩擦係数の状況について 

一般的に摩擦係数は，動摩擦係数＜静摩擦係数の関係であるが， 

高分子材料のように，静摩擦係数と動摩擦係数の値に大きな差が生じやすい場合に

「スティック・スリップ（付着すべり）」と言われる現象が生じやすいことから，動摩

擦係数が静摩擦係数より僅かに上回ったものと推定される。 
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【補足説明 2】二次元動的解析の試解析結果

１．目 的 

本解析は，止水機構の実証試験を実施するにあたり，試験ケースを確定させる必要があること

から試計算を実施し試験ケースを確定する。 

２． 解析条件 

（１）解析コード MSC_MARC2014.2.0（エムエスシーソフトウェア株式会社） 

（２）解析内容  大変形超弾性解析（水密ゴムを超弾性体として解析） 

止水機構の止水板の水密ゴムと戸当り側を解析する必要があることから,大変形超弾

性解析を実施する。以下に解析の概要を示す。 

①材料非線形解析：水密ゴムの応力とひずみの関係が非線形状態の解析。

②幾何学非線形解析：水密ゴムの引張りひずみが100%程度を示す大変形になりうる

場合も，変形に伴う荷重，応力の方向変化を考慮した解析。 

③境界非線形解析：荷重の変化に伴い水密ゴムの抑え金具（コマ）及び扉体等への

接触境界条件及びその領域を変化させた解析。 

（３）入力地震動 

解析に用いた入力地震動は，基準地震動Ｓｓ（設置許可段階）を鋼製防護壁の地中連続壁基

礎天盤の応答を算出し，鋼製防護壁の三次元フレーム解析にて算出した応答時刻歴及び応答ス

ペクトルを解析モデルの摺動側になる鋼製防護壁（ケース①）と取水路（ケース②）に入力し

解析を実施した。 

（４）モデル化 

解析モデルは3次元要素（６面体要素）で面外方向厚みを10mmとし，面外方向変位を拘束する

ことで平面ひずみ要素の状態とした。図16に二次元動的解析のモデル図を示す。 

図16 二次元動的解析モデル図 
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（５）解析ケース 

試験装置ケースと解析ケースを表10に示す。 

表10 試験装置ケースと解析ケース 

試験装置ケース 摺 動 解析ケース 地震波 

ケース① 鋼製防護壁側 
Case1-1 本震１ 

Case1-2 余震 

ケース② 取水路側（基礎） 
Case2-1 本震１ 

Case2-2 余震 

（６）物性値および摩擦係数 

 各部の物性値と摩擦係数は表 11に示す通り。モデル化に当たっては，⑤底面戸当り，鋼製防

護壁（⑥側面戸当り）は，剛体としてモデル化した。 

表11 物性値および摩擦係数 

部位（材質） 物性値 許容値 摩擦係数 

①止水板押え 

（SM490) 

縦弾性係数 205000MPa 

ポアソン比 0.3 
耐力 315MPa - 

④止水板 

 (SUS304) 

縦弾性係数 197000MPa 

ポアソン比 0.3 
耐力 205MPa - 

底面・側面水密ゴム 

(合成ｺﾞﾑ+ 

ﾗｲﾆﾝｸﾞ貼付け)

単軸引張試験結果 引張強さ 14.7 MPa 0.2 

止水板押え 

(ｱﾙﾐﾆｳﾑ銅合金)

縦弾性係数 110000MPa 

ポアソン比 0.3 
耐力 245MPa 

0.4 

（金属間の摩擦係数） 

支圧板 

(超高分子ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ) 

縦弾性係数 785MPa 

ポアソン比 0.3 
引張強さ 44MPa 0.2 

止水板側ガイド板 

(ｱﾙﾐﾆｳﾑ銅合金)

縦弾性係数 110000MPa 

ポアソン比 0.3 
耐力 245MPa 0.4 
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（７）試験条件 

ここでは，鋼製防護壁側の基準地震動Ｓｓ（設置許可段階）による相対変位及び応答加速

度について評価し，鋼製防護壁側及び取水路側（基礎）に摺動を与え止水機構の挙動を評価

した。 

①鋼製防護壁摺動（ケース①）

鋼製防護壁摺動のケースでは鋼製防護壁（止水版押えの根元も含む）は剛として水平相対

変位，鉛直変位および回転変位を止水板押えの据付け部（鋼製防護壁との設置部）に強制変

位として与えた。取水路側（基礎）は剛として固定した。

②取水路側（基礎）摺動（ケース②）

取水路側（基礎））摺動のケースでは，取水路側（基礎）を剛として水平相対変位，鉛直変

位を強制変位として与えた。鋼製防護壁（止水版押え据付け部も含む）は剛として固定し

た。

解析地震波

本震および余震ともに，最大の鉛直加速度が認められる 40～46sec（6秒間）について解析

を実施した。 

（８）水圧荷重 

水圧荷重は，水位TP+20ｍの静水圧および動水圧とした。 

（９）解析結果 

止水板コマの取水路側（基礎）からの浮き上がり量を表 12 に示す。 

本震時において，静的には自重に対して摩擦力等による上向力は小さく止水板が取水路側

（基礎）から浮き上がることはないが，取水路側（基礎）や鋼製防護壁への接触時に生ずる

衝撃力などの動的作用により浮き上がるものと考えられる。浮き上がり量は，鋼製防護壁摺

動より取水路側（基礎）摺動の方が大きい傾向が見られた（CASE1-1 と CASE2-1）。 

これは，取水路側（基礎）摺動の方が鉛直方向の慣性力がより顕著に表れたためと考えら

れる。 

余震時（津波重畳）において，鋼製防護壁摺動の場合には浮き上がりは無いが，取水路側

（基礎）摺動の場合に 0.03 ㎜の浮き上がりが見られた。本震時と同様に衝撃力などの動的作

用の影響もあるものと考えられる。また本震時と同様に浮き上がり量は，鋼製防護壁摺動よ

り取水路側（基礎）摺動の方が大きい傾向が見られた。 

表 12 止水板コマの取水路側（基礎）からの浮き上がり量 

ケース 摺動側 地震波 浮き上がり量(mm) 説明図 

Case1-1 
鋼製防護壁側 

本震１ 1.8 図17 

Case1-2 余震 0 図18 

Case2-1 
取水路側（基礎） 

本震１ 3.7 図19 

Case2-2 余震 0.03 図20 
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図 17 本震時 鋼製防護壁側摺動（CASE1-1） 

鋼製防護壁

東側（海側）移動

（支圧板の摩擦抵抗＋

底面水密ゴムの接触圧）

鋼製防護壁

西側（陸側）移動

（ガイド板の摩擦抵抗）

鋼製防護壁

上昇（浮上り方向）

鋼製防護壁

下降

最大浮き上がり量：1.8mm 

鋼製防護壁が東側（海側）に

移動時に最大浮き上がり量

が発生している。 

その他の部位にも浮き上が

りの傾向が認められる。 

止水板が東側（海側）へ水平

移動するときに，底面水密

ゴムの接触圧が高くなる傾

向がある。 

止水板が西側（陸側）へ水平

移動するときに，側面水密

ゴムの接触圧が高くなる傾

向がある。 

東側（海側）移動 東側（海側）移動 東側（海側）移動

1.8mm 

35



6.1.3-31 

図 18 本震時 取水路側（基礎）摺動（CASE2-1） 

取水路

東側（海側）移動

（支圧板の摩擦抵抗＋

底面水密ゴムの接触圧）

取水路

西側（陸側）移動

（ガイド板の摩擦抵抗）

取水路

上昇（浮上り方向）

取水路

下降

最大浮き上がり量：3.7mm 

取水路の東側（海側）に移動

時に最大浮き上がり量が発

生している。 

その他の部位にも浮き上が

りの傾向が認められる。 

止水板が東側（海側）へ水平

移動するときに，底面水密

ゴムの接触圧が高くなる傾

向がある。 

止水板が西側（陸側）へ水平

移動するときに，側面水密

ゴムの接触圧が高くなる傾

向がある。 

東側（海側）移動 東側（海側）移動 東側（海側）移動

3.7mm 
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6.1.3-32 

 

図 19 余震時 鋼製防護壁摺動（CASE1-2） 

鋼製防護壁

東側（海側）移動

（支圧板の摩擦抵抗＋

底面水密ゴムの接触圧）

鋼製防護壁

西側（陸側）移動

（ガイド板の摩擦抵抗）

鋼製防護壁

上昇（浮上り方向）

鋼製防護壁

下降

最大浮き上がり量：0mm 

浮き上がりが発生しない。 

止水板が東側（海側）へ水平

移動するときに，底面水密ゴ

ムの接触圧が高くなる傾向

がある。 

止水板の動きに影響なく側

面水密ゴムの接触圧が変動

する傾向がある。 

水圧上昇

（東側（海側）移動）

水圧下降

（西側（陸側）移動）

東側（海側）移動 東側（海側）移動 東側（海側）移動
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図 20 余震時 取水路側（基礎）摺動（CASE2-2） 

取水路

東側（海側）移動

（支圧板の摩擦抵抗＋

底面水密ゴムの接触圧）

取水路

西側（陸側）移動

（ガイド板の摩擦抵抗）

取水路

上昇（浮上り方向）

取水路

下降

最大浮き上がり量：0.03mm 

一時的に１回だけ浮き上がり

が発生したがごく僅かであっ

た。他の時間帯には浮き上が

りは発生しない。 

止水板が東側（海側）へ水平

移動するときに，底面水密ゴ

ムの接触圧が高くなる傾向

がある。 

止水板の動きに影響なく側

面水密ゴムの接触圧が変動

する傾向がある。 

水圧上昇

（東側（海側）移動）

水圧下降

（西側（陸側）移動）

東側（海側）移動 東側（海側）移動 東側（海側）移動

0.03mm 
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【補足説明 3】止水板の長手方向の挙動及び実証試験における荷重条件について 

（１）止水板の長手方向の挙動について 

止水板動は，①止水板押えの止水板押え側ガイド板と④止水板の止水板側ガイド板にて長

手方向の移動を制限している。止水板側ガイド板と止水板押え側ガイド板の隙間は 5mm で管

理している。図 21に止水板と止水板押えのガイド構造について示す。 

図 21 止水板と止水板押えのガイド構造について 

①止水

板押え

止水板接続 

ゴム 

止水板押え 

止水板側 

ガイド板 
支圧板 

止水板押え側 

ガイド板 

（拡大図）

止水板押え 

止水板 止水板押え 

止水板押え 

支圧板 

支圧板 

支圧板 

①止水板押え

側面水密ゴム

⑥側面戸当り

④止水板 底面水密ゴム
⑤底面戸当り

止水板コマ

支圧板

止水板押え側

ガイド板

止水板側

ガイド板

（断面図）

（平面図）

止水板 
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（２）実証試験における荷重条件について 

止水板の耐震設計における考慮する荷重は，固定荷重，地震荷重である。実証試験にお

いても，固定荷重，地震荷重について模擬している構造であり，耐震評価の荷重の組み合

せと同じ状態で実証試験を実施する。

表 17に止水板の耐震評価における荷重の組合せを示す。

なお，積雪荷重と風荷重については，止水板押えの外側に設置している保護プレートで

受けることから，構造上止水板には積雪荷重及び風荷重は考慮しない。

表 17 止水板の耐震評価における荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

地震時（Ｓｓ） Ｇ＋Ｋｓ 

Ｇ ：固定荷重 躯体自重を考慮する。 

Ｋｓ：地震荷重 基準地震動Ｓｓによる荷重を考慮する。 
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【補足説明 4】 二次元・三次元動的解析の解析評価について 

（１）二次元動的解析 

＜評価条件＞ 

・解析コード：MARC（大規模解析対応非線形解析）

・地震動：基準地震動ＳＳ

・解析ケース：3ケース 地震時，津波時，津波時＋余震

解析モデルは図22に示す。 

・水密ゴム摩擦係数：

常時 ：0.2（ダム・堰施設技術基準（案））（国土交通省） 

劣化時の挙動把握（しきい値確認） ：0.2～1.2 

・金属間摩擦係数

止水板（接触面アルミニウム）と戸当り（ステンレス）：0.4 

・評価対象部位：

底面水密ゴム，側面水密ゴム，止水板接続ゴム，止水板（止水板コマ含む）， 

止水板押え，底面・側面戸当り，止水板側ガイド板，支圧板

・許容応力：引張り強度，変形量（伸び）（水密ゴム）

弾性設計範囲内（止水板，その他の部材）

・評価項目：

応力評価，追従性評価（止水板浮上り），水圧模擬，摩擦係数しきい値確認

図 22 二次元動的解析モデル 

止水板

鋼製防護壁
止水板押え

底面水密ゴム

側面水密ゴム

止水板コマ

支圧板

止水板側ガイド板

底面戸当り
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（２）三次元動的解析 

＜評価条件＞ 

・解析コード：MARC（大規模解析対応非線形解析）

・地震動：基準地震動ＳＳ

・解析ケース：3ケース 地震時，津波時，津波時＋余震

解析モデルは図23に示す。 

・水密ゴム摩擦係数：

常時 ：0.2（ダム・堰施設技術基準（案））（国土交通省） 

・金属間摩擦係数

止水板（接触面アルミニウム）と戸当り（ステンレス）：0.4 

・評価対象部位：

底面水密ゴム，側面水密ゴム，止水板接続ゴム，止水板（止水板コマ含む）， 

止水板押え，底面・側面戸当り，止水板側ガイド板，支圧板

・許容応力：引張り強度，変形量（伸び）（水密ゴム]

弾性設計範囲内（止水板，その他の部材） 

・評価項目：

応力評価，追従性評価（止水板２枚の挙動，浮上り），水圧模擬

図 23 三次元動的解析モデル 

止水板

鋼製防護壁

止水板押え側面水密ゴム

底面水密ゴム止水板コマ

支圧板

底面戸当り

止水板押え

止水板

止水板接続ゴム
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【補足説明 5】止水機構の概要について 

（１）1 次止水機構の止水板について 

1次止水機構の止水板は，地震時の追従性を確保するとともに，津波による津波荷重，

漂流物による衝突荷重を考慮した構造とする。水密部の水密ゴムは，津波による圧力に耐

えうるよう設置し津波からの浸水を防止する。 

なお，止水板からの微少な漏えいを考慮し，敷地内に浸水させないよう陸側にシートジ

ョイントからなる2次止水機構を設置している。図24に止水機構全体の構造図を示す。 

（２）2 次止水機構の構造について 

ａ．2次止水機構は，共通要因故障（止水板の追従性不良等）による同時機能喪が生じない

よう多様性を図ることとし，1次止水機構の構造と異なるシートジョイントを設置して

いる。 

ｂ．シートジョイントについては，想定する津波荷重に対して十分な耐性を有するものを採

用するが，１次止水機構の取り外し時に津波の襲来を想定すると，漂流物が 2 次止水機

構に到達する可能性があることから，2次止水機構前面に防衝板を設置し，漂流物によ

る損傷を防止する構造にしている。 

ｃ．さらに，2 次止水機構の後段には，2 次止水機構からの漏水の可能性を考慮し，漏水を

収集・排水可能な排水溝を設置する構造にする。排水は，構内排水路の防潮堤内側の集

水枡に収集し，構内排水路逆流防止設備を介して排水する。 

ｄ．1次止水機構及び 2次止水機構のこれらの対策により，基準津波の遡上波の重要な安全

機能を有する海水ポンプが設置されたエリアへの到達，流入防止を確実なものとしてい

る。 

図 24 止水機構全体の概要 
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【補足説明6】漏水試験について

実証試験にて実施した水密ゴムについて，漏水試験を実施し水密性を確認する。

設計圧力における漏水試験のため，止水機構の水密ゴム（Ｐ形）について，試験装置

を製作し，漏水試験により設計圧力に耐えることを確認する。

試験装置は，止水板２枚分（4m）の水密ゴムを設置可能な漏水試験装置を製作し，

底面水密ゴム，側面水密ゴム，止水板接続ゴムからの漏水を確認する。漏水位置は中央

部の3ｍ分からの漏水量を算出する。 
表13に漏水試験条件の一覧，表14に漏水試験装置の主要仕様，図25に漏水試験の装置

概要図を示す。

表13 漏水試験条件一覧表

項目 条件 備考 

水密ゴム 

試験体１ 本震，余震+津波を経験させた水密ゴム 

試験体２ 本震，余震+津波を経験させた水密ゴム 

試験体３ 
ライニングのない状態にて試験を実施した水密ゴム

（試験結果で亀裂，損傷等ない場合に実施） 

試験圧力 

0.17MPa以上 
保守的に，防潮堤天端高さ（T.P.＋20m）から設置地

盤標高（T.P.＋3m）を差し引いた値 

0.21MPa以上 
敷地に遡上する津波高さ（T.P.＋24m）から設置地盤

標高（T.P.＋3m）を差し引いた値 

試験時間 10分保持 「ダム・堰施設技術基準（案）」より 

許容漏水量＊ 
5.2  ／10分 試験圧力0.17MPaに対する許容漏水量 

6.4  ／10分 試験圧力0.21MPaに対する許容漏水量 

＊「ダム・堰施設技術基準（案）（国土交通省）」で規定する保持時間及び許容漏水量算定式に

基づく3m当たりの許容漏水量

・許容漏水量：Ｗ＝10.2Ｌ×Ｐ

Ｗ：漏水量（ｍ /min） 
Ｐ：設計圧力 

Ｌ：長辺の長さ(cm) 
（試験装置の漏水検出範囲長さ300cm） 
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表 14 漏水試験装置の主要仕様

項目 仕様 

試験装置 

寸法 長さ約 4.3m×高さ約 0.7m×幅約 0.7m 

材質 鋼製 

設計圧力 0.7MPa 

止水板 

寸法 
1 枚当たり 長さ約 2m×幅約 0.1m×高さ約 0.4m 

2 枚の止水板を接続ゴムにて接続し実施 

材質 ステンレス鋼

重量 約 930kg／枚 

図 25 漏水試験の装置概要図

止水板

幅約 4.3m 

高さ約 0.7m 

水圧部

止水板

止水板長さ約 2m 

漏水検出範囲 

3m

幅約 0.7m 

止水板接続ゴム

止水板長さ約 2m 

漏水検出範囲 

3m

水圧部

止水板

側面水密ゴム

底面水密ゴム

漏水

（正面図）

（平面図）

（断面図）
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＜水密ゴムの単体漏水試験結果＞

水密ゴムの単体試験として，未使用品の水密ゴム及び劣化状況を模擬した漏水試験を実施

しており良好な結果を得ている。表 15 に試験装置の主要仕様，表 16 に漏水試験結果，図 25

に試験装置の概要図，図 26 に試験圧力と漏水量を示す。 

表 15 試験装置主要仕様

項目 仕様 

試験装置 

寸法 長さ約 2.3m×高さ約 0.7m×幅約 0.5m 

材質 鋼製 

設計圧力 0.7MPa 

止水板 

寸法 長さ約 2m×幅約 0.1m×高さ約 0.4m 

材質 ステンレス鋼

重量 約 620kg 

 

図 25 試験装置概要図

圧力計

底面水密ゴム

止水板

[正面図（陸側から）] 

[試験装置の全体図] 

陸側
海側

[A-A 断面図] 

水圧部

止水板

堤外側

堤内側

止水板

水圧部

[C-C 断面図] 

止水板

漏水

[底面水密ゴム取付部拡大図] 

止水板長さ 2m 

漏水検出範囲 

1m 

[B-B 断面図] 

陸側 海側

 底面水密ゴム

止水板 

A 

B 

A 

C 

B 

C 
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表16 漏水試験結果

区分 
試験圧力 

(MPa） 

時間 

(分) 

漏水量※1 

( /10分） 

許容 

漏水量 

( /10分) 

判定 

試験体１ 
未使用品 

0.20 10 0.020 2.0 ○ 

試験体２ 0.20 10 0.029 2.0 ○ 

試験体３ 
劣化状態

を仮定 

0.17 10 0.039 1.7※2 ○

0.66 10 0.625 6.7※2 ○

0.17 10 0.440 1.7※2 ○

0.66 10 0.525 6.7※2 ○

※１：漏水量は１ｍあたり10分間漏水量。

※２：未使用品（新品）の場合の許容漏水量

図 26 試験圧力と漏水量（高圧）

図 26 試験圧力と漏水量（低圧）

0
1
2
3
4
5
6
7

0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7

0.66MPa 0.17MPa,0.20MPa 

第 1-45 図に 
拡大を示す。

劣化状態を仮定

試験圧力（MPa） 

漏
水

量
（

 ／
10

分
）

 

2 ケース実施 

未使用品の場合の

許容漏水量

6.7 ／10 分 

0

0.5

1

1.5

2

2.5

3

3.5

0.16 0.17 0.18 0.19 0.2 0.21
試験圧力（MPa） 

漏
水

量
（

 ／
10

分
）

 

2 ケース実施 

許容漏水量

2.0 ／10 分 

未使用品の場合の

許容漏水量

1.7 ／10 分 

劣化状態を仮定
未使用品

47
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【参考】実証試験において想定される不具合と対策（案） 

実証試験において想定される不具合として，止水板の浮上りや水密ゴムの噛み込み等が

考えられるため，以下の対策（案）を検討している。 

対策（案）の実施に当たっては，二次元・三次元動的解析の結果も踏まえ，原因の分析を

十分に行い，必要に応じて対策を実施する。 

図 27に要因と対策（案）を示す。 

 

図 27 実証試験時における不具合時に対する対策（案）

想定され

る不具合

浮上り

＜止水板＞

・止水板の浮き上がりが顕著で機能に

影響する。

・止水板が跳ね上がり側面戸当り，止

水板押えが破損，損傷する。

・止水板と底面戸当りと摩擦抵抗が高

まり止水板押えが損傷する。

＜試験装置＞
・止水板の据付け状況の確認
・試験装置（架構）の剛性，強度の向上
＜部材＞
・部材の強度向上（止水板，止水板コマ，ガ
イド材の材質変更，他）

・摩擦係数低減対策（止水板の長尺化，
オイルレス軸受，他）

＜要 因＞ ＜対 策（案）＞

＜底面・側面戸当り＞

破損・損傷

噛み込み

亀裂，破

損，損傷

＜水密ゴム＞

・摺動時に水密ゴムが止水板に噛み込

む。

・摺動時に水密ゴムが亀裂，破損，損

傷する。

＜試験装置＞
・水密ゴムの据付け状況の確認
・水密ゴムのライニング部の調査
・水密ゴム取付け部等の構造見直し
＜部材＞
・水密ゴムの硬度向上（硬い材質へ変更） 
・水密ゴムの固定部の強度向上
（部材厚さの変更）

破損・損傷
＜部材＞
底面・側面戸当りの材質変更による強度の
向上

ﾗｲﾆﾝｸﾞの破

損，めくれ

著しい摩耗によりライニングが破損，

めくれにより機能に影響する。

止水板の跳ね上がり等により底面・側

面戸当りと接触し破損，損傷する。
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1 

1. 概要

本補足説明資料は，添付書類「Ⅴ-1-1-6 安全設備及び重大事故等対処設備が使用される条件

の下における健企性に関する説明書」（以下「添付書類Ⅴ-1-1-6」という。）の添付書類「Ⅴ-1-1-6-

別添 2 可搬型重大事故等対処設備の設計方針」（以下「別添 2」という。）にて設定する構造強度

上の耐震重要度分類及び重大事故等対処設備の分類に該当しない設備である可搬型重大事故等対

処設備が，基準地震動Ｓｓによる地震力において必要な機能を損なわないことを確認するための

耐震計算方法について説明する添付書類「Ⅴ-2 耐震性に関する説明書」の別添 3「可搬型重大

事故等対処設備の耐震性に関する説明書」について補足するものである。 

 1.1 可搬型重大事故等対処設備の評価対象設備について 

 可搬型重大事故等対処設備は，地震に対して，地震時の転倒やすべりによる悪影響防止及び

地震後の機能維持を図れるよう，必要に応じて地震に対する転倒防止，固縛等の措置を講じる

設計としている。 

 このため，可搬型重大事故等対処設備のうち，転倒により必要な機能を喪失する恐れがある

ものに対して，転倒評価を行うとともに機能維持評価を行う。なお，ホース等の耐震計算書に

記載していない設備に関しては，地震により転倒しても損傷の恐れはないが，適切に転倒防止，

固縛等の措置を講じることにより，悪影響防止を図る。ホース等の耐震計算書に記載していな

い設備の評価結果について表 1-1 に示す。 
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表 1-1 耐震計算書に記載していない設備の評価結果 

設備名称 地震により機能喪失しない理由 

ホイールローダ 本設備は，一般車両と比較して重心が十分に低く，地震により転倒する恐れはない。また整備されていない地面での使

用を想定して設計された設備であり，もともと衝撃に強い構造であることから，地震により機能喪失する恐れはない。 

可搬型スプレイノズル 保管時は，専用の強靭な保管用容器内に収納して固縛することから，致命的な損傷が生じることはなく，必要な機能を

喪失することはない。 

放水砲 保管時は，アウトリガー（固定装置）により固定し，更に周辺の壁等から固縛することにより，転倒・移動防止を図っ

た状態で保管する。 

本設備は，重心が低いため，構造的に転倒する恐れはない。また，ステンレス製の配管を鉄製の土台に取り付けた頑丈

かつ簡易な構造であり，回転体や動力も有しないことから，地震により放水に必要な機能を喪失することはない。 

ホース 地震による転倒に際し，機能喪失しない。 

汚濁防止膜 保管時はカーテン部をフロート部に巻き取り，一式を束ねた状態で荷台に保管する。 

本設備は，主に発泡ポリスチレンとポリエステル系の製品であり，荷台から引きずり降ろして使用するため，仮に車両

から転落しても損傷するようなものではなく，必要な機能を喪失することは無い。 

泡混合器 航空機燃料火災時に使用するものであり，地震後に使用する設備ではない。 

泡消火薬剤容器（大型

ポンプ用） 

航空機燃料火災時に使用するものであり，地震後に使用する設備ではない。 

小型船舶（船体） 本設備は，一般車両と比較して重心が十分に低く，地震により転倒する恐れはない。駆動部を有しない単純構造である

ため地震による衝撃に対し，機能喪失しない。 
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 転倒評価に当たり，地震による転倒防止を目的にあらかじめ固縛等の措置を講じる設備にあ

っては，転倒の有無の評価に加えて，転倒防止の機能に必要な直接支持構造物，間接支持構造

物及び固縛材等の強度評価を行う。車両型設備にあっては締結部の強度評価を行う。 

 機能維持評価にあたっては，設備毎の要求機能を整理し，性能目標に応じて評価部位を特定

して強度評価，動的又は電気的機能維持評価を行う。 

 なお，車両型設備の耐震評価においては，可搬型代替注水大型ポンプ等の大型構造物を搭載

可能な能力を有した 3 次元振動台を用いることにより，全ての車両を加振試験にて評価してい

る。3次元振動台の仕様を表 1-2 に示す。 

表 1-2 3 次元振動台の仕様 

振動台の大きさ 20m×15m 

最大搭載荷重 1200ton 

最大加速度 
水平 900cm/s2 

鉛直 1500cm/s2 
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2. 可搬型重大事故等対処設備の保管エリアにおける入力地震動

2.1 保管エリアの入力地震動算定における地盤物性のばらつきの影響 

 2.1.1 概要 

各保管エリアの入力地震動算定における地盤モデルの物性値については，各種試験の平

均値を用いているが，ここでは，地盤モデルの地盤物性のばらつきが入力地震動の算定結

果に与える影響について検討を行う。 

 2.2.2 各保管エリアの 1 次元地盤モデル 

車両型設備の保管場所である下記の各保管エリアについて，周辺の地質・地質構造を図

2-1-1 に示す。保管場所直下の地盤は概ね水平成層になっていることから，保管場所中央

位置にて作成した 1 次元地盤モデルによる検討を行う。1 次元地盤モデルを図 2-1-2 に示

す。 

・①：可搬型重大事故等対処設備保管場所（西側）

・②：可搬型重大事故等対処設備保管場所（南側）
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図 2-1-1 各保管場所周辺の地質・地質構造 

（地質断面図の平面位置） （地質断面図の平面位置）

西側保管場所（Ａ－Ａ断面図） 南側保管場所（Ｂ－Ｂ断面図）
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図 2-1-2 １次元応答解析用地盤モデル 

（①：可搬型重大事故等対処設備保管場所（西側））（1/2）

[地質区分]

　EL.  23.000 m 

　EL.  20.112 m 
盛土

　EL.  18.571 m du

　EL.  16.024 m 
D2c-3
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D2g-3

　EL.  4.454 m 
D2s-3

EL.  - 9.024 m

D2c-3

EL.  - 10.469 m D2s-3

EL.  - 13.870 m
D2g-3

EL.  - 370.000 m

Km

[標高]
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図 2-1-2 １次元応答解析用地盤モデル 

（②：可搬型重大事故等対処設備保管場所（南側））（2/2）

[地質区分]

　EL.  25.000 m 
　EL.  24.259 m 盛土
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du

　EL.  17.437 m 
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　EL.  6.853 m 
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EL.  - 370.000 m 

Km

[標高]
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 2.1.3 地盤物性のばらつきに関する検討ケース 

(1) ＰＳ検層結果のばらつきの考慮

入力地震動の算定における各層の解析用地盤物性と設定根拠を表 2-1-1 に示す。地盤の

剛性については，各保管エリアの近傍のボーリング孔で実施したＰＳ検層結果に基づく弾

性波速度ＶＰ，ＶＳを基に設定している。 

表 2-1-1（1） 解析用地盤物性 

表 2-1-1（2） 解析用地盤物性の設定根拠 

項目
fl層
(盛土)

第四系 新第三系

du層 D2c-3層 D2s-3層 D2g-3層 lm層 D1g-1層 Km層

物
理
特
性

密度
ρt(g/cm

3)
1.98 1.77 1.92 2.15 1.47 2.01 1.72-1.03×10-4・Z

動

的

変

形

特

性

初期せん断
剛性

G0（N/mm2）
87.3 129 249 538 24.8 306

ρt/1000×Vs2

Vs＝433-0.771・Z

動ポアソン比
νd

0.493 0.488 0.465 0.462 0.494 0.474 0.463+1.03×10-4・Z

せん断剛性
のひずみ依存性

G/G0～γ

減衰定数
h～γ

γ
（4.27γ+0.00580）

+0.0102
γ

（6.62γ+0.0949）
+0.0205

γ
（5.68γ+0.00560）

+0.0132
γ

（9.70γ+0.00754）
+0.0233

γ
（8.21γ+0.0261）

+0.0121
γ

（4.10γ+0.00577）
+0.00413

γ
（4.41γ+0.0494）

+0.0184

項目
fl層
(盛土)

第四系 新第三系

du層 D2c-3層 D2s-3層 D2g-3層 lm層 D1g-1層 Km層

密度

fl層の主要な
構成材料はdu
層であること
から，du層で
代用する。

室内物理
試験

室内物理
試験

室内物理
試験

室内物理
試験

室内物理
試験

強度特性等
と併せて
Ag2層で代
用する。

室内物理
試験

初期
せん断剛性

ＰＳ検層
と密度よ
り算出

ＰＳ検層
と密度よ
り算出

ＰＳ検層
と密度よ
り算出

ＰＳ検層
と密度よ
り算出

ＰＳ検層
と密度よ
り算出

ＰＳ検層
と密度よ
り算出

ＰＳ検層
と密度よ
り算出

動ポアソン比
ＰＳ検層
より算出

ＰＳ検層
より算出

ＰＳ検層
より算出

ＰＳ検層
より算出

ＰＳ検層
より算出

ＰＳ検層
より算出

ＰＳ検層
より算出

せん断剛性の
ひずみ依存性

繰返し三
軸試験

繰返し三
軸試験

繰返し三
軸試験

繰返し三
軸試験

繰返し三
軸試験

強度特性等
と併せて
Ag2層で代
用する。

繰返し三
軸試験

減衰定数
繰返し三
軸試験

繰返し三
軸試験

繰返し三
軸試験

繰返し三
軸試験

繰返し三
軸試験

繰返し三
軸試験
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 入力地震動策定における地盤物性のばらつきについては，ＰＳ検層結果のばらつきを考

慮し，盛土及び第四系の設定値±1×標準偏差（σ）で弾性波速度ＶＰ，ＶＳを考慮するこ

とで，剛性のばらつきを考慮した検討を行う。 

地盤物性のばらつきの検討については，全ての保管エリアを対象とする。 

 表 2-1-2 に検討ケースを示す。Case-2，3については，盛土及び第四系の設定値±1×σ

のケースである。 

表 2-1-2 検討ケース 

ケース名 実施内容 

Case-1 標準ケース 

Case-2 標準－σ［盛土及び第四系のＶＰ，ＶＳを低下］ 

Case-3 標準＋σ［盛土及び第四系のＶＰ，ＶＳを増加］ 

(2) 保管場所の構造躯体（鉄筋コンクリート床版）による影響検討

可搬型重大事故等対処施設保管エリアには，路面を補強するため鉄筋コンクリート床版

を設置する計画である。入力地震動策定に用いる 1 次元地盤モデルにおいては，入力加速

度への保守的な配慮として，この鉄筋コンクリート床版を地盤に置き換えた解析モデルに

て，地震応答解析を実施している。 

本項では，この鉄筋コンクリート床版をモデル化した 1次元地震応答解析を実施し，鉄

筋コンクリート床版による入力加速度への影響を確認する。 

表 2-1-3 に地震応答解析に用いる鉄筋コンクリート床版の解析用物性値を示す。また，

図 2-1-3 に鉄筋コンクリート床版を反映した 1 次元地盤モデルを示す。 

表 2-1-3 鉄筋コンクリート床版の解析用物性値 

材料 
単位体積重量 

（kN/m3） 

ヤング係数

（N/mm2） 
ポアソン比 減衰定数 

鉄筋コンクリート

床版 
24.5 31000 0.2 0.05 
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（西側保管場所） （南側保管場所） 

注記 ＊：鉄筋コンクリート床版の設計厚さは，各保管場所共に 1mとする。 

図 2-1-3 鉄筋コンクリート床版を反映した１次元応答解析用地盤モデル 

[地質区分]

　EL. 23.000 m 

　EL. 20.112 m 
盛土

　EL. 18.571 m du

　EL. 16.024 m 
D2c-3

　EL. 7.619 m 

D2g-3

　EL. 4.454 m 
D2s-3

EL.  - 9.024 m 

D2c-3

EL.  - 10.469 m D2s-3

EL.  - 13.870 m 
D2g-3

EL.  - 370.000 m 

Km

[標高]

[地質区分]

　EL.  25.000 m 
　EL.  24.259 m 盛土

　EL.  20.967 m 
du

　EL.  17.437 m 
lm

　EL.  6.853 m 

D1g-1

EL.  - 370.000 m 

Km

[標高]

鉄筋コンクリート床版＊

盛土

鉄筋コンクリート床版＊
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 図 2-1-4 に鉄筋コンクリート床版の有無による加速度応答スペクトル（h=20％）の比較

結果を示す。地震動は基準地震動ＳＳのうち，幅広い周期帯で大きな加速度応答スペクト

ルとなるＳＳ－Ｄ１とした。

鉄筋コンクリート床版の有無による入力加速度（加速度応答スペクトル）を比較した結

果，加速度応答スペクトルに有意な差が無いことを確認した。また，極僅かではあるが，

短周期側においては鉄筋コンクリート床版を地盤で置き換えたモデルの方が保守的な応答

となることを確認した。 

 以上より，鉄筋コンクリート床版による入力加速度への影響は極めて小さく，これを地

盤に置き換えた解析モデルを用いることは妥当であると判断した。 

（水平動） 

（鉛直動） 

図 2-1-4 鉄筋コンクリート床版の有無による加速度応答スペクトルの比較結果 
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 2.1.4 可搬型車両設備の減衰定数 

 加振試験における振動台の床応答曲線（以下「ＦＲＳ」という。）が，各保管エリアの設

計用ＦＲＳを上回ることを確認する際に用いる車両型設備の減衰定数は，自動車技術ハン

ドブック（社団法人自動車技術協会，2016 年）のデータを基に 20％としている。自動車技

術ハンドブックによれば，減衰定数は一般的に 20～80％であり，減衰定数が大きくなるほ

ど，車両の応答は小さくなる傾向があるため，保守側の値である 20％を用いることとする。

なお，自動車技術ハンドブックは一般的な乗用車から大型商用車まで幅広い車種のサスペ

ンションの特性を整理しており，汎用性のある一般車両を用いている東海第二発電所の車

両型設備に対して，適用可能である。 

 2.1.5 ばらつきの検討結果 

加振試験波と検討ケースの比較を図 2-1-2 に示す。 

 地盤物性のばらつきについては，全周期帯において加振試験により包絡しており，加振

試験波がばらつきケースのＦＲＳを上回っていることを確認していることから影響はない。 

 なお，ＦＲＳの包絡性を確認するために用いた設計用ＦＲＳは，可搬型重大事故等対処

設備保管場所（西側）及び可搬型重大事故等対処設備保管場所（南側）の地震応答ＦＲＳ

を水平方向と鉛直方向で包絡させたＦＲＳとしている。水平方向と鉛直方向の地震応答Ｆ

ＲＳと設計用ＦＲＳの関係を図 2-1-3 に示す。 
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設備名：可搬型代替注水大型ポンプ 

保管場所：①，② 

Ｘ方向（走行直角方向） Ｙ方向（走行方向） Ｚ方向（鉛直方向） 

図 2-1-2 加振台の床応答曲線と設計用床応答曲線との比較（1/5） 

設置場所における設計用ＦＲＳ（水平方向はＸ，Ｙ包絡）（標準ケース） 

設置場所における設計用ＦＲＳ（水平方向はＸ，Ｙ包絡）（ばらつきの最大値） 

加振台のＦＲＳ（出力） 

観測された設備の固有値 

凡例 

Ｘ

Ｙ

Ｚ
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設備名：可搬型代替注水中型ポンプ 

保管場所：①，② 

Ｘ方向（走行直角方向） Ｙ方向（走行方向） Ｚ方向（鉛直方向） 

図 2-1-2 加振台の床応答曲線と設計用床応答曲線との比較（2/5） 

設置場所における設計用ＦＲＳ（水平方向はＸ，Ｙ包絡）（標準ケース） 

設置場所における設計用ＦＲＳ（水平方向はＸ，Ｙ包絡）（ばらつきの最大値） 

加振台のＦＲＳ（出力） 

観測された設備の固有値 

凡例 

Ｘ
Ｙ

Ｚ
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設備名：可搬型代替低圧電源車及び窒素供給装置用電源車 

保管場所：①，② 

Ｘ方向（走行直角方向） Ｙ方向（走行方向） Ｚ方向（鉛直方向） 

図 2-1-2 加振台の床応答曲線と設計用床応答曲線との比較（3/5） 

設置場所における設計用ＦＲＳ（水平方向はＸ，Ｙ包絡）（標準ケース） 

設置場所における設計用ＦＲＳ（水平方向はＸ，Ｙ包絡）（ばらつきの最大値） 

加振台のＦＲＳ（出力） 

観測された設備の固有値 

凡例 

Ｙ

Ｘ

Ｚ
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設備名：窒素供給装置 

保管場所：①，② 

Ｘ方向（走行直角方向） Ｙ方向（走行方向） Ｚ方向（鉛直方向） 

図 2-1-2 加振台の床応答曲線と設計用床応答曲線との比較（4/5） 

設置場所における設計用ＦＲＳ（水平方向はＸ，Ｙ包絡）（標準ケース） 

設置場所における設計用ＦＲＳ（水平方向はＸ，Ｙ包絡）（ばらつきの最大値） 

加振台のＦＲＳ（出力） 

観測された設備の固有値 

凡例 

Ｘ

Ｙ

Ｚ
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設備名：タンクローリ 

保管場所：①，② 

Ｘ方向（走行直角方向） Ｙ方向（走行方向） Ｚ方向（鉛直方向） 

図 2-1-2 加振台の床応答曲線と設計用床応答曲線との比較（5/5） 

設置場所における設計用ＦＲＳ（水平方向はＸ，Ｙ包絡）（標準ケース） 

設置場所における設計用ＦＲＳ（水平方向はＸ，Ｙ包絡）（ばらつきの最大値） 

加振台のＦＲＳ（出力） 

観測された設備の固有値 

凡例 

Ｙ

Ｘ

Ｚ
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図 2-1-3 水平方向と鉛直方向の地震応答ＦＲＳと設計用ＦＲＳの関係
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別紙 2-1 

可搬型重大事故等対処設備の保管場所の地震応答解析の相違について 

可搬型重大事故等対処設備の保管場所の地震応答解析は，各設計行為の目的に応じて，解析手法

を使い分けている。 

資料名 保管場所における入力地震動 可搬型重大事故等対処設備の 

保管場所及びアクセスルート 

目 的 可搬型重大事故等対処設備への入力加

速度を算定する。 

保管場所の地震時の残留変位を算定す

る。 

解析コード SHAKE（一次元波動論） FLIP（有効応力解析：一次元） 

考え方 液状化強度特性を考慮する有効応力

解析は，地震時の過剰間隙水圧の上昇

に伴う有効応力の低下及びひずみ軟化

がモデル化されており，地震時のエネ

ルギー吸収能がより高い状態を模擬出

来ていることから，加速度応答は小さ

くなる傾向にある。 

以上のことから，可搬型重大事故等

対処設備への入力加速度に対する保守

的な配慮として，1 次元波動論に基づ

く等価線形解析を適用している。 

保管場所の地震時の残留変位を算定

するため，地震時における地盤の有効

応力の変化に伴う影響を考慮できる有

効応力解析を適用している。 
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3. 車両型設備の耐震評価について

 3.1 車両型設備の固縛装置について 

 車両型設備については，屋外の可搬型重大事故等対処設備保管場所に保管することから，竜

巻襲来時に飛散し，他の重大事故等対処設備に悪影響を及ぼすことを防止するため，固縛装置

を設置する計画としている。固縛装置は，「連結材」と連結材を固定するための「固定材」及び

「基礎」から構成される。図 3-1-1 に固縛装置の構造概要を示す。 

「連結材」は，車両型設備を胴巻きにするメインロープと固定材との取り合いとなるサイド

ロープで構成され，材質は高強度繊維ロープを使用している。サイドロープは，車両型設備の

特徴であるサスペンションの耐震性（免震効果）を損なわないよう余長を持たせている。「固定

材」は，アンカープレートとフレノリンクボルトで構成され，「基礎部」は固定材と基礎を定着

する接着系アンカーボルト及び基礎で構成されている。 

 なお，固縛装置を車両型設備に設置する場合，地震時の車両型設備の挙動により固縛装置が

作用して，車両型設備の重大事故等に対処するために必要な機能に影響を与えることのないよ

うに，以下のいずれかの設計とする。 

・固縛装置の余長を十分に設けることにより地震時に作用させない設計とする。ここで，十

分な余長とは，地震に伴う車両のすべり及び傾きによる変位が生じた場合でも，固縛装置

が展張せず，また固定材にタイヤが接触しない余長のことを示す。本設計に基づく固縛装

置を，以下「長い余長の固縛装置」という。

・十分な余長を設けない場合は，車両型設備に実際の保管状態と同じ固縛装置を取り付けた

状態で加振試験を行い，固縛装置と車両型設備が展張して荷重がかかった場合でも，重大

事故等に対処するために必要な機能を損なわないことを確認する。本設計に基づく固縛装

置を，以下「短い余長の固縛装置」という。

 固縛装置は，竜巻対策と兼用するため，その設計方針，構造計画等の詳細については，添付

書類「Ⅴ-1-1-2-3 竜巻への配慮に関する説明書」に，竜巻対策としての固縛装置の強度に関

する設計については，添付書類「Ⅴ-3-別添1-10 屋外の重大事故等対処設備の固縛装置の強度

計算書」にて評価する。また，固縛装置の耐震評価としては，加振試験後に固縛装置が健全で

あり，車両が転倒しないことを確認する。 

図 3-1-1 固縛装置の構造概要 

連結材 
（メインロープ）

連結材 
（サイドロープ）

（余長あり） 

基礎部（基礎） 

（正面図） （側面図） 

固定材 

（アンカープレート） 

固定材 

（フレノリンクボルト） 

固縛対象設備

基礎部 

（接着系アンカーボルト） 
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 3.2 評価手順 

 車両型設備の評価にあたっては，車両型設備に要求される機能を踏まえ，必要となる性能目標を設定し，評価方法及び評価内容を決定する。評

価に関する概要を表した評価体系図を図 3-2-1 に示す。 

図 3-2-1 評価体系図 

・地震後においても重大事故等に対処するために必要な機能を損なわないこと。

・地震時において，他の設備に悪影響を及ぼさないこと。

要 求 機 能 

性 能 目 標 

転倒しないこと

ポンプ・発電機等の

機能を維持できるこ

と（移動機能含む）

部材が構造強度を

確保すること 

波及的影響を 

及ぼさないこと

波及的影響を 

受けないこと 

転倒評価 動的・電気的

機能維持評価

応力評価 波及的影響評価 添付書類Ⅴ-1-1-6 健全性説明書 

（「2.4 操作性及び試験・検査性」

のアクセスルート，保管場所の健全

性にて説明） 

加
振
試
験

加
振
試
験

応
力
評
価 

（
直
接
支
持
構
造
物

及
び
間
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 3.3 評価条件 

 3.3.1 車両型設備の地震力に対する積雪荷重及び風荷重について 

(1) 概要

車両型設備は，建物・構築物のような風を一面に受ける構造と異なり，風は車両の隙間

を吹き抜けやすい構造となっており，また，受圧面積が相対的に小さいこと並びに内燃機

関や発電機等の重量物が積載され車両重量が大きいことから，風荷重による影響は軽微で

あると考えられる。また，耐震評価においては，基準地震動Ｓｓを包絡している加振波に

基づく評価対象部位頂部の加速度を用いているため，基準地震動による地震力より大きな

地震力で評価している。よって，風荷重については，この加振試験が持つ保守性の中に含

まれていると考えられる。また，積雪については，除雪することとしていることから，積

雪荷重について考慮しない。 

 ただし，参考までに簡易式を用い，最も受風面の大きな可搬型代替注水大型ポンプにつ

いて，風荷重の影響を評価した。評価内容及び評価結果は以下に示す。 

(2) 地震荷重の算出

評価に用いる評価対象部位頂部（コンテナ頂部）の加速度から算出される水平方向の地

震荷重は，以下の式により算出する。 

gCmW HG

ここで，m  ：質量 [kg]

HC  ：水平方向の評価用加速度 [G] 

g ：重力加速度（9.80665 [m/s2]） 

(3) 風荷重の算出

風荷重の算出においては，隙間の吹き抜け等を考慮せず，図 3-3-1 に示すとおり，受圧

面積を簡易に設定し，保守的に算出する。 

図 3-3-1 受圧面積（可搬型代替注水大型ポンプ） 

3470mm 

11920mm 
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風速 30m/s 時に生じる風荷重（ WW ）は，以下の式により算出する。

q・G・C・AWW  

ここで， 2ρV
2

1
q

ρ ：空気密度（1.22 [kg/m3]） 

G  ：ガスト影響係数（1.0） 

C  ：風力係数（1.2） 

A  ：受圧面積 [m2] 

V  ：風速（30m/s） 

(4) 地震荷重と風荷重の比較

保守的な条件で算出した風荷重は 27.3 [kN]，地震荷重は 536.1 [kN]であり，風荷重は

地震荷重の 5％程度であるため十分小さいと言える。また，加振試験の最大加速度（機能

維持確認済加速度）は，各車両設置エリアの最大加速度を上回っており，風荷重の影響は，

この加振試験が持つ保守性で包絡される。 
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 3.4 加振試験 

 3.4.1 加振試験結果 

(1) 試験方法

車両型設備を図 3-4-1 に示すように加振台に設置し，以下に示す模擬地震波によるラン

ダム波加振試験を行い，試験後に転倒していないこと（長い余長の固縛装置を設置する設

備は，加振後に転倒していないこと，短い余長の固縛装置を設置する設備は，加振試験後

に固縛装置が健全であり，車両が転倒していないこと），加振試験後に動的または電気的機

能が維持されること等を確認する。 

・加 振 波：添付書類「添付Ⅴ-2-別添3-3 3.2 入力地震動」にて設定したランダム波。 

加振試験に用いた加振波（振動台上での観測データ）の時刻歴波形の例を図

3-4-2に示す。

・加振方向：「水平（走行方向）＋鉛直」及び「水平（走行直角方向）＋鉛直」（２軸加振）

又は「水平（走行方向）＋水平（走行直角方向）＋鉛直」（３軸加振）。 

加振波の最大加速度と振動台の制限加速度の関係上，２軸加振及び３軸加振

の使い分けを行うこととし，可搬型代替注水中型ポンプ及び窒素供給装置に

ついては２軸加振を実施し，その他の車両型設備については，３軸加振を実

施する。 

・計測内容：評価対象部位の頂部に加速度計を設置し，応力評価対象部位の評価に用いる

加速度応答の最大値を計測する。 

・固縛装置：可搬型代替注水大型ポンプ，可搬型代替低圧電源車，窒素供給装置用電源車，

タンクローリについては，固縛装置を設置した状態で加振試験を実施する。

(2) 加速度測定結果

車両型設備の加振試験時において，加振台の加速度を測定し，加振台の最大加速度が各

対象機器設置床における最大応答加速度を上回っていたことを表 3-4-1 のとおり確認した。 
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図 3-4-1 試験構成（可搬型代替注水大型ポンプ）（1/5） 

図 3-4-1 試験構成（可搬型代替注水中型ポンプ）（2/5） 
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図 3-4-1 試験構成（可搬型低圧電源車及び窒素供給装置用電源車）（3/5） 

図 3-4-1 試験構成（窒素供給装置）（4/5） 
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図 3-4-1 試験構成（タンクローリ）（5/5） 
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図 3-4-2 加振試験に用いた加振波の時刻歴波形の例（２軸加振用）（1/2） 

図 3-4-2 加振試験に用いた加振波の時刻歴波形の例（３軸加振用）（2/2）
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表3-4-1 転倒評価及び機能維持評価確認結果（1/4） 

評価対象設備 可搬型代替注水大型ポンプ 
可搬型代替注水 

中型ポンプ 

保管エリア 
可搬型重大事故等対処

設備保管場所（西側）

可搬型重大事故等対処

設備保管場所（南側） 

可搬型重大事故等対処 

設備保管場所（西側） 

加振方向＊1 
水平 鉛直 水平 鉛直 水平 鉛直

X Y Z X Y Z X Y Z 

Ｓｓ－Ｄ1 (G)＊2,3 0.57 0.57 0.44 0.87 0.87 0.46 0.57 0.57 0.44 

Ｓｓ－11 (G)＊2,3 0.41 0.47 0.44 0.34 0.32 0.46 0.41 0.47 0.44 

Ｓｓ－12 (G)＊2,3 0.33 0.38 0.40 0.35 0.43 0.41 0.33 0.38 0.40 

Ｓｓ－13 (G)＊2,3 0.32 0.40 0.38 0.34 0.43 0.40 0.32 0.40 0.38 

Ｓｓ－14 (G)＊2,3 0.33 0.36 0.35 0.33 0.31 0.36 0.33 0.36 0.35 

Ｓｓ－21 (G)＊2,3 0.58 0.63 0.49 0.49 0.82 0.51 0.58 0.63 0.49 

Ｓｓ－22 (G)＊2,3 0.47 0.64 0.53 0.76 0.85 0.57 0.47 0.64 0.53 

Ｓｓ－31 (G)＊2,3 0.50 0.50 0.20 1.07 1.07 0.21 0.50 0.50 0.20 

Ｓｓ－MAX (G)＊2,3 0.58 0.64 0.53 1.07 1.07 0.57 0.58 0.64 0.53 

加振台の最大 

加速度(G)＊2,4 

３軸加振 ３軸加振 ２軸加振 

1.59 1.52 1.37 1.59 1.52 1.37 
2.26 － 1.02

－ 2.08 0.90

転倒 

評価結果＊5 
○ ○ ○ 

機能維持 

評価結果＊6 
○ ○ ○ 

注記 ＊1：地震応答波のX方向，Y方向はそれぞれ，EW方向，NS方向を示す。 

  加振台の最大加速度のX方向，Y方向はそれぞれ，走行直角方向，走行方向を示す。 

＊2：G＝9.80665（m/s2） 

＊3：地震応答解析により求めた地表面の最大加速度値。 

＊4：「水平（前後）＋鉛直」及び「水平（左右）＋鉛直」又は「水平（前後）＋水平（左右）

＋鉛直」の加振試験により計測された加振台の加速度値。 

＊5：短い余長の固縛措置を設置する設備は，加振試験後に固縛装置が健全であることの確認

を含む。 

＊6：加振試験後の支持機能，移動機能及び表6－1に示す機能維持確認項目の確認を含む。 
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表3-4-1 転倒評価及び機能維持評価確認結果（2/4） 

評価対象設備 
可搬型代替注水 

中型ポンプ 
可搬型代替低圧電源車 

保管エリア 
可搬型重大事故等対処

設備保管場所（南側）

可搬型重大事故等対処

設備保管場所（西側） 

可搬型重大事故等対処 

設備保管場所（南側） 

加振方向＊1 
水平 鉛直 水平 鉛直 水平 鉛直

X Y Z X Y Z X Y Z 

Ｓｓ－Ｄ1 (G)＊2,3 0.87 0.87 0.46 0.57 0.57 0.44 0.87 0.87 0.46 

Ｓｓ－11 (G)＊2,3 0.34 0.32 0.46 0.41 0.47 0.44 0.34 0.32 0.46 

Ｓｓ－12 (G)＊2,3 0.35 0.43 0.41 0.33 0.38 0.40 0.35 0.43 0.41 

Ｓｓ－13 (G)＊2,3 0.34 0.43 0.40 0.32 0.40 0.38 0.34 0.43 0.40 

Ｓｓ－14 (G)＊2,3 0.33 0.31 0.36 0.33 0.36 0.35 0.33 0.31 0.36 

Ｓｓ－21 (G)＊2,3 0.49 0.82 0.51 0.58 0.63 0.49 0.49 0.82 0.51 

Ｓｓ－22 (G)＊2,3 0.76 0.85 0.57 0.47 0.64 0.53 0.76 0.85 0.57 

Ｓｓ－31 (G)＊2,3 1.07 1.07 0.21 0.50 0.50 0.20 1.07 1.07 0.21 

Ｓｓ－MAX (G)＊2,3 1.07 1.07 0.57 0.58 0.64 0.53 1.07 1.07 0.57 

加振台の最大 

加速度(G)＊2,4 

２軸加振 ３軸加振 ３軸加振 

2.26 － 1.02 
1.59 1.52 1.37 1.59 1.52 1.37

－ 2.08 0.90

転倒 

評価結果＊5 
○ ○ ○ 

機能維持 

評価結果＊6 
○ ○ ○ 

注記 ＊1：地震応答波のX方向，Y方向はそれぞれ，EW方向，NS方向を示す。 

  加振台の最大加速度のX方向，Y方向はそれぞれ，走行直角方向，走行方向を示す。 

＊2：G＝9.80665（m/s2） 

＊3：地震応答解析により求めた地表面の最大加速度値。 

＊4：「水平（前後）＋鉛直」及び「水平（左右）＋鉛直」又は「水平（前後）＋水平（左右）

＋鉛直」の加振試験により計測された加振台の加速度値。 

＊5：短い余長の固縛措置を設置する設備は，加振試験後に固縛装置が健全であることの確認

を含む。 

＊6：加振試験後の支持機能，移動機能及び表6－1に示す機能維持確認項目の確認を含む。 
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表3-4-1 転倒評価及び機能維持評価確認結果（3/4） 

評価対象設備 窒素供給装置用電源車 窒素供給装置 

保管エリア 
可搬型重大事故等対処

設備保管場所（西側）

可搬型重大事故等対処

設備保管場所（南側） 

可搬型重大事故等対処 

設備保管場所（西側） 

加振方向＊1 
水平 鉛直 水平 鉛直 水平 鉛直

X Y Z X Y Z X Y Z 

Ｓｓ－Ｄ1 (G)＊2,3 0.57 0.57 0.44 0.87 0.87 0.46 0.57 0.57 0.44 

Ｓｓ－11 (G)＊2,3 0.41 0.47 0.44 0.34 0.32 0.46 0.41 0.47 0.44 

Ｓｓ－12 (G)＊2,3 0.33 0.38 0.40 0.35 0.43 0.41 0.33 0.38 0.40 

Ｓｓ－13 (G)＊2,3 0.32 0.40 0.38 0.34 0.43 0.40 0.32 0.40 0.38 

Ｓｓ－14 (G)＊2,3 0.33 0.36 0.35 0.33 0.31 0.36 0.33 0.36 0.35 

Ｓｓ－21 (G)＊2,3 0.58 0.63 0.49 0.49 0.82 0.51 0.58 0.63 0.49 

Ｓｓ－22 (G)＊2,3 0.47 0.64 0.53 0.76 0.85 0.57 0.47 0.64 0.53 

Ｓｓ－31 (G)＊2,3 0.50 0.50 0.20 1.07 1.07 0.21 0.50 0.50 0.20 

Ｓｓ－MAX (G)＊2,3 0.58 0.64 0.53 1.07 1.07 0.57 0.58 0.64 0.53 

加振台の最大 

加速度(G)＊2,4 

３軸加振 ３軸加振 ２軸加振 

1.59 1.52 1.37 1.59 1.52 1.37 
2.25 － 1.03

－ 2.06 0.90

転倒 

評価結果＊5 
○ ○ ○ 

機能維持 

評価結果＊6 
○ ○ ○ 

注記 ＊1：地震応答波のX方向，Y方向はそれぞれ，EW方向，NS方向を示す。 

  加振台の最大加速度のX方向，Y方向はそれぞれ，走行直角方向，走行方向を示す。 

＊2：G＝9.80665（m/s2） 

＊3：地震応答解析により求めた地表面の最大加速度値。 

＊4：「水平（前後）＋鉛直」及び「水平（左右）＋鉛直」又は「水平（前後）＋水平（左右）

＋鉛直」の加振試験により計測された加振台の加速度値。 

＊5：短い余長の固縛措置を設置する設備は，加振試験後に固縛装置が健全であることの確認

を含む。 

＊6：加振試験後の支持機能，移動機能及び表6－1に示す機能維持確認項目の確認を含む。 
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表3-4-1 転倒評価及び機能維持評価確認結果（4/4） 

評価対象設備 窒素供給装置 タンクローリ

保管エリア 
可搬型重大事故等対処

設備保管場所（南側）

可搬型重大事故等対処

設備保管場所（西側） 

可搬型重大事故等対処 

設備保管場所（南側） 

加振方向＊1 
水平 鉛直 水平 鉛直 水平 鉛直

X Y Z X Y Z X Y Z 

Ｓｓ－Ｄ1 (G)＊2,3 0.87 0.87 0.46 0.57 0.57 0.44 0.87 0.87 0.46 

Ｓｓ－11 (G)＊2,3 0.34 0.32 0.46 0.41 0.47 0.44 0.34 0.32 0.46 

Ｓｓ－12 (G)＊2,3 0.35 0.43 0.41 0.33 0.38 0.40 0.35 0.43 0.41 

Ｓｓ－13 (G)＊2,3 0.34 0.43 0.40 0.32 0.40 0.38 0.34 0.43 0.40 

Ｓｓ－14 (G)＊2,3 0.33 0.31 0.36 0.33 0.36 0.35 0.33 0.31 0.36 

Ｓｓ－21 (G)＊2,3 0.49 0.82 0.51 0.58 0.63 0.49 0.49 0.82 0.51 

Ｓｓ－22 (G)＊2,3 0.76 0.85 0.57 0.47 0.64 0.53 0.76 0.85 0.57 

Ｓｓ－31 (G)＊2,3 1.07 1.07 0.21 0.50 0.50 0.20 1.07 1.07 0.21 

Ｓｓ－MAX (G)＊2,3 1.07 1.07 0.57 0.58 0.64 0.53 1.07 1.07 0.57 

加振台の最大 

加速度(G)＊2,4 

２軸加振 ３軸加振 ３軸加振 

2.25 － 1.03 
1.58 1.50 1.39 1.58 1.50 1.39

－ 2.06 0.90 

転倒 

評価結果＊5 
○ ○ ○ 

機能維持 

評価結果＊6 
○ ○ ○ 

注記 ＊1：地震応答波のX方向，Y方向はそれぞれ，EW方向，NS方向を示す。 

  加振台の最大加速度のX方向，Y方向はそれぞれ，走行直角方向，走行方向を示す。 

＊2：G＝9.80665（m/s2） 

＊3：地震応答解析により求めた地表面の最大加速度値。 

＊4：「水平（前後）＋鉛直」及び「水平（左右）＋鉛直」又は「水平（前後）＋水平（左右）

＋鉛直」の加振試験により計測された加振台の加速度値。 

＊5：短い余長の固縛措置を設置する設備は，加振試験後に固縛装置が健全であることの確認

を含む。 

＊6：加振試験後の支持機能，移動機能及び表6－1に示す機能維持確認項目の確認を含む。 
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 3.5 応力評価 

 3.5.1 基本方針 

可搬型重大事故等対処設備のうち，車両に積載されている主要機器である，ポンプ，タ

ンク，発電機，内燃機関等を固定する直接支持構造物（取付ボルト）及び間接支持構造物

である車両を対象とし，地震時における構造強度評価を応力評価にて実施する。また，評

価のうち荷重の組合せ，許容値，計算方法については，ＪＥＡＧ4601 に基づき実施する。 

 3.5.2 評価対象部位 

可搬型重大事故等対処設備の応力評価対象としては，主たる機能を有するポンプ，タン

ク，発電機，内燃機関等の機器本体，機器本体を支持する直接支持構造物である取付ボル

ト，機器本体を積載している車両部である間接支持構造物の車両フレーム，コンテナ台板

（パッケージ台板），コンテナ取付ボルト（パッケージ取付ボルト）が対象となる。 

(1) 機器本体・直接支持構造物

可搬型重大事故等対処設備の応力評価対象は，ＪＥＡＧ4601 における評価対象部位の選

定の考え方を踏まえて，評価対象部位を選定する。機器本体であるポンプ，発電機，内燃

機関等は，剛構造の設備であることから，応力評価対象として取付ボルト，基礎ボルトが

評価対象となる旨記載されている。 

 可搬型重大事故等対処設備のポンプ，電動機，内燃機関等の取付ボルトの取付方法は，

既設発電所設備と同様，ボルト構造による締結であり，ポンプケーシングやシリンダブロ

ックは起動時の内圧に耐え，発電機等は，重量の大きな固定子，回転子を支持するケーシ

ングからなる剛構造の設計となっている。以上のことから，その設備構造を勘案し評価対

象部位は取付ボルトとなる。 

タンクローリのタンクは，燃料を内包し輸送できる圧力容器であり十分な強度を有した

設計である。保管状態は，タンク空の状態であり地震時に考慮すべき荷重は，地震荷重に

よるタンク自重によるモーメントであり，当該モーメントはタンク取付ボルトにかかるこ

とからタンク取付ボルトを評価対象とする。 

したがって，車両型設備の応力評価対象部位は，各設備の直接支持構造物である取付ボ

ルトを対象部位とする。

各機器の具体的な評価対象部位を表 3-5-1 及び図 3-5-1 から図 3-5-5 に示す。

(2) 間接支持構造物

地震時の地震動は，移動機能を担う車両部の車輪，サスペンション，車両フレーム，コ

ンテナ取付ボルト（パッケージ取付ボルト），コンテナ台板（パッケージ台板）等へ伝播し，

ポンプ，発電機，内燃機関等へ地震荷重が伝わることから，車両部のうち主たる支持構造

物である支持機能が失われた場合に影響が大きい部位である車両フレーム，コンテナ台板

（パッケージ台板），コンテナ取付ボルト（パッケージ取付ボルト）のうち，断面積の最も

小さいコンテナ取付ボルト（パッケージ取付ボルト）を評価対象部位とする。 

各機器の具体的な評価対象部位を表 3-5-1 及び図 3-5-1 から図 3-5-5 に示す。 
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表 3-5-1 具体的な評価対象部位 

設備名称 
評価対象部位 

図番 
直接支持構造物 間接支持構造物 

可搬型代替注水大型ポンプ 
ポンプ取付ボルト 

内燃機関取付ボルト 
コンテナ取付ボルト 図 3-5-1

可搬型代替注水中型ポンプ 内燃機関取付ボルト コンテナ取付ボルト 図 3-5-2

可搬型低圧電源車及び 

窒素供給装置用電源車 
発電機／内燃機関取付ボルト コンテナ取付ボルト 図 3-5-3

窒素供給装置 
窒素ガス分離装置取付ボルト 

空気圧縮機取付ボルト 
コンテナ取付ボルト 図 3-5-4

タンクローリ
タンク取付ボルト

ポンプ取付ボルト 
対象なし 図 3-5-5
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側面図 

平面図 

側面図 

平面図 

図 3-5-1 可搬型代替注水大型ポンプの評価対象部位概略図（直接支持構造物）（1/2） 
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側面図 

平面図 

図 3-5-1 可搬型代替注水大型ポンプの評価対象部位概略図（間接支持構造物）（2/2） 
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鉛直方向
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取付面

Ｇ 

h

L

aH
Ｇ
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側面図 

平面図 

図 3-5-2 可搬型代替注水中型ポンプの評価対象部位概略図（直接支持構造物）（1/2） 

側面図 

平面図 

図 3-5-2 可搬型代替注水中型ポンプの評価対象部位概略図（間接支持構造物）（2/2）
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側面図 

平面図 

 

図 3-5-3 可搬型低圧電源車及び窒素供給装置用電源車の 

評価対象部位概略図（直接支持構造物）（1/2） 

側面図 

平面図 

図 3-5-3 可搬型低圧電源車及び窒素供給装置用電源車の 

評価対象部位概略図（間接支持構造物）（2/2） 
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側面図 

平面図 

側面図 

平面図 

図 3-5-4 窒素供給装置の評価対象部位概略図（直接支持構造物）（1/2） 
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側面図 

平面図 

図 3-5-4 窒素供給装置の評価対象部位概略図（間接支持構造物）（2/2）
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側面図 

平面図 

側面図 

 

図 3-5-5 タンクローリの評価対象部位概略図（直接支持構造物）
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 3.5.3 取付ボルトの締結状態について 

 車両型設備の耐震評価のうち応力評価の評価対象は，取付ボルトを対象として選定して

いる。取付ボルトは，納入メーカにて取付ボルトをトルク管理していることから，剛に締

結されているため機器の支持機能を十分に発揮することができる。また，ボルト締結状態

の管理については，可能な限り通常のパトロール及び起動試験による目視の確認を行うと

ともに，分解点検による取外し等を行う場合等については，適切なトルクでの締付けを行

うなど継続して管理を行うこととしている。 

 取付ボルトが剛に取り付けられていても，ボルトの剛性が小さい場合は，耐震評価上の

影響がでてくる可能性があることからボルトの剛性確認のため固有振動数の確認を行う。 

 なお，この度の耐震評価としては，実機を用いた加振試験により，車両がポンプ，発電

機，内燃機関等の積載物の支持機能を有していることを確認していることから，ボルト剛

性のみならず，取付部についても応力評価上の問題はないと考えている。 

(1) 使用する計算モデル及び記号の定義

ボルト剛性確認に使用する計算モデルを図 3-5-5 に，記号を表 3-5-2 に示す。

図 3-5-6 計算モデル図 

厚さ：ｔ 

ナットボルト 

92



43 

表 3-5-2 ボルト剛性評価に使用する記号 

記号 単位 説明 

m kg 機器の質量 

n － 取付ボルトの総本数 

E MPa ヤング率

t mm 締結部厚さ 

A mm2 ボルトの有効断面積 

bik N/mm ボルト 1 本のばね定数 

bk N/mm ボルト全本数のばね定数 

VT  s 固有周期 

Vf Hz 固有振動数 

(2) ボルト剛性評価

・ばね定数

t/A

E
k bi

bib knk

・ボルトの固有周期

 
3

b

V
10k

m
2πT

 
V

V
T

1
f

(3) 機器の諸元及び計算結果

計算結果により，ボルトの固有振動数は十分大きく，耐震評価への影響が無いことを確

認した。最も厳しい結果が得られた可搬型低圧電源車及び窒素供給装置用電源車の直接支

持構造物である発電機／内燃機関取付ボルト及び可搬型代替注水中型ポンプの間接支持構

造物であるコンテナ取付ボルトの機器の諸元及び計算結果について表 3-5-3 に示す。 
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表 3-5-3 取付ボルトの固有振動数評価諸元及び計算結果 

直接支持構造物 可搬型低圧電源車及び窒素供給装置用電源車 

発電機／内燃機関取付ボルト 

記号 単位 数値 

材質 － SS400 

機器の質量 kg 2877 

取付ボルトの総本数 － 16 

ヤング率 MPa 201000 

締結部厚さ mm 15 

ボルトの有効断面積 mm2 113.09 

ボルト１本のばね定数 N/mm 1515500 

ボルト全本数のばね定数 N/mm 24248000 

固有振動数 Hz 462.0 

間接支持構造物 可搬型代替注水中型ポンプ 

コンテナ取付ボルト

記号 単位 数値 

材質 － SUS304 

機器の質量 kg 3000 

取付ボルトの総本数 － 16 

ヤング率 MPa 194000 

締結部厚さ mm 20 

ボルトの有効断面積 mm2 153.93 

ボルト１本のばね定数 N/mm 1493100 

ボルト全本数のばね定数 N/mm 23891000 

固有振動数 Hz 449.1 
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 3.6 波及的影響評価 

 3.6.1 基本方針 

 地震時における他設備への波及的影響として考慮すべき項目としては，地震に伴う車両

のすべり及び浮き上がりに伴う傾きによる他設備との干渉である。このため波及的影響評

価においては，地震時のすべり量及び傾きを評価し，これに基づいた可搬型重大事故等対

処設備同士の車両間隔を適切に設定することにより，可搬型設備同士の接触・衝突が生じ

ない設計とする。 

 また，評価対象となる設備は，屋外の保管エリアに保管されている可搬型重大事故等対

処設備であり，竜巻による飛散防止の観点から，固縛措置を講じている。このためすべり

及び浮き上がりが生じても，竜巻対策としての固縛装置との干渉がないよう，適正な余長

を設ける設計，若しくは，車両型設備に実際の保管状態と同じ固縛装置を取り付けた状態

で加振試験を行い，重大事故等に対処するために必要な機能を損なわないことを確認する。 

 3.6.2 評価方法 

 加振試験にて得られた設備頂部の変位量（すべり量と浮き上がりに伴う傾きの和）が，

他の可搬型重大事故等対処設備との離隔距離の範囲内であることにより確認する。 

 3.6.3 評価結果 

 波及的影響評価として評価した左右方向の車両の最大変位量と前後方向の車両の最大変

位量については，設定した許容限界（離隔距離）未満であることを確認した。 

(1) 左右方向

表 3-6-1 に各車両の左右方向に関する評価結果を示す。下記により，左右方向の車両の

最大変位量は許容限界未満であることを確認した。 

表 3-6-1 波及的影響評価結果（左右方向） 

設備名称 
すべり量 

（mm） 

傾きによる

変位量 

（mm） 

車両の最大変位量 

（左右方向） 

（mm） 

許容限界 

（左右方向）

（mm） 

評価

可搬型代替注水大型ポンプ 420 721 1141 
1250 

○ 

可搬型代替注水中型ポンプ 200 477 677 ○ 

可搬型代替低圧電源車 740 939 1679 
2000 

○ 

窒素供給装置用電源車 740 939 1679 ○ 

窒素供給装置 270 516 786 
1250 

○ 

タンクローリ 710 385 1095 ○ 

 実際の車両配置に必要となる車両間隔については，各々の離隔距離（許容限界）を加算

し，可搬型代替低圧電源車及び窒素供給装置用電源車が隣り合う場合は 4000mm，可搬型代
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替低圧電源車若しくは窒素供給装置用電源車とその他の車両が隣り合う場合は 3250mm，そ

の他の車両同士が隣り合う場合は 2500mm とする。ただし，変位を生じないように緊張して

固縛する資機材と車両との間隔については，車両型設備 1 台当たりの離隔距離とする。 

 なお，地震に伴うすべり及び浮き上がりを双方が同時に接近する方向に生じる可能性は

ほとんどないため，各々の離隔距離（許容限界）を単純に加算して決定する必要はない。 

 ただし，最終的に環境条件（摩擦係数）の変動等を考慮し，保守性を持たせるため，上

記の離隔距離（許容限界）を確保する。 

(2) 前後方向

表 3-6-2 に各車両の前後方向に関する評価結果を示す。下記により，前後方向の車両の

最大変位量は，許容限界未満であることを確認した。 

表 3-6-2 波及的影響評価結果（前後方向） 

設備名称 
すべり量 

（mm） 

傾きによる

変位量 

（mm） 

車両の最大変位量 

（前後方向） 

（mm） 

許容限界 

（前後方向）

（mm） 

評価

可搬型代替注水大型ポンプ 570 －＊ 570 

1250 

○ 

可搬型代替注水中型ポンプ 320 －＊ 320 ○ 

可搬型代替低圧電源車 340 －＊ 340 ○ 

窒素供給装置用電源車 340 －＊ 340 ○ 

窒素供給装置 280 －＊ 280 ○ 

タンクローリ 660 －＊ 660 ○ 

注記 ＊：前後方向に関しては，地震による車両の傾きがほとんど生じないことから，「－」と記載

する。このため，すべり量が車両の最大変位量となる。 

 実際の車両配置に必要となる車両間隔については，各々の離隔距離（許容限界）を加算

し，一律 2500mm を確保する。 

(3) 加振台と実際の保管場所との環境条件の相違による影響

 ａ. 環境条件比較 

 実測値とした加振台と実際の保管場所の条件には，路面材料，路面状況等，種々の相

違が考えられる。 

(a) 路面材料

加振試験は実際の保管場所と同様にコンクリートにて実施しており，路面材料の差

異はない。 

(b) 路面状況
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 加振台は乾燥状態であるが，屋外設置の設備に関しては気象等の影響により路面状

況が変化する。表 3-6-3 に路面状況別の摩擦係数を示す。 

表 3-6-3 路面状況別の摩擦係数 

路面状況 
摩擦係数 

乾燥 湿潤 

アスファルト／コンクリート 0.7 0.5 

鋼 板 0.6 0.4 

砂利道路 0.5 － 

氷（凍結） － 0.1 

 乾燥面と湿潤面を比較すると湿潤面の方が摩擦係数は低下し，凍結した路面であれ

ばさらに摩擦係数が低下する。一般的に摩擦係数の低下に伴いすべり量は大きくなる

が，設定した離隔距離に影響を与えるほどのすべり量の差はないと考えられる。 

 また，砂の細粒子等の異物が舗装路面に散乱している場合等については，発電所内

の運用管理（保管場所のパトロール等）において，必要に応じて清掃・除去を行うた

め，考慮対象外とする。 

 凍結に関しては，舗装した保管場所にて水溜りなどが発生しないよう，良好な排水

ができる設計としていることから，降雨後に気温が低下し氷点下になったとしても，

良好な排水により摩擦係数に影響を与えるような凍結（ある程度厚みを持った凍結面

であって，すべりに伴い重量物である車両が載ることにより圧力を与えても表面しか

溶けないような凍結）の恐れはなく，降雪に伴う凍結が発生する恐れのある場合にも，

凍結防止剤等の散布を事前に行い，対策を講じることとしているため，凍結について

は考慮対象外とする。 

(c) 保管時のブレーキ力

加振試験時においては実際の保管状態を模擬するため，車両のサイドブレーキを使

用した状態で試験を実施しているが，車両前後方向の移動に対してブレーキ力が作用

するため，サイドブレーキには車両前後方向のすべり量を低減させる効果があると考

えられる。 

 そのため，停車時におけるサイドブレーキの取扱いとしては，車両毎のマニュアル

に従い必要な引きしろ分動作させることで十分なブレーキ力を与え，定期的な保守点

検時においても状態の確認や必要により調整を行う。 

 また，サイドブレーキは法定点検項目の一つとして車両毎に定められた点検間隔で

実施するものであるため，それぞれの保守点検の間隔中における劣化は生じ難い。な

お，加振試験時に用いた地震動は，設置場所の地震動を上回る加速度とし，さらに，

試験によって得られた最も大きなすべり量を一律すべての車両に対し適用しており，

相当の保守性を有していることから，仮に保守点検の間隔中にブレーキ力のばらつき

や劣化が生じたとしても，その保守性の中に含まれるものと考える。 
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 3.7 保守性・不確実さのトータルバランスについて 

 3.7.1 保守性・不確実さのトータルバランスの検討方針 

 車両型設備の耐震設計及び評価の各段階に含まれる保守性及び不確実さ（非保守性を含

む。以下，同様。）のトータルバランスの検討は，以下の手順により実施する。 

(1) 保守性及び不確実さの要因の抽出

(2) 保守性及び不確実さの要因のスクリーニング

(3) 選定された各要因に関する保守性及び不確実さの分析

(4) 各要因の保守性及び不確実さの定量化

(5) 保守性・不確実さのトータルバランスの検討

(1) 保守性及び不確実さ要因の抽出

車両型設備の耐震設計及び評価の各段階に含まれる保守性及び不確実さの要因となり得

る項目を抽出する。 

基準地震動Ｓｓによる地震力に対する車両型設備の機能維持の評価は，転倒評価，応力

評価，機能維持評価及び波及的影響評価の各段階に分けて実施されるが，これらの評価は

車両の加振試験の結果を用いて実施される。 

 したがって，保守性・不確実さ要因の抽出にあたっては，車両型設備の耐震設計及び評

価を以下の各段階に分けて検討する。 

 ①加振試験 

 ②転倒評価 

 ③応力評価 

 ④機能維持評価 

 ⑤波及的影響評価 

 なお，①加振試験の検討対象範囲は，試験結果を出す段階までとし，これらの結果を用

いた評価における評価手法そのものや評価条件の設定に含まれる保守性・不確実さ要因は

それぞれ②～⑤の中で抽出する。 

 上記の各段階を基本的に以下の要素に分割し，要素毎に試験及び評価結果へ影響を与え

る可能性のある要因，即ち，保守性・不確実さ要因を抽出する。 

・手法（試験方法，評価方法）

・入力条件（加振試験入力波，設計用地震力等）

・評価モデル・評価条件（評価モデル，評価条件，試験条件等）

 なお，各評価の特性を踏まえ，要素分類に当てはまらない評価要素があれば必要に応じ

て当該要素を追加する。 

 以上の設計・評価の段階・要素に対する保守性及び不確実さの要因の抽出は，実機との

差異，各種条件設定の根拠となるデータの不確実さ等に着目して実施する。 

(2) 保守性及び不確実さ要因のスクリーニング

(1)項により抽出された保守性及び不確実さの要因，特に不確実さに関連する要因につい

て，他の設備の耐震評価においてＪＥＡＧ4601 や工認（今回工認において妥当性確認済み
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の項目を含む）と同様の取り扱いを行っている場合は，当該要因が評価結果に与える不確

実さは無いと考え，以降の検討の対象外とする。 

(3) 選定された各要因に関する保守性及び不確実さの分析

(2)項までに抽出された保守性及び不確実さの各要因について，保守性及び不確実さそれ

ぞれの観点で車両型設備の耐震評価上及ぼす影響を定性的に分析する。 

(4) 各要因の保守性及び不確実さの定量化

保守性及び不確実さの各要因について，その保守性や不確実さ・非保守性が定量化可能

なものについて，その定量化を行う。 

(5) 保守性・不確実さのトータルバランスの検討

「転倒評価」，「応力評価」，「機能維持評価」及び「波及的影響評価」の評価毎に，評価

に関連する不確実さ要因を抽出し，不確実さ要因に対して，同じ要因が有する保守性や他

の要因の保守性により，当該不確実さによる非保守性が包絡されることを確認する。 

 以上までの検討を基に，「転倒評価」，「応力評価」，「機能維持評価」及び「波及的影響評

価」の評価毎に，評価全体として保守性が確保されていることを確認する。 

 3.7.2 検討結果 

(1) 保守性及び不確実さ要因の抽出結果

保守性及び不確実さの要因の抽出結果を表 3-7-1 に示す。表 3-7-1 では，当該項目が保

守性の要因と不確実さの要因のいずれに該当するかを併せて示している。 

(2) 保守性及び不確実さ要因のスクリーニング結果

上記(1)項抽出された保守性及び不確実さ要因について，工認やＪＥＡＧ4601 での適用

実績の有無を表 3-7-1 に併せて示す。 

  なお，「実績あり」（表中凡例“○”）の場合は下記(3)項以降の検討対象外とするが，そ

の場合であっても，車両型設備の耐震評価上において保守性や不確実さの観点で重要な場

合や評価結果に影響が大きいと考えられる場合は検討対象として追加する。 

(3) 選定された各要因に関する保守性及び不確実さの分析

(2)項までに抽出された保守性及び不確実さ要因に関し，その影響に対する定性的な検討

を以下の要領で行った。検討結果を表 3-7-2 に示す。 

・同じ保守性及び不確実さ要因であっても，その保守性や不確実さの影響は，耐震評

価にて使用する応答値の項目（加速度・変位・すべり量）毎に異なる。したがって，

これらの項目毎に，保守性や不確実さが与える影響を定性的に分析した。

・車両型設備の耐震評価は，「転倒評価」，「応力評価」，「機能維持評価」及び「波及的

影響評価」に分けられる。各評価において使用する応答値の項目が異なるため，各

評価で使用する応答値を整理した。
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・以上の整理を踏まえて，保守性及び不確実さに関する各要因が各応答値に与える保

守性や不確実さの内容を整理した。

・また，当該要因が評価上与える相対的な影響度を定性的に検討し，「相対的に影響が

大きい」，「相対的に影響が小さい」及び「影響は有意でない」の３種類に分類した。

 ここで，定量的あるいは定性的に評価結果に与える影響が概ね 10％を超えると判断され

る場合は「相対的に影響が大きい」に，影響が概ね 10％以下であると判断される場合は「相

対的に影響が小さい」に分類する。また，影響が数％程度以下と判断される場合は「影響

は有意でない」に分類した。「影響は有意でない」項目については，以降の検討の対象外と

した。 

(4) 各要因の保守性及び不確実さの定量化

各保守性及び不確実さ要因について，その影響が定量化可能なものは定量化し，その結

果を上記(3)項の影響度合い分類結果に反映した。 

(5) 保守性・不確実さのトータルバランスの検討

転倒評価，応力評価，機能維持評価及び波及的影響評価の評価毎に，表 3-7-2 の検討結

果を以下の要領で整理することにより各評価が全体として保守的であることを確認した。 

 まず，表 3-7-2 から，不確実さの影響度が「相対的に影響が大きい」（凡例：【○】）及び

「相対的に影響が小さい」（凡例：【△】）となっている要因を抽出する。 

 抽出した各要因を，その不確実さの内容と不確実さに対する対応から，「不確実さの残る

要因」，「保守性の残る要因」及び「保守性と不確実さが同等である要因」に分類した。各

分類の位置付けは以下のとおりである。 

  なお，「不確実さの残る要因」は，さらに「保守性を有する直接的な対応のない不確実さ

要因」と「定性的な確認のみの不確実さ」に分類する。後者としては，定性的な検討にお

いて，不確実さの程度，保守性の程度あるいはその両者が不明確であるために不確実さの

残存を否定できないものを抽出した。 

 「保守性の残る要因」は，「未適用の保守性要因」と「保守性の残存する保守性要因」に

分類する。前者は，当該要因に不確実さがなく，かつ，直接的に関連するほかの要因もな

いものである。後者は，当該要因自身の不確実さもしくは直接的に関連する他の要因にお

ける不確実さを包絡し，その上でさらに保守性が残存するものである。 

 「保守性と不確実さが同等である要因」は，「設計にて対応済みの要因」と「定性的に確

認した要因」に分類する。前者は，当該要因の不確実さに対し設計上の対応で保守性が担

保されるものである。後者は，当該要因の不確実さに対して特段設計上の対応は行ってい

ないが，当該要因の持つ性質から当該要因の不確実さに対する保守性が確認されるもので

ある。 

以上に基づく各評価に対する抽出・分析結果を表 3-7-3～表 3-7-6 に示す。 

 上記各分類のうち「不確実さの残る要因」と「保守性が残る要因」を総合的に分析する

ことにより，各評価全体として保守性が確保されていることを確認した。確認結果を表
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3-7-3～表 3-7-6 の「総合評価」欄に示す。

以上の検討の結果，車両型設備の耐震設計・評価全体として，各種不確実さを包絡する

適切な保守性を有することを確認した。 
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表 3-7-1 保守性及び不確実さ要因抽出結果 

設計・評価段階 設計・評価要素 
保守性・不確実さを

有する項目 
車両型設備の設計・評価での取り扱いの概要 保守性の要因 不確実さの要因 

工認・ＪＥＡＧ等

での実績の有無

（○：実績あり，

●：実績なし））

備考 

加振試験 試験方法 加振方向 水平方向（走行あるいは走行直角方向）及び鉛直方向の同時入力又

は水平２方向及び鉛直方向の３方向同時入力。 
－ － ○ 

試験回数 当該設備の保管場所全ての設計用床応答曲線を，車両の固有周期で

包絡させた加振波で１回加振。 
－ ○ ○ 

設計用地震力 

（入力地震動） 

加振試験入力波 当該設備の保管場所全ての設計用床応答曲線を，車両の固有周期で

包絡させたランダム波を使用。 ○ ○ ○ 

実績はあるが，保守性の観

点で重要であるため除外

しない。 

試験体及び諸元 試験体 実機と同一の車両を使用。 － － ○ 

設置環境 実機保管場所と同等のコンクリート上に設置。 － － ○ 

転倒評価 荷重の組合せ及び

許容限界 

（該当なし） （試験にて直接的に転倒の有無を確認するため，荷重の組合せ及び

許容限界の観点で保守性・不確実さ等に該当する要素はない） 
－ － － 

評価方法 （該当なし） （試験にて直接的に転倒の有無を確認するため，評価方法の観点で

保守性・不確実さ等に該当する要素はない） 
－ － － 

設計用地震力 （該当なし） （試験にて直接的に転倒の有無を確認するため，設計用地震力の観

点で保守性・不確実さ等に該当する要素はない） 
－ － － 

応力評価 荷重の組合せ及び

許容限界 

許容限界 ＪＥＡＧ4601 のその他の支持構造物の許容値を適用。 
○ － ○ 

評価方法 ボルト応力評価法 ＪＥＡＧ4601 のポンプ等のボルト応力評価法を適用。 ○ － ○ 

設計用地震力 設置床での応答加

速度 

試験で得られた評価対象部位頂部での応答を設置床での応答とし

ている。 ○ － ○ 

実績はあるが，保守性の観

点で重要であるため除外

しない。 

設計用加速度 上記の設置床での応答加速度（拡幅効果考慮）に対し，更に 1.2 倍

したものを設計用加速度としている。 ○ － ○ 

実績はあるが，保守性の観

点で重要であるため除外

しない。 

ＦＲＳ拡幅 加振試験入力波作成の際に，拡幅を考慮したＦＲＳを用いている。 

○ － ○ 

実績はあるが，保守性の観

点で重要であるため除外

しない。 

誘発上下動 ローリング・ロッキング挙動により車両端部で鉛直方向へ応答が発

生し得るが，評価では評価対象部位頂部での応答を使用。 － ○ ○

実績はあるが，不確実さの

観点で重要であるため除

外しない。 

機能維持評価 荷重の組合せ及び

許容限界 

（該当なし） （試験にて加振後に機能が維持されていることを直接的に確認す

るため，荷重の組合せ及び許容限界の観点で保守性・不確実さに該

当する要素はない） 

－ － － 

評価方法 （該当なし） （試験にて加振後に機能が維持されていることを直接的に確認す

るため，評価方法の観点で保守性・不確実さに該当する要素はない） 
－ － － 

設計用地震力（入力

地震動） 

（該当なし） （上記「加振試験」での当該項目と同様であり機能維持評価として

新規に該当する項目はない） 
－ － － 
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設計・評価段階 設計・評価要素 
保守性・不確実さを

有する項目 
車両型設備の設計・評価での取り扱いの概要 保守性の要因 不確実さの要因 

工認・ＪＥＡＧ等

での実績の有無

（○：実績あり，

●：実績なし））

備考 

波及的影響評価 荷重の組合せ及び

許容限界 

（該当なし） （発電所における敷地の制限，可搬型重大事故等対処設備の作業性

及び運用性を踏まえ設定するため，荷重の組合せ及び許容限界の観

点で保守性・不確実さ等に該当する要素はない） 

－ － － 

評価方法 配置間隔の設定方

法 

車両の配置間隔として，車両毎に設定した許容限界の合算値以上と

する設計とする。 ○ － ○ 

実績はあるが，保守性の観

点で重要であるため除外

しない。 

設計用地震力 

（変位・すべり量） 

最大変位量の算出

方法 

加振試験で得られたすべり量の最大値と傾き角の最大値を組み合

わせた場合の影響評価を実施する。 ○ － ○ 

実績はあるが，保守性の観

点で重要であるため除外

しない。 
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表 3-7-2 保守性・不確実さ要因の分析及び影響が有意でない不確実さのスクリーニング 

設計・評価段階 設計・評価要素 
保守性・不確実さ

要因 
影響項目

評価との対応 
保守性 

[凡例]【○】：相対的に影響度大 

【△】：相対的に影響度小 

不確実さ 

[凡例]【○】：相対的に影響度大 

【△】：相対的に影響度小 

【－】：影響が有意でない 

影響が有意でない理由 
転倒評価 応力評価

機能維持

評価 

波及的 

影響評価 

加振試験 設計用地震力 

（入力地震動） 

ａ.加振試験入力波

加速度 ○ ○ ○ － 

試験入力波は設計用床応答曲線を上

回るよう設定したものであり，地震に

より設備が受ける加速度よりも保守

的な値（設備の固有周期により異なる

が，数％～2 倍程度）となる。【○】

－ － 

変位 － － － ○ 同上【△】 － － 

すべり量 － － － ○ 同上【△】 － － 

転倒評価 （該当なし） － － － － － － － － － 

応力評価 設計用地震力 ｂ.設置床での応答

加速度 

加速度 － ○ － － 

試験で得られた車両全体の重心位置

相当の応答加速度を，評価上は，より

低い位置である設備設置床（車両）で

の応答と仮定することによる保守性

がある。【△】 

－ － 

ｃ.ＦＲＳ拡幅 

加速度 － ○ － －

本来，保守性の確保を目的としてＦＲ

Ｓの拡幅を行うものではないが，車両

の固有周期域では，各保管エリアの基

準地震動Ｓｓを包絡した地震波（ＦＲ

Ｓ）が，ばらつきを考慮した各保管エ

リア地震波（ＦＲＳ）を包絡すること

を別途確認している。更に，車両応答

の不確実さを考慮して，ＦＲＳ拡幅相

当の 1.2 倍にした最大応答加速度を

元に設計用加速度を算出している。

【○】

－ － 

ｄ.誘発上下動 

加速度 － ○ － － －

水平方向の地震に伴い発生するロ

ーリングやロッキング挙動により，

重心位置から離れた箇所では，誘発

上下動が発生し，鉛直応答が増加す

る可能性がある。【－】 

応力評価においては，評価

対象部位頂部で計測した

加速度を用いて応力評価

を実施していることから，

影響は有意でない。 
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設計・評価段階 設計・評価要素 
保守性・不確実さ

要因 
影響項目

評価との対応 
保守性 

[凡例]【○】：相対的に影響度大 

【△】：相対的に影響度小 

不確実さ 

[凡例]【○】：相対的に影響度大 

【△】：相対的に影響度小 

【－】：影響が有意でない 

影響が有意でない理由 
転倒評価 応力評価

機能維持

評価 

波及的 

影響評価 

動的／電気的

機能維持 

（該当なし） 
－ － － － － － － － － 

波及的影響評

価 

評価方法 ｅ.配置間隔の設定

方法 
変位／す

べり量 
－ － － ○ 

車両同士がぶつかる方向に同時に傾

くことは考えにくいが，車両の実際の

配置間隔として，車両毎に設定した許

容限界の合算値とする設計により保

守性がある。【○】 

－ － 

設計用地震力 

（変位・すべり

量） 

ｈ.最大変位量の算

出方法 
変位／す

べり量 
－ － － ○ 

加振試験で得られたすべり量と浮き

上がり核の最大値は，同時に発生する

可能性は低く，その両方の値を用いて

算出する最大変位量はある程度の保

守性を有している。【△】 

－ － 
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表 3-7-3 転倒評価に関連する不確実さ要因 

保守性・不確実さ要因＊1 不確実さ 不確実さに対する対応（保守性）＊2 備考

不確実さの残る要因 保守性を有する直接的

な対応のない不確実さ

要因 

（該当なし） － － 

定性的な確認のみの不

確実さ要因 
（該当なし） － － 

保守性が残る要因 未適用の保守性要因 ａ.加振試験入力波 

－ 

試験入力波は設計用床応答曲線を上回るよう設定し

たものであり，地震により設備が受ける加速度よりも

保守的な値（設備の固有周期により異なるが，数％～

2 倍程度）となる。【○】 

保守性の残存する保守

性要因 
（該当なし） － － 

保守性と不確実さが同等

である要因 

設計にて対応済みの要

因 
（該当なし） － － 

定性的に確認した要因 （該当なし） － － 

【総合評価】 転倒評価は，評価に用いる地震力（入力加速度）として実機の加振試験結果を直接用いているため有意な不確実さはない。 

一方，加振試験の入力地震動には保守性を有する。 

以上より，転倒評価について，評価全体として保守性が確保されている。 

注記 ＊1：先頭の記号及び要因名称は，表 3-7-2 における「保守性・不確実さ要因」欄の記号及び要因名称と同じものを用いている。 

＊2：【 】内の記号は，表 3-7-2 の「保守性」，「不確実さ」欄の記号を表している。 
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表 3-7-4 応力評価に関連する不確実さ要因 

保守性・不確実さ要因＊1 不確実さ 不確実さに対する対応（保守性）＊2 備考

不確実さの残る要因 保守性を有する直接的

な対応のない不確実さ

要因 

（該当なし） － － 

定性的な確認のみの不

確実さ要因 
（該当なし） － － 

保守性が残る要因 未適用の保守性要因 ａ.加振試験入力波 

－ 

試験入力波は設計用床応答曲線を上回るよう設定し

たものであり，地震により設備が受ける加速度よりも

保守的な値（設備の固有周期により異なるが，数％～

2 倍程度）となる。【○】 

ｂ.設置床での応答加速度

－ 

試験で得られた評価対象部位頂部の応答加速度を，評

価上はより低い位置である設備設置床（車両）での応

答と仮定することによる保守性がある。【△】 

ｃ.ＦＲＳ拡幅 

－ 

本来，保守性の確保を目的としてＦＲＳの拡幅を行う

ものではないが，車両の固有周期域では，各保管エリ

アの基準地震動Ｓｓを包絡した地震波（ＦＲＳ）が，

ばらつきを考慮した各保管エリアの地震波（ＦＲＳ）

を包絡することを別途確認している。更に，車両応答

の不確実さを考慮して，ＦＲＳ拡幅相当の 1.2 倍にし

た最大応答加速度を元に設計用加速度を算出してい

る。【○】

保守性の残存する保守

性要因 
（該当なし） － － 

保守性と不確実さが同等

である要因 

設計にて対応済みの要

因 
（該当なし） － － 

定性的に確認した要因 （該当なし） － － 

【総合評価】 応力評価は，評価に用いる地震力（入力加速度）として評価対象部位頂部で計測した加速度を用いているため有意な不確実さはない。 

一方，未適用の保守性要因として「加振試験入力波」，「設置床での応答加速度」及び「ＦＲＳ拡幅」がある。 

以上より，加振試験結果に基づく構造強度評価について，評価全体として保守性が確保されている。 

注記 ＊1：先頭の記号及び要因名称は，表 3-7-2 における「保守性・不確実さ要因」欄の記号及び要因名称と同じものを用いている。 

＊2：【 】内の記号は，表 3-7-2 の「保守性」，「不確実さ」欄の記号を表している。 
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表 3-7-5 機能維持評価に関連する不確実さ要因 

保守性・不確実さ要因＊1 不確実さ 不確実さに対する対応（保守性）＊2 備考

不確実さの残る要因 保守性を有する直接的

な対応のない不確実さ

要因 

（該当なし） － － 

定性的な確認のみの不

確実さ要因 
（該当なし） － － 

保守性が残る要因 未適用の保守性要因 ａ.加振試験入力波 

－ 

試験入力波（機能維持確認済加速度）は設計用床応答

曲線を上回るよう設定したものであり，地震により設

備が受ける加速度よりも保守的な値（設備の固有周期

により異なるが，数％～2 倍程度）となる。【○】 

保守性の残存する保守

性要因 
（該当なし） － － 

保守性と不確実さが同等

である要因 

設計にて対応済みの要

因 
（該当なし） － － 

定性的に確認した要因 （該当なし） － － 

【総合評価】 機能維持評価は，評価に用いる地震力（入力加速度）として実機の加振試験結果を直接用いているため有意な不確実さはない。 

一方，加振試験の入力地震動には保守性を有する。 

以上より，機能維持評価について，評価全体として保守性が確保されている。 

注記 ＊1：先頭の記号及び要因名称は，表 3-7-2 における「保守性・不確実さ要因」欄の記号及び要因名称と同じものを用いている。 

＊2：【 】内の記号は，表 3-7-2 の「保守性」，「不確実さ」欄の記号を表している。 
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表 3-7-6 波及的影響評価に関連する不確実さ要因 

保守性・不確実さ要因＊1 不確実さ 不確実さに対する対応（保守性）＊2 備考

不確実さの残る要因 保守性を有する直接的

な対応のない不確実さ

要因 

（該当なし） － － 

定性的な確認のみの不

確実さ要因 
（該当なし） － － 

保守性が残る要因 未適用の保守性要因 ａ.加振試験入力波 

－ 

試験入力波（機能維持確認済加速度）は設計用床応答

曲線を上回るよう設定したものであり，地震により設

備が受ける加速度よりも保守的な値（設備の固有周期

により異なるが，数％～2 倍程度）となる。【○】 

ｅ.配置間隔の設定方法 

－ 

車両同士がぶつかる方向に同時に傾くことは考えに

くいが，車両の実際の配置間隔として，車両毎に設定

した許容限界の合算値とする設計とすることによる

保守性がある。【○】 

ｈ. 最大変位量の算出方

法 
－ 

加振試験で得られたすべり量と浮き上がり角の最大

値は，同時に発生する可能性は低く，その両方の値を

用いて算出する最大変位量はある程度の保守性を有

している。【△】 

保守性の残存する保守

性要因 
（該当なし） － － 

保守性と不確実さが同等

である要因 

設計にて対応済みの要

因 
（該当なし） － － 

定性的に確認した要因 （該当なし） － － 

【総合評価】 波及的影響評価は，評価に用いる地震力（入力加速度）として実機の加振試験での計測値を直接用いているため，有意な不確実さはない。 

一方，未適用の保守性要因として「加振試験入力波」，「配置間隔の設定方法」及び「最大変位量の算出方法」がある。 

以上より，波及的影響評価について，評価全体として保守性が担保されている。 

注記 ＊1：先頭の記号及び要因名称は，表 3-7-2 における「保守性・不確実さ要因」欄の記号及び要因名称と同じものを用いている。 

＊2：【 】内の記号は，表 3-7-2 の「保守性」，「不確実さ」欄の記号を表している。

109



60 

別紙 3-1 

車両型設備加振試験への固縛装置の影響について 

1. 概要

東海第二発電所では，竜巻飛来物対策として，屋外に保管する車両型設備に対して，

固縛装置の設置を計画している。このため，車両型設備加振試験において，固縛装置の

設置を想定し，余長の変化も踏まえた固縛装置の車両型設備への影響を確認している。

具体的には，固縛装置の余長を変化させた加振試験を行い，車両型設備の最大応答加速

度を計測し，固縛装置の余長の変化（加振試験中の固縛装置の展張有無，展張の程度の

変化）が車両型設備の最大応答加速度に与える影響を確認した。その結果，最大応答加

速度に有意な変化は確認されず加振試験の結果に対して，固縛装置の影響がないことを

確認した。本資料は，加振試験に用いた固縛装置の構造及び車両型設備の最大応答加速

度への影響について整理したものである。 

2. 固縛装置の構造

東海第二発電所で設置する固縛装置は，「連結材」と連結材を固定するための「固定材」

及び「基礎」から構成される。図 1 に固縛装置の構造概要を，図 2 に固縛装置の外観写

真を示す。 

「連結材」は，車両型設備を胴巻きにするメインロープと固定材との取り合いとなる

サイドロープで構成され，材質は高強度繊維ロープを使用している。サイドロープは，

車両型設備の特徴であるサスペンションの耐震性（免震効果）を損なわないよう余長を

持たせている。「固定材」は，アンカープレートとフレノリンクボルトで構成され，「基

礎部」は固定材と基礎を定着する接着系アンカーボルト及び基礎で構成されている。 

図 1 固縛装置の構造概要図 

連結材 
（メインロープ）

連結材
（サイドロープ）
（余長あり）

基礎部（基礎）  

（正面図） （側面図）

基礎部 
（接着系アンカーボルト）

固定材
（アンカープレート）

固定材 
（フレノリンクボルト）

固縛対象設備
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図 2 固縛装置の外観写真 

3. 車両型設備加振試験時の最大応答加速度への固縛装置の影響

 3.1 影響確認方法 

車両型設備に対して，固縛装置の余長を変化させた条件で加振試験を実施し，固縛

装置の展張の有無及び車両型設備の最大応答加速度を確認する。この試験結果を考察

し，固縛装置の余長の変化に応じた車両型設備への影響の有無について確認する。 

 3.2 加振試験条件 

加振試験の条件を，以下に整理する。 

(1) 加 振 波：ランダム波

(2) 加振方向：水平（走行方向）＋水平（走行直角方向）＋鉛直

(3) 対象車両：可搬型代替注水大型ポンプの同型車両

(4) 固縛方法：実際の保管状態を模擬

(5) 余 長：450mm，300mm，150mm 

 3.3 加振試験結果 

加振試験を実施した結果，余長が 150mm 及び 300mm では，固縛装置が展張し，余長

が 450mm の際には，固縛装置が展張しなかったことを確認した。 

また，加振試験で得られた車両型設備の評価対象部位における最大応答加速度の計

測結果を表 1 及び図 3 に整理した。余長 450mm と 150mm・300mm の比較結果から固縛装

置の展張有無によらず，最大応答加速度に有意な変化は見られなかった。余長 150mm

と 300mm の比較結果から固縛装置の展張の程度によらず，最大応答加速度に有意な変

化は見られなかった。 
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表 1 車両型設備の評価対象部位における最大応答加速度の計測結果 

図 3 車両型設備の評価対象部位における最大応答加速度の計測結果 

4. まとめ

加振試験の結果から，固縛装置の展張の有無及び展張の程度が変化した場合において

も，車両型設備への最大応答加速度への有意な影響は無く，加振試験への固縛装置の影

響がないことを確認した。 

以 上
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別紙 3-2 

地震時に固縛装置を展張させないための余長の設定方法について 

1. 概要

東海第二発電所の車両型設備の耐震計算においては，竜巻による悪影響防止用の固縛装置を設

置しない状態で加振試験を行った結果を用いて，耐震評価をする車両型設備（可搬型代替注水中

型ポンプ，窒素供給装置）がある。このため，当該車両設備については，加振試験の条件に合わ

せて，固縛装置が展張しない十分な余長を有した固縛装置を設置する方針としている。本資料で

は，固縛装置を展張させないための余長の設定方法について説明する。 

2. 余長の定義

固縛装置の設計余長は，図 1 に示すように，車両型設備が走行直角方向へ横すべりして固定材

（サイドロープ）を展張させた場合において，車両型設備が初期位置から横すべりした水平距離

として定義している。以降は，本設計方法に基づく設計余長を「余長」と呼ぶこととする。 

図 1 固縛装置の余長の定義 

初期設定位置 

固定材 

車両型

設備 

設計余長 

走行直角方向最大横すべり位置

車両型

設備 

θ

EXTL

正面図 

連結材 
（サイドロープ）

固定材 連結材 

平面図 
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3. 余長の設定方法

固縛装置の余長は，固縛装置を設置しない状態で加振試験を行った車両型設備の最大変位量を

基に，以下の計算式を用いて設定する。また，余長の計算に用いる寸法を図 2 に示す。 

 なお，加振試験により計測された最大変位量については，走行直角方向の最大すべり量，走行

方向の最大すべり量，傾きによる最大浮き上がり量が，全て同時刻に発生したものではないこと

から，本計算式を基に設定する余長には保守性が含まれている。 

XMAXEXT cosθLL

2

Z

2

Y

2

XXMAX LLLL

EXTL ：固縛装置を展張させないために必要な余長（この長さ以上の余長を確保） 

MAXL ：固縛装置を展張させないために必要な固定材設置予定位置から連結材（サ

イドロープ）先端までの必要最大長さ

XL ：車両型設備の初期位置から車両型設備の走行直角方向の最大すべり位置までの

距離 

YL ：車両型設備の初期位置から車両型設備の走行方向の最大すべり位置までの

距離 

ZL ：固定材設置予定高さから車両型設備の傾きによる最大浮き上がり高さまで

の距離 

X ：オフセット量（固定材設置予定位置から車両型設備の初期位置までの距離） 

θ ：車両型設備が初期位置から走行直角方向に横すべりして固縛装置が展張したとき

の連結材（サイドロープ）と地面が有する角度（図 1 に記載のθ） 

走行直角方向

ZL

最大変位状態初期状態 

YL

初期状態 最大変位状態

最大傾斜状態

固定材設置予定位置 

固定材設置予定位置

走行方向 鉛直方向

XLX
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図 2 固縛装置の余長の計算に用いる寸法 

4. 余長の計算結果

可搬型代替注水中型ポンプ及び窒素供給装置（加振試験時に固縛装置を設置していない車両型

設備）について，加振試験の最大変位量を基に余長を計算した結果を表 1に示す。 

当該車両型設備の余長については，表 1 で求めた余長以上を確保する必要があることから，余

裕を見て 600mm と設定する。 

表 1 余長の計算結果 

車両型設備名称 
XL YL ZL X MAXL θ EXTL 余長

mm mm mm mm mm ° mm mm 

可搬型代替注水中型ポンプ 200 320 1358 900 1776 34.7 561 600 

窒素供給装置 270 280 1081 900 1618 27.0 541 600 

以 上 
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別紙 3-3 

車両型設備とアンカープレートとの位置関係について 

1. 概要

長い余長の固縛装置を用いる車両型設備（可搬型代替注水中型ポンプ，窒素供給装置）につい

ては，固縛装置を取り付けずに加振試験を行っていることから，加振試験時の車両型設備の挙動

と固縛装置の固定材（アンカープレート）との干渉の確認が取れていない。仮に干渉（タイヤと

アンカープレートが接触）した場合においても設備の損傷は考えにくいものの，加振試験結果と

実際の車両型設備設置位置におけるアンカープレートとの位置関係について比較を行った。 

2. 車両型設備とアンカープレートとの位置関係

車両型設備とアンカープレートとの間には離隔距離を設けている。車両型設備とアンカープ

レートの位置関係を図 1 に整理する。図 1 より，車両型設備端部からアンカープレート

端部までの距離（離隔距離）は 625mm となる。 

図 1 車両型設備とアンカープレートの位置関係 

3. 比較結果

加振試験で得られた車両型設備の走行直角方向の最大すべり量と離隔距離の比較結果を表 1に

示す。最大すべり量は離隔距離の範囲内に収まっており，2倍程度の余裕がある。 

表 1 最大すべり量と離隔距離の比較 

走行直角方向すべり量 離隔距離 判定 

可搬型代替注水中型ポンプ 200mm 625mm 良 

窒素供給装置 270mm 625mm 良 

以 上

車両型

設備 

平面図 

固定材 
（アンカープレート）

連結材 

正面図 

625mm

900mm

275mm

625mm

900mm

275mm

116



67 

4. 加振試験後の機能維持確認について

可搬型重大事故等対処設備のうち車両型設備及びその他設備は，加振試験後の機能維

持確認として，各設備の機能に応じた試験を実施し，機器が問題なく動作することを確

認している。試験の詳細を表 4-1 及び表 4-2 に示す。 
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表 4-1 加振試験後の機能維持確認方法と結果について（車両型設備） 

設備名称 確認事項 

可搬型代替注水 

大型ポンプ 

・加振試験後の外観点検により，固縛装置が健全で有効に機能しており，車

両型設備が転倒していないことを確認した。

・外観点検を行い，車両型設備の必要な機能に影響する損傷，燃料漏えい等

の異常が無いことを確認した。

・定格運転状態において，異常な振動，異音等の不具合が無いこと，ポンプ

機能が維持されていることを確認した。

・加振試験場内を走行し，自走機能に問題がないことを確認した。

可搬型代替注水 

中型ポンプ 

・加振試験により，車両型設備が転倒していないことを確認した。

・外観点検を行い，車両型設備の必要な機能に影響する損傷，燃料漏えい等

の異常が無いことを確認した。

・定格運転状態において，異常な振動，異音等の不具合が無いこと，ポンプ

機能が維持されていることを確認した。

・加振試験場内を走行し，自走機能に問題がないことを確認した。

可搬型代替低圧 

電源車及び 

窒素供給装置用 

電源車＊1 

・加振試験後の外観点検により，固縛装置が健全で有効に機能しており，車

両型設備が転倒していないことを確認した。

・外観点検を行い，車両型設備の必要な機能に影響する損傷，燃料漏えい等

の異常が無いことを確認した。

・電源車を起動し，異常な振動，異音等の不具合が無いこと，発電機能が維

持されていることを確認した。

・加振試験場内を走行し，自走機能に問題がないことを確認した。

窒素供給装置 

・加振試験により，車両型設備が転倒していないことを確認した。

・外観点検を行い，車両型設備の必要な機能に影響する損傷，燃料漏えい等

の異常が無いことを確認した。

・定格運転状態において，異常な振動，異音等の不具合が無いこと，窒素供

給機能が維持されていることを確認した。

・加振試験場内を走行し，自走機能に問題がないことを確認した。

タンクローリ

・加振試験後の外観点検により，固縛装置が健全で有効に機能しており，車

両型設備が転倒していないことを確認した。

・外観点検を行い，車両型設備の必要な機能に影響する損傷，燃料漏えい等

の異常が無いことを確認した。

・ポンプを起動し，異常な振動，異音等の不具合が無いこと，給油機能が維

持されていることを確認した。

・加振試験場内を走行し，自走機能に問題がないことを確認した。

注記 ＊1：設備名称は異なるが，同型の車両である。 
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表 4-2 加振試験後の機能維持確認方法と結果について（その他の設備）（1/5） 

設備名称 保管状態 確認事項 

可搬型計測器

（温度，圧力，

水位及び流量

計測用） 

収納箱 

架台固縛 

・加振試験後の外観点検により，収納箱と架台の固縛に使用してい

るスリングが健全であり，転倒していないことを確認した。

・外観点検を行い，著しい損傷がないことを確認した。

・電流，熱電対，測温抵抗体の測定ができることを確認した。

可搬型計測器

（圧力，水位

及び流量計測

用） 

収納箱 

架台固縛 

・加振試験後の外観点検により，収納箱と架台の固縛に使用してい

るスリングが健全であり，転倒していないことを確認した。

・外観点検を行い，著しい損傷がないことを確認した。

・電流，水位（導通）の測定ができることを確認した。

酸素濃度計 
収納箱架台

固縛 

・加振試験後の外観点検により，収納箱と架台の固縛に使用してい

るスリングが健全であり，転倒していないことを確認した。

・外観点検を行い，著しい損傷がないことを確認した。

・酸素濃度の測定ができることを確認した。

二酸化炭素濃

度計 

収納箱架台

固縛 

・加振試験後の外観点検により，収納箱と架台の固縛に使用してい

るスリングが健全であり，転倒していないことを確認した。

・外観点検を行い，著しい損傷がないことを確認した。

・二酸化炭素濃度の測定ができることを確認した。

逃がし安全弁

用可搬型蓄電

池 

本体固縛 

・加振試験後の外観点検により，固縛に使用したスリングが健全で

あり，逃がし安全弁用可搬型蓄電池が転倒していないことを確認し

た。 

・外観点検を行い，著しい損傷がないことを確認した。

・直流出力ができ，負荷に電力を供給可能なことを確認した。
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表 4-2 加振試験後の機能維持確認方法と結果について（その他の設備）（2/5） 

設備名称 保管状態 確認事項 

可搬型照明 

（ＳＡ） 
本体固縛

・加振試験後の外観点検により，固縛に使用したスリングが健全

であり，可搬型照明（ＳＡ）が転倒していないことを確認した。

・外観点検を行い，著しい損傷がないことを確認した。

・可搬型照明（ＳＡ）を動作させ，正常に点灯することを確認し

た。

衛星電話設備 

（携帯型） 

収納箱 

架台固縛

・加振試験後の外観点検により，収納箱と架台の固縛に使用した

スリングが健全であり，転倒していないことを確認した。

・外観点検を行い，著しい損傷がないことを確認した。

・発信・着信ができ，通話が可能なことを確認した。

衛星電話設備 

（可搬型） 

（待避室） 

本体固縛

・加振試験後の外観点検により，衛星電話設備（可搬型）（待避室）

と机の固縛に使用しているバンド・マジックテープが健全であ

り，転倒していないことを確認した。

・外観点検を行い，著しい損傷がないことを確認した。

・発信・着信ができ，通話が可能なことを確認した。

無線連絡設備（携

帯型） 

収納箱 

架台固縛

・加振試験後の外観点検により，収納箱と架台の固縛に使用して

いるスリングが健全であり，転倒していないことを確認した。

・外観点検を行い，著しい損傷がないことを確認した。

・発信・着信ができ，通話が可能なことを確認した。

携行型有線通話

装置 

収納箱 

架台固縛

・加振試験後の外観点検により，収納箱と架台の固縛に使用して

いるスリングが健全であり，転倒していないことを確認した。

・外観点検を行い，著しい損傷がないことを確認した。

・発信・着信ができ，通話が可能なことを確認した。

データ表示装置

（待避室用含む）

収納箱 

架台固縛

・加振試験後の外観点検により，収納箱と架台の固縛に使用して

いるスリングが健全であり，転倒していないことを確認した。

・外観点検を行い，著しい損傷がないことを確認した。

・電源を投入し，システムが立ち上がることを確認した。

可搬型整流器 本体固縛

・加振試験後の外観点検により，可搬型整流器と架台の固縛に使

用しているスリングが健全であり，転倒していないことを確認

した。

・外観点検を行い，著しい損傷がないことを確認した。

・電源を投入し運転可能なこと，出力電圧を測定し直流出力がで

きることを確認した。
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表 4-2 加振試験後の機能維持確認方法と結果について（その他の設備）（3/5） 

設備名称 保管状態 確認事項 

緊急時対策所 

エリアモニタ

収納ラック

固縛 

・加振試験後の外観点検により，収納ラックと固縛に使用して

いるスリングが健全であり，転倒していないことを確認した。

・外観点検を行い，著しい損傷がないことを確認した。

・各動作及び警報が正常に動作することを確認した。

・各定数が設定でき，線量当量率の指示値が基準範囲内である

ことを確認した。

可搬型モニタ 

リング・ポスト

収納ラック

固縛 

・加振試験後の外観点検により，収納ラックと固縛に使用して

いるスリングが健全であり，転倒していないことを確認した。

・外観点検を行い，著しい損傷がないことを確認した。

・各動作及び警報が正常に動作することを確認した。

・各定数が設定でき，線量当量率の指示値が基準範囲内である

ことを確認した。

可搬型ダスト・

よう素サンプラ

収納ラック

固縛 

・加振試験後の外観点検により，収納ラックと固縛に使用して

いるスリングが健全であり，転倒していないことを確認した。

・外観点検を行い，著しい損傷がないことを確認した。

・各動作が正常に動作することを確認した。

・流量が基準範囲内であることを確認した。

β線サーベイ・

メータ

収納ラック

固縛 

・加振試験後の外観点検により，収納ラックと固縛に使用して

いるスリングが健全であり，転倒していないことを確認した。

・外観点検を行い，著しい損傷がないことを確認した。

・各動作が正常に動作することを確認した。

・計数率の指示値及び機器効率が基準範囲内であることを確認

した。

ＮａＩシンチ 

レーション

サーベイ・メータ

収納ラック

固縛 

・加振試験後の外観点検により，収納ラックと固縛に使用して

いるスリングが健全であり，転倒していないことを確認した。

・外観点検を行い，著しい損傷がないことを確認した。

・各動作が正常に動作することを確認した。

・線量当量率及び吸収線量率の指示値が基準範囲内であること

を確認した。

ＺｎＳシンチレ

ーション 

サーベイ・メータ

収納ラック

固縛 

・加振試験後の外観点検により，収納ラックと固縛に使用して

いるスリングが健全であり，転倒していないことを確認した。

・外観点検を行い，著しい損傷がないことを確認した。

・各動作が正常に動作することを確認した。

・計数率の指示値及び機器効率が基準範囲内であることを確認

した。
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表 4-2 加振試験後の機能維持確認方法と結果について（その他の設備）（4/5） 

設備名称 保管状態 確認事項 

電離箱サーベ

イ・メータ

収納ラック

固縛 

・加振試験後の外観点検により，収納ラックと固縛に使用して

いるスリングが健全であり，転倒していないことを確認した。

・外観点検を行い，著しい損傷がないことを確認した。

・各動作が正常に動作することを確認した。

・線量当量率の指示値が基準範囲内であることを確認した。

小型船舶 

（船外機） 
本体固縛 

・加振試験後の外観点検により，固縛に使用したスリング及び

支持構造物が健全であり，小型船舶（船外機）が転倒していな

いことを確認した。

・外観点検を行い，著しい損傷がないことを確認した。

・定格運転状態において，異常な振動，異音等の不具合がない

こと，船外機機能が維持されていることを確認した。

・水上での走行に問題がないことを確認した。

小型船舶 

（バッテリ） 
本体固縛 

・加振試験後の外観点検により，固縛に使用したスリングが健

全であり，小型船舶（バッテリ）が転倒していないことを確

認した。

・外観点検を行い，著しい損傷がないことを確認した。

・船外機に接続し，水上での走行に問題がないことを確認した。
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表 4-2 加振試験後の機能維持確認方法と結果について（その他の設備）（5/5） 

設備名称 保管状態 確認事項 

可搬型気象観測

設備 

（風向風速計）

収納ラック

固縛 

・加振試験後の外観点検により，収納ラックと固縛に使用して

いるスリングが健全であり，転倒していないことを確認した。

・外観点検を行い，著しい損傷がないことを確認した。

・自然風による風速を測定できることを確認した。

・手動にて風向を変更し，表示と一致することを確認した。

可搬型気象観測

設備 

（日射計） 

収納ラック

固縛 

・加振試験後の外観点検により，収納ラックと固縛に使用して

いるスリングが健全であり，転倒していないことを確認した。

・外観点検を行い，著しい損傷がないことを確認した。

・日射計に覆いをかぶせ，0 kW が表示されることを確認した。

・日射発信器に光をあて，日射表示されることを確認した。

可搬型気象観測

設備 

（放射収支計）

収納ラック

固縛 

・加振試験後の外観点検により，収納ラックと固縛に使用して

いるスリングが健全であり，転倒していないことを確認した。

・外観点検を行い，著しい損傷がないことを確認した。

・放射収支計に覆いをかぶせ，放射収支の値が小さくなることを

確認した。 

・放射収支計に光をあて，放射収支が表示されることを確認した。

可搬型気象観測

設備 

（雨量計） 

収納ラック

固縛 

・加振試験後の外観点検により，収納ラックと固縛に使用して

いるスリングが健全であり，転倒していないことを確認した。

・外観点検を行い，著しい損傷がないことを確認した。

・雨量計を 10回転倒させ，雨量が表示されることを確認した。

可搬型気象観測

設備 

（衛星通信機器，

バッテリ及び端

末） 

収納ラック

固縛 

・加振試験後の外観点検により，収納ラックと固縛に使用して

いるスリングが健全であり，転倒していないことを確認した。

・外観点検を行い，著しい損傷がないことを確認した。

・電源を投入し，定時間毎にデータの表示及び保存ができること

を確認した。 
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5. その他設備の耐震評価について

 5.1 評価方法 

可搬型重大事故等対処設備のうちその他設備の保管方法は，収納ラック固縛保管，収納箱架

台固縛保管及び本体固縛保管の 3 つに分類される。各保管方法に応じた評価方法について，表

5-1 に整理した。
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表 5-1 その他設備の評価方法 

注記 ＊1：可搬型整流器は，収納箱を使用せず，機器本体を直接架台に固縛して保管する計画とし

ている。 

機器名称 保管状態 応力評価 転倒評価 
機能維持

評価 

波及的 

影響評価

緊急時対策所エリアモニタ 

収納ラック 

固縛保管 
加振試験 加振試験 加振試験 加振試験

可搬型モニタリング・ポスト 

可搬型モニタリング・ポスト端末

可搬型ダスト・よう素サンプラ 

β線サーベイ・メータ 

ＮａＩシンチレーション 

サーベイ・メータ

ＺｎＳシンチレーション 

サーベイ・メータ

電離箱サーベイ・メータ 

可搬型気象観測設備 

可搬型気象観測設備端末 

可搬型計測器（温度，圧力，水位

及び流量計測用） 

収納箱架台 

固縛保管 

加振試験

＋ 

応力計算

加振試験 加振試験 加振試験

可搬型計測器（圧力，水位及び流

量計測用） 

酸素濃度計 

二酸化炭素濃度計 

データ表示装置 

データ表示装置（待避室） 

衛星電話設備（携帯型） 

無線連絡設備（携帯型） 

携行型有線通話装置 

逃がし安全弁用可搬型蓄電池 

本体固縛 

保管 
加振試験 加振試験 加振試験 加振試験

衛星電話設備（可搬型） 

可搬型照明（ＳＡ） 

小型船舶 

可搬型整流器 
本体固縛＊1 

保管 

加振試験 

＋ 

応力計算 

加振試験 加振試験 加振試験
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 5.2 架台の応力評価について 

表 5-1 において，その他設備を設置する架台については，応力計算を行う対象として整理

した。評価フローを図 5-1 に示す。 

  5.2.1 評価フロー 

図 5-1 架台の耐震評価フロー 

解析モデル設定 設計用地震力 

有限要素法モデルの作成 

固有値解析 

地震時における応力 

架台の応力評価 
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  5.2.2 応力計算 

（追而） 
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  5.2.3 計算結果 

（追而） 
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5.3 その他設備の加振試験について 

その他設備の加振試験を行った際の加振波が，設置場所の床応答曲線を包絡していることを，

以下の図（追而）に示す。 

（追而） 
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工事計画に係る補足説明資料 

耐震性に関する説明書のうち 

補足-340-13【機電分耐震計算書の補足について】 

平成 30 年 4月 

日本原子力発電株式会社 

東海第二発電所 工事計画審査資料 

資料番号 補足-340-13 改 4 

提出年月日 平成 30 年 4 月 5 日 

本資料のうち，枠囲みの内容は，

営業秘密あるいは防護上の観点

から公開できません。
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1. 炉内構造物への極限解析による評価の適用について

2. 設計用床応答曲線の作成方法及び適用方法

3. 建屋－機器連成解析モデルの時刻歴応答解析における拡幅マージンの考慮

について

4. 機電設備の耐震計算書の作成について

5. 弁の動的機能維持評価の検討方針

6. 動的機能維持の詳細評価について（新たな検討又は詳細検討が必要な設備

の機能維持評価について） 

7. 原子炉格納容器の耐震安全性評価について

下線：ご提出資料
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1. 炉内構造物への極限解析による評価の適用につ

いて
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炉内構造物への極限解析による評価の適用について 

1. 概要

既工認においては，炉内構造物として公式等を用いた評価を行っていたが，今回工認

では，機能限界を踏まえた許容限界をより現実的に示す観点で，ＪＥＡＧ4601，ＪＳＭ

Ｅ設計・建設規格で定められた極限解析による評価（以下「極限解析」という。）を採用

する。極限解析については，規格基準に基づく手法であり，また新規制基準での工認に

おける高浜１，２号炉，美浜３号炉で適用実績のある手法である。 

2. 耐震評価について

スタンドパイプの耐震評価フローを図 2－1 に示す。今回工認におけるスタンドパイ

プの地震荷重については，多質点系の建屋機器連成解析モデルを用いた地震応答解析を

実施し，スタンドパイプ全２２５本を１質点として算出された地震荷重を算出する。得

られた地震荷重からスタンドパイプ１本に掛かる地震荷重を算出し，算出した地震荷重

が１本のスタンドパイプにおける極限解析により得られた許容値（許容荷重）以下であ

ることを確認することにより，健全性を確認する。

これは，シュラウドヘッド及び全スタンドパイプに対する評価においては，あるスタ

ンドパイプが許容限界を超えた場合においても，他のスタンドパイプが有する耐力によ

り構造物としての耐力が期待できると考えられるが，１本に対する許容値と荷重を比較

する場合他のスタンドパイプの耐力に期待しないため保守的な手法となると判断して

いるものである。
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図２－１ スタンドパイプの耐震評価フロー

（地盤－建屋）－機器連成モデル化

地震応答解析（時刻歴応答解析法）

基準地震動Ｓｓ 
及び 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

地震時応答・荷重 
（スタンドパイプ２２５本）

安全性評価

ｼｭﾗｳﾄﾞﾍｯﾄﾞ-
気水分離器-
ｽﾀﾝﾄﾞﾊﾟｲﾌﾟ
のモデル化

静的解析

各モデルに掛かる 
荷重の比較 

１本あたりの 
地震荷重の設定

１本あたりの地震荷重
（平均地震荷重）

シュラウドヘッド－スタン
ドパイプの一部モデル化

弾塑性解析

崩壊荷重の下限及び 
許容荷重の設定 

極限解析

荷重評価

１本あたりの
地震応力の算出

許容応力 

縮尺試験体を 
用いた試験 

試験体に対する
極限解析 

今回工認の評価

既工認の評価 

ｼｭﾗｳﾄﾞﾍｯﾄﾞ-
気水分離器-
ｽﾀﾝﾄﾞﾊﾟｲﾌﾟ

取出し

影響検討 

許容荷重 
との比較 

限界荷重
との比較 

許容応力 
との比較 

今回評価の妥当性確認 
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3. 炉内構造物への極限解析の準用

3.1 規格基準における扱い及び炉内構造物への準用 

 ＪＥＡＧ4601，ＪＳＭＥ設計・建設規格の炉心支持構造物に関する抜粋を図３－１～

３に示す。極限解析は，ＪＥＡＧ4601，ＪＳＭＥ設計・建設規格において，炉心支持構

造物に適用可能な設計手法として規定されている。また，ＪＥＡＧ4601 において，炉内

構造物の許容応力は炉心支持構造物の許容応力を準用することができることを定めて

いる。整理結果を表３－１に示す。 

東海第二発電所の今回工認における炉内構造物の極限解析の適用に際して炉心支持

構造物の規定を準用するため，極限解析の具体的な評価手法が規定されているＪＳＭＥ

設計・建設規格の炉心支持構造物の規格に定められた要求事項を満足することを確認し

て，準用することとする。炉心支持構造物の規格要求事項に対して，極限解析を適用す

るスタンドパイプの適合性確認に対する要求の整理結果を表３－２に示す。 

ＪＳＭＥ設計・建設規格の炉心支持構造物の規格に定められた要求事項について建設

時の記録及び応力解析から要求事項を満足していることを確認した。 

また，評価範囲であるスタンドパイプとシュラウドヘッドの取付部の溶接施工管理に

ついては炉心支持構造物と同様の施工管理を実施している。 
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表３－１ 極限解析の規格基準における扱い 

規格基準 適用範囲 備 考 

ＪＥＡＧ4601 炉心支持構造物 

炉内構造物 

・炉内構造物は炉心支持構

造物を準用 

・具体的な手法としてＪＳ

ＭＥ設計・建設規格を読み

込み（JEAG では告示 501 号

を読み込み） 
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。
 

 
C
S
S
-
2
1
3
0
 

機
械

試
験

に
関

す
る

要
求

事
項

 

C
S
S
-
2
1
1
0
及

び
C
S
S
-
2
3
0
0
に

規
定

す
る

試
験

を
行

う
場

合
は

P
V
B
-
2
2
0
0
及

び
2
3
0
0
の

規
定

を
準

用
す

る
。

 

否
 

本
要

求
は

フ
ェ

ラ
イ

ト
系

材
料

に
対

し
て

の
要

求
で

あ
り

，
使

用
材

料
で

あ
る

オ
ー

ス
テ

ナ
イ

ト
系

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

に
対

す
る

要
求

は
な

い
た

め
。

C
S
S
-
2
3
0
0
 

破
壊

靭
性

試
験

要
求

 

 
C
S
S
-
2
3
1
0
 

破
壊

靭
性

不
要

と
な

る
規

定
 

使
用

す
る

材
料

は
破

壊
靭

性
試

験
を

行
い

，
適

合
す

る
こ

と
を

定
め

て
い

る
。

た
だ

し
，

形
状

，
材

料
に

よ
っ

て
は

破
壊

靭
性

試
験

を
要

し
な

い
。

 

否
 

使
用

材
料

は
オ

ー
ス

テ
ナ

イ
ト

系
ス

テ
ン

レ
ス

鋼
で

あ
り

，
C
S
S
-
2
3
1
0
に

記
載

さ
れ

る
破

壊
靭

性
試

験
は

不
要

の
条

件
を

満
た

し
て

い
る

た
め

。
 

 
C
S
S
-
2
3
2
0
 

破
壊

靭
性

試
験

に
お

け
る

試
験

片
数

と
組

数
 

破
壊

靭
性

試
験

に
お

け
る

試
験

片
数

と
組

数
に

つ
い

て
定

め
て

い
る

。
 

否
 

C
S
S
-
2
3
1
0
を

満
足

し
て

お
り

，
破

壊
靭

性
試

験
を

行
わ

な
い

た
め

。
 

C
S
S
-
2
3
3
0
 

破
壊

靭
性

試
験

の
方

法
お

よ
び

判
定

基
準

 
破

壊
靭

性
試

験
の

方
法

及
び

判
定

基
準

を
定

め
て

い
る

。
 

否
 

C
S
S
-
2
3
1
0
を

満
足

し
て

お
り

，
破

壊
靭

性
試

験
を

行
わ

な
い

た
め

。
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7 

規
格

番
号

 
規

格
名

称
 

規
格

内
容

（
概

要
）

 
炉

内
構

造
物

と
し

て
の

確
認

の
要

否
 

左
欄

で
否

の
場

合
：

理
由

を
記

載
 

左
欄

で
要

の
場

合
：

確
認

結
果

を
記

載
 

C
S
S
-
2
4
0
0
 

非
破

壊
試

験
要

求
 

C
S
S
-
2
4
1
0
 

各
材

料
に

適
用

す
る

非
破

壊
試

験
 

使
用

す
る

材
料

は
P
V
B
-
2
4
1
1
に

規
定

す
る

非
破

壊
試

験
を

実
施

し
，

C
S
S
-
2
4
3
0
に

合
格

す
る

こ
と

を
定

め
て

い
る

。
 

要
 

P
V
B
-
2
4
1
1
に

規
定

す
る

斜
角

法
に

よ
る

超
音

波
探

傷
試

験
及

び
浸

透
探

傷
試

験
を

実
施

し
，

C
S
S
-
2
4
3
0
に

合
格

し
て

い
る

。
 

C
S
S
-
2
4
2
0
 

溶
接

に
よ

る
補

修
 

C
S
S
-
2
4
1
0
に

規
定

に
合

格
し

な
い

も
の

に
対

し
て

溶
接

に
よ

る
補

修
に

つ
い

て
定

め
て

い
る

。
 

否
 

C
S
S
-
2
4
1
0
の

試
験

に
合

格
し

て
お

り
，

溶
接

に
よ

る
補

修
を

実
施

し
て

い
な

い
た

め
。

 

 
 
C
S
S
-
2
4
3
0
 

非
破

壊
試

験
の

判
定

基
準

 
非

破
壊

試
験

の
判

定
基

準
を

定
め

て
い

る
。

 
要

 
P
V
B
-
2
4
2
2
に

定
め

ら
れ

る
超

音
波

探
傷

試
験

の
判

定
基

準
及

び
P
V
B
-
2
4
2
6
に

定
め

ら
れ

る
浸

透
探

傷
試

験
の

判
定

基
準

を
満

足
し

て
い

る
。

 

C
S
S
-
2
5
0
0
 

溶
接

材
料

 

C
S
S
-
2
5
1
0
 

溶
接

に
用

い
る

材
料

 
溶

接
に

用
い

る
材

料
は

，
溶

接
規

格
N
-
1
0
4
0
に

適
合

す
る

こ
と

を
定

め
て

い
る

。
 

要
 

溶
接

に
用

い
る

材
料

は
，

母
材

と
同

等
の

強
度

を
有

す
る

も
の

を
使

用
し

て
お

り
，

溶
接

規
格

N
-
1
0
4
0
に

適
合

し
て

い
る

。
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8 

C
S
S
-
3
0
0
0
：

炉
心

支
持

構
造

物
の

設
計

 

規
格

番
号

 
規

格
名

称
 

規
格

内
容

（
概

要
）

 
炉

内
構

造
物

と
し

て
の

確
認

の
要

否
 

左
欄

で
否

の
場

合
：

理
由

を
記

載
 

左
欄

で
要

の
場

合
：

評
価

結
果

を
記

載
 

C
S
S
-
3
0
1
0
 

考
慮

す
べ

き
荷

重
 

設
計

に
考

慮
す

べ
き

荷
重

を
考

慮
す

る
こ

と
を

定
め

て
い

る
。

 
要

 
考

慮
す

べ
き

荷
重

を
と

し
て

，
冷

却
材

に
よ

る
差

圧
，

自
重

，
地

震
荷

重
を

設
計

に
用

い
る

。
 

C
S
S
-
3
0
2
0
 

考
慮

す
べ

き
事

項
 

(
1
)
減

肉
が

考
え

ら
れ

る
部

材
は

減
肉

を
考

慮
す

る
こ

と
。

(
2
)
応

力
評

価
は

公
称

寸
法

を
使

用
し

て
も

よ
い

。
を

定
め

て
い

る
。

要
 

(
1
)
減

肉
は

考
慮

し
な

い
(
2
)
原

則
と

し
て

公
称

寸
法

を
使

用
す

る
。

C
S
S
-
3
1
0
0
 

材
料

の
応

力
強

さ
の

限
界

お
よ

び
許

容
応

力
 

C
S
S
-
3
1
1
0
 

ボ
ル

ト
等

締
付

部
材

以
外

の
応

力
評

価
 

C
S
S
-
3
1
1
1
 

各
供

用
状

態
に

お
け

る
一

次
応

力
評

価
 

設
計

条
件

及
び

各
供

用
状

態
に

お
い

て
生

じ
る

応
力

解
析

に
よ

る
一

次
応

力
評

価
は

(
1
)
～

(
4
)
の

規
定

（
一

次
一

般
膜

応
力

強
さ

等
に

対
す

る
制

限
）

を
満

足
す

る
こ

と
。

 

要
 

各
供

用
状

態
に

お
け

る
一

次
応

力
強

さ
が

規
定

を
満

足
す

る
こ

と
を

確
認

し
た

。
 

C
S
S
-
3
1
1
1
.
1
 

プ
ロ

ト
タ

イ
プ

ま
た

は
モ

デ
ル

試
験

に
よ

る
評

価

C
S
S
-
3
1
1
1
の

応
力

評
価

の
代

わ
り

に
プ

ロ
ト

タ
イ

プ
ま

た
は

モ
デ

ル
試

験
を

実
施

す
る

場
合

は
，

最
大

荷
重

Ｌ
e
を

求
め

，
実

際
の

荷
重

が
許

容
荷

重
値

を
超

え
な

い
こ

と
。

 

否
 

プ
ロ

ト
タ

イ
プ

ま
た

は
モ

デ
ル

試
験

に
よ

る
評

価
は

適
用

し
な

い
た

め
。

 

C
S
S
-
3
1
1
2
 

供
用

状
態

Ａ
，

Ｂ
に

お
け

る
一

次
＋

二
次

応
力

評
価

 

供
用

状
態

Ａ
及

び
Ｂ

に
お

い
て

生
じ

る
一

次
応

力
と

二
次

応
力

の
応

力
強

さ
の

サ
イ

ク
ル

の
最

大
値

と
最

小
値

の
差

は
３

Ｓ
ｍ

を
超

え
な

い
こ

と
。

 

要
 

供
用

状
態

Ａ
，

Ｂ
に

お
い

て
生

じ
る

一
次

応
力

と
二

次
応

力
の

最
大

値
と

最
小

値
の

差
が

３
Ｓ

ｍ
以

内
で

あ
る

こ
と

を
確

認
し

た
。

 

C
S
S
-
3
1
1
3
 

疲
労

評
価

（
供

用
状

態
Ａ

，
Ｂ

）
 

供
用

状
態

Ａ
及

び
Ｂ

に
お

け
る

疲
労

累
積

係
数

は
１

を
超

え
な

い
こ

と
。

 
要

 
C
S
S
-
3
1
3
0
（

疲
労

評
価

不
要

の
条

件
）

を
満

足
す

る
こ

と
確

認
し

た
た

め
，

疲
労

評
価

を
実

施
し

な
い

。
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9 

規
格

番
号

 
規

格
名

称
 

規
格

内
容

（
概

要
）

 
炉

内
構

造
物

と
し

て
の

確
認

の
要

否
 

左
欄

で
否

の
場

合
：

理
由

を
記

載
 

左
欄

で
要

の
場

合
：

評
価

結
果

を
記

載
 

C
S
S
-
3
1
1
4
 

純
せ

ん
断

応
力

評
価

 
純

せ
ん

断
荷

重
を

受
け

る
部

分
に

生
じ

る
平

均
せ

ん
断

応
力

は
許

容
値

を
満

足
す

る
こ

と
。

 
要

 
純

せ
ん

断
応

力
を

生
じ

る
部

分
が

な
い

た
め

。
 

C
S
S
-
3
1
1
5
 

支
圧

応
力

評
価

 
支

圧
荷

重
を

受
け

る
部

分
に

生
じ

る
平

均
支

圧
応

力
は

許
容

値
を

満
足

す
る

こ
と

。
 

要
 

シ
ュ

ラ
ウ

ド
ヘ

ッ
ド

と
ス

タ
ン

ド
パ

イ
プ

の
継

手
部

は
隅

肉
溶

接
で

あ
り

，
支

圧
応

力
を

生
じ

る
部

分
が

な
い

た
め

。

C
S
S
-
3
1
1
6
 

軸
圧

縮
応

力
の

評
価

 

C
S
S
-
3
1
1
6
.
1
 

軸
方

向
に

圧
縮

荷
重

を
受

け
る

円
筒

形
の

胴
の

圧
縮

応
力

の
評

価
 

軸
方

向
に

圧
縮

荷
重

を
受

け
る

円
筒

形
の

胴
に

生
じ

る
圧

縮
応

力
は

許
容

値
を

満
足

す
る

こ
と

。
 

要
 

圧
縮

応
力

は
自

重
の

み
で

あ
り

，
軸

圧
縮

応
力

が
小

さ
い

（
1
M
P
a
）

た
め

評
価

結
果

を
記

載
し

な
い

。
 

C
S
S
-
3
1
1
6
.
2
 

軸
方

向
に

圧
縮

荷
重

を
受

け
る

柱
状

の
部

材
の

圧
縮

応
力

の
評

価
 

軸
方

向
に

圧
縮

荷
重

を
受

け
る

柱
形

の
胴

に
生

じ
る

圧
縮

応
力

は
許

容
値

を
満

足
す

る
こ

と
。

 
要

 
圧

縮
応

力
は

自
重

の
み

で
あ

り
，

軸
圧

縮
応

力
が

小
さ

い
（

1
M
P
a
）

た
め

評
価

結
果

を
に

記
載

し
な

い
。

 

C
S
S
-
3
1
1
7
 

ね
じ

り
せ

ん
断

応
力

の
評

価
 

ね
じ

り
荷

重
を

受
け

る
中

実
円

断
面

の
形

状
に

生
じ

る
圧

縮
応

力
は

許
容

値
を

満
足

す
る

こ
と

。
 

否
 

中
空

円
断

面
で

あ
り

，
中

実
円

断
面

で
は

な
い

た
め

。
 

C
S
S
-
3
1
2
0
 

ボ
ル

ト
等

締
付

部
材

の
応

力
評

価
 

ボ
ル

ト
等

の
支

持
構

造
物

に
つ

い
て

の
各

供
用

状
態

に
お

け
る

許
容

値
を

満
足

す
る

こ
と

。
 

否
 

ボ
ル

ト
等

締
結

部
材

は
な

い
た

め
。

 

C
S
S
-
3
1
3
0
 

疲
労

解
析

不
要

の
条

件
 

繰
り

返
し

荷
重

が
(
1
)
～

(
4
)
に

適
合

す
る

場
合

は
疲

労
解

析
を

行
う

こ
と

を
要

し
な

い
。

 
要

 
疲

労
評

価
不

要
の

条
件

(
1
)
～

(
4
)
を

満
足

す
る

こ
と

を
確

認
し

た
。

 

C
S
S
-
3
1
4
0
 

疲
労

強
度

低
減

係
数

ま
た

は
応

力
集

中
係

数
 

疲
労

解
析

に
使

用
す

る
疲

労
強

度
低

減
係

数
ま

た
は

応
力

集
中

係
数

に
つ

い
て

定
め

て
い

る
。

 
要

 
C
S
S
-
3
1
3
0
（

疲
労

評
価

不
要

の
条

件
）

を
満

足
す

る
た

め
疲

労
解

析
が

不
要

で
あ

る
こ

と
か

ら
，

使
用

し
な

い
。

 

C
S
S
-
3
1
5
0
 

溶
接

部
継

手
効

率
 

溶
接

部
の

許
容

応
力

等
に

対
し

て
継

手
効

率
を

考
慮

す
る

こ
と

を
定

め
て

い
る

。
（

C
S
S
-
3
1
1
1
.
1
,
 
3
1
6
0
,
 

3
1
1
3
,
 
3
1
1
6
.
2
除

く
）

 

要
 

溶
接

方
法

の
区

分
に

応
じ

た
継

手
効

率
を

考
慮

し
て

い
る

。
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10 

規
格

番
号

 
規

格
名

称
 

規
格

内
容

（
概

要
）

 
炉

内
構

造
物

と
し

て
の

確
認

の
要

否
 

左
欄

で
否

の
場

合
：

理
由

を
記

載
 

左
欄

で
要

の
場

合
：

評
価

結
果

を
記

載
 

C
S
S
-
3
1
6
0
 

極
限

解
析

に
よ

る
評

価
 

極
限

解
析

に
よ

る
評

価
に

つ
い

て
定

め
て

い
る

。
こ

れ
を

満
足

す
る

場
合

は
C
S
S
-
3
1
1
1
の

規
定

を
満

足
し

な
く

て
よ

い
，

 

要
 

地
震

時
以

外
は

適
用

し
な

い
。

 
（

地
震

時
の

評
価

は
本

資
料

に
記

載
）

 

C
S
S
-
3
2
0
0
 

外
面

に
圧

力
を

受
け

る
炉

心
支

持
構

造
物

の
評

価
 

C
S
S
-
3
2
1
0
 

外
面

に
圧

力
を

受
け

る
炉

心
支

持
構

造
物

の
形

状
 

外
面

に
圧

力
を

受
け

る
炉

心
支

持
構

造
物

の
胴

の
形

状
に

つ
い

て
定

め
て

い
る

。
 

否
 

各
供

用
状

態
に

お
い

て
，

内
面

の
圧

力
の

方
が

外
面

の
圧

力
よ

り
高

い
た

め
。
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図３－１ ＪＥＡＧ4601 炉心支持構造物と炉内構造物の分類に関する抜粋
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図３－２ ＪＥＡＧ4601 炉心支持構造物（ボルト等を除く）の許容値に関する抜粋 
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図３－３ ＪＳＭＥ 設計・建設規格 炉心支持構造物（ボルト等を除く）の許容値に関す

る抜粋 
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3.2 極限解析による評価 

 極限解析は，３次元ＦＥＭモデルを用いて，弾完全塑性体の物性値を入力した解析に

より崩壊荷重の下限（Pcr）を求め，求めた崩壊荷重の下限から許容荷重を設定もので

ある。極限解析フローを図３－４に示す。 

図３－４ 極限解析フロー 

① 解析モデルの作成

気水分離器及びスタンドパイプは，図３－５に示すとおり，シュラウドヘッド穴部

に差し込まれ内外面を溶接にて取り付けている。気水分離器に作用する地震時の荷重

は，スタンドパイプを介してシュラウドヘッドへ伝達される構造となっている。また，

各スタンドパイプは大小の補強板で連結されている。 

今回の評価では，１本のスタンドパイプが耐えることができる許容荷重を極限解析

により求め，１本に掛かる地震荷重と比較することにより健全性を確認するため，解

析においては，１本のスタンドパイプに着目してソリッド要素にてモデル化すること

とする。モデル図を図３－６に示す。 

モデルは評価上厳しくなる構造不連続部であるスタンドパイプ付根部の許容荷重

を設定する観点から，付根部を含むスタンドパイプの一部分（スタンドパイプ長さ

1000mm まで）をモデル化する。 

また，解析モデルはスタンドパイプがシュラウドヘッドに対して平面に取り付く中

①解析モデルの作成

②境界条件の設定

物性値の入力

③荷重の負荷

④荷重変位曲線の作成

⑤崩壊荷重の下限（Pcr）の算定
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央位置及び斜めに取り付く最外周位置の２種類のモデルとする。 
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原子炉圧力容器内部構造物

大補強板 

小補強板 

図３－５ 炉内構造物（気水分離器及びスタンドパイプ）構造概要図(1/2) 

Ｂ

Ｂ

Ａ～Ａ断面図

Ａ 

スタンドパイプ

小補強板 

シュラウドヘッド 大補強板 
Ｃ部 

気水分離器 

Ａ 

Ｂ～Ｂ断面図

Ｄ部 
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スタンドパイプ 

〔SUS304TP 相当〕 

(ASME SA-312 Gr.TP304)

Ｄ部詳細図 

小補強板 

脚長 両側面隅肉溶接 

Ｈ＝

Ｈ 

図３－５ 炉内構造物（気水分離器及びスタンドパイプ）構造概要図(2/2) 

隙間  

スタンドパイプ 

〔SUS304TP 相当〕 

(ASME SA-312 Gr.TP304)

ＤＯ

Ｄｉ

シュラウドヘッド 

（板厚：50.8mm） 

ｔ 脚長 全周隅肉溶接 

ＤＯ ＝168.3mm （外径）

Ｄｉ ＝154.08mm（内径）

ｔ ＝  7.11mm（厚さ）
脚長 全周隅肉溶接 

Ｃ部断面図 

ｔ＝  

断面図 

平面図 
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図３－６ 極限解析に用いる解析モデル概要図（中央位置） 

シュラウドヘッド

スタンドパイプ

溶接部
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図３－６ 極限解析に用いる解析モデル概要図（最外周位置） 

スタンドパイプ

シュラウドヘッド

Ａ部

Ｂ部

Ｃ部

Ｄ部
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Ａ部詳細 Ｂ部詳細 

Ｃ部詳細 Ｄ部詳細 

図３－６ 極限解析に用いる解析モデル概要図（最外周位置） 
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② 境界条件及び物性値

解析モデルの境界条件を図３－７に示す。境界条件として，モデル化したシュラウ

ドヘッドの端部を完全固定としている。 

図３－７ 解析モデルの境界条件 

解析モデルの物性値は，許容応力状態ⅣAS における許容荷重を求める際には，Ｊ

ＳＭＥ設計・建設規格 CSS-3160 に規定されているとおり，2.3Sm と 0.7Su の小さい

方を材料の降伏点とした弾完全塑性体，許容応力状態ⅢＡS における許容荷重を求め

る際には，同じく，1.5Sm を材料の降伏点とした弾完全塑性体を入力する(表３－３，

図３－８ 参照)。また，シュラウドヘッドとスタンドパイプは溶接にて取り付けられ

ており，溶接部は母材と同等の強度を有しているため，物性値は母材と同じとしてい

る。 

端部完全固定
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表３－３ 解析モデルに使用する材料の物性値 

材料 
ヤング率

×105[MPa]

降伏応力[MPa] 

許容応力状態 

ⅣAS 

許容応力状態 

ⅢＡS 

0.7Su 2.3Sm 1.5Sm 

スタンドパイプ

SUS304TP
1.76 273 264 172 

シュラウドヘッド

SUS304 

注：運転状態Ⅰ及びⅡの最高使用温度（３０１℃）に対する物性値を使用 

図３－８ 弾完全塑性体として応力とひずみの関係 

ひずみ（変位） 

（許容応力状態ⅢAＳ）1.5Sm 

（許容応力状態ⅣAＳ）Min[2.3Sm,0.7Su] 

応力（荷重） 
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③ 荷重の負荷

(1) 荷重の負荷に対する考慮

スタンドパイプはシュラウドヘッドとの取付部である付根部が構造不連続部で

あり評価上厳しい部位となるため，付根部が耐えることができる許容荷重を極限

解析にて求める。 

付根部の許容荷重と地震荷重との比較のため，地震荷重が有する３成分（水平

荷重，鉛直荷重，モーメント）を有する負荷荷重とし，地震荷重の３成分のそれぞ

れの比率が等しくなるように負荷荷重を設定する。 

また，荷重の負荷位置については，地震時に受ける荷重との整合性の観点から，

モデル上端面から荷重を負荷する（以下，「入力荷重」という。）。

入力荷重に対して付根部が受ける荷重（以下，「出力荷重」という。）には，出力

荷重の方が入力荷重の水平荷重によるモーメントの分だけ荷重が増加する。この

ため，出力荷重に対して地震荷重が有する３成分の比率が等しくなるように入力

荷重を設定する。 

(2) 荷重の負荷方向に対する考慮

a. 鉛直荷重方向

鉛直荷重の入力方向については，自重による荷重分だけ下向き方向の方が厳

しい評価となるため，鉛直荷重は下向きとする。 

b. 水平荷重方向

(a) 中心位置モデル

中心位置の水平荷重方向については，鉛直方向に対して軸対称モデルであ

ることから，入力方向に対して許容荷重への影響はないと考えられるため，

１方向とする。 

(b) 最外周位置モデル

最外周位置の水平荷重方向については，鉛直方向に対して面対称モデルで

あることから，入力方向に対して許容荷重への影響があると考えられること

から入力方向に対する検討を行う。 

具体的には，入力荷重を中心方向，中心方向と反対のリング方向，周方向

の３ケースについて実施する。 
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c. モーメント方向

モーメントの入力方向については，中心位置及び最外周位置共に，地震荷重

との方向の整合性の観点から水平荷重方向と同じ向きとする。 

中心位置及び最外周位置の入力荷重方向を図３－９に示す。 

(3) 入力荷重の設定

入力荷重と出力荷重の関係はつり合いの関係から，以下のとおりとなる。（図３

－１０参照） 

a. 鉛直荷重

入力荷重と出力荷重は等しくなる

b. 水平荷重

入力荷重と出力荷重は等しくなる

c. モーメント

入力荷重に対して出力荷重は，水平の入力荷重と入力荷重位置と出力荷重位

置の距離によるモーメントの分だけ荷重の絶対値は増加する。 

(4) その他初期設定条件

入力荷重の他に初期設定条件として，圧力差(0.10MPa)による荷重及び自重によ

る荷重を考慮する。 
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図３－９ 入力荷重の方向と地震荷重方向の関係 

荷重負荷方向

中心位置

荷重負荷方向

最外周位置（中心方向）

荷重負荷方向

最外周位置（リング方向）

荷重負荷方向

最外周位置（周方向）

地震荷重方向

または
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図３－１０ 荷重の負荷 

モーメント (Mx)

水平荷重 (FY) 

変位出力位置

出力荷重位置 

鉛直荷重 (Fz) 

Mx 

Mx 
FY 

Fz 

Fz 

FY 

FY・L 

入力荷重と出力荷重の関係 

L 
(=1000mm) 

入力荷重 

出力荷重 

入力荷重 

評価用入力荷重（Ｓｓ地震用 倍率 1.0 倍時）

入力荷重成分 Ｓｓ地震評価用 

鉛直荷重 ＦＺ(IN) -1819.26[N]

水平荷重 ＦＹ(IN) 10251.9[N] 

モーメント ＭＸ(IN)
※ -1.91312×107[N･mm]

※スタンドパイプ付根部が受ける荷重（出力荷重）と地震荷重の鉛直，水平，モーメント

の比率のそれぞれが等しくなるようにするため，入力荷重のモーメントは水平荷重ＦＹによ

ってスタンドパイプ付根部に発生するモーメント（ＦＹ・Ｌ）を出力荷重から除いた値とし

ている。

入力荷重と出力荷重の関係 

│ＭＸ(OUT)│＝│ＭＸ(IN)│＋│ＦＹ・Ｌ│ 

ＭＸ(OUT) ：出力荷重（モーメント） 

ＦＹ・Ｌ：付根部までの距離（Ｌ）により付根部に発生する荷重（モーメント）

評価用出力荷重（Ｓｓ地震用 倍率 1.0 倍時）

出力荷重成分 Ｓｓ地震評価用 

鉛直荷重 ＦＺ(OUT) -1819.26[N]

水平荷重 ＦＹ(OUT) 10251.9[N] 

モーメント ＭＸ(OUT) -2.93831×107[N･mm]

Ｓｓ地震荷重（平均地震荷重） 

荷重成分 Ｓｓ地震 

鉛直荷重 ＦＺ -1819.26[N]

水平荷重 ＦＹ 10251.9[N] 

モーメント Ｍ -2.93831×107[N･mm]
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④ 荷重変位曲線の作成

入力荷重の倍率を段階的に増加させ付根部に荷重を負荷し，ＦＥＭ解析にてその時

の付根部の荷重（出力荷重）と変位（上端部中心位置）をプロットし，荷重－変位曲

線を作成する（図３－１１参照）。 

 なお，荷重－変位曲線の荷重は出力荷重をＳs 又はＳd 地震荷重で除した各地震荷

重に対する荷重倍率で示す。 

 

図３－１１ 荷重変位曲線の作成（ＳＳ地震に対する評価の例，中心位置の場合） 

出力荷重（ＳＳ地震荷重×倍率として整理） 

入力荷重
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⑤ 崩壊荷重の下限（Pcr）の算定

④にて作成した荷重変位曲線を基に崩壊荷重の下限（Pcr）を算定する。

ＳＳ地震時及びＳｄ地震時の崩壊荷重の下限（Pcr）の算定結果を図３－１２～１７及

び表３－４に示す。Ｓｓ地震荷重及びＳｄ地震荷重は時刻歴応答解析に地盤物性のばら

つきに対する考慮として，それぞれの地震荷重を 1.5 倍している。また，最外周のＳｄ

地震時については，Ｓｓ地震荷重に対して裕度が低い周方向ケースにて代表して評価

を実施している。 

ここで，崩壊荷重の下限は，ＪＳＭＥ 設計・建設規格 CSS-3160 から「荷重とそれ

による変形量の関係直線に対して，弾性範囲の関係曲線の勾配の 2 倍の勾配を有する

直線が交わる点に相当する荷重」と定義されている（図３－１８参照）。 

崩壊荷重とは，ひずみ硬化を含まない理想的な弾完全塑性体の材料からなる構造物

が荷重を受けて，全断面降伏又は座屈限界に達し，これ以上の荷重を加えると構造物が

不安定になって変形が際限なく増加するときの荷重をいう。 

算定結果から中央位置と最外周位置では若干ではあるが中央位置のほうが厳しい結

果となっている。これは，３次元ＦＥＭモデルで詳細にモデル化した場合，斜めに取り

付く方が付根部の溶接長さが若干増加し，Pcr が増加したものと考えられる。 

 今回の極限解析では直接荷重を負荷することにより付根部に局所応力の影響を受け

ないようシュラウドヘッドからの距離を十分に取る観点から，モデル長さを 1000mm と

し，荷重を負荷し，その位置での変位を変位出力位置としている。モデル長さを変化さ

せた場合，出力荷重である付根部の荷重は上端面からの入力荷重にモデル長さが変わ

ることで生じる水平荷重によるモーメントの影響を考慮していることから変化しない。 

モデル長さを 1000mm から 1500mm に変化させた場合の荷重変位曲線を図３－１９図

に示す。変位量は変化するが，長さを変えた場合においても崩壊荷重の下限（Pcr）に

対して影響がないことを確認した。これは，構造物が不安定になって変形が際限なく増

加するときの挙動は構造不連続部である付根部によるものであり，モデル長さを変化

させた場合においても，変形挙動は変化しないためである。 

崩壊荷重の下限（Pcr）での応力・ひずみ分布図を図３－２０～２３に示す。スタン

ドパイプとシュラウドヘッドの付根部に最大応力・ひずみが発生し，約 13%の相当塑性

ひずみが断面内の極一部で発生しているが，断面全体としては塑性域が広がっておら
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ず，塑性崩壊は起きていない。 

また，スタンドパイプの材料であるオーステナイト系ステンレス鋼は延性材料であ

り，材料の伸びの規格値は 34%である。今回の最大ひずみが生じている箇所は溶接部で

あるが，これに比べても十分に小さい。極限解析は，規格に基づき弾完全塑性体として

モデル化し評価を実施しているため，本評価体系においても保守性を有している。以上

から局所的に生じている約 13%相当のひずみにより崩壊は至らないものと考える。 

シュラウドヘッドに差し込まれたスタンドパイプとシュラウドヘッドとの間の変位

は微小であり，スタンドパイプとシュラウドヘッドが接触していないことを確認して

いる。これは，シュラウドヘッドに差し込まれたスタンドパイプは両端を溶接で固定す

ることで，変位が微小になったものと考える。 
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図３－１２ ＳＳ地震時の崩壊荷重の下限の算定結果（中心位置） 

図３－１３ ＳＳ地震時の崩壊荷重の下限の算定結果 

（最外周位置 中心方向に荷重負荷） 
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図３－１４ ＳＳ地震時の崩壊荷重の下限の算定結果 

（最外周位置 リング方向に荷重負荷） 

 

図３－１５ ＳＳ地震時の崩壊荷重の下限の算定結果 

（最外周位置 周方向に荷重負荷） 
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図３－１６ Ｓｄ地震時の崩壊荷重の下限の算定結果（中心位置） 

図３－１７ Ｓｄ地震時の崩壊荷重の下限の算定結果（最外周位置 周方向に荷重負荷）
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表３－４ 崩壊荷重の下限の算定結果 

※：中心方向，リング方向，周方向のうちⅣＡＳの裕度が最も低いものを実施 

図３－１８ 崩壊荷重の下限（Pcr）の定義 

スタンドパイ

プ位置

水平力及びモー

メント負荷方向

許容応力状

態 

裕度 

（Pcr/地震荷重） 

裕度 

(許容荷重/地震荷重)

中央部 ― ⅣＡＳ 1.134 1.02 

最外周部 

中心方向 ⅣＡＳ 1.144 1.02 

リング方向 ⅣＡＳ 1.151 1.03 

周方向 ⅣＡＳ 1.142 1.02 

中央部 ― ⅢＡＳ 1.108 1.10 

最外周部 周方向※ ⅢＡＳ 1.117 1.11 

荷重

変位

Pcr 

tanφ=2tanθ 

θ φ 
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モデル長さ 1000m の場合

モデル長さ 1500mm の場合

図３－１９ 長さを変化させた場合の極限解析結果 
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応力分布図 

図３－２０ 崩壊荷重の下限（Pcr）での応力・ひずみ分布（中心位置）(1/5) 

全体図

断面図

最大応力発生箇所

変形倍率：１０倍 

単位：ＭＰａ 

単位：ＭＰａ 
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ひずみ分布図 

 

図３－２０ 崩壊荷重の下限（Pcr）での応力・ひずみ分布図（中心位置）(2/5) 

全体図 

断面図 

変形倍率：１０倍 

単位なし 

単位なし 

最大ひずみ発生箇所※ 

単位なし 

0°位置 180°位置 
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180° 90°

270°

PEEQ：相当塑性ひずみ

※：最大ひずみはシュラウドヘッド 

鏡板表面位置 
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図３－２０ 崩壊荷重の下限（Pcr）での応力・ひずみ分布図（中心位置）(3/5) 

270°位置 90°位置 

単位なし 単位なし 
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図３－２０ 崩壊荷重の下限（Pcr）での応力・ひずみ分布図(4/5) 

ひずみ分布図（平面図）最大ひずみ発生位置高さ

応力分布図（平面図）最大ひずみ発生位置高さ

0° 180° 

90° 

270° 

0° 180° 

90° 

270° 

単位なし 

単位:ＭＰａ 

172



40 

図３－２０ 崩壊荷重の下限（Pcr）での応力・ひずみ分布図(5/5) 

ひずみ分布図（平面図）隅肉溶接上端を含む位置

応力分布図（平面図）（隅肉溶接上端を含む位置）

0° 180° 

90° 

270° 

0° 180° 

90° 

270° 
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図３－２１ 崩壊荷重の下限（Pcr）での応力・ひずみ分布図 

（最外周位置 中心方向に荷重負荷）

ひずみ分布図(引張側断面) 

(2 倍勾配交点） 

応力分布図(引張側断面) 

(2 倍勾配交点） 

変位出力
荷重負荷方向 

(単位：MPa) (単位：－) 

(単位：mm) 
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図３－２２ 崩壊荷重の下限（Pcr）での応力・ひずみ分布図 

（リング方向に荷重負荷）

ひずみ分布図(圧縮側断面) 

(2 倍勾配交点） 

応力分布図(圧縮側断面) 

(2 倍勾配交点） 

変位出力位置

(単位：MPa) (単位：－) 

(単位：mm) 
荷重負荷方向
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図３－２３ 崩壊荷重の下限（Pcr）での応力・ひずみ分布図 

（周方向に荷重負荷）

荷重負荷方向

応力分布図(引張側断面) 

(2 倍勾配交点） 

ひずみ分布図(引張側断面) 

(2 倍勾配交点） 

変位出力位置

(単位：MPa) (単位：－) 

(単位：mm) 
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(3) 極限解析に対する試験による確認

スタンドパイプにおける今回工認の申請は，極限解析を用いてスタンドパイプ部の有

する耐力が地震荷重以上であることを確認することで，地震時における健全性を評価し

ている。極限解析は，これまでの工認での適用例としてＰＷＲの炉内構造物での適用実績

はあるが，表３－５に示すように，適用範囲及び解析手法は同じであるものの，適用部位

が異なる。なお，先行ＰＷＲと同様に東海第二発電所のスタンドパイプへの極限解析の結

果が保守性を有することを補足的に確認する観点から，縮尺の試験体を用いた試験を行

う。 

表３－５ 先行実績と東海第二との比較 

先行ＰＷＲ 東海第二 

適用範囲 炉内構造物 同左 

適用部位 ラジアルサポート スタンドパイプ

適用規格 
ＪＳＭＥ 設計・建設規格 

CSS-3160 
同左 

解析手法 
３次元ＦＥＭによる 

弾塑性解析 
同左 
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4. 試験による確認について

4.1  はじめに 

東海第二の気水分離器及びスタンドパイプのうち，スタンドパイプの耐震評価におい

ては，今回工認では，極限解析を用い，スタンドパイプの耐力が地震荷重以上であること

を確認することで地震時における健全性を評価している。極限解析はこれまでの工認で

適用例が少ないため，実機スタンドパイプ及びシュラウドヘッドの一部を縮尺模擬体と

して試験を実施し，極限解析を用いたスタンドパイプの耐震評価手法の保守性を確認す

る。 

4.2  試験目的 

試験は，スタンドパイプとシュラウドヘッド部を模擬した縮小試験体に荷重（モーメン

ト）を作用させる試験を実施し，スケール則を考慮してスタンドパイプが負担することが

できる最大の荷重（以下「限界荷重」という。）を求める。 

試験にて得られた限界荷重が極限解析にて得られた崩壊荷重の下限(Pcr)より大きい

ことを確認することで，極限解析の保守性を確認する。 

4.3  試験内容 

(1) 実施項目

東海第二のスタンドパイプ及びシュラウドヘッドを模擬した縮尺試験体にモーメ

ントを作用させる試験を実施した。

(2) 試験内容

a. 試験体

解析結果から中心位置の方が若干 Pcr が低い結果であるため，中心位置を代表

とした試験体とする。地震による荷重は鉛直荷重，水平荷重及びモーメントが発生

するが，モーメントが支配的な荷重であるため，モーメントを負荷できる試験体と

した。 

試験体は，スタンドパイプの構造を模擬した縮小モデルとし，試験体のサイズは，

試験機が具備する恒温槽の寸法制限を考慮して外径及びスタンドパイプ板厚で 1

／3 スケールとした。試験体の材料は実機と同等のものを使用した。 
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試験体の仕様を表４－１に示す。また，試験体の概略図を図３－１に，試験装置

の概略図を図４－１に示す。試験体は，試験装置の荷重負荷を考慮して，シュラウ

ドヘッドを模擬した鋼板に 2本のスタンドパイプを模擬した管を溶接にて取付け，

下側のスタンドパイプを試験機に固定し，上側のスタンドパイプを上方へ引っ張

ることにより，スタンドパイプ付根にモーメントを作用させた。 

なお，シュラウドヘッドは固定しておらず，また，シュラウドヘッドは試験結果

への影響が軽微と考え，厚い平板で模擬した。 

試験では，試験体に荷重を加えながら変形挙動を計測し，限界荷重を確認した。 

b. 試験方法

試験は，恒温槽を具備した試験機に試験体を取り付け，301 ℃（運転状態Ⅰ，Ⅱ

の最高温度）の高温状態にて，試験体に上方へ荷重を負荷しながら変位を計測する

ことにより実施した。 

なお，変位については２本のスタンドパイプの変位であることから，変位に 1/2

を乗ずることにより１本のスタンドパイプの変位として整理している。 

表４－１ 縮小モデル試験体の仕様 

項目 試験体仕様 実機仕様 

スタンドパイプ

寸法 

外径 

（Do） 

56.10mm 

(1/3 スケール) 

168.3mm 

内径 

（Di） 

51.36mm 

(1/3 スケール) 

154.08mm 

板厚 
2.37mm 

(1/3 スケール) 

7.11mm 

材料 
SUS304TP SUS304TP 相当 

（ASME SA-312 Gr.TP304） 

シュラウドヘッド鏡板

寸法 板厚 32mm 50.8mm 

材料 
SUS304 SUS304 相当 

（ASME SA-240 TYPE304） 

変位測定位置 
鏡板表面から 148mm 鏡板表面から 1000mm 

（極限解析の変位出力位置） 

荷重負荷位置 
鏡板表面から 148mm 

（モーメントアーム）

鏡板表面から 1000mm 
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図４－１ 試験体形状 

210 mm 

32 mm 

148 mm 

外径：φ56.10 

板厚： 2.37mm 
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図４－２ 試験装置 

ロードセル

クロスヘッド

恒温槽

試験体
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4.4 試験結果 

(1) 試験から得られた荷重－変位曲線 

試験から得られた荷重変位曲線を図４－３に示す。試験は，試験装置内の試験体と

治具との干渉を考慮して，変位が 26 mm を超えた時点（荷重：17.5 kN）で試験を終

了した。なお，試験については試験成立性確認用，本試験，再現確認用として３回実

施しており，それぞれの試験から得られた荷重変位曲線に有意な差はなかったため，

本試験データを試験結果としている。 

 

  

 

 

図４－３ 試験から得られた荷重－変位曲線 
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(2) 試験前後及び試験中の試験体の状況 

試験前後及び試験中の試験体の状況をそれぞれ図４－４に示す。試験結果から，ス

タンドパイプ及びシュラウドヘッドを模擬した試験体に亀裂，損傷は確認されなか

った。 

この結果から，試験体の限界荷重としては，少なくとも 17.5 kN であることが確認

された。 
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試験前 

 

試験後 

図４－４ 各試験段階での試験体の状態（１／２）  
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試験中 

 

試験後 

図４－４ 各段階での試験体の状態（２／２）  
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(3) スケール則を踏まえた試験結果と極限解析結果の比較 

試験により求められた荷重変位曲線から，スケール則及びスタンドパイプ付根部

に掛かる荷重（モーメント）を考慮して実機寸法における荷重変位曲線を作成し，極

限解析結果と比較評価する。 

試験体のスタンドパイプ付根部に作用するモーメントは，試験力にモーメントア

ーム（0.148 m）を乗じて求める。スケール則は，荷重（モーメント）に対しては実

機寸法と縮尺試験体の塑性断面係数の比※（＝ 27）を乗じる。 

変位に対しては，試験体は，各位置で断面形状が異なることから，長さ，断面二次

モーメントを考慮した面積モーメント法により変位を求め，実機はたわみの式によ

り変位を求め，実機と試験体の変位比（＝ 20.4）を乗ずる（算出方法は補足－１参

照）。 

このスケール則を考慮した場合，表４－２となり，極限解析で得られる崩壊荷重の

下限値(Pcr)よりも試験で得られた値の方が耐力を有するため保守的であることが

わかる。また，図４－３の荷重－変位曲線と極限解析結果の荷重－変位曲線を重ね描

いたものを図４－５に示す。 

なお，試験結果と極限解析結果の弾性範囲で傾きが異なるが，これは極限解析では

スタンドパイプ下端を固定端として計算しておりスタンドパイプのみの変位である

が，試験ではスタンドパイプの変位のほかに鏡板やピンのたわみも生じるため解析

に比べて大きな変位となるためと考える（図４－６参照）。 

 

※：円筒形の塑性断面係数 Zp（ = (Do3-Di3) / 6）の比 

    Do：外径，Di：内径 

（表３－１に示す実機と試験体それぞれの内外径） 

    実機の塑性断面係数：Zp（実機）  =1.849×105[mm3] 

   試験体の塑性断面係数：Zp（試験体）=6.846×103[mm3] 
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表４－２ 試験結果と極限解析結果の比較 

 荷重（kN） 
モーメント 

（kN・m） 
備考 

①試験結果 17.5 －  

②試験結果 

（付根部に掛かる 

モーメント） 

－ 2.59 
①×0.148 m（モーメントア

ーム） 

③試験結果 

（スケール則考慮） 
－ 69.93 ②×27（塑性断面係数の比） 

④極限解析(Pcr) － 49.73  

⑤極限解析(Pcr)により 

得られる許容荷重 
－ 44.75 

許容荷重＝0.9×④ 

（許容応力状態ⅣＡＳ） 

 

 

図４－５ 試験結果と極限解析結果の比較 
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図４－６ スタンドパイプのたわみと鏡板と連結ピンのたわみの概要 

厳密な試験体の変位 vT ＝ スタンドパイプたわみ ＋ 鏡板たわみ ＋ 連結ピンたわみ 
＝     v0       ＋  v1   ＋   v2 

今回の評価に用いた変位比（＝ vA ／ v0 ） ＞ 厳密な変位比（＝ vA ／ vT ） 

ここで，vA ： 極限解析の変位 

v0 

F 

鏡板 

スタンド 
パイプ 

スタンドパイプのたわみ 鏡板と連結ピンのたわみ 

連結ピン 

v1

F 

鏡板 

スタンド 
パイプ 

i 

v2 
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4.5  まとめ 

東海第二のスタンドパイプの縮小モデル試験体に荷重（モーメント）を作用させる試験

を実施した結果，限界荷重は少なくとも 17.5 kN であり，試験後の試験体に亀裂，損傷は

生じていなかった。試験における限界荷重 17.5 kN は，実機のスケールでは 69.93 kN・m

に相当し，極限解析により得られる許容荷重（モーメント）44.75 kN・m に対して十分大

きいことがわかった。 

以上より，極限解析による評価手法は十分な保守性を有していることを確認した。 

また，試験体に対する極限解析については別紙－１に示すとおり，試験体に対する極限

解析にて得られたＰcr（13.7 kN）よりも試験にて得られた許容荷重のほうが十分大きい

ことを確認した。 
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補足－１ 

変位に対するスケール則の算出について 

 

①実機スタンドパイプ解析モデルの変位の算出 

 実機スタンドパイプ解析モデルにはスタンドパイプ上面からモーメント及び水平荷

重を負荷しているため，それぞれの荷重に対して，材料力学に基づき変位を算出する

（下図参照）。 

 

たわみの式より 

 ｖ' ＝ W'L'3/（3EI'）＋M0L'2/（2EI'） 

   ＝ σZ'（W'/M'）L'3/（3EI'）＋σZ'｛1－（W'/M'）L'｝L'2／（2EI'） 

   ＝5247σ/E 

M0= M'- W'L'  

実機スタンドパイプの諸元 

項目 実機 

径 Do' （mm） 168.3 

内径 Di' （mm） 154.08 

板厚 t' （mm） 7.11 

断面二次ﾓｰﾒﾝﾄ I' （mm4） 1.172×107 

変位計測点 L' （mm） 1000 

地震荷重Ｓｓ 

  W' 水平力 （kN） 3460 

  M' 曲げモーメント （kN・mm） 9870000 

W'／M'（mm-1） 3.506E-04 
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②試験体の変位の算出 

 試験体の変位の算出は，引張荷重を付与するために試験体上面に治具を取り付け

ることによる応力集中によりパイプと板との取付部以外が破損するのを防止するた

め，試験体上面付近の板厚を 1/3 より肉厚な構造（下図 L1,L2 範囲）にしている。

肉厚な構造にすることにより，上面から荷重を負荷した場合，L1,L2 範囲の肉厚構

造部の変位量の低下を面積モーメント法にて考慮する（下図参照）。 

 

 

面積モーメント法より 

v  ＝（面積 3）×（図心 3 までの距離）-（面積 2）×(図心 2 までの距離)- 

（面積 1）×(図心 1 までの距離) 

＝{WL/(EI3)}･(L/2)･(2L/3)- {W(L1+L2)/(1/I3-1/I2)/E)}･{(L1+L2)/2}･(2(L1+L2)/3) 

- {WL1/(1/I2-1/I1)/E)}･(L1/2}･(2L1/3) 

＝σZ/E･{L2/(3I3)-(L1+L2)3/(3L)･(1/I3-1/I2)-L13/(3L)･(1/I2-1/I1)} 

＝257.1σ/E 

試験体の諸元 

項目 
試験体 

部位１（長さＬ1） 部位２（長さＬ2） 部位３（長さＬ3） 

外径 D1o,D2o,D3o，（mm） 60.5 56.1 56.1 

内径 D1i,D2i,D3i（mm） 49.5 49.5 51.36 

板厚 ｔ （mm） ― ― 2.37 

断面二次ﾓｰﾒﾝﾄ I1,I2,I3（mm4） 3.629×105 1.915×105 1.446×105 

変位計測点 Ｌ（mm） 150 

長さ L1，L2，L3（mm） 30 20 98 
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5. １本あたりの地震荷重の算出について 

 5.1 詳細モデルによる影響評価 

  今回工認におけるスタンドパイプの耐震評価は，極限解析にて得られた許容荷重が

建屋機器連成モデルでの地震応答解析にて得られた２２５本を１質点として得られた

地震荷重をスタンドパイプ総本数（２２５本）にて除した１本当たりの平均地震荷重を

上回ることで健全性を確認している。 

  ここで，実際の気水分離器及びスタンドパイプはシュラウドヘッドの鏡板に対して

取付くことによりスタンドパイプ長さがそれぞれ異なること，また大小の補強板に結

合されており，それぞれのスタンドパイプ付根部に掛かる荷重は異なり，平均地震荷重

を上回る可能性がある。このため，地震応答解析にて得られた地震荷重をスタンドパイ

プ総本数にて除する手法（以下，「平均化」という。）の妥当性を検討した。 

  検討方法については，図５－１に示す気水分離器，大小の補強板を含めたスタンドパ

イプ２２５本とシュラウドヘッドをはり要素及びシェル要素でモデル化したもの（以

下「詳細モデル」という。）と図５－２に示す建屋機器連成地震応答解析モデルからシ

ュラウドヘッド，気水分離器及びスタンドパイプの部分を取り出したモデル（以下「連

成モデル」という。）に対してそれぞれ水平１Ｇの加速度を付与し，詳細モデルでの１

本に掛かる最大モーメントと連成モデルの静解析結果から得られたモーメントを平均

化して得られるモーメントを比較することにより，今回工認で用いている建屋機器連

成地震応答解析にて得られた地震荷重を平均化した１本当たりの地震荷重の方が詳細

解析に荷重を算出するよりも保守性を有することを確認する。 

  解析結果を図５－３に示す。また，詳細モデルの固有値解析結果を図５－４示す。図

５－３に示すとおり，詳細モデルの最大モーメントの方が連成モデルの平均化モーメ

ントより低くなった。 

  これは，図５－５に示すように，スタンドパイプ２２５本を１本と見立てた連成モ

デルではモーメントとして算出される荷重が，実形状を模擬した詳細モデルでは軸方

向荷重と距離によりモーメントに変換され，モーメントが下がったものと考えられ

る。 

  以上より，今回工認で建屋機器連成地震応答解析にて得られた２２５本の荷重を平

均化した地震荷重の方が保守性を有していることから，平均化手法を採用している。 
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鳥瞰図 

 

平面図 

図５－１ シュラウドヘッド，気水分離器及びスタンドパイプ詳細モデル 

気水分離器及び
スタンドパイプ 

小補強板 

大補強板

シュラウドヘッド

境界条件：
シュラウドヘッド下
部を拘束 

評価部位： 
スタンドパイプ下部
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図５－２ シュラウドヘッド，気水分離器及びスタンドパイプ連成モデル 

連成解析モデルのうち，気水分離器，

スタンドパイプ及びシュラウドヘッド

部分をモデル化

解析モデル図
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（単位：kN・m） 

解析モデル

 

荷重条件 

連成モデル 
詳細モデル 

荷重方向 モーメント 

モーメント Ｘ方向 8.5 注２ 

水平 1.0G 10.6 注１ Ｙ方向 7.6 注２ 

注１：２２５本で除した値 

注２：２２５本のうち最大値（位置は下図参照）を記載 

 

 

 

 

 

 Ｘ方向                Ｙ方向 

 

 

図５－３ 連成モデルと詳細モデルの荷重比較 
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モード 
固有周期 

(Hz) 

刺激係数 

x y z 

1 5.4 0.01 0.03 0.00 

2 6.6 -0.65 -7.67 0.00 

3 6.6 7.67 -0.65 0.00 

4 10.8 0.00 0.01 0.00 

5 10.8 0.02 0.00 0.00 

 

 

 

 

 

図５－４ 詳細モデルの振動モード図 
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図５－５ 変位に伴い発生する荷重挙動の概略図 

 

  

Ｌ Ｌ 

Ｍ２ 
Ｍ２ 

Ｍ１ Ｆ Ｆ 

シュラウドヘッド 

スタンドパイプ 

Ｍ ＝Ｍ１＋２Ｍ２＋２Ｆ・Ｌ 

補強板 

Ｍ ：建屋機器地震応答解析 
でのモーメント 

Ｍ１：中心部モーメント 
Ｍ２：外周部モーメント 
Ｆ ：変位により生じる軸方向荷重 

軸方向荷重が発
生することで実
際に掛かるモー
メントが低下す
る 
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 5.2 最外周部の偏心の扱いについて 

最外周部のスタンドパイプのいくつかについては，スタンドパイプが鉛直方向に対

して曲がりを有している構造であるため，偏心しているスタンドパイプの扱いについ

ての影響について整理する。 

(1) 地震荷重に対する影響 

モーメント及び水平方向の地震荷重は偏心することによりスタンドパイプ付

根部に対して新たに生じる荷重はない。 

鉛直地震荷重は鉛直地震荷重と偏心量によるモーメントが発生するため，偏

心により発生するモーメントを地震荷重として考慮する。同様に自重によって

もモーメントが発生するため，これを考慮する。（図５－６参照） 

なお，偏心により発生するモーメントは，最外周部の偏心を有しているスタ

ンドパイプだけであるが，評価に用いる地震荷重については一律偏心により発

生するモーメントを考慮する。 

(2) 極限解析に対する影響 

極限解析は中心位置と斜め取付く最外周位置の２ケース実施しているが，最

外周の偏心を有するスタンドパイプに対してではなく，偏心を有しない最外周

のスタンドパイプにて極限解析を実施している。これは，偏心を有するスタン

ドパイプの方が偏心を有しないスタンドパイプと比べ斜めに取付く影響が軽減

されるためである。また，今回の極限解析結果から，中心位置の方が裕度が低

い結果であり，斜めに取付く影響は軽微であると考えられることから，極限解

析に対する影響はないと考える。  
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偏心量が 38.1mm と 76.2mm の２種類のスタンドパイプがあるが，偏心量が大きい方が鉛

直力と偏心により発生するモーメントが大きくなることから，76.2mm の場合の荷重を一律

考慮する。 

 

死荷重によるモーメント：Ｖ自重/225×e＝1.91347×105 [N･mm]   

           Ｖ自重：全スタンドパイプ死荷重 (＝ 565000 [N]) 

 

地震荷重によるモーメント： Ｖ地震/225×e＝1.38628×105 [N･mm] 

           Ｖ地震：全スタンドパイプの鉛直地震荷重 （＝ 409334 [N]） 

 

 

図５－６ 偏心に対する考慮 

  

スタンドパイプ

小補強板 

シュラウドヘッド 大補強板 

気水分離器 

e 
ｅ＝76.2,38.1[mm] 
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別紙－１ 

試験体に対する極限解析について 

 

1. はじめに 

  実機スタンドパイプ及びシュラウドヘッドの一部を縮尺模擬体として試験を実施し，

試験にて得られた限界荷重が極限解析にて得られた許容荷重よりも大きいことを確認し

ている。試験体に対しても極限解析を実施し，補足的に得られた許容荷重が試験結果に

て得られた限界荷重よりも大きいことを確認する。 

 

2. 解析方法 

 極限解析手法については，実機のスタンドパイプと同様に実施する。 

①解析モデルの作成 

  解析モデルは２本の試験体の対称性を考慮して１本の試験体とする。解析モデルを

図２－１に示す。縮尺試験体は対称形であることから，解析モデルは全体の 1/2 と

し，パイプは鋼板との溶接部から 148mm（荷重負荷位置）までの範囲をモデル化して

いる。また，パイプの板厚は，引張試験治具による局部的な影響を考慮する観点から

治具取付部近傍を肉厚形状にしていたが，解析上においては，考慮せず，一律 1/3 ス

ケールの板厚としている。 

 ②境界条件の設定及び物性値の入力 

  境界条件は荷重負荷方向と反対側側面を拘束する。また，物性値は試験体及び実機

の解析条件と同じとする。 

 ③荷重の負荷 

  荷重の負荷は，試験の荷重の負荷と同様に試験体上面に引張力（水平荷重）を負荷

する。 

 ④荷重変位曲線の作成 

  ③の荷重を増加させて荷重－変位曲線を作成する。 

 ⑤崩壊荷重の下限（Pcr）の算定 

④にて作成した荷重変位曲線をもとに崩壊荷重の下限（Pcr）を算定する。算定結果

を図２－２に示す。算出結果から得られえた Pcr は 13.7 kN であった。 
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3.  試験結果との比較 

  試験体に対する極限解析にて得られた荷重－変位曲線と試験にて得られた荷重変位曲

線を重ね合わせたものを図３－１に示す。試験にて得られた限界荷重は 17.5 kN であり，

極限解析にて得られたＰｃｒ（＝13.7 kN）よりも，保守的であることがわかった。 
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図２－１ 縮尺試験体の解析モデル図 

 
図２－２ 縮尺試験体の荷重－変位曲線  
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図３－１ 試験結果と試験体に対する極限解析結果との比較 
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6. 動的機能維持の詳細評価について 

（新たな検討又は詳細検討が必要な設備の機能維

持評価について）  
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1. はじめに  

  本資料では，実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈等に

おける動的機能保持に関する評価に係る一部改正（以下「技術基準規則解釈等の改正」

という）を踏まえて，動的機能維持が必要な設備の検討方針及び検討結果を示す。 

 

実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈（抜粋） 

第５条（地震による損傷の防止） 

３ 動的機器に対する「施設の機能を維持していること」とは、基準地震動による応答に対

して、当該機器に要求される機能を保持することをいう。具体的には、当該機器の構造、

動作原理等を考慮した評価を行うこと、既往研究で機能維持の確認がなされた機能確認

済加速度等を超えていないことを確認することをいう。 

 

2.  動的機能維持のための新たな検討又は詳細検討が必要な設備の検討方針 

  動的機器の耐震性評価法はＪＥＡＧ4601-1991 に従い実施するものとするが，ＪＥＡ

Ｇ4601-1991 で定める解析による評価法には適用範囲が定められている。本資料では，

ＪＥＡＧ4601 に定められた適用機種の範囲から外れ新たな検討（評価項目の検討）が必

要な設備，又は評価用加速度が機能確認済加速度を超えるため詳細検討が必要な設備に

ついて，設備の抽出を行うとともに，抽出された設備における動的機能維持のための検

討方針を示す。 

2.1 動的機能維持のための新たな検討又は詳細検討が必要な設備の抽出 

 (1) 検討対象設備 

   検討対象設備は，耐震Ｓクラス並びに常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大

事故緩和設備とし，動的機能が必要な設備としてＪＥＡＧ4601-1991 で適用範囲が定

められている機種（立形ポンプ，横形ポンプ，電動機 等）とする。 

 (2) 新たな検討又は詳細検討が必要な設備の抽出 

   第 1 図に抽出フローを示す。検討対象設備について，ＪＥＡＧ4601-1991 に定める

適用機種に対して構造，作動原理等が同じであることを確認する。同じであることが

確認できない場合は，新たに評価項目の検討が必要な設備として抽出する。 

   さらに評価用加速度がＪＥＡＧ4601-1991 及び既往の研究等※により妥当性が確認

されている機能確認済加速度（At）以内であることの確認を行い，機能確認済加速度
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を超える設備については詳細検討（基本評価項目の評価）が必要な設備として抽出す

る。なお，弁についてはＪＥＡＧ4601-1991 にて評価用加速度が機能確認済加速度を

超えた場合の詳細検討の具体的手順が定められているため，本資料の対象外とする。 

  上記の整理結果として別表１に検討対象設備を示すとともに，新たな検討又は詳細

検討が必要な設備の抽出のための情報としてＪＥＡＧ4601-1991 に該当する機種名等

を整理した。 

   ※ 電力共同研究「鉛直地震動を受ける設備の耐震評価手法に関する研究（平成 10

年度～平成 13 年度）」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1 図 検討が必要な設備の抽出フロー 

 

 

Yes 

Yes 

No 

耐震Ｓクラス設備並びに常設耐震重要重大 
事故防止設備及び常設重大事故緩和設備 

評価用加速度が At 以下か 

評価完了 

新たに評価項目
の検討が必要 

No 

詳細検討（基本
評価項目の評
価）が必要 

動的機能 

の要求があるか 

Yes 

Yes 

本検討における 
対象外 

No 

No 

本検討における 
対象外 

構造等がＪＥＡＧに 

定める適用範囲か

ＪＥＡＧに規定された 

機能確認済加速度(At)を用いた 

検討を適用するか 
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 (3) 抽出結果 

   第 1 表に新たな検討又は詳細検討が必要な設備の抽出結果を示す。 

   新たに評価項目の検討が必要となる設備として，横形スクリュー式ポンプ（以下「ス

クリュー式ポンプ」という。），横形ギヤ式ポンプ（以下「ギヤ式ポンプ」という。）

として非常用ディーゼル発電機燃料移送ポンプ，高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電

機燃料移送ポンプ，常設代替高圧電源装置燃料移送ポンプ及び緊急時対策所用発電機

給油ポンプが該当する。 

   また，評価用加速度が機能確認済加速度を超え詳細検討が必要となる設備として残

留熱除去系海水系ポンプ，非常用ディーゼル発電機用海水ポンプ及び高圧炉心スプレ

イ系ディーゼル発電機用海水ポンプ並びにこれらポンプ用の電動機が該当する。 

 

3. 動的機能維持評価について 

  ＪＥＡＧ4601-1991 に定められた適用機種の範囲から外れ，新たに評価項目の検討が

必要な設備，又は評価用加速度が機能確認済加速度を超えるため詳細検討が必要な設備

における動的機能維持評価について別紙にて説明する。 

 

【適用機種の範囲から外れ，新たに評価項目の検討が必要な設備】 

  ・別紙１：非常用ディーゼル発電機燃料移送ポンプ，高圧炉心スプレイ系ディーゼル

発電機燃料移送ポンプ，常設代替高圧電源装置燃料移送ポンプ及び緊急時

対策所用発電機給油ポンプ 

 

【評価用加速度が機能確認済加速度を超えるため詳細検討が必要な設備】 

  ・別紙２：残留熱除去系海水系ポンプ，非常用ディーゼル発電機用海水ポンプ及び高

圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水ポンプ 

  ・別紙３：残留熱除去系海水系ポンプ用電動機，非常用ディーゼル発電機用海水ポン

プ用電動機及び高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水ポンプ及び

電動機 
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第 1 表(1) 新たな評価項目の検討又は詳細検討が必要な設備の抽出結果 

機種名 設備名称 

ＪＥＡＧ4601
適用範囲 

○：可 
×：否（新た
な評価項目の
検討が必要） 

At 確認 
○：OK 
×：NG（詳細
検討が必要）

立形ポンプ 残留熱除去系ポンプ ○ ○ 

 高圧炉心スプレイ系ポンプ ○ ○ 

 低圧炉心スプレイ系ポンプ ○ ○ 

 残留熱除去系海水系ポンプ ○ × 

 非常用ディーゼル発電機用海水ポンプ ○ × 

 高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用
海水ポンプ 

○ × 

 緊急用海水ポンプ ○ 追而 

横形ポンプ 原子炉隔離時冷却系ポンプ ○ ○ 

 非常用ディーゼル発電機燃料移送ポンプ × － 

 高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機燃
料移送ポンプ 

× － 

 常設低圧代替注水系ポンプ ○ 追而 

 代替燃料プール冷却系ポンプ ○ ○ 

 格納容器圧力逃がし装置移送ポンプ ○ 追而 

 代替循環冷却系ポンプ ○ ○ 

 常設代替高圧電源装置燃料移送ポンプ × － 

 緊急時対策所用発電機給油ポンプ × － 

ポンプ駆動用
タービン 

原子炉隔離時冷却系ポンプ用駆動タービ
ン 

○ ○ 

電動機 残留熱除去系ポンプ用電動機 ○ ○ 

 高圧炉心スプレイ系ポンプ用電動機 ○ ○ 

 低圧炉心スプレイ系ポンプ用電動機 ○ ○ 

 残留熱除去系海水系ポンプ用電動機 ○ × 

 ほう酸水注入ポンプ用電動機 ○ ○ 

 中央制御室換気系空気調和機ファン用電
動機 

○ ○ 
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第 1 表(2) 新たな評価項目の検討又は詳細検討が必要な設備の抽出結果 

機種名 設備名称 

ＪＥＡＧ4601
適用範囲 

○：可 
×：否（新た
な評価項目の
検討が必要） 

At 確認 
○：OK 
×：NG（詳細
検討が必要）

電動機 
中央制御室換気系フィルタ系ファン用電
動機 

○ 〇 

 非常用ガス処理系排風機用電動機 ○ ○ 

 非常用ガス再循環系排風機用電動機 ○ ○ 

 可燃性ガス濃度制御系再結合装置ブロワ
用電動機 

○ ○ 

 非常用ディーゼル発電機燃料移送ポンプ
用電動機 

○ 追而 

 非常用ディーゼル発電機用海水ポンプ用
電動機 

○ × 

 高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機燃
料移送ポンプ用電動機 

○ 追而 

 高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用
海水ポンプ用電動機 

○ × 

 常設低圧代替注水系ポンプ用電動機 ○ 追而 

 代替燃料プール冷却系ポンプ用電動機 ○ ○ 

 格納容器圧力逃がし装置移送ポンプ用電
動機 

○ 追而 

 代替循環冷却系ポンプ用電動機 ○ ○ 

 緊急用海水ポンプ用電動機 ○ 追而 

 緊急時対策所非常用送風機用電動機 ○ 追而 

 常設代替高圧電源装置燃料移送ポンプ用
電動機 

○ 追而 

 緊急時対策所用発電機給油ポンプ用電動
機 

○ 追而 

ファン 中央制御室換気系空気調和機ファン ○ ○ 

 中央制御室換気系フィルタ系ファン ○ ○ 

 非常用ガス処理系排風機 ○ ○ 

 非常用ガス再循環系排風機 ○ ○ 

 可燃性ガス濃度制御系再結合装置ブロワ ○ ○ 

 緊急時対策所非常用送風機 ○ 追而 
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第 1 表(3) 新たな評価項目の検討又は詳細検討が必要な設備の抽出結果 

機種名 設備名称 

ＪＥＡＧ4601
適用範囲 

○：可
×：否（新た
な評価項目の
検討が必要）

At 確認 
○：OK
×：NG（詳細
検討が必要）

非常用ディー
ゼル発電機 

非常用ディーゼル発電機 ○ ○ 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機 ○ ○ 

非常用ディーゼル発電機調速装置及び非
常用ディーゼル発電機非常調速装置 

○ ○ 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機調
速装置及び高圧炉心スプレイ系ディーゼ
ル発電機非常調速装置

○ ○ 

往復動式ポン
プ 

ほう酸水注入ポンプ ○ ○ 

制御棒 制御棒挿入性 ○ ○注２

注２）地震応答解析結果から求めた燃料集合体変位が加振試験により確認された制御棒挿入機能に支障

を与えない変位に対して下回ることを確認 
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ＪＥＡＧ4601 に定められた適用機種の範囲から外れ，新たに評価項目の検討が必要な設備

における動的機能維持の検討方針 

 

1.はじめに 

非常用ディーゼル発電機燃料移送ポンプ，高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機燃料

移送ポンプ，常設代替高圧電源装置燃料移送ポンプ及び緊急時対策所用発電機給油ポン

プの動的機能維持評価について，ＪＥＡＧ4601-1991 に定められた適用機種の範囲から

外れ，新たに評価項目の検討が必要となる。本資料では，それら設備の動的機能維持の

検討方針を示す。 

 

2.評価項目の抽出方針 

  ＪＥＡＧ4601-1991 に定められた適用機種の範囲から外れた設備における動的機能

維持の検討方針としては，技術基準規則解釈等の改正を踏まえて，公知化された検討

として（社）日本電気協会 電気技術基準調査委員会の下に設置された原子力発電耐

震設計特別調査委員会（以下「耐特委」という。）により取り纏められた類似機器に

おける検討をもとに実施する。 

   具体的には，耐特委では動的機能の評価においては，対象機種ごとに現実的な地震

応答レベルでの異常のみならず，破壊に至るような過剰な状態を念頭に地震時に考え

得る異常状態を抽出し，その分析により動的機能上の評価点を検討し，動的機能維持

を評価する際に確認すべき事項として，基本評価項目を選定している。 

   今回ＪＥＡＧ4601-1991 に定められた適用機種の範囲から外れた設備については，

基本的な構造が類似している機種／型式に対する耐特委での検討を参考に，型式によ

る構造の違いを踏まえた上で地震時異常要因分析を実施し，基本評価項目を選定し動

的機能維持評価を実施する。動的機能維持評価のフローを第 1 図に示す。なお，ＪＥ

ＡＧ4601-1991 においても，機能維持評価の基本方針として，地震時の異常要因分析

を考慮し，動的機能の維持に必要な評価のポイントを明確にすることとなっている。 

  

別紙－１ 
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第 1 図 動的機能維持評価のフロー 

  

動的機能維持評価対象設備 

地震時異常要因分析 

基本評価項目の検討 

解析 

評価 

試験・解析の組合せ検討 試験・計測方法の策定 

解析 試験 試験 

評価 組 合 せ 評 価 

動的機能維持評価法の選択＊ 

＊対象物の複雑さ等で選択 

本評価でのフロー 

解析対処 

試験・解析組合せ対処 

試験対処 
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別紙 1－3 

 

 

   地震時異常要因分析を検討するにあたり，参考とする機種／型式を第 1 表に示すと

ともに，第 2 図，第 3 図及び第 4 図に今回工認にて新たな検討が必要な設備及び耐特

委で検討され新たな検討において参考とする設備の構造概要図を示す。また，主要仕

様を第 2 表及び第 3 表に示す。 

   スクリュー式ポンプ及びギヤ式ポンプは，共に容積式の横形ポンプであり，一定容

積の液をスクリュー又はギヤにて押し出す構造のポンプである。一方，遠心式横形ポ

ンプ（以下「遠心式ポンプ」という。）はインペラの高速回転により液を吸い上げ・

押し上げを行うポンプであり内部流体の吐出構造が異なるが，ケーシング内にて軸系

が回転し内部流体を吐出する機構を有していること，固定方法については，基礎ボル

トで周囲を固定した架台の上に，駆動機器である横形ころがり軸受の電動機とポンプ

が取付ボルトにより設置され，電動機からの動力を軸継手を介してポンプ側に伝達す

る方式であること，主軸，軸受及びメカニカルシール部のクリアランスにより地震荷

重はメカニカルシール部には負荷されず，軸受を通してケーシングに伝達されること

から，基本構造が同じといえる。このため，スクリュー式ポンプ及びギヤ式ポンプに

ついては，遠心式横形ポンプを参考とし，地震時異常要因分析を実施する。 

なお，非常用ディーゼル発電機燃料移送ポンプ，高圧炉心スプレイ系ディーゼル発

電機燃料移送ポンプ，常設代替高圧電源装置燃料移送ポンプ及び緊急時対策所用発電

機給油ポンプについては，新規制基準により新たに動的機能要求が必要となり，評価

する設備となる。 

 

第 1 表 新たな検討が必要な設備において参考とする機種／型式 

新たな検討が必要な設備 機種／型式 
参考とする 

機種／型式 

・非常用ディーゼル発電機燃料移送ポンプ 

・高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機燃料移

送ポンプ 

・常設代替高圧電源装置燃料移送ポンプ 

横形ポンプ／ 

スクリュー式 

横形ポンプ／ 

単段遠心式 

・緊急時対策所用発電機給油ポンプ 横形ポンプ／ 

ギヤ式 
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AA

B

B

⑨電動機 ⑩軸継手 ポンプ

①基礎ボルト ポンプベース
②支持脚 

吸込吐出

：接液部 

断面 B－B 

⑥逃がし弁本体 

④主ねじ 

⑧軸受 

②支持脚

⑧軸受 

⑦メカニカルシー
ル

⑩軸継手

断面 A－A 

④主ねじ 

⑤従ねじ

③スリーブ

⑦メカニカルシール 

⑧軸受 ⑧軸受

吸込 

吐出 

第 2 図 スクリュー式ポンプ構造概要図 
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⑥電動機 ⑦軸継手 ポンプ ⑧ケーシングノズル

取付ボルト

①基礎ボルト

第 3 図 ギヤ式ポンプ構造概要図 

：接液部 

②主軸【駆動歯車】

⑤軸受

④ケーシング

③従動軸【従動歯車】 取付ボルト 

⑨逃がし弁

⑩メカニカルシール
（ケーシング内） 

⑤軸受
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第 4 図 遠心式ポンプ構造概要図 

  

⑦電動機

⑧軸継手
ポンプ

①基礎ボルト 

⑨ケーシング
ノズル ⑨ケーシング

ノズル 

⑤メカニカルシール

④主軸

ケーシング

羽根車

⑤メカニカルシール

⑥軸受
⑥軸受

③ライナーリング
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第 2 表 スクリュー式ポンプの主要仕様 

 

非常用ディーゼル

発電機燃料移送 

ポンプ 

高圧炉心スプレイ系 

ディーゼル発電機 

燃料移送ポンプ 

常設代替高圧電源

装置用燃料移送 

ポンプ 

容  量 m3／h／個 1.92 以上 1.04 以上 3.02 以上 

揚  程 MPa 
0.195 以上(2C 用) 

0.156 以上(2D 用) 
0.190 以上 0.285 以上 

最高使用

圧  力 
MPa 1.00 1.00 1.00 

最高使用

温  度 
℃ 55 55 55 

原 動 機 

出  力 
kW／個 1.2 1.2 2.2 

 

 

第 3 表 ギヤ式ポンプの主要仕様 

 
緊急時対策所用発電機給油ポンプ 

容    量 m3／h／個 1.3 以上 

揚    程 MPa 0.3 

最高使用圧力 MPa 0.5 

最高使用温度 ℃ 45 

原 動 機 出 力 kW／個 1.5 
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 3. 新たな検討が必要な動的機能維持評価の評価項目の抽出 

   新たな検討が必要な設備として，スクリュー式ポンプ及びギヤ式ポンプに対する地

震時異常要因分析を踏まえて評価項目を抽出する。また当該検討において参考とする

耐特委での機種／型式に対する評価項目を踏まえた検討を行う。動的機能維持評価の

ための評価項目の抽出フローを第 5 図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 5 図  動的機能維持評価のための評価項目の抽出フロー 

新たな検討が必要な設備 
の評価項目の抽出 

スクリュー式ポンプ 
の地震時異常要因分析に 
基づいた評価項目の抽出 

（電共研の検討を用いる） 

ギヤ式ポンプ 
の地震時異常要因分析に 
基づいた評価項目の抽出 

（電共研の検討を用いる） 

スクリュー式ポンプ 
及びギヤ式ポンプの 
評価項目の相互確認 

遠心式ポンプの評価項目 
（耐特委での検討結果） 

遠心式ポンプの評価項目を踏まえた 
スクリュー式ポンプ及びギヤ式ポンプ 

の評価項目の検討 

抽出された評価項目に 
対する耐震計算の実施 
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  ａ．スクリュー式ポンプ及びギヤ式ポンプの地震時異常要因分析による評価項目の抽

出 

   (a) スクリュー式ポンプの評価項目の抽出 

   スクリュー式ポンプの地震時異常要因分析図（以下「要因分析図」という。）及び評

価項目は，電共研※での検討内容を用いる。電共研では第 6 図に示すとおり，耐特委

における遠心式横形ポンプ及び NUPEC における非常用ＤＧの燃料供給ポンプに対する

異常要因分析結果（非常用ディーゼル発電機システム耐震実証試験（1992 年 3 月））

を網羅するように，スクリュー式ポンプに対する地震時異常要因分析を行い，評価項

目を抽出している。 

   スクリュー式ポンプの要因分析図を第 7 図に示す。要因分析図に基づき抽出される

評価項目は第 4 表のとおりである。 

  ※ 動的機器の地震時機能維持の耐震余裕に関する研究（平成 25 年 3 月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 6 図  地震時異常要因分析の適用（スクリュー式ポンプ） 

  

 【耐特委】 
  遠心式横形ポンプの 
  要因分析 

 【NUPEC】 

  非常用ＤＧの燃料供給 

  ポンプの要因分析 

 【電共研】 
  スクリュー式ポンプの 
  要因分析図 
 耐特委及び NUPEC 

 の要因分析を網羅 

【東海第二発電所】 
 スクリュー式ポンプの検討に適用 
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第 7 図 スクリュー式ポンプの地震時異常要因分析図 
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第 4 表 スクリュー式ポンプ要因分析図から抽出した評価項目 

 評価項目 異常要因 

① 基礎ボルト 

（取付ボルト含む） 

ポンプ全体系の応答が過大となることで，転倒モーメント

により基礎ボルト（取付ボルトを含む）の応力が過大とな

り損傷に至り，全体系が転倒することで機能喪失する。 

② 支持脚 ポンプ全体系の応答が過大となることで，転倒モーメント

により支持脚の応力が過大となり損傷に至り，全体系が転

倒することで機能喪失する。 

③ 

④ 

⑤ 

摺動部 

（③スリーブ④主ねじ

⑤従ねじのクリアラン

ス） 

軸系（主）ねじの応答が過大となることで，軸変形が過大と

なることによりスリーブと主ねじが接触し，摺動部が損傷

に至り回転機能及び移送機能が喪失する。 

④ 軸系（主ねじ） 軸応力が過大となり，軸が損傷することにより回転機能及

び移送機能が喪失する。 

⑥ 逃がし弁 ケーシングの応答が過大となり逃がし弁フランジ部が変形

し油の外部漏えいに至る。 

⑦ メカニカルシール 軸系（主）ねじの応答過大により軸変形に至りメカニカル

シールが損傷することにより移送機能及び流体保持機能が

喪失する。 

⑧ 軸受 軸変形が過大となり，軸受が損傷することで回転機能及び

移送機能が喪失する。 

⑨ 電動機 電動機の応答が過大になり電動機の機能が喪失すること

で，回転機能及び輸送機能が喪失する。 

⑩ 軸継手 電動機の変形過大により軸受部の相対変位が過大となり，

軸継手が損傷することで回転機能が喪失する。 

⑪ ケーシングノズル 接続配管の応答が過大となり，ケーシングノズルが損傷す

ることで移送機能及び流体保持機能が喪失する。 
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   (b) ギヤ式ポンプの評価項目の抽出 

   ギヤ式ポンプの要因分析図及び評価項目は，電共研※での検討内容を用いる。電共

研では，第 8 図に示すとおり耐特委における遠心式横形ポンプ及び NUPEC における非

常用 DG の燃料供給ポンプに対する異常要因分析結果（非常用ディーゼル発電機シス

テム耐震実証試験（1992 年 3 月））を網羅するように，ギヤ式ポンプに対する異常要

因分析を行い，評価項目を抽出している。 

   ギヤ式ポンプの要因分析図を第 9 図に示す。要因分析図に基づき抽出される評価項

目は第 5 表のとおりである。 

 

  ※ 動的機器の地震時機能維持の耐震余裕に関する研究（平成 25 年 3 月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 8 図  地震時異常要因分析の適用（ギヤ式ポンプ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【耐特委】 
  遠心式横形ポンプの 
  要因分析 

 【NUPEC】 

  非常用ＤＧの燃料供給 

  ポンプの要因分析 

 【電共研】 
  ギヤ式ポンプの 
  要因分析図 
 耐特委及び NUPEC 

 の要因分析を網羅 

【東海第二発電所】 
 ギヤ式ポンプの検討に適用 
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第 9 図 ギヤ式ポンプの地震時異常要因分析図 
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第 5 表 ギヤ式ポンプ要因分析図から抽出した評価項目 

 評価項目 異常要因 

① 基礎ボルト 

（取付ボルト含む） 

ポンプ全体系の応答が過大となることで，転倒モーメント

により基礎ボルト（取付ボルトを含む）の応力が過大とな

り損傷に至り，全体系が転倒することにより機能喪失する。 

② 

③ 

④ 

摺動部 

（②主軸又は③従動軸

と④ケーシングのクリ

アランス） 

ポンプ全体系の応答が過大となることで，主軸（主動歯車）

及び従動軸（従動歯車）の応答が過大となり軸部の変形に

より，ギヤがケーシングと接触することで損傷に至り，回

転機能及び輸送機能が喪失する。 

② 軸 軸応力が過大となり，軸が損傷することにより回転機能及

び輸送機能が喪失する。 

⑤ 軸受 軸受応力（軸受荷重）が過大となり，軸受が損傷することで

回転機能及び輸送機能が喪失する。 

⑥ 電動機 電動機の応答が過大になり電動機の機能が喪失すること

で，回転機能及び輸送機能が喪失する。 

⑦ 軸継手 被駆動機軸と電動機軸の相対変位が過大となり，軸継手が

損傷することで回転機能及び輸送機能が喪失する。 

⑧ ケーシングノズル 接続配管の応答が過大となり，ケーシングノズルが損傷す

ることで輸送機能及び流体保持機能が喪失する。 

⑨ 逃がし弁 弁の応答が過大となり，弁が損傷又は誤作動することで外

部漏えい，ポンプ内循環が発生し，輸送機能及び流体保持

機能が喪失する。 

 

   (c) スクリュー式ポンプ及びギヤ式ポンプの抽出した評価項目に対する相互確認 

 スクリュー式ポンプ及びギヤ式ポンプは，ポンプ構造が類似していることを踏ま

えて，各ポンプの評価項目の抽出結果を比較することにより，その検討結果につい

て相互の確認を行う。 

    ⅰ) スクリュー式ポンプで抽出した評価項目に対してギヤ式ポンプで抽出されな

かった評価項目 

     ① 支持脚 

 ギヤ式ポンプはポンプケーシングに取付ボルト用のフランジが直接取り付

けられており構造上存在しない。 

     ② メカニカルシール 

ギヤ式ポンプについてもメカニカルシールが設置されており，損傷すれば
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スクリュー式ポンプと同様に輸送機能及び流体保持機能に影響を与えること

からギヤ式ポンプについても評価項目として選定する。メカニカルシールを

追加したギヤ式ポンプの要因分析図を第 10 図に示す。 

第 10 図 ギヤ式ポンプの地震時異常要因分析図 

対象 要求機能 要因 現象 喪失機能

ギヤ式ポンプ 地震後の起動・運
転と輸送性能確保

Ａ：回転機能

Ｂ：輸送機能

Ｃ：流体保持機能

ポンプ本体応答過大

全体系（ケーシン

グ）応答過大

軸系（主軸

【駆動歯車】）

応答過大

電動機応答過大

配管応答過大

逃がし弁応答過大

弁の応答過大

ケーシング転倒
モーメント
応力過大

ケーシング応力過大

ケーシング変形過大

軸変形過大

軸変形過大

軸受応力過大

電動機変形過大

軸応力過大

配管反力過大

弁損傷

誤作動

基礎ボルト応力過大

軸継手部相対変位

過大

基礎ボルト応力過大

摺動部の損傷（主軸

【駆動歯車】，従動軸

【従動歯車】とケーシ

ング接触）

メカニカルシール損傷

軸損傷

（主軸【駆動歯車】）

軸受損傷

電動機機能喪失

軸継手損傷

ケーシングノズル部

損傷

油の外部漏えい

ポンプ内循環

（吸込み側に戻る）

Ａ，Ｂ，Ｃ

Ａ，Ｂ

Ｂ，Ｃ

Ａ，Ｂ

Ａ，Ｂ

Ａ，Ｂ

Ａ，Ｂ

Ｂ，Ｃ

Ｂ，Ｃ

Ｂ

①

②

⑥

⑦

⑧

⑨

② ③ ④

⑤

⑩
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ⅱ)  ギヤ式ポンプで抽出した評価項目に対してスクリュー式ポンプで抽出されなかった

評価項目 

     ③ 逃がし弁（移送機能） 

 スクリュー式ポンプについても逃がし弁が設置されており，誤作動すれば

ギヤ式ポンプと同様に移送機能に影響を与えることからスクリュー式ポンプ

についても評価項目として選定する。逃がし弁を追加したスクリュー式ポン

プの要因分析図を第 11 図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 11 図 スクリュー式ポンプの地震時異常要因分析図 

 

  

対象 要求機能 要因 現象 喪失機能

スクリュー式 
ポンプ 

地震後の起動・運
転と輸送性能確保 
 
Ａ：回転機能 
 
Ｂ：移送機能 
 
Ｃ：流体保持機能 
 

 
 
 
 
 
 
 

 

ポンプ本体応答過大 

全体系（ケーシン

グ）応答過大 

軸系（主）ねじ 
応答過大 

電動機応答過大 

配管応答過大 

逃がし弁応答過大 

弁の応答過大 

ケーシング転倒
モーメント 
応力過大

ケーシング応力過大

ケーシング変形過大

軸応力過大 

軸変形過大 

軸変形過大 

電動機変形過大 

軸変形過大 

配管反力過大 

弁損傷 

誤作動 

基礎ボルト応力過大 

支持脚応力過大

逃がし弁フランジ部 
変形

スリーブと主ねじ， 
従ねじの接触 

軸継手部相対変位 
過大

基礎ボルト損傷 

支持脚損傷 

油の外部漏えい 

軸（主ねじ）損傷 

メカニカルシール損傷 

軸受損傷 

摺動部の損傷 

電動機機能喪失 

軸継手損傷 

ケーシングノズル部 
損傷 

油の外部漏えい 

ポンプ内循環 
（吸込み側に戻る） 

Ａ，Ｂ，Ｃ 

Ａ，Ｂ，Ｃ 

Ｃ 

Ａ 

Ｂ，Ｃ 

Ａ 

Ａ，Ｂ 

Ａ，Ｂ 

Ａ 

Ｂ，Ｃ 

Ｂ，Ｃ 

Ｂ 

① 

② 

⑥ 

④ 

⑦ 

⑧ 

⑨ 

⑩ 

⑪ 

③ ④ ⑤ 

⑥ 
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  ｂ．耐特委で検討された遠心式ポンプの地震時異常要因分析による評価項目 

    新たな検討が必要な設備としてスクリュー式ポンプ及びギヤ式ポンプの評価項目

の検討において，公知化された検討として参考とする耐特委での遠心式ポンプの要

因分析図を第 12 図に，要因分析図から抽出される評価項目を第 6 表に示す。 

 

 

 

第 12 図 遠心式ポンプの地震時異常要因分析図 
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第 6 表 遠心式ポンプ要因分析図から抽出した評価項目 

 評価項目 異常要因 

① 

② 

基礎ボルト（取付ボル

ト含む），支持脚 

ポンプ全体系の応答が過大となることで，転倒モーメント

により基礎ボルト（取付ボルト含む）の応力が過大となり

損傷に至り，全体系が転倒することにより機能喪失する。 

またポンプ全体系の応答が過大となることで，支持脚の応

力が過大となり損傷に至り，ポンプが転倒することにより

機能喪失する。 

③ 摺動部 

（インペラとライナー

リングのクリアラン

ス） 

軸変形が過大となり，インペラがライナーリングと接触す

ることで損傷に至り，回転機能及び輸送機能が喪失する。 

④ 軸 軸応力が過大となり，軸が損傷することにより回転機能及

び輸送機能が喪失する。 

⑤ メカニカルシール 軸変形が過大となり，メカニカルシールが損傷することに

より流体保持機能が喪失する。 

⑥ 軸受 軸受荷重が過大となり，軸受が損傷することで回転機能及

び輸送機能が喪失する。 

⑦ 電動機 電動機の応答が過大になり電動機の機能が喪失すること

で，回転機能及び輸送機能が喪失する。 

⑧ 軸継手 被駆動機軸と電動機軸の相対変位が過大となり，軸継手が

損傷することで回転機能及び輸送機能が喪失する。 

⑨ ケーシングノズル 接続配管の応答が過大となり，ケーシングノズルが損傷す

ることで輸送機能及び流体保持機能が喪失する。 

⑩ 軸冷却水配管 冷却水配管の応答が過大となり，損傷することで軸冷却不

能に至り，回転機能が喪失する。 

 

  ｃ. 遠心式ポンプの評価項目を踏まえたスクリュー式ポンプ及びギヤ式ポンプの評価

項目の検討 

   (a) スクリュー式ポンプの評価項目の検討 

   スクリュー式ポンプの要因分析結果について，耐特委における遠心式ポンプの要因

分析結果と同様に整理した結果，スクリュー式ポンプの評価項目は，遠心式ポンプと

ほぼ同様となった。スクリュー式ポンプの動的機能維持の評価項目の抽出にあたり，

遠心式ポンプの耐特委における評価項目に加え，構造の差異により抽出されたスクリ

ュー式ポンプの評価項目を加えて検討を行う。なお，構造の差異として抽出された評
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価項目は下記の通りである。 

    ・逃がし弁（遠心式ポンプの評価項目になくスクリュー式ポンプのみで抽出） 

    ・摺動部（スクリュー式ポンプ及び遠心式ポンプの両方で抽出された評価項目で

あるが，構成部品が異なる。） 

    ・軸冷却水配管（スクリュー式ポンプの評価項目になく遠心式ポンプのみで抽出） 

   耐特委で検討された遠心式ポンプは，大型のポンプであり軸受としてすべり軸受を

採用していることから，軸受の冷却が必要となる。このため，地震により軸冷却水配

管の損傷に至ればポンプの機能維持に影響を及ぼすため，軸冷却水配管を評価項目と

して抽出している。一方でスクリュー式ポンプの標準設計として，軸冷却水配管を有

していない。軸冷却水配管は軸受の冷却のため設置されるが，スクリュー式ポンプの

軸受は内部流体で冷却が可能であるため，軸冷却水配管は設置されていない。 

 

  ① 基礎ボルト（取付ボルトを含む）の評価 

    スクリュー式ポンプは遠心式ポンプと同様に，基礎ボルトで固定された架台の上

に，駆動機器及び被駆動機器が取付ボルトに設置されており，地震時に有意な荷重が

かかることから動的機能維持の評価項目として選定する。 

  ② 支持脚部の評価 

    支持脚部については，スクリュー式ポンプと遠心式ポンプとで構造に大きな違い

はなく，高い剛性を有するためにケーシング定着部に荷重がかかる構造となってい

る。このため，取付ボルト及び基礎ボルトが評価上厳しい部位であるため，取付ボ

ルト及び基礎ボルトの評価で代表できる。 

  ③④⑤ 摺動部の評価 

    摺動部の損傷の観点より，遠心式ポンプの検討におけるケーシングと接触して損

傷するライナーリング部の評価を行うのと同様に，スクリュー式ポンプにおける評

価項目を以下のとおり選定する。 

    スクリュー式ポンプのスクリュー部は，構造が非常に剛であり，地震応答増幅が小

さく動的機能評価上重要な部分の地震荷重が通常運転荷重に比べて十分小さいと考

えられる。また，スリーブ部については，ケーシング部に設置されている。 

    軸系（主ねじ）についてはラジアル軸受で支持されており，軸変形によりスリーブ

部と接触することで回転機能及び輸送機能が喪失に至ることが考えられるため，動
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的機能維持の評価項目として選定する。 

  ④ 軸系の評価 

    スクリュー式ポンプは主ねじ及び従ねじを有する構造であり，一軸構造の遠心式

ポンプとは軸の構造が異なるが，軸系の損傷によってポンプとしての機能を喪失する

ことは同様である。このため，スクリュー式ポンプにおいても，遠心式ポンプと同様

に，軸応力過大により軸損傷が発生しないことを確認するため，軸系の評価を動的機

能維持の評価項目として選定する。 

  ⑥ 逃がし弁の評価 

    逃がし弁はばね式であり，フランジ部の構造評価に対する確認も含め，弁に作用す

る最大加速度が，安全弁の機能確認済加速度以下であることを確認する。 

  ⑦ メカニカルシール 

    メカニカルシールは，高い剛性を有するケーシングに固定されており，地震時に有

意な変位が生じない。また軸封部は軸受近傍に位置し，軸は地震時でも軸受で支持

されており，有意な変位は生じることはなく，軸封部との接触は生じないため，計

算書の対象外とする。 

  ⑧ 軸受の評価 

    ポンプにおいて，軸受の役割は回転機能の保持であり，その役割はスクリュー式ポ

ンプも遠心式ポンプも同じである。当該軸受が損傷することにより，ポンプの機能喪

失につながるため，動的機能維持の評価項目として選定する。また，評価においては

発生する荷重としてスラスト方向及びラジアル方向の荷重を考慮して評価を行う。 

  ⑨ 電動機の評価 

    スクリュー式ポンプの電動機は横向きに設置されるころがり軸受を使用する電動

機であり，耐特委（ＪＥＡＧ4601-1991）で検討されている横型ころがり軸受電動機

の適用範囲内であることから，機能確認済加速度との比較により評価を行う。 

  ⑩ 軸継手の評価 

    スクリュー式ポンプは，遠心式ポンプと同様に，軸受でスラスト荷重を受け持つこ

と及びフレキシブルカップリングを採用していることから，軸継手にはスラスト荷重

による有意な応力が発生しないため，計算書の評価対象外とする。 

  ⑪ ケーシングノズルの評価 

    東海第二発電所で使用するスクリュー式ポンプの吸込，吐出部は直接配管のフラ
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ンジを接続する構造でありノズル形状を有さないため，計算書の対象外とする。  

 

   以上から，スクリュー式ポンプにおいて抽出される動的機能維持の評価項目のうち，

計算書の評価対象とするものは以下の通りである。 

・基礎ボルト及び取付ボルトの評価 

・摺動部（軸系）の評価 

・軸系としてねじの評価 

・逃がし弁の評価 

・軸受の評価 

・電動機の評価 

 

   (b) ギヤ式ポンプの評価項目の検討 

   ギヤ式ポンプの要因分析結果について，耐特委における遠心式ポンプの要因分析結

果と同様に整理した結果，ギヤ式ポンプの評価項目は，遠心式ポンプとほぼ同様とな

る。ギヤ式ポンプの動的機能維持の評価項目の抽出にあたり，遠心式ポンプの耐特委

における評価項目に加え，構造の差異により抽出されたギヤ式ポンプの評価項目を加

えて検討を行う。なお，構造の差異として抽出された評価項目は下記の通りである。 

    ・逃がし弁（遠心式ポンプの評価項目になくギヤ式ポンプのみで抽出） 

    ・摺動部（ギヤ式ポンプと遠心式ポンプの両方で抽出された評価項目であるが，

構成部品が異なる。） 

    ・軸冷却水配管（ギヤ式ポンプの評価項目になく遠心式ポンプのみで抽出） 

   耐特委で検討された遠心式ポンプは，大型のポンプであり軸受としてすべり軸受を

採用していることから，軸受の冷却が必要となる。このため，地震により軸冷却水配

管の損傷に至ればポンプの機能維持に影響を及ぼすため，軸冷却水配管を評価項目と

して抽出している。一方でギヤ式ポンプの標準設計として，軸冷却水配管を有してい

ない。軸冷却水配管は軸受の冷却のため設置されるが，ギヤ式ポンプの軸受は内部流

体で冷却が可能であるため，軸冷却水配管は設置されていない。 

    

  ① 基礎ボルト（取付ボルトを含む）の評価 

    ギヤ式ポンプは遠心式ポンプと同様に，基礎ボルトで固定された架台の上に，駆動
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機器及び被駆動機器が取付ボルトに設置されており，地震時に有意な荷重がかかるこ

とから動的機能維持の評価項目として選定する。 

  ②③④ 摺動部の評価 

    摺動部の損傷の観点より，遠心式ポンプの検討におけるケーシングと接触して損

傷するライナーリング部の評価を行うのと同様に，ギヤ式ポンプにおける評価項目

を以下のとおり選定する。 

    ギヤ式ポンプのギヤ部は，構造が非常に剛であり，地震応答増幅が小さく動的機能

評価上重要な部分の地震荷重が通常運転荷重に比べて十分小さいと考えられる。また，

ケーシングについては，横形ポンプと同様に耐圧構造であり，使用圧力に耐えられる

強度の肉厚を有している。 

    主軸又は従動軸については，損傷によってギヤがケーシングと接触することで回

転機能及び輸送機能が喪失に至ることが考えられる。主軸の重量は，従動軸の重量に

比べ大きく，軸を支持する距離は双方の軸で同じであるため，評価項目は，主軸（ギ

ヤ部）を対象として行う。 

  ② 主軸の評価 

    ギヤ式ポンプは二軸（主軸及び従動軸）構造であり，一軸構造の横形ポンプとは軸

の構造が異なるが，主軸の重量は，従動軸に比べ大きく，軸を支持する距離は双方の

軸で同じであるため，主軸の健全性確認を行うことによって，一軸構造の横形ポンプ

と同様の見解が適用できるものである。そのため，ギヤ式ポンプにおいても，遠心式

ポンプと同様に，軸損傷が発生しないことを確認するため，主軸の評価を動的機能維

持の評価項目として選定する。 

  ⑤ 軸受の評価 

    ポンプにおいて，軸受の役割は「回転機能の保持」であり，その役割は遠心ポンプ

もギヤ式ポンプも同じである。 

    当該軸受が損傷することにより，ポンプの機能喪失につながるため，動的機能維持

の評価項目として選定する。また，評価においては発生する荷重としてスラスト方向

及びラジアル方向の荷重を考慮して評価を行う。 

    

  ⑥ 電動機の評価 

    ギヤ式ポンプの電動機は横向きに設置されるころがり軸受を使用する電動機であ
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り，耐特委（ＪＥＡＧ4601-1991）で検討されている横型ころがり軸受電動機の適用

範囲内であることから，機能確認済加速度との比較により評価を行う。 

  ⑦ 軸継手の評価 

    ギヤ式ポンプは，遠心式ポンプと同様に，軸受でスラスト荷重を受け持つことから，

軸継手にはスラスト荷重による有意な応力が発生しないため，計算書の評価対象外と

する。 

  ⑧ ケーシングノズルの評価 

    ギヤ式ポンプのケーシングノズル部は，遠心式ポンプと同様に，機器と配管の接続

部であるが，ノズル出入口配管のサポートについて適切に配管設計することで，ノ

ズル部に過大な配管荷重が伝わらないため，計算書の評価対象外とする。 

  ⑨ 逃がし弁の評価 

    逃がし弁はばね式であるため，弁に作用する最大加速度が，安全弁の機能確認済加

速度以下であることを確認する。 

  ⑩ メカニカルシール 

    メカニカルシールは，高い剛性を有するケーシングに固定されており，地震時に有

意な変位が生じない。また軸封部は軸受近傍に位置し，軸は地震時でも軸受で支持

されており，有意な変位は生じることはなく，軸封部との接触は生じないため，計

算書の対象外とする。 

 

   以上から，ギヤ式ポンプにおいて抽出される動的機能維持の評価項目のうち，計算

書の評価対象とするものは以下の通りである。 

・基礎ボルト（取付ボルトを含む）の評価 

・主軸（ギヤ部）の評価 

・主軸の評価 

・軸受の評価 

・電動機の評価 

・逃がし弁の評価 
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4. まとめ 

   新たな検討が必要な設備について，地震時要因分析を行い，基本的な機構造が類似

している機種／型式に対する耐特委での検討を参考に，型式による構造の違いを踏ま

えた上で地震時異常要因分析を行い，評価項目の抽出を行った。 
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残留熱除去系海水系ポンプ，非常用ディーゼル発電機用海水ポンプ及び高圧炉心スプレイ

系ディーゼル発電機用海水ポンプの詳細検討について 

 

1. はじめに 

本資料は，残留熱除去系海水系ポンプ，非常用ディーゼル発電機用海水ポンプ及び

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水ポンプの動的機能維持評価における詳細

検討についてまとめたものである。 

 

2. 動的機能維持の評価方針 

動的機能維持評価の結果，表１に示すとおり，残留熱除去系海水系ポンプ，非常用

ディーゼル発電機用海水ポンプ及び高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水ポン

プについて，評価用加速度が機能確認済加速度を超えるため，詳細検討が必要とな

る。 

動的機能の評価においては，ＪＥＡＧ4601-1991 及び耐特委報告書「動的機器の地

震時機能維持評価に関する調査報告書」（昭和６１年１２月）において，対象機種ごと

に，現実的地震応答のレベルでの異常のみならず，破壊に至る様な過剰な状態を念頭

に地震時に考え得る異常要因を抽出し，その分析により動的機能上の評価点を検討

し，動的機能維持を評価する際に確認すべき項目として，基本評価項目を摘出してい

る。 

そのため，評価用加速度が機能確認済加速度を超える設備の機能維持評価について

は，ＪＥＡＧ4601-1991 及び耐特委報告書により選定された基本評価項目に基づき，

動的機能維持評価として，詳細検討を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙－２ 
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表 1 評価用加速度と機能確認済加速度の比較 

機器 

評価結果 

水平(G) 鉛直(G) 

評価用 

加速度 

(G) 

機能 

確認済 

加速度 

(G) ※1

裕度 

評価用 

加速度 

(G) 

機能 

確認済 

加速度 

(G) ※2

裕度 

残留熱除去系 

海水系ポンプ 
0.57 10.0 17.54 2.22 1.0 0.45 

非常用ディーゼル発電機

用海水ポンプ 
0.57 10.0 17.54 2.22 1.0 0.45 

高圧炉心スプレイ系 

ディーゼル発電機用 

海水ポンプ 

0.57 10.0 17.54 2.22 1.0 0.45 

※１ ＪＥＡＧ4601-1991 に定められた評価基準

※２ 1.0G は，機器一般の浮き上がりの目安として設定したもの。

耐専（原子力発電耐震設計専門部会）において，鉛直地震動に対する検討として，

改めて鉛直地震動に注意して異常要因分析結果を見直しても，新たに加える損傷モー

ドはなく，既往の水平地震動を前提とした評価の考え方が適用できることが確認され

ている。 

3. 立形斜流ポンプの基本評価項目

残留熱除去系海水系ポンプは容量 885.7 m3/h の立形斜流ポンプ，非常用ディーゼル

発電機用海水ポンプは容量 272.6 m3/h の立形斜流ポンプ，高圧炉心スプレイ系ディー

ゼル発電機用海水ポンプは容量 232.8 m3/h の立形斜流ポンプであり，ＪＥＡＧ4601-

1991 記載の適用機種の範囲に該当する設備である。残留熱除去系海水系ポンプを代表

として構造の概要を図 1 に示す。 

解析実施中につき
見直し予定
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図 1 残留熱除去系海水系ポンプの構造図 

 

  

⑨電動機 

①-2 基礎ボルト（取付ボルト） 

③-2 コラムサポート 

④コラムパイプ ⑥軸 

⑤軸受 

⑤軸受 

②ディスチャージケーシング 

①-1 ポンプ取付ボルト（取付ボルト） 

③-1 ストッパ（取付ボルト） 
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耐特委における立形ポンプの地震時異常要因分析結果を図 2 に示す。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 立形ポンプの地震時異常要因モード図（耐特委） 

 

  耐特委報告書においては異常要因モードに基づき評価項目が以下①～⑨の項目のとお

り抽出され，①～⑨の評価項目について評価することで，回転機能，水力特性機能及び

流体保持機能が確認できるとされている。 

これは，機能確認済加速度を超える地震加速度レベルにおいても，これらの①～⑨に

ついて全て評価基準値以下に収まっていれば，動的機能が維持できると解される。本項

では，上記考え方に基づき各基本評価項目における機能喪失にいたる現象と，機能確認

済加速度を越えた場合の評価の考え方を記述する。 
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①取付ボルトの健全性 

立形ポンプの応答が過大となり，立形ポンプをポンプベースに固定しているポン

プ取付ボルト，ポンプベースを基礎に固定している基礎ボルトに発生する応力が過

大となり損傷に至り，回転機能，水力特性機能及び流体保持機能が喪失する。 

②ディスチャージケーシングの健全性 

ディスチャージケーシングの応力が過大となり，損傷又は変形過大となることに

より回転機能，水力特性機能及び流体保持機能が喪失する。 

③バレルの健全性 

バレルの応力が過大となり，損傷することにより回転機能，水力特性機能及び流

体保持機能が喪失する。 

（注）当該機器にバレルはないが，コラムサポート（ストッパ）あり。 

④コラムパイプの健全性 

コラムパイプの応力が過大となり，損傷することにより回転機能及び水力特性機

能が喪失する。 

⑤軸受の健全性 

軸受荷重が過大となり，軸受のかじり又は損傷することにより回転機能，水力特

性機能及び流体保持機能が喪失する。 

⑥軸の健全性 

軸変形が過大となり，ライナーリングがかじることにより回転機能及び水力特性

機能が喪失する。また，軸応力が過大となり，軸が損傷することにより回転機能及

び水力特性機能が喪失する。 

⑦冷却水配管の健全性 

冷却水配管応力が過大となり，冷却水配管が損傷することにより流体保持機能が

喪失する。 

（注）当該機器に冷却水配管はない。 

⑧メカニカルシール熱交換器の健全性 

メカニカルシール熱交換器応力が過大となり，メカニカルシール熱交換器が損傷

することにより流体保持機能が喪失する。 

（注）当該機器にメカニカルシール熱交換器はない。 

⑨電動機の健全性 
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電動機部の応答が過大となり，駆動機能が喪失することにより回転機能，水力特

性機能及び流体保持機能が喪失する。また，電動機部の応答が過大となり，ディス

チャージケーシングが損傷することにより回転機能及び水力特性機能が喪失する。 

（注）当該機器の電動機はディスチャージケーシングに支持されていない。 

 

4. ＪＥＡＧ4601-1991，耐特委報告書及び耐専報告書後の知見について 

平成 13 年の耐専報告書後の知見として，平成 24 年度電共研「動的機器の地震時機能

維持の耐震余裕に関する検討」にて，機能確認済加速度の引き上げを目的として代表機

器を対象に機能維持評価を行っている。立形ポンプについては表 2 に示すとおり，各項

目について解析による評価を実施している。表 3 に評価の概要を示す。なお，本評価に

ついては，日本電気協会 原子力規格委員会において審議され，JEAC4601-2015 に取り

込まれている。 
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表 3 平成 24 年度電共研 立形ポンプ 動的機能維持評価概要 

評価項目 評価内容 

①基礎ボルト 

 取付ボルト 

強度評価側にて耐震設計を実施 

②ディスチャージケーシング ノズル許容荷重以下になるよう配管設計を実施 

③コラムサポート 解析により応力を評価 

④コラムパイプ 解析により応力を評価 

⑤軸受 解析により荷重を評価 

⑥軸 解析により応力を評価 

⑦冷却水配管 配管系として耐震設計を実施 

⑧メカニカルシール熱交換器 静的機器として耐震設計を実施 

⑨電動機 別途電動機側にて評価 
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5. 立形ポンプ評価概要 

機能維持評価については，ＪＥＡＧ4601-1991 及び耐特委報告書により動的機能維持

評価上，評価が必要な評価項目が選定されており，その評価項目に基づき，計算書対象

とする動的機能維持確認の基本評価項目の考え方を示す。 

 

①基礎ボルト，ポンプ取付ボルト 

立形ポンプはポンプベースにポンプ取付ボルトを用いて固定されており，ポンプ

ベースは基礎に基礎ボルトを用いて固定されており，地震時の荷重は当該ボルトに

作用し，有意な荷重がかかることから評価項目として選定する。 

②ディスチャージケーシング 

ディスチャージケーシングはノズル荷重が作用するが，ノズル許容荷重以下にな

るよう配管設計を実施するため，立形ポンプの計算書の評価対象外とする。 

③ストッパ（当該機器にバレルはないためコラムサポート（ストッパ）を評価） 

ストッパはコラムをサポートしており，地震時はコラムの振れ止めとして荷重を

受ける。ストッパは取付ボルトを用いて固定されており，地震時の荷重は当該ボル

トに作用し，有意な荷重がかかることから評価項目として選定する。 

④コラムパイプ 

回転機能，水力特性機能の観点から動的機能維持の評価項目として選定する。 

⑤軸受 

回転機能，水力特性機能の観点から動的機能維持の評価項目として選定する。 

⑥軸 

回転機能，水力特性機能の観点から動的機能維持の評価項目として選定する。 

⑦冷却水配管 

当該機器に冷却水配管はないため評価対象外とする。 

⑧メカニカルシール熱交換器 

当該機器にメカニカルシール熱交換器はないため評価対象外とする。 

⑨電動機 

回転機能，水力特性機能の観点から動的機能維持の評価項目として選定する。 

 

以上から，立形ポンプにおいて抽出される動的機能維持の基本評価項目のうち，計
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算書の評価対象とするものは以下の通りである※。 

※ 表 4 においては，①～⑨の全ての評価項目を記載し，以下の評価項目に該当す

るものは評価内容を示し，それ以外の項目については評価省略理由を記載する。 

 

①基礎ボルト，ポンプ取付ボルト 

③ストッパ（取付ボルト） 

④コラムパイプ 

⑤軸受 

⑥軸 

⑨電動機 

 

上記評価項目に基づき，表 4 のとおり機能維持評価を実施している。 

評価項目における評価基準値の説明を表 5 に，また各設備における評価部位について

は図 3,4,5 に示す。 

以上の検討に基づく評価結果を表 6,7,8 に示す。 
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表 4 動的機能維持評価内容 

評価項目 評価内容 

計算書対象 

（○：計算書対象， 

－：計算書省略） 

① 基 礎 ボ ル

ト，ポンプ取

付ボルト 

多質点はりモデルによる海水ポンプの応答解析結

果を用い，材料力学等の公式により，基礎ボルト及

びポンプ取付ボルトの発生応力を評価 

○ 

② デ ィ ス チ

ャ ー ジ ケ ー

シング 

ノズル許容荷重以下になるよう配管設計を実施す

るため，立形ポンプとして計算書は省略。 
－ 

③ ス ト ッ パ

（ 取 付 ボ ル

ト） 

多質点はりモデルによる海水ポンプの応答解析結

果を用い，材料力学等の公式により，取付ボルトの

発生応力を評価 

○ 

④ コ ラ ム パ

イプ 

多質点はりモデルによる応答解析結果を用い，材料

力学等の公式によりコラムパイプの発生応力を評

価 

○ 

⑤軸受 
多質点はりモデルによる応答解析結果を用い，軸受

の発生荷重を評価 
○ 

⑥軸 
多質点はりモデルによる応答解析結果を用い，材料

力学等の公式により軸の発生応力を評価 
○ 

⑦ 冷 却 水 配

管 
当該機器に冷却水配管なし。 該当部無し 

⑧ メ カ ニ カ

ル シ ー ル 熱

交換器 

当該機器にメカニカルシール熱交換器なし。 該当部無し 

⑨電動機 別紙－3 参照。 ○ 

  

245



別紙 2－12 

表 5（1） 評価基準値の設定 

評価項目 評価基準値の設定 

①基礎ボルト，

ポンプ取付ボル

ト

③ストッパ（取

付ボルト）

④コラムパイプ

コラムパイプおよびポンプ取付ボルトは，軸や軸受といった構成部

品を固定・支持しており，これらが大きな変形を起こさなければ，

構成品の相互の位置関係は維持され，立形ポンプの地震時の機能は

確保される。 

支持機能の確保の観点から，告示 501 号の運転状態Ⅳを基本とし

て，通常材料の実降伏点が設計値に対し余裕があることを考慮し，

概ね降伏点以下と同等とした値としてⅣＡＳを評価基準値とした。 

⑥軸

回転子については，電動機で発生させた回転トルクを羽根車に伝え

る。 

回転機能の確保の観点から，軸の変形を弾性範囲内に留めるようⅢ

ＡＳを評価基準値としている。軸の発生応力を弾性範囲内に留める

ことで，地震後の軸の応力過大による損傷はないことから，作動不

良には至らず，軸の機能は確保される。 

また，地震による軸の変形は，通常運転時より大きくなるため，弾

性範囲内でも軸に取り付ける羽根車とケーシングリングの接触によ

り，回転機能及び水力特性に影響を与える可能性があるが，モデル

解析において回転体とコラムパイプの相対変位が，羽根車とケーシ

ングリングのクリアランス以下であることを確認することで，回転

機能及び水力特性に影響を与える可能性はない。 
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表 5（2） 評価基準値の設定 

評価項目 評価基準値の設定 

⑤軸受 

当該ポンプの軸は水中軸受で支持されており，水中軸受は軸と軸受

との間に水膜を形成することで回転機能を維持しているため，運転

中に軸と軸受が接触しない水膜が保持されれば，回転機能，支持機

能が維持される。 

軸受部では，軸の回転により軸と軸受との間に水膜が形成され，水

圧により軸と軸受とが直接接触しない状態が保持される。この状態

で地震力等の外荷重が作用し水膜が押しつぶされると軸と軸受とが

直接接触し損傷に至る恐れがあるが，非常に瞬時の事象のため，水

切れによる影響は少なく、軸受に掛かる荷重が軸受の強度にとって

より重要となる。そのため、軸受メーカが推奨する許容面圧と軸受

径及び軸受長さから求まる荷重を評価基準値（許容荷重）とした。 

⑨電動機 別紙－3 参照。 

  

247



別紙 2－14 

 

 

  

図
3 

残
留

熱
除

去
系

海
水

系
ポ

ン
プ

 
評

価
部

位
 

（
注

）
原

動
機

取
付

ボ
ル

ト
，

原
動

機
台

取
付

ボ
ル

ト
に

つ
い

て
は

別
紙

-3
参

照
 

248



別紙 2－15 

 

 

表 6 残留熱除去系海水系ポンプ 評価結果 

評価部位 項目 応力分類 発生値 許容値 評価 

①-1 基礎ボルト 応力 
引張 94 MPa 225 MPa ○ 

せん断 16 MPa 173 MPa ○ 

①-2 ポンプ取付 

ボルト 
応力 

引張 148 MPa 153 MPa ○ 

せん断 26 MPa 118 MPa ○ 

③-1 ストッパ 

（取付ボルト） 
応力 せん断 47 MPa 118 MPa ○ 

③-2 ストッパ 

（取付ボルト） 
応力 せん断 15 MPa 118 MPa ○ 

④コラムパイプ 応力 
一次一般膜応

力 
118 MPa 283 MPa ○ 

⑤軸受 荷重 

⑤-1 軸受 4.626×103 N ○ 

⑤-2 軸受 2.613×104 N ○ 

⑤-3 軸受 3.469×104 N ○ 

⑤-4

軸受 

下側 2.659×103 N ○ 

上側 2.659×103 N ○ 

⑤-5

軸受 

下側 1.771×104 N ○ 

上側 1.771×104 N ○ 

⑥軸 
応力 追而 追而 追而 追而 

変位 ― 追而 追而 追而 

 

解析実施中につき
見直し予定 

249



別紙 2－16 

 

  

図
4 

非
常

用
デ

ィ
ー

ゼ
ル

発
電

機
用

系
海

水
ポ

ン
プ

 
評

価
部

位
 

（
注

）
原

動
機

取
付

ボ
ル

ト
，

原
動

機
台

取
付

ボ
ル

ト
に

つ
い

て
は

別
紙

-3
参

照
 

250



別紙 2－17 

 

表 7 非常用ディーゼル発電機用海水ポンプ 評価結果 

評価部位 項目 応力分類 発生値 許容値 評価 

①-1 基礎ボルト 応力 
引張 28 MPa 205 MPa ○ 

せん断 7 MPa 158 MPa ○ 

①-2 ポンプ取付 

ボルト 
応力 

引張 11 MPa 153 MPa ○ 

せん断 2 MPa 118 MPa ○ 

③-1 ストッパ 

（取付ボルト） 
応力 せん断 6 MPa 118 MPa ○ 

③-2 ストッパ 

（取付ボルト） 
応力 せん断 4 MPa 118 MPa ○ 

④コラムパイプ 応力 一次一般膜応力 22 MPa 283 MPa ○ 

⑤軸受 荷重 

⑤-1 軸受 434.3 N ○ 

⑤-2 軸受 3.472×103 N ○ 

⑤-3

軸受 

下側 3.452×103 N ○ 

上側 3.452×103 N ○ 

⑤-4

軸受 

下側 2.259×103 N ○ 

上側 2.259×103 N ○ 

⑤-5

軸受 

下側 4.141×103 N ○ 

上側 4.141×103 N ○ 

⑥軸 
応力 追而 追而 追而 追而 

変位 ― 追而 追而 追而 

 

  

解析実施中につき
見直し予定 
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表 8 高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水ポンプ 評価結果 

評価部位 項目 応力分類 発生値 許容値 評価 

①-1 基礎ボルト 応力 
引張 28 MPa 205 MPa ○ 

せん断 7 MPa 158 MPa ○ 

①-2 ポンプ取付

ボルト 
応力 

引張 11 MPa 153 MPa ○ 

せん断 2 MPa 118 MPa ○ 

③-1 ストッパ

（取付ボルト） 
応力 せん断 6 MPa 118 MPa ○ 

③-2 ストッパ

（取付ボルト） 
応力 せん断 4 MPa 118 MPa ○ 

④コラムパイプ 応力 一次一般膜応力 22 MPa 283 MPa ○ 

⑤軸受 荷重 

⑤-1 軸受 434.3 N ○ 

⑤-2 軸受 3.472×103 N ○ 

⑤-3

軸受 

下側 3.452×103 N ○ 

上側 3.452×103 N ○ 

⑤-4

軸受 

下側 2.259×103 N ○ 

上側 2.259×103 N ○ 

⑤-5

軸受 

下側 4.141×103 N ○ 

上側 4.141×103 N ○ 

⑥軸
応力 追而 追而 追而 追而 

変位 ― 追而 追而 追而 

解析実施中につき
見直し予定
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6. 動的機能維持確認結果について 

異常要因分析に基づき抽出された評価項目に対し，機能維持詳細評価を実施した結

果を以下に示す。 

①基礎ボルト，取付ボルト 

応力評価の結果，基礎ボルト，取付ボルトは許容値を満足しており，基礎ボルト，

取付ボルトが損傷することはなく，回転機能，水力特性機能及び流体保持機能が喪

失することはないことを確認した。 

②ディスチャージケーシング 

ノズル許容荷重以下になるよう配管設計を実施しており，ディスチャージケーシ

ングが損傷することはなく，回転機能，水力特性機能及び流体保持機能が喪失する

ことはないことを確認した。 

③ストッパ（当該機器にバレルはないためストッパを評価） 

応力評価の結果，ストッパ取付ボルトは許容値を満足しており，ストッパ取付ボ

ルトが損傷することはなく，回転機能，水力特性機能及び流体保持機能が喪失する

ことはないことを確認した。 

④コラムパイプ 

応力評価の結果，コラムパイプは許容値を満足しており，コラムパイプが損傷す

ることはなく，回転機能及び水力特性機能が喪失することはないことを確認した。 

⑤軸受 

荷重評価の結果，軸受は許容値を満足しており，軸受が損傷することはなく，回

転機能及び水力特性機能が喪失することはないことを確認した。 

⑥軸 

追而 

⑦冷却水配管 

当該機器に冷却水配管はないため評価対象外とする。 

⑧メカニカルシール熱交換器 

当該機器にメカニカルシール熱交換器はないため評価対象外とする。 

⑨電動機 

別紙―３参照。 
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以上，各評価項目について地震時の健全性を確認出来たことから，残留熱除去系海

水系ポンプ，非常用ディーゼル発電機用海水ポンプ及び高圧炉心スプレイ系ディーゼ

ル発電機用海水ポンプの要求機能は喪失に至ることはなく，機能確認済加速度を超え

た評価用加速度（水平：0.57G，鉛直：2.22G）において当該設備の動的機能維持を確

認することができた。 
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残留熱除去系海水系ポンプ，非常用ディーゼル発電機用海水ポンプ及び高圧炉心スプレイ

系ディーゼル発電機用海水ポンプの電動機の詳細検討について 

1. はじめに

本資料は，残留熱除去系海水系ポンプ電動機，非常用ディーゼル発電機用海水ポン

プ電動機及び高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水ポンプ電動機の動的機能維

持評価における詳細評価についてまとめたものである。 

2. 動的機能維持の評価方針

動的機能維持評価の結果，表１に示すとおり，残留熱除去系海水系ポンプ，非常用

ディーゼル発電機用海水ポンプ及び高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水ポン

プの電動機について，評価用加速度が機能確認済加速度を超えるため，詳細検討が必

要となる。 

動的機能の評価においては，ＪＥＡＧ4601-1991 及び耐特委報告書「動的機器の地

震時機能維持評価に関する調査報告書」（昭和 61 年 12 月）において，対象機種ごと

に，現実的地震応答のレベルでの異常のみならず，破壊に至る様な過剰な状態を念頭

に地震時に考え得る異常要因を抽出し，その分析により動的機能上の評価点を検討

し，動的機能維持を評価する際に確認すべき項目として，基本評価項目を摘出してい

る。 

そのため，評価用加速度が機能確認済加速度を超える設備の機能維持評価について

は，ＪＥＡＧ4601-1991 及び耐特委報告書により選定された基本評価項目に基づき，

動的機能維持評価として，詳細検討を実施する。 

別紙－3 
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表１ 評価用加速度と機能確認済加速度の比較 

機器 

評価結果 

水平(G) 鉛直(G) 

評価用 

加速度 

(G) 

機能 

確認済 

加速度 

(G) ※１ 

裕度 

評価用 

加速度 

(G) 

機能 

確認済 

加速度 

(G) ※２ 

裕度 

残留熱除去系 

海水系ポンプ電動機 
0.57 2.5 4.38 2.22 1.0 0.45 

非常用ディーゼル発電

機用海水ポンプ電動機 
0.57 2.5 4.38 2.22 1.0 0.45 

高圧炉心スプレイ系 

ディーゼル発電機用 

海水ポンプ電動機 

0.57 
2.5 4.38 2.22 1.0 0.45 

※１ ＪＥＡＧ4601-1991 に定められた評価基準。 

※２ 1.0G は，機器一般の浮き上がりの目安として設定したもの。 

 

耐専（原子力発電耐震設計専門部会）において，鉛直地震動に対する検討として，

改めて鉛直地震動に注意して異常要因分析結果を見直しても，新たに加える損傷モー

ドはなく，既往の水平地震動を前提とした評価の考え方が適用できることが確認され

ている。今回の地震加速度レベルでは鉛直方向の機能確認済加速度を超える発生加速

度が生じているが，2.以下では耐専での上記考え方に変わりはないことを確認する。

なお，機能確認済加速度の設定では，水平方向の振動試験等により確認された水平方

向加速度と組み合わせて解析を行い，動的機能評価上重要な部分の耐震健全性を確認

する。 

 

3. 電動機の基本評価項目 

残留熱除去系海水系ポンプ電動機は出力 900kW の立形ころがり軸受電動機，非常用

ディーゼル発電機用海水ポンプ電動機は出力 55kW の立形ころがり軸受電動機，高圧炉

心スプレイ系ディーゼル発電機用海水ポンプ電動機は 55kW の立形ころがり軸受電動機

であり，ＪＥＡＧ4601-1991 記載の適用機種の範囲に該当する設備である。残留熱除去

系海水系ポンプ用電動機を代表として構造の概要を図 1 に示す。 

 

  

解析実施中につき
見直し予定 
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図 1 残留熱除去系海水系ポンプ用電動機の構造図 

 

 

 

  

①端子箱 

⑥軸受（上部） 

⑥軸受（下部） 

⑤軸（回転子） 

④固定子 

⑧軸継手 

②フレーム 

③-1 電動機取付ボルト
（取付ボルト） 

③-2 電動機台取付ボルト
（取付ボルト） 

⑦固定子・回転子の接触 

電動機支え台 

電動機 
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耐特委における電動機の地震時異常要因分析結果を図 2 に示す。 

 

 

図 2 電動機の地震時異常要因モード図（耐特委） 

 

  耐特委報告書においては異常要因モードに基づき評価項目が以下①～⑧の項目のとお

り抽出され，①～⑧の評価項目について評価することで，回転機能及び駆動特性機能が

確認できるとされている。 

これは，機能確認済加速度を超える地震加速度レベルにおいても，これらの①～⑧に

ついて全て評価基準値以下に収まっていれば，動的機能が維持できると解される。本項

では，上記考え方に基づき各基本評価項目における機能喪失にいたる現象と，機能確認

済加速度を越えた場合の評価の考え方を記述する。 

なお，全評価項目の中で一つでも評価基準値を超えれば，当該機器は評価用加速度に

おける動的機能維持が維持できないものとするが，各評価結果が概ね弾性域内に留まっ

ており，各異常要因が複合し，新たな損傷モードが発生することはないと考えている。 
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①端子箱の健全性 

端子箱の応答が過大となることにより，端子箱もしくは内部部品が損傷し，絶縁

不良や受電不能になることにより回転機能及び駆動特性機能が喪失する。 

②フレームの健全性 

全体系（フレーム）の応答が過大となることにより，電動機構成部品の支持構造

部材であるフレーム材の応力が過大となりフレームが損傷に至ることにより回転機

能が喪失する。 

③取付ボルトの健全性 

電動機の応答が過大となって発生する転倒モーメントにより電動機を原動機台

に固定している取付ボルトに発生する応力が過大となり損傷に至り，全体系が転倒

することにより回転機能が喪失する。 

④固定子の健全性 

全体系の応答が過大となることにより，固定子自身に作用する加速度が過大とな

り固定子の損傷に至ることにより回転機能及び駆動特性機能が喪失する。 

⑤軸の健全性 

軸系（回転子）の応答が過大となることで軸応力が過大となり，軸が損傷するこ

とにより回転機能が喪失する。 

⑥軸受の健全性 

軸系（回転子）の応答が過大となることで軸受荷重が過大となり，軸受が損傷す

ることで軸の回転が阻害され，回転機能が喪失する。 

⑦固定子・回転子の接触 

全体系（フレーム）の応答が過大となることによる固定子変形量の増大に加え，

軸系（回転子）の応答が過大となることによる回転子変形量の増大により，固定子・

回転子の接触が発生し，固定子・回転子が損傷することで回転機能が喪失する。 

⑧軸継手の健全性 

被駆動機（ポンプ）軸と電動機軸の相対変位が過大となり，軸継手が損傷するこ

とで被駆動機への回転運動の伝達が喪失する。 
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図 3 東海第二発電所 海水ポンプ電動機の構造（立形ころがり軸受） 

 

3. ＪＥＡＧ4601-1991，耐特委報告書及び耐専報告書後の知見について 

平成 13 年の耐専報告書後の知見として，平成 24 年度電共研「動的機器の地震時機能

維持の耐震余裕に関する検討」にて，機能確認済加速度の引き上げを目的として代表機

器を対象に機能維持評価を行っている。電動機については表 2 に示すとおり，各項目に

ついて解析による評価を実施している。表 3 に評価の概要を示す。なお，本評価につい

ては，日本電気協会 原子力規格委員会において審議され，JEAC4601-2015 に取り込ま

れている。 
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表 3 平成 24 年度電共研 電動機 動的機能維持評価概要 

評価項目 評価内容 

①端子箱  材料力学等の公式により端子箱取付ボルトの応力を算出 

②フレーム  材料力学等の公式によりフレームの応力を算出 

③取付ボルト 材料力学等の公式により取付ボルトの応力を算出 

④固定子  材料力学等の公式により固定子の応力を算出 

⑤軸（回転子） 材料力学等の公式により軸（回転子）の応力を算出 

⑥軸受 多質点はりモデルによる電動機の応答解析結果を用い，軸受の発生荷重

を評価 

⑦固定子 

・回転子 

多質点はりモデルによる電動機の応答解析結果を用い，相対変位が固 

定子－軸（回転子）間空隙寸法を下回ることを確認 

⑧軸継手 被駆動機側にて評価を実施 
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4. 電動機評価概要 

機能維持評価については，ＪＥＡＧ4601-1991 及び耐特委報告書により動的機能維持

評価上，評価が必要な評価項目が選定されており，その評価項目に基づき，計算書対象

とする動的機能維持確認の基本評価項目の考え方を示す。 

 

①端子箱 

電動機の端子箱本体は，箱状の構造物で十分な剛性が確認されていることから，地

震加速度の大きさに関わらず取付ボルトに最も荷重が作用し，有意な荷重がかかるこ

とから評価項目として選定する。 

②フレーム 

フレームは固定子，軸受を支持する構造物であり，地震時にはこれら構成部材に作

用する地震荷重によりフレームに有意な荷重が作用することから，評価項目として選

定する。 

③取付ボルト 

電動機は原動機台に取付ボルトを用いて固定されており，地震時には全体系（フレ

ーム）の転倒モーメントが当該ボルトに作用し，有意な荷重がかかることから評価項

目として選定する。 

④固定子 

固定子はフレーム内部に取り付けられ，フレームに比べ厚みが十分大きいことから，

フレームに比べて，高い剛性を有する設計であることを確認しているため，計算書の

評価対象外とする。 

⑤軸 

回転機能保持の観点から動的機能維持の評価項目として選定する。 

⑥軸受 

回転機能保持の観点から動的機能維持の評価項目として選定する。 

⑦固定子・回転子 

全体系（フレーム）の応答が過大となることによる固定子変形量の増大に加え，軸

系（回転子）の応答が過大となることによる回転子変形量の増大により，固定子・回

転子の接触が発生し回転機能喪失にかかわるため，動的機能維持の評価項目として選

定する。 
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 ⑧軸継手 

軸継手は駆動機側（電動機）から，被駆動機（ポンプ）へ回転運動を伝達する機能

を有しており，地震時に駆動機側及び被駆動機側へ作用する相対荷重差あるいは相対

変位が過大となり軸継手が損傷することで被駆動機の回転機能損失につながる。 

ただし，軸継手はポンプ軸とモータ軸をリジットに接続するタイプであり，相対変

位が発生しないこと，および地震荷重については軸受で負担するため軸継手部には有

意な応力が発生しないことから，計算書の評価対象外とする。 

 

以上から，海水ポンプ電動機において抽出される動的機能維持の基本評価項目のう

ち，計算書の評価対象とするものは以下の通りである※。 

※ 表 4 においては，①～⑧の全ての評価項目を記載し，以下の評価項目に該当す

るものは評価内容を示し，それ以外の項目については評価省略理由を記載する。 

 

①端子箱（取付ボルト） 

②フレーム 

③取付ボルト 

⑤軸 

⑥軸受 

⑦固定子・回転子 

 

上記評価項目に基づき，表 4 のとおり機能維持評価を実施している。 

評価項目における評価基準値の説明を表 5 に，また評価部位については図 1 に示す。 

以上の検討に基づく評価結果を表 6 に示す。 
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表 4 動的機能維持評価内容 

評価項目 評価内容 
計算書対象

（○：計算書対象， 
－：計算書省略） 

①端子箱 

（ 取 付 ボ ル

ト） 

多質点はりモデルによる海水ポンプの応答解析結

果を用い，材料力学等の公式により，取付ボルトの

発生応力を評価 

○ 

②フレーム 

多質点はりモデルによる海水ポンプの応答解析結

果を用い，材料力学等の公式により，フレームの発

生応力を評価 

○ 

③ 取 付 ボ ル

ト 

多質点はりモデルによる海水ポンプの応答解析結

果を用い，材料力学等の公式により，取付ボルトの

発生応力を評価 

○ 

④固定子 

固定子はフレームの内側に取り付けられ，フレーム

に比べ厚みが十分に大きいことから，フレームに比

べ高い剛性を有する設計であることを確認してい

る。（計算書省略） 

－ 

⑤軸 

（回転子） 

多質点はりモデルによる海水ポンプの応答解析結

果を用い，材料力学等の公式により軸の発生応力を

評価 

○ 

⑥軸受 
多質点はりモデルによる海水ポンプの応答解析結

果を用い，軸受の発生荷重を評価 
○ 

⑦固定子 

・回転子 

多質点はりモデルによる海水ポンプの応答解析結

果を用い，固定子－軸（回転子）の相対変位が固定

子－軸（回転子）間空隙寸法を下回ることを確認 

○ 

⑧軸継手 

ポンプ軸とモータ軸をリジットに接続するタイプ

の軸継手であり，相対変位が発生しないこと，およ

び地震荷重については軸受で負担することから軸

継手部には有意な応力が発生しないとから，軸継手

の評価を省略している。（計算書省略） 

－ 
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表 5 評価基準値の設定（１／２） 

評価項目 評価基準値の設定 

①端子箱 

（取付ボルト） 

端子箱は筐体とケーブルで構成されるが，ケーブルの質量は小さ

く，かつフレームに直接支持されていることから，地震時の機能維

持は，筐体の取付状態が健全であれば，これらの電気的機能に影響

及ぼすことはない。 

絶縁，受電機能の確保の観点から，動的機能維持の評価対象として

告示 501 号の運転状態Ⅳを基本として，通常材料の実降伏点が設計

値に対し余裕があることを考慮し，概ね降伏点以下と同等とした値

としてⅣＡＳを評価基準値とした。 

②フレーム 

③取付ボルト 

フレームおよびその取付ボルトは，軸（回転子）や軸受，固定子と

いった構成部品を固定・支持しており，これらが大きな変形を起こ

さなければ，構成品の相互の位置関係は維持され，電動機の地震時

の機能は確保される。 

支持機能の確保の観点から，告示 501 号の運転状態Ⅳを基本とし

て，通常材料の実降伏点が設計値に対し余裕があることを考慮し，

概ね降伏点以下と同等とした値としてⅣＡＳを評価基準値とした。 
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表 5 評価基準値の設定（２／２） 

評価項目 評価基準値の設定 

⑤軸

（回転子） 

回転子については，作用する電磁気力を回転トルクとして被駆動機側

に伝える。また，回転子は軸と一体であり，軸が健全であればその機

能に影響はない。 

回転機能の確保の観点から，軸（回転子）の変形を弾性範囲内に留め

るようⅢＡＳを評価基準値としている。軸（回転子）の発生応力を弾

性範囲内に留めることで，地震後の軸（回転子）応力過大による損傷

はないことから，作動不良には至らず，軸（回転子）の機能は確保さ

れる。 

また，地震による軸（回転子）の変形は，通常運転時より大きくなる

ため，弾性範囲内でも軸（回転子）と固定子の接触により，回転機能

に影響を与える可能性があるが，これについては，以下の固定子・回

転子の接触にて確認することで，回転機能は確保され異常振動が発生

することはない。 

⑥軸受

海水ポンプ電動機の回転子はころがり軸受で支持されている。ころが

り軸受は軌道と転同体が健全であれば、円滑な回転を得られることか

ら、軌道と転同体の接触面に限度となる永久変形量を発生させる基本

静定格荷重を評価基準値とした。 

⑦固定子

・回転子

軸（回転子）と固定子の接触により回転機能が阻害されるという観点

から，回転子と固定子のクリアランスを評価基準値とした。 
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表 6（1） 残留熱除去系海水系ポンプ用電動機 評価結果 

評価部位 項目 応力分類 発生値 許容値 評価 

①端子箱 応力 
引張，組合せ 追而 追而 追而 

せん断 追而 追而 追而 

②フレーム 応力 

圧縮 追而 追而 追而 

曲げ 追而 追而 追而 

せん断 追而 追而 追而 

③-1 取付ボルト 

（原動機取付ボルト） 
応力 

引張 46 MPa 153 MPa ○ 

せん断 12 MPa 118 MPa ○ 

③-2 取付ボルト 

（原動機台取付ボルト） 
応力 

引張 79 MPa 153 MPa ○ 

せん断 13 MPa 118 MPa ○ 

⑤軸（回転子） 応力 一次一般膜 20 MPa 103 MPa ○ 

⑥軸受 荷重 
（上部軸受） 3.397×103 N ○ 

（下部軸受） 8.879×103 N ○ 

⑦固定子・回転子 変位 － 追而 追而 追而 

 

解析実施中につき
見直し予定 
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表 6（2） 非常用ディーゼル発電機用海水ポンプ用電動機 評価結果 

評価部位 項目 応力分類 発生値 許容値 評価 

①端子箱 応力 
引張，組合せ 追而 追而 追而 

せん断 追而 追而 追而 

②フレーム 応力 

圧縮 追而 追而 追而 

曲げ 追而 追而 追而 

せん断 追而 追而 追而 

③-1 取付ボルト 

（原動機取付ボルト） 
応力 

引張 15 MPa 153 MPa ○ 

せん断 7 MPa 118 MPa ○ 

③-2 取付ボルト 

（原動機台取付ボルト） 
応力 

引張 10 MPa 153 MPa ○ 

せん断 3 MPa 118 MPa ○ 

⑤軸（回転子） 応力 一次一般膜 14 MPa 110 MPa ○ 

⑥軸受 荷重 
（上部軸受） 3.599×103 N ○ 

（下部軸受） 1.543×103 N ○ 

⑦固定子・回転子 変位 － 追而 追而 追而 

 

  

解析実施中につき
見直し予定 
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表 6（3） 高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水ポンプ用電動機 評価結果 

評価部位 項目 応力分類 発生値 許容値 評価 

①端子箱 応力 
引張，組合せ 追而 追而 追而 

せん断 追而 追而 追而 

②フレーム 応力 

圧縮 追而 追而 追而 

曲げ 追而 追而 追而 

せん断 追而 追而 追而 

③-1 取付ボルト 

（原動機取付ボルト） 
応力 

引張 15 MPa 153 MPa ○ 

せん断 7 MPa 118 MPa ○ 

③-2 取付ボルト 

（原動機台取付ボルト） 
応力 

引張 10 MPa 153 MPa ○ 

せん断 3 MPa 118 MPa ○ 

⑤軸（回転子） 応力 一次一般膜 14 MPa 110 MPa ○ 

⑥軸受 荷重 
（上部軸受） 3.599×103 N ○ 

（下部軸受） 1.543×103 N ○ 

⑦固定子・回転子 変位 － 追而 追而 追而 

 

  
解析実施中につき
見直し予定 

271



別紙 3－17 

 

 

5. 動的機能維持確認結果について 

異常要因分析に基づき抽出された評価項目に対し，機能維持詳細評価を実施した結

果を以下に示す。 

①端子箱 

追而 

②フレーム 

追而 

③取付ボルト 

応力評価の結果取付ボルトは許容値を満足しており，全体系が転倒することはな

く，取付ボルト損傷による回転機能が喪失することはないことを確認した。 

④固定子 

固定子はフレームの内側に取り付けられ，フレームに比べ厚みが十分に大きいこと

から，フレームに比べ高い剛性を有する設計であり，応力評価の結果フレームは許容

値を満足していることからも固定子は健全であり，回転機能及び駆動特性機能が喪失

することはないことを確認した。 

⑤軸 

応力評価の結果軸は許容値を満足しており，軸の損傷による回転機能が喪失するこ

とはないことを確認した。 

⑥軸受 

荷重評価の結果軸受は許容値を満足しており，軸受の損傷による回転機能が喪失す

ることはないことを確認した。 

⑦固定子・回転子 

追而 

⑧軸継手 

ポンプ軸とモータ軸をリジットに接続するタイプの軸継手であり，相対変位が発生

しないこと，および地震荷重については軸受で負担するため軸継手部には有意な応力

が発生しないことから，軸継手は健全であり，回転機能が喪失することはないことを

確認した。 
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以上，各評価項目について地震時の健全性を確認出来たことから，残留熱除去系海

水系ポンプ，非常用ディーゼル発電機用海水ポンプ及び高圧炉心スプレイ系ディーゼ

ル発電機用海水ポンプの電動機の要求機能は喪失に至ることはなく，確認済加速度を

超えた評価用加速度（水平：0.57G，鉛直：2.22G）において当該設備の動的機能維持

を確認することができた。 
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機種 型式 方向
評価用
加速度

機能確認済
加速度

核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設

　使用済燃料貯蔵槽冷却浄化設備

　　代替燃料プール注水系

水平 追而
3.2(軸直角方向)

1.4(軸方向)

鉛直 追而 1.0

水平 追而 4.7

鉛直 追而 1.0

　　　　可搬型代替注水大型ポンプ 有
加振試験

による確認
－ － － － － － －

　　代替燃料プール冷却系

水平 0.86
3.2(軸直角方向)

1.4(軸方向)

鉛直 0.65 1.0

水平 0.86 4.7

鉛直 0.65 1.0

原子炉冷却系統施設

　原子炉冷却材再循環設備

　　　原子炉冷却材再循環系

　　　　原子炉冷却材再循環ポンプ 無 － － － － － － － －

　原子炉冷却材の循環設備

　残留熱除去設備

　　　残留熱除去系

水平 0.48 10.0

鉛直 0.50 1.0

水平 0.48 2.5

鉛直 0.50 1.0

　　　格納容器圧力逃がし装置

水平 追而
3.2(軸直角方向)

1.4(軸方向)

鉛直 追而 1.0

水平 追而 4.7

鉛直 追而 1.0

　非常用炉心冷却設備その他原子炉注水設備

　　　高圧炉心スプレイ系

水平 0.48 10.0

鉛直 0.50 1.0

水平 0.48 2.5

鉛直 0.50 1.0

　　　低圧炉心スプレイ系

水平 0.48 10.0

鉛直 0.50 1.0

水平 0.48 2.5

鉛直 0.50 1.0

　　　原子炉隔離時冷却系

水平 0.48
3.2(軸直角方向)

1.4(軸方向)

鉛直 0.50 1.0

水平 0.48 2.4

鉛直 0.50 1.0

　　　高圧代替注水系

　　　　　常設高圧代替注水系ポンプ 有
加振試験

による確認
－ － － － － － －

別表１　検討対象設備の抽出結果

　　　　　原子炉隔離時冷却系ポンプ 有
JEAG4601

による確認
× ○

遠心式

ＲＣＩＣ
ポンプ用

　　　　　低圧炉心スプレイ系ポンプ 有
JEAG4601

による確認
× ○

○

　　　　　高圧炉心スプレイ系ポンプ 有
JEAG4601

による確認
× ○

×

　　　　　残留熱除去系ポンプ 有
JEAG4601

による確認
× ○

　　　　代替燃料プール冷却系ポンプ 有
JEAG4601

による確認
× ○

　　　　　格納容器圧力逃がし装置
　　　　　移送ポンプ

有
JEAG4601

による確認
× ○

遠心式

電動機
横形ころ
がり軸受

横形ポンプ

電動機

立形ポンプ
ピットバレ

ル形

立形ころ
がり軸受

At超え時の評価方
法がJEAGに規定さ
れている設備
○：規定されて
　　いる
×：規定されて
　　いない
－：対象外

検討対象設備
としての抽出結
果
○：検討対象
　とする設備
－：検討対象
　でない設備

ＪＥＡＧ4601
機種／型式

横形ポンプ 遠心式

電動機
横形ころ
がり軸受

Ａｔ確認

施設区分／設備名称
動的機能維持
要求の有無

動的機能維持
の確認方法

　　　　常設低圧代替注水系ポンプ 有
JEAG4601

による確認

横形ポンプ

電動機

遠心式

横形ころ
がり軸受

ピット
バレル形

立形ポンプ

電動機
立形すべり

軸受

立形ポンプ
ピット

バレル形

電動機
立形ころ
がり軸受

横形ポンプ

ポンプ駆動用
タービン
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機種 型式 方向
評価用
加速度

機能確認済
加速度

At超え時の評価方
法がJEAGに規定さ
れている設備
○：規定されて
　　いる
×：規定されて
　　いない
－：対象外

検討対象設備
としての抽出結
果
○：検討対象
　とする設備
－：検討対象
　でない設備

ＪＥＡＧ4601
機種／型式

Ａｔ確認

施設区分／設備名称
動的機能維持
要求の有無

動的機能維持
の確認方法

　　　低圧代替注水系

　　　　　常設低圧代替注水系ポンプ

　　　　　可搬型代替注水大型ポンプ

　　　代替循環冷却系

水平 0.48
3.2(軸直角方向)

1.4(軸方向)

鉛直 0.50 1.0

水平 0.48 4.7

鉛直 0.50 1.0

　原子炉冷却材補給設備

　　　原子炉隔離時冷却系

　　　　　　原子炉隔離時冷却系ポンプ

　原子炉補機冷却設備

　　　残留熱除去系海水系

水平 0.38 10.0

鉛直 1.48 1.0

水平 0.38 2.5

鉛直 1.48 1.0

　　　代替残留熱除去系海水系

　　　　　可搬型代替注水大型ポンプ

　　　緊急用海水系

水平 追而 10.0

鉛直 追而 1.0

水平 追而 2.5

鉛直 追而 1.0

計測制御系統施設

　制御材

水平 11.2mm 40mm

鉛直

　ほう酸水注入設備

　　　ほう酸水注入系

水平 0.93 1.6

鉛直 0.80 1.0

水平 0.93 4.7

鉛直 0.80 1.0

放射線管理施設

　放射線管理用計測装置

　換気設備

　　　中央制御室換気系

－ － －

－ － －

水平 0.86 4.7

鉛直 0.65 1.0

－ － －

－ － －

水平 0.86 4.7

鉛直 0.65 1.0

－（前段で整理済）

－（前段で整理済）

－（前段で整理済）

－（前段で整理済）

ファン －

電動機
横形ころ
がり軸受

　　　　　中央制御室換気系空気調和機
　　　　　ファン

有
JEAG4601

による確認

○

横形ころ
がり軸受

× ○

電動機
横形ころ
がり軸受

ファン

電動機

－

立形ポンプ
立形

斜流式

電動機
立形ころ
がり軸受

　　　　　ほう酸水注入ポンプ 有
JEAG4601

による確認
× ○

　　　　　緊急用海水ポンプ 有
JEAG4601

による確認
× ○

立形ポンプ
立形

斜流式

電動機
立形ころ
がり軸受

　　　　　残留熱除去系海水系ポンプ 有
JEAG4601

による確認
× ○

横形ポンプ 遠心式

電動機
横形ころ
がり軸受

　　　　　　代替循環冷却系ポンプ 有
JEAG4601

による確認
× ○

鉛直方向地震による影響を整理する（追
而）。

　　　　　制御棒 有
加振試験

による確認
－ － 制御棒

ＢＷＲ
標準型式

横形
往復動式ポン

プ

　　　　　中央制御室換気系フィルタ系
　　　　　ファン

有
JEAG4601

による確認
×
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機種 型式 方向
評価用
加速度

機能確認済
加速度

At超え時の評価方
法がJEAGに規定さ
れている設備
○：規定されて
　　いる
×：規定されて
　　いない
－：対象外

検討対象設備
としての抽出結
果
○：検討対象
　とする設備
－：検討対象
　でない設備

ＪＥＡＧ4601
機種／型式

Ａｔ確認

施設区分／設備名称
動的機能維持
要求の有無

動的機能維持
の確認方法

　　　緊急時対策所換気系

水平 0.90 2.6

鉛直 0.78 1.0

水平 0.90 4.7

鉛直 0.78 1.0

　 原子炉格納施設

　圧力低減設備その他の安全設備

　原子炉格納容器安全設備

　　　格納容器スプレイ冷却系

　　　　　残留熱除去系ポンプ

　　　代替格納容器スプレイ冷却系

　　　　　常設低圧代替注水系ポンプ

　　　　　可搬型代替注水大型ポンプ

　　　　　代替循環冷却系ポンプ

　　　　　緊急用海水ポンプ

　　　格納容器下部注水系

　　　　　常設低圧代替注水系ポンプ

　　　　　可搬型代替注水大型ポンプ

　　　原子炉建屋放水設備

　　　　　　可搬型代替注水大型ポンプ

　　　非常用ガス処理系

－ － －

－ － －

水平 1.4 4.7

鉛直 1.0 1.0

　　　非常用ガス再循環系

水平 1.4 2.6

鉛直 1.0 1.0

水平 1.4 4.7

鉛直 1.0 1.0

　　　可燃性ガス濃度制御系

水平 1.11 2.6

鉛直 0.84 1.0

水平 1.11 4.7

鉛直 0.84 1.0

その他発電用原子炉の附属設備

　非常用電源設備

　　　非常用発電装置

　　　非常用ディーゼル発電機

水平 0.72 1.1

鉛直 0.75 1.0

水平 0.72 1.8

鉛直 0.75 1.0

－ － －

－ － －

水平 0.44 4.7

鉛直 0.59 1.0

－（前段で整理済）

－（前段で整理済）

－（前段で整理済）

－（前段で整理済）

－（前段で整理済）

－（前段で整理済）

－（前段で整理済）

－（前段で整理済）

横形ポンプ

電動機

－

横形ころ
がり軸受

JEAG4601
による確認

× ○

横形ころ
がり軸受

電動機
横形ころ
がり軸受

ファン

電動機

遠心
直動式

電動機
横形ころ
がり軸受

ファン
遠心

直動式

　放射性物質濃度制御設備及び可燃性ガス濃度制御設備
　並びに格納容器再循環設備

ファン －

　　　　　非常用ガス処理系排風機 有
JEAG4601

による確認
× ○

有　　　　　非常用ガス再循環系排風機

　　　　　非常用ディーゼル発電機
　　　　　燃料移送ポンプ

有
JEAG4601

による確認
× ○

　　　　　非常用ディーゼル発電機 有
JEAG4601

による確認
× ○

非常用ディー
ゼル

発電機

調速装置

　　　　　可燃性ガス濃度制御系再結合
　　　　　装置ブロワ

有
JEAG4601

による確認
× ○

ファン

　　　　　緊急時対策所非常用送風機 有
JEAG4601

による確認
× ○

機関本体

ＵＧ型

遠心
直動式

電動機
横形ころ
がり軸受
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機種 型式 方向
評価用
加速度

機能確認済
加速度

At超え時の評価方
法がJEAGに規定さ
れている設備
○：規定されて
　　いる
×：規定されて
　　いない
－：対象外

検討対象設備
としての抽出結
果
○：検討対象
　とする設備
－：検討対象
　でない設備

ＪＥＡＧ4601
機種／型式

Ａｔ確認

施設区分／設備名称
動的機能維持
要求の有無

動的機能維持
の確認方法

水平 0.72 10.0

鉛直 1.48 1.0

水平 0.38 2.5

鉛直 1.48 1.0

　　　高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機

水平 0.72 1.1

鉛直 0.75 1.0

水平 0.72 1.8

鉛直 0.75 1.0

－ － －

－ － －

水平 0.44 4.7

鉛直 0.59 1.0

水平 0.72 10.0

鉛直 1.48 1.0

水平 0.38 2.5

鉛直 1.48 1.0

　　　常設代替高圧電源装置

　　　　　常設代替高圧電源装置 有
加振試験

による確認
－ － － － － － －

－ － －

－ － －

水平 追而 4.7

鉛直 追而 1.0

　　　緊急時対策所用発電機

　　　　　緊急時対策所用発電機 有
加振試験

による確認
－ － － － － － －

－ － －

－ － －

水平 追而 4.7

鉛直 追而 1.0

　　　可搬型代替低圧電源車

　　　　　可搬型代替低圧電源車 有
加振試験

による確認
－ － － － － － －

　　　　　タンクローリー 有
加振試験

による確認
－ － － － － － －

　　　可搬型窒素供給装置用電源車

　　　　　可搬型窒素供給装置用電源車 有
加振試験

による確認
－ － － － － － －

　　　　　タンクローリー

　補機駆動用燃料設備

　　　可搬型

　　　　　タンクローリー

　弁

　　　一般弁

　　　　　グローブ弁 有
JEAG4601

による確認
○ － － － － － －

　　　　　ゲート弁 有
JEAG4601

による確認
○ － － － － － －

　　　　　バタフライ弁 有
JEAG4601

による確認
○ － － － － － －

　　　　　逆止弁 有
JEAG4601

による確認
○ － － － － － －

　　　特殊弁

　　　　　主蒸気隔離弁 有
JEAG4601

による確認
○ － － － － － －

　　　　　安全弁 有
JEAG4601

による確認
○ － － － － － －

　　　　　制御棒駆動系スクラム弁 有
JEAG4601

による確認
○ － － － － － －

－（前段で整理済）

－（前段で整理済）

× ○

横形ポンプ

電動機
横形ころ
がり軸受

－

有
JEAG4601

による確認
× ○

横形ポンプ －

電動機
横形ころ
がり軸受

　　　　　高圧炉心スプレイ系ディーゼ
　　　　　ル発電機用海水ポンプ

有
JEAG4601

による確認
× ○

立形ポンプ
立形

斜流式

電動機
立形ころ
がり軸受

　　　　　高圧炉心スプレイ系ディーゼ
　　　　　ル発電機

有
JEAG4601

による確認
×

　　　　　高圧炉心スプレイ系ディーゼ
　　　　　ル発電機燃料移送ポンプ

有
JEAG4601

による確認
× ○

横形ポンプ －

電動機
横形ころ
がり軸受

非常用ディー
ゼル

発電機
機関本体

調速装置 ＵＧ型

○

　　　　　緊急時対策所用発電機給油
　　　　　ポンプ

有
JEAG4601

による確認

　　　　　常設代替高圧電源装置燃料
　　　　　移送ポンプ

　　　　　非常用ディーゼル発電機
　　　　　用海水ポンプ

有
JEAG4601

による確認
× ○

立形ポンプ
立形

斜流式

電動機
立形ころ
がり軸受
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1. 概要

本資料は，Ⅴ-3-別添 2-1「火山への配慮が必要な施設の強度計算の方針」に示すとおり，原

子炉建屋，タービン建屋及び使用済燃料乾式貯蔵建屋が降下火砕物及び積雪の堆積時において，

内包する防護すべき施設に波及的影響を及ぼさないことを考慮して，建屋全体又は建屋の主要な

構造部材が構造健全性を有することを確認するものである。 

また，原子炉建屋原子炉棟については，上記に加え，MS-1（放射性物質の閉じ込め機能，放射

線の遮蔽及び放出低減機能）及び MS-2（放射性物質放出の防止機能）の安全機能を維持するよ

う建屋全体又は建屋の主要な構造部材が構造健全性を有することを確認するものである。 
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2. 基本方針

原子炉建屋，タービン建屋及び使用済燃料乾式貯蔵建屋は，Ⅴ-3-別添 2-1「火山への配慮が

必要な施設の強度計算の方針」の「3.2 機能維持の方針」に示す構造計画を踏まえ，本資料では，

各建屋の「2.1 位置」，「2.2 構造概要」，「2.3 評価方針」及び「2.4 適用規格」を示す。 

2.1 位置 

原子炉建屋，タービン建屋及び使用済燃料乾式貯蔵建屋は，Ⅴ-3-別添 2-1「火山への配慮

が必要な施設の強度計算の方針」の「3.2 機能維持の方針」に示す位置に設置する。原子炉

建屋，タービン建屋及び使用済燃料乾式貯蔵建屋の配置を図 2-1 に示す。 

図 2-1 建屋の配置図 
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2.2 構造概要 

原子炉建屋，タービン建屋及び使用済燃料乾式貯蔵建屋は，Ⅴ-3-別添 2-1「火山への配慮

が必要な施設の強度計算の方針」の「3.2 機能維持の方針」に示す構造計画を踏まえて，構

造を設定する。 

原子炉建屋は，主体構造が鉄筋コンクリート造で，鉄骨造陸屋根をもつ地下 2 階，地上 6階

の建物である。中央部には，平面が 45.5 m（南北方向）×42.5 m（東西方向）の原子炉建屋

原子炉棟（以下「原子炉棟」という。）があり，その周囲には，平面が南北方向 68.5 m，東

西方向 68.25 m の原子炉建屋付属棟（以下「付属棟」という。）を配置している。陸屋根を支

える屋根トラスの平面形状は 45.5 m(南北方向)×42.5 m(東西方向)の長方形であり，6 階面

(EL. 46.5 m)からの高さは 17.58 m である。 

タービン建屋は，平面が 71.0m（南北方向）×105.5m（東西方向）で，主体構造が鉄筋コン

クリート造で鉄骨造陸屋根をもつ地上 2階，地下 1 階の建物である。陸屋根を支える屋根トラ

スの平面形状は 39.0 m(南北方向)×105.5 m(東西方向)の長方形であり，2階面(EL. 18.0 m)

からの高さは 22.45 m である。 

使用済燃料乾式貯蔵建屋は，平面が 53.8 m（南北方向）×26.0 m（東西方向）で，主体構

造が鉄筋コンクリート造で鉄骨造陸屋根をもつ地上 1 階の建物である。 

原子炉建屋の概略平面図及び概略断面図を図 2-2 及び図 2-3 に，タービン建屋の概略平面図

及び概略断面図を図 2-4 及び図 2-5 に，使用済燃料乾式貯蔵建屋の概略平面図及び概略断面図

を図 2-6 及び図 2-7 に示す。 
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図 2-2（1/2） 原子炉建屋の概略平面図（EL.46.5 m） 

図 2-2（2/2） 原子炉建屋の概略平面図（EL.-4.0 m） 
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図 2-3（1/2） 原子炉建屋の概略断面図（A-A 断面） 

図 2-3（2/2） 原子炉建屋の概略断面図（B-B 断面） 
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図 2-4 タービン建屋の概略平面図（EL.8.2 m） 

図 2-5（1/2） タービン建屋の概略断面図（A-A 断面） 
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図 2-5（2/2） タービン建屋の概略断面図（B-B 断面） 

図 2-6 使用済燃料乾式貯蔵建屋の概略平面図（EL.8.3 m） 
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図 2-7（1/2） 使用済燃料乾式貯蔵建屋の概略断面図（A-A 断面） 

図 2-7（2/2） 使用済燃料乾式貯蔵建屋の概略断面図（B-B 断面） 
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2.3 評価方針 

原子炉建屋，タービン建屋及び使用済燃料乾式貯蔵建屋の強度評価は，Ⅴ-3-別添 2-1「火

山への配慮が必要な施設の強度計算の方針」のうち「4. 荷重及び荷重の組合せ並びに許容限

界」にて設定している荷重，荷重の組合せ及び許容限界を踏まえて，建屋の評価対象部位に発

生する応力等が，許容限界に収まることを「3. 強度評価方法及び評価条件」に示す方法及び

評価条件を用いて計算し，「4. 強度評価結果」にて確認する。 

強度評価フローを図 2-8 に示す。 

原子炉建屋，タービン建屋及び使用済燃料乾式貯蔵建屋の強度評価においては，その構造を

踏まえ降下火砕物堆積による鉛直荷重及びこれに組み合わせる荷重（以下「設計荷重」とい

う。）の作用方向及び伝達過程を考慮し，評価対象部位を選定する。 

各建屋において，降下火砕物堆積による鉛直荷重に対しては，鉛直荷重に抵抗する評価対象

部位として以下のとおり選定した。 

・原子炉建屋原子炉棟：屋根スラブ，主トラス，二次部材（母屋）

・原子炉建屋付属棟 ：屋根スラブ，二次部材（母屋）

・タービン建屋 ：屋根スラブ，主トラス，二次部材（母屋） 

・使用済燃料乾式貯蔵建屋：屋根スラブ，主トラス，二次部材（サブトラス）

なお，風荷重による水平荷重に対しては，各建屋の耐震壁を評価対象部位とする。 

設計荷重は，Ⅴ-3-別添 2-1「火山への配慮が必要な施設の強度計算の方針」の「4.1 荷重

及び荷重の組合せ」に従い設定する。 

屋根に作用する荷重は，Ⅴ-3-別添 2-1「火山への配慮が必要な施設の強度計算の方針」の

「5. 強度評価方法」に従い，応力解析モデルを用いて評価する。 

また，鉄筋コンクリート造の耐震壁の変形量は，Ⅴ-3-別添 2-1「火山への配慮が必要な施

設の強度計算の方針」の「5. 強度評価方法」に従い，質点系解析モデルを用いて評価する。 

許容限界は，Ⅴ-3-別添 2-1「火山への配慮が必要な施設の強度計算の方針」の「4.2 許容

限界」に従い，降下火砕物の堆積に対し，降下火砕物堆積時の機能維持を考慮して，内包する

防護すべき施設に波及的影響を及ぼさないこと及び原子炉棟の MS-1（放射性物質の閉じ込め

機能，放射線の遮蔽及び放出低減機能）及び MS-2（放射性物質放出の防止機能）の安全機能

を維持することを目的として，建屋全体又は建屋の主要な構造部材が構造健全性を維持するも

のとする。 
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図 2-8 強度評価フロー 

自然現象の荷重 

評価対象部位の選定 

荷重及び荷重の組合せの設定 

降下火砕物の堆積荷重等 

による鉛直荷重の評価 

風荷重による水平荷重の評価 

許容限界の設定 

解析モデル及び諸元の設定 

応力解析 

断面の評価 

（屋根に作用する応力の評価） 

評価終了 

解析モデル及び諸元の設定 

応答解析 

耐震壁へのせん断ひずみの評価 
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2.4 適用規格 

 適用する規格，基準等を以下に示す。 

(1) 建築基準法及び同施行令 

(2) 茨城県建築基準法等施行細則（昭和 45年 3月 9 日茨城県規則第 9 号） 

(3) 鋼構造設計規準－許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005）（以下「Ｓ規準」と

いう。） 

(4) 鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説－許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，

1999）（以下「ＲＣ規準」という。） 

(5) 原子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（（社）日本建築学会，2005）（以下

「ＲＣ－Ｎ規準」という。） 

(6) 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（（（（社）日本電気協会） 

(7) 原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-

1984（（社）日本電気協会） 

(8) 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協会）  

(9) 2015 年版 建築物の構造関係技術基準解説書（国土交通省国土技術政策総合研究所・国

立研究開発法人建築研究所 2015）（以下「技術基準解説書」という。） 
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3. 強度評価方法及び評価条件 

3.1 評価対象部位 

原子炉建屋，タービン建屋及び使用済燃料乾式貯蔵建屋の評価対象部位は，Ⅴ-3-別添 2-1

「火山への配慮が必要な施設の強度計算の方針」のうち「4.2 許容限界」にて示している評価

対象部位に従って，各建屋の屋根及び耐震壁とする。 

各建屋の屋根において，降下火砕物堆積による鉛直荷重に対しては，鉛直荷重に抵抗する評

価対象部位として以下のとおり選定した。 

・原子炉建屋原子炉棟：屋根スラブ，主トラス，二次部材（母屋） 

・原子炉建屋付属棟 ：屋根スラブ，二次部材（母屋） 

・タービン建屋   ：屋根スラブ，主トラス，二次部材（母屋） 

・使用済燃料乾式貯蔵建屋：屋根スラブ，主トラス，二次部材（サブトラス） 

なお，風荷重による水平荷重に対しては，各建屋の耐震壁を評価対象部位とする。 

 

 

3.2 荷重及び荷重の組合せ 

強度評価に用いる荷重及び荷重の組合せは，Ⅴ-3-別添 2-1「火山への配慮が必要な施設の

強度計算の方針」の「4.1 荷重及び荷重の組合せ」に示している荷重及び荷重の組合せを用い

る。 

 

3.2.1 荷重の設定 

(1) 固定荷重（Ｆｄ） 

a. 屋根スラブ 

原子炉建屋，タービン建屋及び使用済燃料乾式貯蔵建屋の屋根スラブに作用する固定

荷重を表 3-1 に示す。 

 

表 3-1（1/3） 原子炉建屋原子炉棟の屋根スラブ及び母屋検討用の固定荷重 

部 位 仕上げ 固定荷重（Ｆｄ） 

屋根スラブ 

防水シート 

アスファルト防水層 

コンクリート（t=100 mm） 

デッキプレート部コンクリート 

デッキプレート 

  3 kgf/m2 

 37 kgf/m2 

240 kgf/m2 

 45 kgf/m2 

 18 kgf/m2 

合 計 343 kgf/m2→3370 N/m2 

母屋 （H-390×300×10×16） 1050 N/m 
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表 3-1（2/3） タービン建屋の屋根スラブ及び母屋検討用の固定荷重 

部 位 仕上げ 固定荷重（Ｆｄ） 

屋根スラブ 

軽量コンクリートブロック 

空練モルタル敷(貧調合) 

アスファルト防水層 

コンクリート（t=100 mm） 

デッキプレート部コンクリート 

デッキプレート 

 54 kgf/m2 

 60 kgf/m2 

 37 kgf/m2 

240 kgf/m2 

 45 kgf/m2 

 18 kgf/m2 

合 計 454 kgf/m2→4460 N/m2 

母屋 （H-396×302×12×19） 1250 N/m 

 

表 3-1（3/3） 使用済燃料乾式貯蔵建屋の屋根スラブ検討用の固定荷重 

部 位 仕上げ 固定荷重（Ｆｄ） 

屋根スラブ 

砂利（t=30 mm） 

アスファルト防水層 

スラブ（t=450+34=484 mm） 

デッキプレート 

63 kgf/m2 

20 kgf/m2 

1162 kgf/m2 

29 kgf/m2 

合 計 1274 kgf/m2→12500 N/m2

 

 

b. 主トラス 

原子炉建屋，タービン建屋及び使用済燃料乾式貯蔵建屋の主トラスに作用する固定荷

重を表 3-2 に示す。 

 

表 3-2（1/3） 原子炉建屋の主トラス検討用の固定荷重 

部 位 部 材 固定荷重（Ｆｄ） 

屋根面 

（EL. 64.08 m）

屋根スラブ 

トラス鋼材 

343 kgf/m2 

204 kgf/m2 

合 計 547 kgf/m2→5370 N/m2 
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表 3-2（2/3） タービン建屋の主トラス検討用の固定荷重 

部 位 部 材 固定荷重（Ｆｄ） 

屋根面 

（EL. 40.45 m）

屋根スラブ 

トラス鋼材

454 kgf/m2 

125 kgf/m2 

合 計 579 kgf/m2→5680 N/m2 

表 3-2（3/3） 使用済燃料貯蔵建屋の主トラス及びサブトラス検討用の固定荷重 

部 位 部 材 固定荷重（Ｆｄ） 

屋根面 

（EL. 29.20 m）

屋根スラブ 

トラス鋼材

1274 kgf/m2 

150 kgf/m2 

合 計 1424 kgf/m2→14000N/m2

(2) 積載荷重（Ｆｌ）

積載荷重は，「建築構造設計基準の資料（国土交通省 平成 27年版）」における「屋上

（通常人が使用しない場合）」の床版計算用積載荷重における980 N/m2を包絡するように

除灰時の人員荷重として 1000 N/m2とする。なお，除灰においては，重機等の大型機器は

使用しない。積載荷重を表 3-3 に示す。 

表 3-3 積載荷重 

(3) 積雪荷重（Ｆｓ）

積雪荷重は，茨城県建築基準法等施行細則（昭和 45 年 3 月 9 日茨城県規則第 9 号）に

よる東海村の垂直積雪量 30 cm に平均的な積雪荷重＊を与えるための係数 0.35 を考慮した

10.5 cm に設定し，積雪量 1 cm ごとに 20 N/m2の積雪荷重が作用することを考慮し設定す

る。積雪荷重を表 3-4 に示す。 

注記 ＊：建築物荷重指針・解説（2014） 

表 3-4 積雪荷重 

積載荷重（Ｆｌ） 

1000 N/m2 

積雪荷重（Ｆｓ） 

210 N/m2 
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(4) 降下火砕物堆積による鉛直荷重(Ｆｖ) 

降下火砕物堆積による単位面積あたりの鉛直荷重は，7355 N/m2 とする。降下火砕物堆

積による鉛直荷重を表 3-5 に示す。 

 

表 3-5 降下火砕物堆積による鉛直荷重 

 

 

 

 

(5) 風荷重(Ｗ) 

a. 記号の定義 

原子炉建屋，タービン建屋及び使用済燃料乾式貯蔵建屋の強度評価において風荷重の

算定に用いる記号を表 3-6 に示す。 

 

表 3-6 風荷重の算定に用いる記号 

記号 単位 定義 

Ａ m2 風の受圧面積（風向に垂直な面に投影した面積） 

Ｃ － 風力係数 

Ｅ’ － 建築基準法施行令第87条第2項に規定する数値 

Ｅｒ － 
建設省告示第1454号第2項の規定によって算出した平均風速の

高さ方向の分布を表す係数 

Ｇ － ガスト影響係数 

Ｈ m 全高 

ｑ N/m2 設計用速度圧 

ＶＤ m/s 基準風速 

Ｗ N 風荷重 

ＺＧ m 地表面粗度区分に応じて建設省告示第1454号に揚げる数字 

Ｚｂ m 地表面粗度区分に応じて建設省告示第1454号に揚げる数字 

α － 地表面粗度区分に応じて建設省告示第1454号に揚げる数字 

 

b. 風荷重（Ｗ）の算定 

風荷重の算出に用いる基準風速は，30 m/s とする。 

風荷重Ｗは，Ⅴ-3-別添 2-1「火山への配慮が必要な施設の強度計算の方針」の

「4.1(3)c. 水平荷重」に示す式に従い算出する。全高Ｈが 5 m 以上であるため，Ｈが

Ｚｂ以上の場合の式を用いる。風荷重Ｗの算出は，建屋の形状を考慮して算出した風力

係数Ｃ及び風の受圧面積Ａに基づき実施し，風荷重Ｗの算出に用いる受圧面積の算定に

降下火砕物堆積による鉛直荷重（Ｆｖ） 

7355 N/m2 
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おいて，隣接する建屋の遮断効果は，安全側の評価となるよう考慮しない。 

ｑ・Ｃ・ＡＷ  

ここで 
2

Ｄ
'・Ｖ0.6Ｅｑ

・ＧＥＥ
2

ｒ
'

)1.7・(Ｈ/ＺＥ Ｇｒ （ＨがＺｂを超える場合） 

)/ＺＺ1.7・(Ｅ Ｇｂｒ （ＨがＺＧ以下の場合） 

風荷重算定に使用する入力条件を表 3-7 及び表 3-8 に示す。 

表 3-7 設計風荷重の条件 

施設名称 

基準風速

ＶＤ

(m/s) 

全高 

Ｈ 

(m) 

ＺＧ

（m） 
α 

ガスト影

響 

係数 

Ｇ 

設計用 

速度圧 

ｑ(N/m2)

原子炉建屋 30 55.65 350 0.15 2.00 1798 

タービン建屋 30 32.64 350 0.15 2.05 1571 

使用済燃料乾式

貯蔵建屋 
30 21.20 350 0.15 2.13 1430 

表 3-8（1/3） 原子炉建屋の風力係数及び受圧面積 

(a) NS 方向

標高 

EL.(m) 

風力係数Ｃ 受圧面積Ａ (m2) 

風上 風下 風上 風下 

63.65 ～ 57.00 0.80 0.4 331 331 

57.00 ～ 46.50 0.77 0.4 447 447 

46.50 ～ 38.80 0.72 0.4 328 328 

38.80 ～ 34.70 0.67 0.4 175 175 

34.70 ～ 29.00 0.64 0.4 266 266 

29.00 ～ 20.30 0.60 0.4 581 581 

20.30 ～ 14.00 0.51 0.4 430 430 

14.00 ～  8.20 0.41 0.4 396 396 
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(b) EW 方向

標高 

EL.(m) 

風力係数Ｃ 受圧面積Ａ (m2) 

風上 風下 風上 風下 

63.65 ～ 57.00 0.80 0.4 354 354 

57.00 ～ 46.50 0.77 0.4 478 478 

46.50 ～ 38.80 0.72 0.4 351 351 

38.80 ～ 34.70 0.67 0.4 187 187 

34.70 ～ 29.00 0.64 0.4 283 283 

29.00 ～ 20.30 0.60 0.4 570 570 

20.30 ～ 14.00 0.51 0.4 432 432 

14.00 ～  8.20 0.41 0.4 398 398 

表 3-8（2/3）タービン建屋の風力係数及び受圧面積 

(a) NS 方向

標高 

EL.(m) 

風力係数Ｃ 受圧面積Ａ (m2) 

風上 風下 風上 風下 

40.64 ～ 28.00 0.80 0.4 1408 1408 

28.00 ～ 18.00 0.69 0.4 1129 1129 

18.00 ～  8.20 0.56 0.4 1034 1034 

(b) EW 方向

標高 

EL.(m) 

風力係数Ｃ 受圧面積Ａ (m2) 

風上 風下 風上 風下 

40.64 ～ 28.00 0.80 0.4 585 585 

28.00 ～ 18.00 0.69 0.4 733 733 

18.00 ～  8.20 0.56 0.4 696 696 

表 3-8（3/3） 使用済燃料乾式貯蔵建屋の風力係数及び受圧面積 

(a) NS 方向

標高 

EL.(m) 

風力係数Ｃ 受圧面積Ａ (m2) 

風上 風下 風上 風下 

29.20 ～ 17.75 0.80 0.4 318 318 

17.75 ～  8.30 0.63 0.4 254 254 
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(b) EW 方向

標高 

EL.(m) 

風力係数Ｃ 受圧面積Ａ (m2) 

風上 風下 風上 風下 

29.20 ～ 17.75 0.80 0.4 657 657 

17.75 ～  8.30 0.63 0.4 525 525 

3.2.2 荷重の組合せ 

強度評価に用いる荷重の組合せは，建屋の評価対象部位毎に設定する。建屋に水平方向

の風荷重が作用すると，屋根に対し鉛直上向きの荷重が働き，鉛直下向きの荷重が低減さ

れるため，保守的に考え，風による鉛直方向の荷重は考慮しない。 

原子炉建屋，タービン建屋及び使用済燃料乾式貯蔵建屋の評価に用いる荷重の組合せを

表 3-9に示す。 

表 3-9 荷重の組合せ 

施設 

分類 
施設名称 評価対象部位 荷 重 

建屋 

・原子炉建屋

・タービン建屋

・使用済燃料乾式貯蔵建屋

屋根 

①固定荷重

②積載荷重

③積雪荷重

④降下火砕物堆積による鉛直荷重

耐震壁 

①固定荷重

②積載荷重

③積雪荷重

④降下火砕物堆積による鉛直荷重

⑤風荷重
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3.3 許容限界 

原子炉建屋，タービン建屋及び使用済燃料乾式貯蔵建屋の許容限界は，Ⅴ-3-別添 2-1「火

山への配慮が必要な施設の強度計算の方針」の「4.2 許容限界」にて設定している許容限界に

従って，「3.1 評価対象部位」にて設定している建屋の評価対象部位ごとに設定する。 

常時作用する固定荷重，除灰時の人員荷重としての積載荷重，積雪荷重及び降下火砕物堆積

による鉛直荷重に対する屋根の評価において，積雪荷重及び降下火砕物堆積による鉛直荷重は，

30 日以内に除雪・除灰することから短期荷重として扱う。 

各建屋の評価における許容限界を表 3-10 のとおり設定する。また，鋼材,コンクリート及び

鉄筋の許容応力度を表 3-11，表 3-12 及び表 3-13 に示す。 

 

表 3-10(1/3) 原子炉建屋の屋根及び耐震壁の許容限界 

要求 

機能 

機能設計上の 

性能目標 
部位 機能維持のための考え方 

許容限界 

(評価基準値) 

－ 
構造強度を有す

ること 

屋根

屋根 

スラブ 
部材に生じる応力が構造強

度を確保するための許容限

界を超えないことを確認 

終局耐力に対し妥

当な安全裕度を有

する許容限界＊1 

主トラス 終局耐力に対し妥

当な安全裕度を有

する許容限界＊2 
母屋 

（二次部材）

耐震壁 

最大せん断ひずみが構造強

度を確保するための許容限

界を超えないことを確認 

最大せん断ひずみ 

2.0×10-3 

気密性 

換気性能とあい

まって気密機能

を維持すること

屋根 

スラブ 

部材に生じる応力が気密性

を維持するための許容限界

を超えないことを確認 

短期許容応力度＊3 

遮蔽性 

遮蔽体の損傷に

より遮蔽機能を

損なわないこと

屋根 

スラブ 

部材に生じる応力が遮蔽性

を維持するための許容限界

を超えないことを確認 

短期許容応力度＊3 

注記 ＊1：構造強度に対しては，「終局耐力に対し妥当な安全裕度を有する許容限界」が許容

限界となるが，気密性，遮蔽性において「短期許容応力度」を許容限界としている

ことから，短期許容応力度で評価 

＊2：弾性限耐力として「Ｓ規準」の短期許容応力度の評価式に平成 12 年建設省告示第

2464 号に基づきＦ値×1.1 を適用 

＊3：「ＲＣ－Ｎ規準」の短期許容応力度で評価 
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表 3-10(2/3) タービン建屋の屋根及び耐震壁の許容限界 

要求 

機能 

機能設計上の 

性能目標 
部位 機能維持のための考え方 

許容限界＊2 

(評価基準値) 

－ 

内包する防護す

べき施設に波及

的影響を及ぼさ

ないこと 

屋根

屋根スラブ 

内包する防護すべき施設

に波及的影響を及ぼさな

いために落下しないこと

を確認＊1 

終局耐力＊3 

主トラス 
内包する防護すべき施設

に波及的影響を及ぼさな

いために崩壊機構が形成

されないことを確認 

崩壊機構が形成さ

れないこと＊4
母屋 

（二次部材） 

耐震壁 

最大せん断ひずみが構造

強度を確保するための許

容限界を超えないことを

確認 

最大せん断ひずみ

4.0×10-3 

注記 ＊1：屋根スラブの落下により，内包するクラス 2設備を損傷させる可能性があることか

ら，機能維持のために落下しないことを確認 

＊2：複数部材で構成されている屋根において，単一部材である屋根スラブは，部材の終

局耐力を許容限界とし，構造体として主トラスが崩壊しないことを許容限界とす

る。 

＊3：機能維持に対しては終局耐力が許容限界となるが，「ＲＣ－Ｎ規準」の短期許容応

力度の評価式に平成 12 年建設省告示第 2464 号に基づきＦ値×1.1 を適用 

＊4：部材の構造健全性評価においては，弾性限耐力＊5が基本となるが，一部の部材が弾

性限耐力を超過した場合は，その部材に対して，修正若林式＊6,＊7及び鋼構造限界状

態設計指針・同解説（（社）日本建築学会，2010）による座屈耐力を用い，構造健

全性を評価する。なお，適切な裕度を有していることを，荷重増分解析により確認

する。 

＊5：弾性限耐力として「Ｓ規準」の短期許容応力度の評価式に平成 12 年建設省告示第

2464 号に基づきＦ値×1.1 を適用 

＊6：鉄骨Ｘ型ブレース架構の復元力特性に関する研究，日本建築学会構造工学論文集，

Vol.37B,pp.303-316,1991（谷口元，加藤勉ほか） 

＊7：原子力発電所鉄骨屋根トラスの終局限界に関する研究，日本建築学会構造系論文集 

第 76巻 第 661 号,pp571-580,2011（鈴木琢也，貫井泰ほか） 
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表 3-10(3/3) 使用済燃料乾式貯蔵建屋の屋根及び耐震壁の許容限界 

要求 

機能 

機能設計上の 

性能目標 
部位 機能維持のための考え方 

許容限界＊2 

(評価基準値) 

－ 

内包する防護す

べき施設に波及

的影響を及ぼさ

ないこと 

屋根

屋根スラブ 

内包する防護すべき施設

に波及的影響を及ぼさな

いために落下しないこと

を確認＊1 

終局耐力＊3 

主トラス 内包する防護すべき施設

に波及的影響を及ぼさな

いために崩壊機構が形成

されないことを確認 

崩壊機構が形成さ

れないこと＊4

サブトラス

（二次部材） 

耐震壁 

最大せん断ひずみが構造

強度を確保するための許

容限界を超えないことを

確認 

最大せん断ひずみ

4.0×10-3 

注記 ＊1：屋根スラブの落下により，内包するクラス 2設備を損傷させる可能性があることか

ら，機能維持のために落下しないことを確認 

＊2：複数部材で構成されている屋根において，単一部材である屋根スラブは，部材の終

局耐力を許容限界とし，構造体として主トラスが崩壊しないことを許容限界とす

る。 

＊3：機能維持に対しては終局耐力が許容限界となるが，「ＲＣ－Ｎ規準」の短期許容応

力度で評価 

＊4：部材の構造健全性評価においては，弾性限耐力＊5が基本となるが，一部の部材が弾

性限耐力を超過した場合は，その部材に対して，修正若林式＊6,＊7及び鋼構造限界状

態設計指針・同解説（（社）日本建築学会，2010）による座屈耐力を用い，構造健

全性を評価する。 

＊5：弾性限耐力として「Ｓ規準」の短期許容応力度の評価式に平成 12 年建設省告示第

2464 号に基づきＦ値×1.1 を適用 

＊6：鉄骨Ｘ型ブレース架構の復元力特性に関する研究，日本建築学会構造工学論文集，

Vol.37B,pp.303-316,1991（谷口元，加藤勉ほか） 

＊7：原子力発電所鉄骨屋根トラスの終局限界に関する研究，日本建築学会構造系論文集 

第 76巻 第 661 号,pp571-580,2011（鈴木琢也，貫井泰ほか） 
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表 3-11 鋼材の許容応力度 

建屋 種類 
Ｆ値 

（N/mm2）

短期 

引張 

（N/mm2） 

圧縮及び曲げ 

（N/mm2） 

せん断 

（N/mm2） 

原子炉建屋 

タービン建屋
SS400＊1 

t≦40

（mm）
235 235 235＊2 135 

使用済燃料 

乾式貯蔵建屋

SS400 

SM400A 

t≦40

（mm）
235 235 235＊2 135 

注記 ＊1：建設当時の鋼材の種類は SS41 であるが，現在の規格（SS400）に読み替えた許容応

力度を示す。 

＊2：上限値であり，座屈長さ等を勘案して設定する。 

表 3-12 コンクリートの許容応力度 

建屋 
設計基準強度 

(N/mm2) 

短 期 

圧縮 

(N/mm2) 

せん断 

(N/mm2) 

原子炉建屋 

タービン建屋
22.1 14.7 1.06 

使用済燃料 

乾式貯蔵建屋 
23.5 15.6 1.08 

表 3-13 鉄筋の許容応力度 

建屋 種類 

短 期 

引張及び圧縮 

(N/mm2) 

面外せん断補強 

(N/mm2) 

原子炉建屋 

タービン建屋
SD345＊ 345 345 

使用済燃料 

乾式貯蔵建屋 
SD345 345 345 

注記 ＊：建設当時の鉄筋の種類は SD35 であるが，現在の規格（SD345）に読み替えた許容応

力度を示す。 
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3.4 評価方法 

3.4.1 屋根に対する評価 

3.4.1.1 原子炉建屋 

(1) 屋根スラブ

曲げモーメントによる鉄筋応力度及び面外せん断応力度を算定し，各許容値を超えな

いことを確認する。なお，評価においては，表 3-10(1/3)に示すように，機能設計上の

性能目標の構造強度に対する許容限界は，終局耐力に対し妥当な安全裕度を有する許容

限界となるが，気密性，遮蔽性において，短期許容応力度を許容限界としていることか

ら，屋根スラブについては，短期許容応力度で評価する。 

a. 応力解析モデル及び諸元

屋根スラブは母屋で支持された 1 方向スラブとして単位幅を取り出し，等分布荷重

を受ける両端固定梁として応力を算定する。屋根スラブの検討は，支持スパンの長い

屋根スラブを対象に実施する。 

屋根スラブの解析モデルを図 3-1 に，屋根スラブ評価部材の位置を図 3-2 に，屋根

スラブ検討条件を表 3-14 に示す。

図 3-1 原子炉建屋 屋根スラブの解析モデル(両端固定梁) 

図 3-2（1/2） 原子炉建屋 屋根スラブ評価部材の位置（EL.64.08m） 

【両端固定梁】 

・端部モーメント（ＭＥ）
2

Ｅ ｗ・ｌ
12

1
Ｍ

・中央モーメント（ＭＣ）
2

ｃ ｗ・ｌ
24

1
Ｍ

・端部せん断力  （ＱＥ） 0.5ｗ・ｌＱＥ

302



24

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
3
-別

添
2
-
1-
6
 
R
2

図 3-2 （2/2）  原子炉建屋 屋根スラブ評価部材の位置（EL.39.8m ～ EL. 8.2m） 

表 3-14 原子炉建屋 屋根スラブの検討条件 

評価対象部位＊ 

スラ

ブ厚

(mm)

有効

せい

(mm)

支持スパン 

(m) 
配筋 

配筋量 

(片側) 

(mm2/m) 

原子炉棟 

（EL. 64.08 m） 
100 50 2.27 D13@180 703.9 

付属棟 

（EL. 30.30 m） 
400 349 

7.05（短辺）
10.6（長辺） 

D19@200（短辺） 
D19@200（長辺） 

1432.5（短辺）
1432.5（長辺）

注記 ＊：支持スパンの長いスラブを選定 

68.25m

6
8.
5
m

PN

EL. 35.0m

EL. 17.2m

EL. 22.0m

EL. 30.0m

EL. 39.8m

EL. 30.3m

EL. 9.0m

対象屋根スラブ

原子炉棟

付属棟
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b. 曲げモーメントに対する屋根スラブ断面の評価方法

曲げモーメントに対する断面の評価は，ＲＣ－Ｎ規準に基づき，次式をもとに計算

した評価対象部位に生じる曲げモーメントによる鉄筋応力度が，許容限界を超えない

ことを確認する。 

σt＝
Ｍ

ａ
ｔ
・ｊ

ここで， 

σｔ ：鉄筋の引張応力度（N/mm2） 

Ｍ ：曲げモーメント（N･mm） 

ａｔ ：引張鉄筋断面積（mm2） 

ｊ ：断面の応力中心間距離で，断面の有効せいの 7/8 倍の値（mm） 

c. 面外せん断力に対する屋根スラブ断面の評価方法

面外せん断力に対する断面の評価は，ＲＣ－Ｎ規準に基づき，評価対象部位に生じ

る面外せん断応力度が，次式をもとに計算した許容限界を超えないことを確認する。 

Ｑ
Ａ
＝ｂ・ｊ・α・ｆ

ｓ

ここで， 

ＱＡ ：許容面外せん断力（N） 

ｂ ：断面の幅（mm） 

ｊ ：断面の応力中心間距離で，断面の有効せいの 7/8 倍の値（mm） 

α ：許容せん断力の割り増し係数 

（2 を超える場合は 2，1未満の場合は 1とする。） 

α＝
4

Ｍ/（Ｑ・ｄ）＋１

ここで， 

Ｍ ：曲げモーメント（N･mm） 

Ｑ ：せん断力（N） 

ｄ ：断面の有効せい（mm） 

ｆｓ ：コンクリートの短期許容せん断応力度（N/mm2） 
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(2) 主トラス

主トラスは，3次元フレームモデルによる応力解析より主トラスの応力度を算定し，

各許容限界を超えないことを確認する。 

応力解析は，3次元フレームモデルを用いた弾性応力解析を実施する。解析には，原

子炉建屋については解析コード「DYNA2E Version.8.0.4」を用いる。なお，解析コード

の検証及び妥当性確認などの概要については，別紙「計算機プログラム（解析コード）

の概要」に示す。 

a. 応力解析モデル及び諸元

応力解析モデルは，原子炉建屋については EL.46.5m より上部の耐震壁，柱，梁，

主トラス及び屋根スラブをモデル化した解析モデルを用いる。 

解析モデルを図 3-3 に，主トラスの部材リストを表 3-15 に，材料物性値を表 3-16

に示す。 

解析モデルに使用する要素は，シェル要素，梁要素及びトラス要素とする。また，

解析モデルの脚部は固定とする。 

図 3-3 原子炉建屋 主トラス解析モデル 

２

EL.57.0m

PN

Ｘ

Ｙ

Ｚ

EL.46.5m

EL.64.08m

Ｋ

Ｌ

Ｍ

Ｎ

Ｐ

Ｑ

Ｒ

３

４

５

６

７

８
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表 3-15 原子炉建屋 主トラス部材リスト 

部 材 

断面積 

Ａ 

(cm2) 

断面 2次モーメント 

Ｉ 

(cm4) 

Ｈ－400×400×13×21 218.7  66600 

2Ｌｓ－200×200×15＋2ＦＢｓ－9×150 142.5 ― 

2Ｌｓ－200×200×15 115.5 ― 

2Ｌｓ－150×150×15  85.48 ― 

2Ｌｓ－150×100×12  57.12 ― 

2Ｌｓ－100×100×10  38.00 ― 

Ｈ－390×300×10×16 136.0  38700 

Ｈ－582×300×12×17 174.5 103000 

Ｈ－250×250×9×14  92.18  10800 

2ＣＴｓ－200×400×13×21 218.6 ― 

ＣＴ－300×200×11×17  67.21 ― 

2Ｌｓ－90×90×10  34.00 ― 

 

 

表 3-16 原子炉建屋 材料物性値 

使用材料 
ヤング係数 

Ｅ (N/mm2) 

せん断弾性係数 

Ｇ (N/mm2) 

鉄筋コンクリート：Ｆｃ22.1 2.21×104 9.21×103 

鉄   骨   ：SS400＊ 2.05×105 7.9 ×104 

注記 ＊：建設当時の鋼材の種類は SS41 であるが，現在の規格（SS400）に読み替え 
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b. 鋼材断面の評価法

断面の評価は，Ｓ規準に基づき，次式をもとに計算した評価対象部位に生じる軸力

及び曲げモーメントによる応力度が許容限界を超えないことを確認する。 

なお，許容限界については，表 3-10(1/3)に示すように，終局耐力に対し妥当な安

全裕度を有する許容限界を設定し，その許容限界は，弾性限耐力としてＳ規準の短期

許容応力度の評価式に平成 12 年建設省告示第 2464 号に基づきＦ値×1.1 を適用す

る。 

（圧縮） 
σｃ

ｆ
ｃ

＋
σｂ

ｆ
ｂ

≦1.0 

ただし， 

σｃ＝
Ｎ

ｃ

Ａ

σｂ＝
Ｍ

Ｚ

ここで， 

Ｎｃ ：圧縮軸力（N） 

Ａ ：部材の軸断面積（mm2） 

Ｍ ：曲げモーメント（N･mm） 

Ｚ ：部材の断面係数（mm3） 

ｆｃ ：鋼材の弾性限圧縮応力度（N/mm2） 

ｆｂ ：鋼材の弾性限曲げ応力度（N/mm2） 

（引張） 

σｔ＋σｂ

ｆ
ｔ

≦1.0 

ただし， 

σｔ＝
Ｎ

ｔ

Ａ

σｂ＝
Ｍ

Ｚ

ここで， 

Ｎｔ ：引張軸力（N） 

Ａ ：部材の軸断面積（mm2） 

Ｍ ：曲げモーメント（N･mm） 

Ｚ ：部材の断面係数（mm3） 

ｆｔ ：鋼材の弾性限引張応力度（N/mm2） 
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(3) 母屋（二次部材）

母屋（二次部材）における曲げモーメント及びせん断力による応力度を算定し，許容

限界を超えないことを確認する。 

a. 応力解析モデル及び諸元

母屋は主トラスで支持されたスパンの支配幅を取り出し，等分布荷重を受ける単純

梁（両端ピン支持の梁）として応力を算定する。 

母屋の解析モデルを図 3-4 に，母屋の評価部材の位置を図 3-5 に，母屋の検討条件

を表 3-17 に示す。 

図 3-4 原子炉建屋 母屋（二次部材）の解析モデル(単純梁) 

図 3-5  原子炉建屋 母屋（二次部材）の評価部材の位置（EL.64.08m） 

【単純梁】 

・中央モーメント（ＭＣ）
2

ｃ ｗ・ｌ
8

1
Ｍ

・端部せん断力 （ＱＥ） 0.5ｗ・ｌＱＥ  
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表 3-17 原子炉建屋 母屋（二次部材）の検討条件 

評価対象部位 
支配幅 

(m) 

支持 

スパン

(m)

断面 

係数 

(cm3) 

せん断 

断面積 

(mm2) 

原子炉棟 Ｈ－390×300×10×16 2.57 7.7 1980 3580 

付属棟 Ｈ－300×150×6.5×9 1.94 6.6 481 1833 

b. 曲げモーメントに対する断面の評価方法

断面の評価は，次式をもとに計算した評価対象部位に生じる曲げモーメントによる

応力度が許容限界を超えないことを確認する。 

σｂ＝
Ｍ

Ｚ

ここで， 

σｂ ：曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍ ：曲げモーメント（N･mm） 

Ｚ ：部材の断面係数（mm3） 

c. せん断力に対する断面の評価方法

断面の評価は，次式をもとに計算した評価対象部位に生じるせん断応力度が許容限

界を超えないことを確認する。 

τ＝
Ｑ

Ａ
ｓ

ここで， 

τ ：せん断応力度（N/mm2） 

Ｑ ：せん断力（N） 

Ａｓ ：部材のせん断断面積（mm2） 
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3.4.1.2 タービン建屋 

(1) 屋根スラブ 

曲げモーメントによる鉄筋応力度及び面外せん断応力度を算定し，各許容値を超えな

いことを確認する。なお，評価においては，表 3-10(2/3)に示すように，屋根スラブの

落下により内包するクラス 2 設備を損傷させる可能性があることから，機能設計上の性

能目標の内包する防護すべき施設に波及的影響をおよぼさないことに対する許容限界は，

終局耐力となるが，本評価では，屋根スラブについて, ＲＣ－Ｎ規準の短期許容応力度

で評価する。 

a. 応力解析モデル及び諸元 

屋根スラブは母屋で支持された 1 方向スラブとして単位幅を取り出し，等分布荷重

を受ける両端固定梁として応力を算定する。屋根スラブの検討は，支持スパンの長い

屋根スラブを対象に実施する。 

屋根スラブの解析モデルを図 3-6 に，屋根スラブ評価部材の位置を図 3-7 に，屋根

スラブ検討条件を表 3-18 に示す。 

 

 

 

図 3-6 タービン建屋 屋根スラブの解析モデル(両端固定梁) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-7（1/2） タービン建屋 屋根スラブ評価部材の位置（EL. 40.45 m） 

 

 

 

 

【両端固定梁】 

・端部モーメント（ＭＥ）
2

Ｅ ｗ・ｌ
12

1
Ｍ  

・中央モーメント（ＭＣ）
2

ｃ ｗ・ｌ
24

1
Ｍ  

・端部せん断力 （ＱＥ） 0.5ｗ・ｌＱＥ
 

S1 

105.5m

3
9
.
0
m

13.0m

2
.
3
1
m

PN

対象屋根スラブ
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図 3-7（2/2） タービン建屋 屋根スラブ評価部材の位置（EL. 28.0 m） 

表 3-18 タービン建屋 屋根スラブの検討条件

評価対象部位＊ 

スラ

ブ厚

(mm)

有効

せい

(mm)

支持スパン 

(m) 
配筋 

配筋量 

(片側) 

(mm2/m) 

EL. 40.45 m 100 50 2.08 D13@200 633.5 

EL. 28.0 m 350 299 
10.0（短辺） 
12.0（長辺） 

D19@200（短辺） 
D19@200（長辺） 

1432.5（短辺）
1432.5（長辺）

注記 ＊：支持スパンの長いスラブを選定 
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b. 曲げモーメントに対する屋根スラブ断面の評価方法 

曲げモーメントに対する断面の評価は，ＲＣ－Ｎ規準に基づき，次式をもとに計算

した評価対象部位に生じる曲げモーメントによる鉄筋応力度が，許容限界を超えない

ことを確認する。 

σt＝
Ｍ

ａ
ｔ
・ｊ

 

ここで， 

σｔ ：鉄筋の引張応力度（N/mm2） 

Ｍ ：曲げモーメント（N･mm） 

ａｔ ：引張鉄筋断面積（mm2） 

ｊ ：断面の応力中心間距離で，断面の有効せいの 7/8 倍の値（mm） 

 

c. 面外せん断力に対する屋根スラブ断面の評価方法 

面外せん断力に対する断面の評価は，ＲＣ－Ｎ規準に基づき，評価対象部位に生じ

る面外せん断応力度が，次式をもとに計算した許容限界を超えないことを確認する。 

Ｑ
Ａ
＝ｂ・ｊ・α・ｆ

ｓ
 

ここで， 

ＱＡ ：許容面外せん断力（N） 

ｂ ：断面の幅（mm） 

ｊ ：断面の応力中心間距離で，断面の有効せいの 7/8 倍の値（mm） 

α ：許容せん断力の割り増し係数 

（2 を超える場合は 2，1未満の場合は 1とする。） 

 

α＝
4

Ｍ/（Ｑ・ｄ）＋１
 

ここで， 

Ｍ ：曲げモーメント（N･mm） 

Ｑ ：せん断力（N） 

ｄ ：断面の有効せい（mm） 

ｆｓ ：コンクリートの短期許容せん断応力度（N/mm2） 
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(2) 主トラス

主トラスは，3次元フレームモデルによる応力解析より主トラスの応力度を算定し，

各許容値を超えないことを確認する。 

応力解析は，3 次元フレームモデルを用いた弾性応力解析を実施する。解析には，

タービン建屋については解析コード「DYNA2E Version.8.0.4」を用いる。なお，解析コ

ードの検証及び妥当性確認などの概要については，別紙「計算機プログラム（解析コー

ド）の概要」に示す。 

a. 応力解析モデル及び諸元

応力解析モデルは，タービン建屋については EL.18.0m より上部の耐震壁，柱，

梁，主トラス及び屋根スラブをモデル化した解析モデルを用いる。 

解析モデルを図 3-8 に，主トラスの部材リストを表 3-19 に，材料物性値を表 3-20

に示す。 

解析モデルに使用する要素は，シェル要素，梁要素及びトラス要素とする。また，

解析モデルの脚部は固定とする。 

図 3-8 タービン建屋 主トラス解析モデル 

Ｆ

Ｅ

Ｄ

Ｃ

Ｂ

３

４

５

６

７

８

２

10

９

EL.18.00m

EL.40.45m

１

PN

Ｘ

Ｙ
Ｚ

EL.28.00m
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表 3-19 タービン建屋 主トラス部材リスト 

部 材 

断面積 

Ａ 

(cm2) 

断面 2次モーメント 

Ｉ 

(cm4) 

Ｈ－428×407×20×35 360.7 119000 

2ＬＳ－200×200×20 152.0 ― 

2ＬＳ－200×200×15 115.5 ― 

2ＬＳ－150×150×19 106.8 ― 

2ＬＳ－150×150×15   85.48 ― 

2ＬＳ－130×130×12   59.52 ― 

2ＬＳ－100×100×10   38.00 ― 

2ＬＳ－130×130×9   45.48 ― 

Ｈ－396×302×12×19 161.9  46700 

Ｈ－248×249×8×13   84.70   9930 

ＣＴ－175×175×7×11   31.57 ― 

 

 

表 3-20 タービン建屋 材料物性値 

使用材料 

ヤング係数 

Ｅ 

 (N/mm2) 

せん断弾性係数 

Ｇ 

 (N/mm2) 

鉄筋コンクリート：Ｆｃ22.1 2.21×104 9.21×103 

鉄   骨   ：SS400＊ 2.05×105 7.9 ×104 

注記 ＊：建設当時の鋼材の種類は SS41 であるが現在の規格（SS400）に読み替え 

 

b. 鋼材断面の評価法 

断面の評価は，Ｓ規準に基づき，次式をもとに計算した評価対象部位に生じる軸力

及び曲げモーメントによる応力度が許容限界を超えないことを確認する。 

なお，許容限界については，表 3-10(2/3)に示すように，内包する防護すべき施設

に波及的影響を及ぼさないために崩壊機構が形成されないことを確認する。各部材の

構造健全性評価においては，弾性限耐力＊1が基本となるが，一部の部材が弾性限耐力

を超過した場合は，その部材に対して，修正若林式＊2，＊3 及び鋼構造限界状態設計指

針・同解説（（社）日本建築学会，2010）による座屈耐力を用い，構造健全性を評価

する。 
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注記 ＊1：弾性限耐力として，Ｓ規準の短期許容応力度の評価式に平成 12 年建設省

告示第 2464 号に基づきＦ値×1.1 を適用する。 

＊2：鉄骨Ｘ型ブレース架構の復元力特性に関する研究，日本建築学会構造工学

論文集，Vol.37B,pp.303-316,1991（谷口元，加藤勉ほか） 

＊3：原子力発電所鉄骨屋根トラスの終局限界に関する研究，日本建築学会構造

系論文集 第 76巻 第 661 号,pp571-580,2011（鈴木琢也，貫井泰ほか） 

（圧縮） 
σｃ

ｆ
ｃ

＋
σｂ

ｆ
ｂ

≦1.0 

ただし， 

σｃ＝
Ｎ

ｃ

Ａ

σｂ＝
Ｍ

Ｚ

ここで， 

Ｎｃ ：圧縮軸力（N） 

Ａ ：部材の軸断面積（mm2） 

Ｍ ：曲げモーメント（N･mm） 

Ｚ ：部材の断面係数（mm3） 

ｆｃ ：鋼材の弾性限圧縮応力度（N/mm2） 

ｆｂ ：鋼材の弾性限曲げ応力度（N/mm2） 

（引張） 

σｔ＋σｂ

ｆ
ｔ

≦1.0 

ただし， 

σｔ＝
Ｎ

ｔ

Ａ

σｂ＝
Ｍ

Ｚ

ここで， 

Ｎｔ ：引張軸力（N） 

Ａ ：部材の軸断面積（mm2） 

Ｍ ：曲げモーメント（N･mm） 

Ｚ ：部材の断面係数（mm3） 

ｆｔ ：鋼材の弾性限引張応力度（N/mm2） 
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（座屈耐力） 

・軸力のみを負担する部材の評価方法 

ｎ
0
＝1-0.4  λ

Λ
 2

   （λ≦Λ） 

ただし， 

Λ＝ π2Ｅ

0.6Ｆ
 

 

ここで， 

λ ：圧縮材の細長比 

Λ ：限界細長比 

Ｅ ：ヤング係数 

 

 

 【修正若林：圧縮側耐力曲線】 

ｎ

ｎ
0

＝
1   -Ｐ

ｎ
 1 6 ≦1 

ただし， 

ｎ＝
Ｎ

Ｎ
ｙ

 

Ｐ
ｎ
＝  ｎ

Ｅ
/4 -5 

ｎ
Ｅ
＝

π2Ｅ

λ
ｅ

2
σy

 

ここで， 

Ｎ ：軸力 

Ｎｙ ：降伏軸力 

  ：無次元化圧縮側累積塑性歪 

 

・軸力のみを負担する部材の評価方法 

Ｍ
ｃ
＝Ｍ

Ｐ
    λ

ｂ
≦

ｅ
λ

ｂ
  

Ｍ
ｃ
＝  1.0-0.4

λ
ｂ
-ｐλ

ｂ

ｅλ
ｂ
-ｐλ

ｂ

 Ｍ
ｐ
   （

ｐ
λ

ｂ
＜λ

ｂ
≦

ｅ
λ

ｂ
） 
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Ｍ
ｃ
＝

1

λ
ｂ

2 Ｍ
ｐ

（λ
ｂ
＜

ｅ
λ

ｂ
）

ただし， 

λ
ｂ
＝

Ｍ
ｐ

Ｍ
ｅ

ｅλ
ｂ
＝

1 0.6
ｐλ

ｂ
＝0.6＋0.3  Ｍ2

Ｍ
1

 
Ｍ

ｅ
＝Ｃ

ｂ π4ＥＩ
ｙ
・ＥＩ

ｗ

ｋｌ
ｂ

4 ＋
π2ＥＩ

ｙ
・ＧＪ

ｌ
ｂ

2

Ｍ
ｐ
＝Ｆ

ｙ
・Ｚ

ｐ

Ｃ
ｂ
＝1.75＋1.05  Ｍ2

Ｍ
1

 ＋
Ｍ

2

Ｍ
1

 2

≦2.3 

ここで， 

ＥＩｙ ：弱軸まわりの曲げ剛性 

ＥＩｗ ：曲げねじり剛性 

ＧＪ  ：サンブナンねじり剛性 

lｂ  ：材長あるいは横座屈補剛間長さ 

ｋＩｗ ：横座屈長さ 

Ｆｙ  ：降伏強さ 

Ｚｐ  ：塑性断面係数 
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(3) 母屋（二次部材） 

母屋（二次部材）における曲げモーメント及びせん断力による応力度を算定し，許容

限界を超えないことを確認する。 

 

a. 応力解析モデル及び諸元 

母屋は主トラスで支持されたスパンの支配幅を取り出し，等分布荷重を受ける単純

梁（両端ピン支持の梁）として応力を算定する。 

母屋の解析モデルを図 3-9 に，母屋の評価部材の位置を図 3-10 に，母屋の検討条

件を表 3-21 に示す。 

 

 

 

 

 

図 3-9 タービン建屋 母屋（二次部材）の解析モデル(単純梁) 

 

 

図 3-10  タービン建屋 母屋（二次部材）の評価部材の位置（EL.40.45m） 

 

 

表 3-21 タービン建屋 母屋（二次部材）の検討条件 

評価対象部位 
支配幅 

(m) 

支持 

スパン 

(m) 

塑性断面

係数 

(cm3) 

せん断 

断面積 

(mm2) 

タービン

建屋 
H-396×302×12×19 2.31 13.0 2620 4296 

 

105.5m

13.0m

3
9
.0
m

2
.
31
m

PN
対象母屋

対象母屋の支配範囲

【単純梁】 

・中央モーメント（ＭＣ）
2

ｃ ｗ・ｌ
8

1
Ｍ  

・端部せん断力 （ＱＥ） 0.5ｗ・ｌＱＥ  
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b. 曲げモーメントに対する断面の評価方法

断面の評価は，次式をもとに計算した評価対象部位に生じる曲げモーメントによる応

力度が許容限界を超えないことを確認する。 

σｂ＝
Ｍ

Ｚ

ここで， 

σｂ ：曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍ ：曲げモーメント（N･mm） 

Ｚ ：部材の断面係数（mm3） 

c. せん断力に対する断面の評価方法

断面の評価は，次式をもとに計算した評価対象部位に生じるせん断応力度が許容限界

を超えないことを確認する。 

τ＝
Ｑ

Ａ
ｓ

ここで， 

τ ：せん断応力度（N/mm2） 

Ｑ ：せん断力（N） 

Ａｓ ：部材のせん断断面積（mm2） 
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3.1.4.3 使用済燃料乾式貯蔵建屋 

(1) 屋根スラブ 

曲げモーメントによる鉄筋応力度及び面外せん断応力度を算定し，各許容値を超えな

いことを確認する。なお，評価においては，表 3-10(3/3)に示すように，屋根スラブの

落下により内包するクラス 2 設備を損傷させる可能性があることから，機能設計上の性

能目標の内包する防護すべき施設に波及的影響をおよぼさないことに対する許容限界

は，終局耐力となるが，本評価では，屋根スラブについて，ＲＣ－Ｎ規準の短期許容応

力度で評価する。 

a. 応力解析モデル及び諸元 

屋根スラブは 1方向スラブとして単位幅を取り出し，等分布荷重を受ける両端支持

梁として応力を算定する。屋根スラブの検討は当該屋根スラブが同じ厚さ及びスパン

であるため，配筋量の最も少ない部位を対象に実施する。 

屋根スラブの解析モデルを図 3-9 に，屋根スラブ評価部材の位置を図 3-10 に，屋

根スラブ検討条件を表 3-22 に示す。 

 

      

図 3-9 使用済燃料乾式貯蔵建屋 屋根スラブの解析モデル(両端支持梁) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注記 ＊：寸法線は軸芯を示す。   

図 3-10 使用済燃料乾式貯蔵建屋 屋根スラブ評価部材の位置（EL.29.2m） 

  

【単純梁】 

・中央モーメント（ＭＣ）
2

ｃ ｗ・ｌ
8

1
Ｍ  

・端部せん断力 （ＱＥ） 0.5ｗ・ｌＱＥ  
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表 3-22 使用済燃料乾式貯蔵建屋 屋根スラブの検討条件 

評価対象部位 
スラブ厚

(mm)

有効せい

(mm) 

支持 

スパン

(m)

配筋 

配筋量 

(片側) 

(mm2/m)

使用済燃 

乾式料貯蔵建屋 
EL. 29.2m 450 368 2.425 D19@250 1148 

b. 曲げモーメントに対する屋根スラブ断面の評価方法

曲げモーメントに対する断面の評価は，ＲＣ－Ｎ規準に基づき，次式をもとに計算

した評価対象部位に生じる曲げモーメントによる鉄筋応力度が，許容限界を超えない

ことを確認する。 

σｔ＝
Ｍ

ａ
ｔ
・ｊ

ここで， 

σｔ ：鉄筋の引張応力度（N/mm2） 

Ｍ ：曲げモーメント（N･mm） 

ａｔ ：引張鉄筋断面積（mm2） 

ｊ ：断面の応力中心間距離で，断面の有効せいの 7/8 倍の値（mm） 

c. 面外せん断力に対する屋根スラブ断面の評価方法

面外せん断力に対する断面の評価は，ＲＣ－Ｎ規準に基づき，評価対象部位に生じ

る面外せん断応力度が，次式をもとに計算した許容限界を超えないことを確認する。 

Ｑ
Ａ
＝ｂ・ｊ・α・ｆ

ｓ

ここで， 

ＱＡ ：許容面外せん断力（N） 

ｂ ：断面の幅（mm） 

ｊ ：断面の応力中心間距離で，断面の有効せいの 7/8 倍の値（mm） 

α ：許容せん断力の割り増し係数（保守側に 1とする。） 

ｆｓ ：コンクリートの短期許容せん断応力度（N/mm2） 
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(2) 主トラス及びサブトラス（二次部材） 

主トラスは，3 次元フレームモデルによる応力解析より主トラス及びサブトラス（二

次部材）の応力度を算定し，各許容値を超えないことを確認する。 

応力解析は，3 次元フレームモデルを用いた弾性応力解析を実施する。解析には，使

用済燃料乾式貯蔵建屋については解析コード「MSC／NASTRAN(Ver 2008r1)」を用いる。

なお，解析コードの検証及び妥当性確認などの概要については，別紙「計算機プログラ

ム（解析コード）の概要」に示す。 

 

a. 応力解析モデル及び諸元 

応力解析モデルは，使用済燃料乾式貯蔵建屋については，EL.7.05 m より上部の耐震

壁，柱，梁，主トラス，サブトラス及び屋根スラブをモデル化した解析モデルを用いる。 

解析モデルを図 3-13 に，主トラス及びサブトラスの部材リストを表 3-23 に，材料物

性値を表 3-24 に示す。 

解析モデルに使用する要素は，シェル要素，梁要素及びトラス要素とする。また，解

析モデルの脚部は固定とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考：Xa～Xd はサブトラス識別用の仮設通り名を示す。 

図 3-13（1/2） 使用済燃料乾式貯蔵建屋解析モデル（EW方向フレーム架構モデル図） 

 

 

 

 

 

主トラス 
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図 3-13（2/2） 使用済燃料乾式貯蔵建屋解析モデル（NS方向フレーム架構モデル図） 

表 3-23 使用済燃料乾式貯蔵建屋 主トラス及びサブトラス部材リスト 

部 材 

断面積 

A 

(cm2) 

断面 2次モーメント 

I 

(cm4) 

BH－500×400×16×28 295.0 137000 

BH－250×250×9×14   92.18 ― 

BH－300×300×12×16 130.9 ― 

BH－350×350×12×19 173.9 40300 

BH－298×299×9×14 109.5 18600 

BH－344×348×10×16 144.0 32800 

H－175×175×7.5×11   51.43 2900 

CT－75×150×7×10   19.82 ― 

表 3-24 使用済燃料乾式貯蔵建屋 材料物性値 

使用材料 

ヤング係数

Ｅ

(N/mm2)

せん断弾性係数

Ｇ 

(N/mm2) 

鉄筋コンクリート：Fc23.5 2.25×104 9.38×103 

鉄 骨：SS400

SM400A 
2.05×105 7.90×104 

サブトラス
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b. 鋼材断面の評価法 

断面の評価は，S 規準に基づき，次式をもとに計算した評価対象部位に生じる軸力

及び曲げモーメントによる応力度が許容限界を超えないことを確認する。 

なお，許容限界については，表 3-10(3/3)に示すように，内包する防護すべき施設

に波及的影響を及ぼさないために崩壊機構が形成されないことを確認する。各部材の

構造健全性評価においては，弾性限耐力＊1が基本となるが，一部の部材が弾性限耐力

を超過した場合は，その部材に対して，修正若林式＊2，＊3 及び鋼構造限界状態設計指

針・同解説（（社）日本建築学会，2010）による座屈耐力を用い，構造健全性を評価

する。 

 

注記 ＊1：弾性限耐力として「S 規準」の短期許容応力度の評価式に平成 12 年建設

省告示第 2464 号に基づき F 値×1.1 を適用する。 

＊2：鉄骨Ｘ型ブレース架構の復元力特性に関する研究，日本建築学会構造工

学論文集，Vol.37B,pp.303-316,1991 

＊3：原子力発電所鉄骨屋根トラスの終局限界に関する研究，日本建築学会構

造系論文集 第 76 巻 第 661 号,pp571-580,2011 

 

（圧縮） 

σｃ

ｆ
ｃ

＋
ｃσ

ｂ 

ｆ
ｂ

≦1.0  かつ  
ｔσ

ｂ
-σ

ｃ

ｆ
ｔ

≦1.0 

ただし， 

σ
ｃ
＝

Ｎ
ｃ

Ａ
 

ｃσ
ｂ
＝

Ｍ

Ｚ
ｃ

 

ｔσ
ｂ
＝

Ｍ

Ｚ
ｔ

 

ここで， 

Ｎｃ ：圧縮軸力（N） 

Ａ  ：部材の軸断面積（mm2） 

Ｍ  ：曲げモーメント（N･mm） 

Ｚｃ ：部材の圧縮側断面係数（mm3） 

Ｚｂ ：部材の引張側断面係数（mm3） 

ｆｃ ：鋼材の弾性限圧縮応力度（N/mm2） 

ｆｂ ：鋼材の弾性限曲げ応力度（N/mm2） 

ただし，σｃ，ｃσｂ，ｔσｂの値は絶対値とする。 
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（引張） 

ｔσ
ｂ
-σ

ｃ

ｆ
ｔ

≦1.0 かつ 
σ

ｃ

ｆ
ｃ

＋
ｃσ

ｂ

ｆ
ｂ

≦1.0 

ただし， 

σ
ｔ
＝

Ｎ
ｔ

Ａ

ｃσ
ｂ
＝

Ｍ

Ｚ
ｃ

ｔσ
ｂ
＝

Ｍ

Ｚ
ｔ

ここで， 

Ｎｃ ：引張軸力（N） 

Ａ  ：部材の軸断面積（mm2） 

Ｍ  ：曲げモーメント（N･mm） 

Ｚｂ ：部材の圧縮側断面係数（mm3） 

Ｚｔ ：部材の引張側断面係数（mm3） 

ｆｔ ：鋼材の弾性限引張応力度（N/mm2） 

ただし，σｃ，ｃσｂ，ｔσｂの値は絶対値とする。 
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3.4.2 耐震壁に対する評価 

原子炉建屋，タービン建屋及び使用済燃料乾式貯蔵建屋及びについて，建屋の質点系解

析モデルを用いて，風荷重により耐震壁に発生するせん断ひずみ度を評価し，許容限界を

超えないことを確認する。なお，降下火砕物の各質点系解析モデルの復元力特性の設定に

おいては，降下火砕物堆積による鉛直荷重による軸力を考慮すると第 1 折れ点の増大が見

込まれるため，本評価では保守的に降下火砕物堆積による鉛直荷重を考慮しない。 

原子炉建屋及び使用済燃料乾式貯蔵建屋の質点系解析モデルの詳細は，Ⅴ-2-2-1「原子

炉建屋の地震応答計算書」，Ⅴ-2-11-2-11「タービン建屋の耐震計算書」，Ⅴ-2-2-4「使

用済燃料乾式貯蔵建屋の地震応答計算書」による。 

 

 

  

326



48

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
3
-別

添
2
-
1-
6
 
R
2

4. 強度評価結果

4.1 屋根に対する評価結果 

4.1.1 原子炉建屋 

(1) 屋根スラブ

「3.4 評価方法」に基づいた評価結果を表 4-1 に示す。

降下火砕物堆積による鉛直荷重等によって，曲げモーメントに対する必要鉄筋量を超え

ないこと，発生する面外せん断力が短期許容応力度を超えないことを確認した。 

表 4-1（1/2） 原子炉建屋 屋根スラブ評価結果 

部位 
原子炉棟 

EL. 64.08 m 

付属棟 EL. 30.30 m 

短辺 長辺 

厚さ t(mm) 100 400 400 

有効せい 

d(mm) 
 50 349 349 

配 筋 

(鉄筋断面積) 

D13@180 

(703.9 mm2) 

D19@200 

(1432.5 mm2) 

D19@200 

(1432.5 mm2) 

曲
げ
モ
ー
メ
ン
ト 

発生曲げモーメント

M(kN･m) 
  5.1 137.6  68.8 

鉄筋応力度 

σt(N/mm2) 
165.7 314.6 157.3 

許容値 

(N/mm2) 
345 345 345 

検定値 0.49 0.92 0.46 

せ
ん
断
力 

発生せん断力 

Q(kN) 
 13.5 145.7 131.7 

せん断応力度 

τ(N/mm2) 
0.309 0.478 0.432 

せん断スパン比によ

る割増し係数 α 
1.00 1.08 1.60 

許容値 

(N/mm2) 
1.06 1.14 1.69 

検定値 0.30 0.42 0.38 

判 定 可 可 可 
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(2) 主トラス

「3.4 評価方法」に基づいた評価結果を表 4-2 に示す。

降下火砕物堆積による鉛直荷重等によって，評価対象部位に生じる軸応力及び曲げモー

メントによる応力度が弾性限界耐力＊を超えないことを確認した。

表 4-2 原子炉建屋 主トラスの評価結果 

部位 発生応力
応力度 
(N/mm2) 

許容値 
(N/mm2) 

検定値 判定 

原子炉棟 
EL. 64.08 m

上弦材 
圧縮  35.4 256 

0.26 可 
曲げ  29.5 254 

下弦材 
引張 164.1 258 

0.76 可 
曲げ  30.4 258 

斜材 引張 204.9 258 0.80 可 

束材 圧縮 150.3 172 0.88 可 

注記 ＊：「Ｓ規準」の短期許容応力度の評価式に平成 12年建設省告示第 2464 号に基づきＦ

値×1.1 を適用 

(3) 母屋

「3.4 評価方法」に基づいた評価結果を表 4-3 に示す。

降下火砕物堆積による鉛直荷重等によって，評価対象部位に生じる曲げモーメント及び

せん断による応力度が弾性限界耐力＊を超えないことを確認した。 

表 4-3 原子炉建屋 母屋の評価結果 

部位 発生応力
応力度 
(N/mm2) 

許容値 
(N/mm2) 

検定値 判定 

原子炉棟 
EL. 64.08 m 

曲げ 118.8 258 0.47 可 

せん断  34.2 148 0.24 可 

付属棟 曲げ 
追而 

せん断 

注記 ＊：「Ｓ規準」の短期許容応力度の評価式に平成 12年建設省告示第 2464 号に基づきＦ

値×1.1 を適用 
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4.1.2 タービン建屋 

(1) 屋根スラブ

「3.4 評価方法」に基づいた評価結果を表 4-4 に示す。

降下火砕物堆積による鉛直荷重等によって，曲げモーメントに対する必要鉄筋量を超え

ないこと，発生する面外せん断力が，終局耐力＊を超えないことを確認した。 

表 4-4 タービン建屋 屋根スラブ評価結果

部位 EL. 40.45 m 
EL. 28.00 m 

短辺 長辺 

厚さ t(mm) 100 350 350 

有効せい 

d(mm) 
 50 299 299 

配 筋 

(鉄筋断面積) 

D13@200 

(633.5 mm2) 

D19@200 

(1432.5 mm2) 

D19@200 

(1432.5 mm2) 

曲
げ
モ
ー
メ
ン
ト 

発生曲げモーメント

M(kN･m) 
  4.7 116.3  58.2 

鉄筋応力度 

σt(N/mm2) 
169.6 310.4 155.3 

許容値 

(N/mm2) 
379 379 379 

検定値 0.45 0.82 0.41 

せ
ん
断
力 

発生せん断力 

Q(kN) 
 13.5 101.4 95.2 

せん断応力度 

τ(N/mm2) 
0.309 0.388 0.364 

せん断スパン比によ

る割増し係数 α 
1.00 1.00 1.31 

許容値 

(N/mm2) 
1.06 1.06 1.38 

検定値 0.30 0.37 0.35 

判 定 可 可 可 

注記 ＊：「ＲＣ－Ｎ規準」の短期許容応力度の評価式に平成 12 年建設省告示第 2464 号に基

づきＦ値×1.1 を適用した弾性限界耐力を超えないことを確認 
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(2) 主トラス 

「3.4 評価方法」に基づいた評価結果を表 4-5 に示す。 

降下火砕物堆積による鉛直荷重等によって，評価対象部位に生じる軸応力及び曲げモー

メントによる応力度によって崩壊機構が形成されないこと＊1を確認した。 

 
表 4-5 タービン建屋 主トラスの評価結果＊2 

部位 発生応力
応力度  
(N/mm2) 

許容値  
(N/mm2) 

検定値 判定 

EL. 40.45 m

上弦材 
圧縮  43.6 257 

0.37 可 
曲げ  50.7 255 

下弦材 
引張 185.1 258 

0.92 可 
曲げ  52.1 258 

斜材 引張 230.6 258 0.90 

可 

束材 圧縮 171.6 176 0.98 

注記 ＊1：「Ｓ規準」の短期許容応力度の評価式に平成 12 年建設省告示第 2464 号に基づきＦ

値×1.1 を適用した弾性限界耐力を超えないことを確認 

    ＊2：速報値 
 

(3) 母屋 

「3.4 評価方法」に基づいた評価結果を表 4-6 に示す。 

降下火砕物堆積による鉛直荷重等によって，評価対象部位に生じる曲げモーメント及び

せん断による応力度によって崩壊機構が形成されないことを確認した。 

 

表 4-6 タービン建屋 母屋の評価結果 

部位 発生応力
応力度  
(N/mm2) 

許容値  
(N/mm2) 

検定値 判定 

EL. 40.45 m 
曲げ 252.7 258 0.98 可 

せん断  47.5 148 0.33 可 
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4.1.3 使用済燃料乾式貯蔵建屋 

(1) 屋根スラブ

「3.4 評価方法」に基づいた評価結果を表 4-7 に示す。

降下火砕物堆積による鉛直荷重等によって，曲げモーメントに対する必要鉄筋量を超え

ないこと，発生する面外せん断力が終局耐力を超えないこと＊を確認した。 

表 4-7 使用済燃料乾式貯蔵建屋 屋根スラブ評価結果 

部位 EL 29.20 m 

厚さ t(mm) 450 

有効せい 

d(mm) 
368 

配 筋 

(鉄筋断面積) 

D19@250 

（1148.0 mm2） 

曲
げ
モ
ー
メ
ン
ト 

発生曲げモーメント 

M(kN･m) 
15.6 

鉄筋応力度 

σt(N/mm2) 
42.3 

許容値 

(N/mm2) 
345 

検定値 0.13 

せ
ん
断
力 

発生せん断力 

Q(kN) 
25.7 

せん断応力度 

τ(N/mm2) 
0.799 

せん断スパン比によ

る割増し係数 α 
1.00 

許容値 

(N/mm2) 
1.08 

検定値 0.74 

判 定 可 

注記 ＊：「ＲＣ-Ｎ規準」の短期許容応力度を超えないことを確認 

331



  

53 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
3
-別

添
2
-
1-
6
 
R
2 

(2) 主トラス 

「3.4 評価方法」に基づいた評価結果を表 4-8 に示す。 

降下火砕物堆積による鉛直荷重等によって，評価対象部位に生じる軸応力及び曲げモー

メントによる応力度によって崩壊機構が形成されないこと＊を確認した。 

 
表 4-8 使用済燃料乾式貯蔵建屋 主トラスの評価結果 

部位 発生応力
応力度  
(N/mm2) 

許容値  
(N/mm2) 

検定値 判定 

EL. 29.20 m

上弦材 
圧縮  1.6 219 

0.24 可 
曲げ 53.4 233 

下弦材 
引張 96.7 235 

0.54 可 
曲げ 28.6 233 

斜材 引張 95.3 235 0.41 可 

垂直材 圧縮 90.2 227 0.40 可 

注記 ＊：「Ｓ規準」の短期許容応力度を超えないことを確認 

    

 
(3) サブトラス 

「3.4 評価方法」に基づいた評価結果を表 4-9 に示す。 

降下火砕物堆積による鉛直荷重等によって，評価対象部位に生じる軸応力及び曲げモー

メントによる応力度によって崩壊機構が形成されないこと＊を確認した。 

 

表 4-9 使用済燃料乾式貯蔵建屋 サブトラスの評価結果 

部位 発生応力
応力度  
(N/mm2) 

許容値  
(N/mm2) 

検定値 判定 

EL. 29.20 m

上弦材 
引張  2.2 235 

0.12 可 
曲げ 24.5 230 

下弦材 
圧縮 62.8 93 

0.78 可 
曲げ 23.6 230 

斜材 圧縮 89.2 98 0.92 可 

垂直材 圧縮 56.5 180 0.32 可 

注記 ＊：「Ｓ規準」の短期許容応力度を超えないことを確認 
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4.2 耐震壁に対する評価結果 

4.2.1 原子炉建屋 

(1) 耐震壁

「3.4 評価方法」に基づいた評価結果を表 4-10 に示す。

風荷重による水平荷重によって，最大せん断ひずみが許容限界（2.0×10-3）を超えな

いことを確認した。 

表 4-10（1/2） 原子炉建屋 耐震壁の評価結果（NS 方向） 

評価項目 要素番号
せん断ひずみ 

（×10-3） 

許容限界 

（×10-3） 
判定 

せん断ひずみ 

1 0.0028 2.0 可 

2 0.0066 2.0 可 

3 0.0012 2.0 可 

4 0.0022 2.0 可 

5 0.0024 2.0 可 

6 0.0021 2.0 可 

7 0.0022 2.0 可 

8 0.0015 2.0 可 

表 4-10（2/2） 原子炉建屋 耐震壁の評価結果（EW 方向） 

評価項目 要素番号
せん断ひずみ 

（×10-3） 

許容限界 

（×10-3） 
判定 

せん断ひずみ 

1 0.0033 2.0 可 

2 0.0075 2.0 可 

3 0.0017 2.0 可 

4 0.0022 2.0 可 

5 0.0023 2.0 可 

6 0.0020 2.0 可 

7 0.0025 2.0 可 

8 0.0018 2.0 可 
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4.2.2 タービン建屋 

(1) 耐震壁

「3.4 評価方法」に基づいた評価結果を表 4-11 に示す。

風荷重による水平荷重によって，最大せん断ひずみが許容限界（4.0×10-3）を超えな

いことを確認した。 

表 4-11（1/2） タービン建屋 耐震壁の評価結果（NS方向） 

評価項目 要素番号
せん断ひずみ 

（×10-3） 

許容限界 

（×10-3） 
判定 

せん断ひずみ 

1 0.0074 4.0 可 

2 0.0056 4.0 可 

3 0.0032 4.0 可 

表 4-11（2/2） タービン建屋 耐震壁の評価結果（EW方向） 

評価項目 要素番号
せん断ひずみ 

（×10-3） 

許容限界 

（×10-3） 
判定 

せん断ひずみ 

1 0.0019 4.0 可 

2 0.0024 4.0 可 

3 0.0021 4.0 可 
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4.2.3 使用済燃料乾式貯蔵建屋 

(1) 耐震壁

「3.4 評価方法」に基づいた評価結果を表 4-12 に示す。

風荷重による水平荷重によって，最大せん断ひずみが許容限界（4.0×10-3）を超えな

いことを確認した。 

表 4-12（1/2） 使用済燃料乾式貯蔵建屋 耐震壁の評価結果（NS 方向） 

評価項目 要素番号
せん断ひずみ 

（×10-3） 

許容限界 

（×10-3） 
判定 

せん断ひずみ 
BM03 0.0025 4 可 

BM02 0.0033 4 可 

表 4-12（2/2） 使用済燃料乾式貯蔵建屋 耐震壁の評価結果（EW 方向） 

評価項目 要素番号
せん断ひずみ 

（×10-3） 

許容限界 

（×10-3） 
判定 

せん断ひずみ 
BM03 0.0052 4 可 

BM02 0.0061 4 可 
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１．はじめに 

重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の材料及び構造については，

「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則」（平成25年6月28日 原子力規

制委員会規則第六号）第55条第1項第2号及び第5号に規定されており，適切な材料を使用し，

十分な構造及び強度を有することが要求されている。具体的には，「発電用原子力設備規格 

設計・建設規格」（以下「設計・建設規格」という。）もしくは，施設時に適用された規格を用

いて重大事故等時に機器が十分な強度を有することを確認する必要がある。  

ここでは，東海第二で重大事故等クラス２であってクラス１機器の対象となる原子炉圧力容

器と重大事故等クラス２管でクラス１管に関する施設時の基準，建設時工認の評価状況の整理

を行い，重大事故等時に機器が十分な強度を有することを示すための方針を記載する。 

２．施設時の要求と既工認の強度評価状況 

原子炉圧力容器と重大事故等クラス２管でクラス１管について施設時の基準と既工認の強

度評価状況を表 1 に示す。施設時の基準では強度評価は，原子炉圧力容器は応力評価，第１種

管は板厚評価が要求されており，既工認ではそれぞれ「発電用原子力設備に関する構造等の技

術基準」（昭和 45 年通産省告示第 501 号（以下「昭和 45 年告示という。」））に基づき評価を実

施している。尚，第１種管については昭和 45 年告示で応力評価の要求はないが，ASME を準用し

て応力評価を実施している。 

表 1 施設時の要求と既工認の強度評価状況 

第 1 種容器(原子炉圧力容器) 第 1 種管 

施設時の基準 

(昭和 45 年告示要求) 

応力評価 

（ただし供用状態の概念なし） 

板厚評価 

（応力評価の要求はなし） 

既工認の評価 

（建設時から昭和 55 年前ま

で） 

昭和 45 年告示で応力評価 

（ただし供用状態の概念なし） 

昭和 45 年告示で板厚評価 

ASME を準用した応力評価 

設計・建設規格の要求 

（参考） 

応力評価 

（供用状態の概念あり） 

板厚評価 

応力評価 
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３．重大事故等クラス２機器でクラス１機器の強度評価方針 

施設時の基準，既工認の評価状況を踏まえて，重大事故等クラス２機器であってクラス１

機器の強度評価方針を表 2 に示す。 

原子炉圧力容器の重大事故等クラス２でクラス１機器としての強度評価は施設時の昭和 45

年告示での評価結果として既工認の評価結果があるが，昭和 45 年告示では供用状態の概念が

ないことから設計・建設規格を準用して重大事故等時の評価を行う。 

重大事故等クラス２管でクラス１管の強度評価は，施設時の規格（昭和 45年告示）では，管

に対する応力評価要求がないが，設計・建設規格では，応力評価の要求があることから，設計・

建設規格を準用して重大事故等時の管の応力評価を行う。 

重大事故等クラス２管でクラス１管の板厚評価は施設時の昭和４５年告示での評価結果と

して既工認の評価結果があり，既工認の評価条件は重大事故等時の評価条件を包絡することを

示した上で，既工認の結果を確認することで重大事故等時の評価を行う。 

 

表 2 重大事故等クラス２機器であってクラス１機器の強度評価方針 

機器クラス 対象機器 施設時の基準で

要求される評価 

強度評価方針 

重大事故等クラス２

機器であってクラス

１機器 

原子炉圧力容器 応力評価 設計・建設規格を準用して重

大事故等時の評価を行う 

重大事故等クラス２

管でクラス１管 

応力評価 

（昭和 45年告

示では評価要求

なし，昭和 55

年告示，設計建

設規格では評価

要求あり） 

設計・建設規格を準用して

重大事故等時の評価を行う 

板厚評価 既工認の評価条件が重大事

故等時の評価条件を包絡す

ることを示し，既工認の結

果を確認することで重大事

故等時の評価を行う 
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４．先行審査との比較

重大事故等クラス２でクラス１機器の評価方法について，３．に示す方法で強度評価を行

う方針としていることについて，先行審査との比較を表 3 に示す。 
原子炉圧力容器の評価方針については，美浜と同様に設計・建設規格で評価を行う方針と

する。ただし，美浜が一部既工認の評価結果を用いるため，運転状態Ⅲ，Ⅳの評価結果を用い

た評価を実施しているのに対して，東海第二は設計・建設規格による重大事故等時の評価を行

う。

管については美浜と同様に設計・建設規格で評価を行う方針とするが，美浜は重大事故等

時の評価の代わりに運転状態Ⅲ，Ⅳの評価を行うのに対して，東海第二は重大事故等時の評価

を行う。

ここで，３．の評価方針を採用するにあたり以下を確認する必要がある。

① 原子炉圧力容器の SA 時の強度評価（応力計算）を，設計・建設規格に従い評価を行うこと

の妥当性を確認する。

② 建設時 ASME に基づく評価を行っているものについて，設計・建設規格を用いた評価を行

うことの妥当性を確認する。
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表 3 重大事故等クラス２機器でクラス１機器の評価方法に関する先行 PWR との違い及び確認事項について 
先行 PWR（美浜） 東海第二 確認すべき事項

重大事故等

クラス２容

器でクラス

１容器

重大事故等時における使用圧力，使用温度及び

重大事故荷重を上回る運転状態Ⅲ及び運転状態

Ⅳの評価条件に対して設計・建設規格 PVB-
3110 及び PVB-3120（クラス１容器）に準じて，

応力評価による強度評価を行っている。

尚，上述の評価条件及び判断基準を満たす既に

実施された評価結果がある場合は，その評価結

果の確認を実施する。

重大事故等時における使用圧力，使用温度及び重大事

故荷重に対して設計・建設規格 PVB-3110 及び PVB-
3120（クラス１容器）に準じて，応力評価による強度

評価を行う。

・原子炉圧力容器の SA 時の強

度評価（応力計算）を，設計・

建設規格に従い評価を行うこと

の妥当性を確認する。

重大事故等

クラス２管

でクラス１

管

重大事故等時における使用圧力，使用温度及び

重大事故荷重を上回る運転状態Ⅲ及び運転状態

Ⅳの評価条件に対して設計・建設規格 PPB-
3500（クラス１管）に準じて，応力評価による

強度評価を行っている。

尚，上述の評価条件及び判断基準を満たす既に

実施された評価結果がある場合は，その評価結

果の確認を実施する。

重大事故等時における使用圧力，使用温度及び重大事

故荷重の評価条件に対して設計・建設規格 PPB-3500
（クラス１管）に準じて，応力評価による強度評価を

行う。

・東海第二については，施設時規

格がないため ASME を準用して

評価を実施していた。このため，

建設時 ASME に基づく評価を行

っているものについて，設計・建

設規格を用いた評価を行うこと

の妥当性を確認する。

4 
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５． 原子炉圧力容器の評価方法

原子炉圧力容器の重大事故等時の強度評価（応力計算）を，設計・建設規格に従い評価を行うことの妥

当性を確認する。

５． １ 重大事故等時と建設時の強度計算の整理

以下に原子炉圧力容器の胴を代表として，重大事故等時（設計・建設規格）と建設時（告示 501）
の強度計算を整理した。胴以外の部位については，別紙１に示す。評価応力については，設計・

建設規格と告示 501 号で同等である。 

５．１．１ 重大事故等時の原子炉圧力容器の評価 (PVB-3111 準用) 
(1) 評価応力

重大事故等時の強度評価としては，以下に示す設計・建設規格の供用状態 D の一次応力を

準用して応力評価を行うことが要求事項と考える。

PVB-3111  (3) 供用状態 D における応力強さ 
a. 一次一般膜応力強さ：Pm
(a) オーステナイト系ステンレス鋼及び高ニッケル合金以外の材料Pm ２

３
Su          (PVB-13)

c.一次膜＋一次曲げ応力強さ：PL＋Pb
(a) オーステナイト系ステンレス鋼及び高ニッケル合金以外の材料P + Pb  α  ２

３
Su     (PVB-17) 

α:純曲げによる全断面降伏荷重と初期降伏荷重の比または 1.5 のいずれか小さい方の値 

(2) 評価する荷重

上記で一次一般膜応力，一次膜＋一次曲げ応力を求めるときに考慮する荷重を表 4 に示す。 

表 4 原子炉圧力容器の強度評価の荷重の組み合わせ（重大事故等時）

強度評価（Ⅴ） 

原子炉圧力容器の 

重大事故等時の考慮する荷重 

D+PSA+ML 

D:死荷重 

PSA:重大事故等時の圧力 

ML:重大事故等時の機械荷重（ジェット荷重） 
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(3) 応力算出方法

各荷重に対する応力算出方法は設計・建設規格には規定されていなく，一般的な機械工学便覧等の算

出方法を用いる。ここで，発生する応力はいずれも圧力，荷重（モーメント含む）に比例しており，圧

力，荷重（モーメント含む）が大きければ，発生する応力は大きくなることがわかる。

表 5 原子炉圧力容器 胴の応力算出方法（重大事故等時） 
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図 1 機械荷重における F や M を算出する RPV－建屋連成モデル 

５．１．２ 建設時の原子炉圧力容器の評価 (昭和 45 年告示) 
(1) 評価応力（昭和 45 年告示）

建設時の昭和 45 年告示の応力評価要求は以下の記載となり， 設計・建設規格を同様な応

力分類で制限をしている。ただし，許容値については告示では供用状態の概念がまだないため，

設計条件として応力を制限している。昭和 45 年告示と設計・建設規格の許容値の違いを５．

２に示す。

また，建設時の評価では，特別な応力として（軸圧縮）の評価を実施しているが，図 2 に

表わす通り，建設時は特別な応力として軸圧縮応力評価を実施しているが，胴は内圧による引

張り応力が作用し，死荷重や地震荷重による圧縮応力より大きいため，軸圧縮応力は支配的で

はなく，現在の設計・建設規格評価では省略されている。

昭和 45 年告示 抜粋 
第 13 条 
イ 応力解析による一次応力強さ，二次応力強さ及びこれらの組合せによる応力強さは，次の値

をこえないこと．

（イ）最高使用圧力および自重その他の機械荷重により生じる一次一般膜応力強さは，別表第 1
に定める値

（ハ）最高使用圧力および自重その他の機械荷重により生じる一次膜応力と一次曲げ応力を加え

て求めた応力強さは，別表第 1 に定める値の 1.5 倍の値 
ここで別表第 1 は，設計応力強さ（Sm）を示す。 
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図 2 特別な応力（軸圧縮）の説明 

(2) 評価する荷重

建設時の一次一般膜応力，一次膜＋一次曲げ応力を求めるときに考慮する荷重を以下に示す。評価

荷重については重大事故等時と同様の荷重（死荷重，内圧，機械荷重）＋地震荷重となっている。

表 6 原子炉圧力容器の強度評価時の荷重の組み合わせ(建設時設計)

強度評価（建設時の設計条件） 

原子炉圧力容器の 

建設時設計荷重 

D+Pd+Md+S 

D: 死荷重 

Pd:最高使用圧力 

Md:機械荷重 

S：設計地震動による荷重 
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(3) 応力算出方法

応力算出方法は下表のとおりとなる。各荷重に対する応力算出方法は昭和 45 年告示に規定され

ていなく，一般的な工学式（当時の ASME 等）を用いる。ここで，発生する応力はいずれも圧力，

荷重（モーメント含む）に比例しており，圧力，荷重（モーメント含む）が大きければ，発生する

応力が大きくなることがわかる。

表 7 原子炉圧力容器 胴の応力算出方法（建設時） 
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５．２ 施設時の許容値と設計・建設規格許容値との比較

表 8 に既工認の許容値（昭和 45 年告示）と重大事故等時の許容値（設計・建設規格）を示す。

施設時は設計条件に対する許容値のため，供用状態の概念がなく保守的な値を用いている。尚，Sm
値自体については告示と設計・建設規格で差がないことを確認した。 

表 8 既工認で用いた昭和 45年告示と設計・建設規格の許容値 

一次一般膜応力（Pm） 膜＋曲げ応力（PL+Pb）

昭和 45 年告示 Sm (184 MPa)※2 1.5Sm (276 MPa) 

設計・建設規格 2/3Su (326 MPa) α・2/3Su (470 MPa) 

※1：( )内は胴（SQV1A）の許容応力例を示す。

※2：設計・建設規格での Sm も 184 MPa で告示と同等である。

５．３ 重大事故等時の条件が設計条件（原子炉圧力容器）へ包絡性されていることの確認

原子炉圧力容器の応力評価に必要な評価条件として温度，圧力，外荷重について重大事故等時

の評価条件を表 9に示す。圧力，温度については，重大事故等時のうち No.8 の原子炉停止機能喪

失が事故シーケンスの中で大きい。外荷重としては，No.9 の LOCA 時注水機能喪失で発生する配管

破断によるジェット荷重が生じる。このため，重大事故等時の評価では，No.8 の温度，圧力条

件と No.9 の外荷重を用いた評価を行う。 

表 9 既工認と重大事故等時の評価条件 

No. 状態※１ 圧力※3

(MPa)

温度

(℃)

外荷重 

1 高圧・低圧注水機能喪失 7.79 295 事故時荷重は生じない※2 

2 高圧注水・減圧機能喪失 7.79 295 事故時荷重は生じない※2 

3 全交流動力電源喪失(長期 TB) 8.16 298 事故時荷重は生じない※2 

4 全交流動力電源喪失(TBD，TBU) 8.16 298 事故時荷重は生じない※2 

5 全交流動力電源喪失(TBP) 8.16 298 事故時荷重は生じない※2 

6 
崩壊熱除去機能喪失(取水機能喪失の場

合) 

7.79 295 事故時荷重は生じない※2 

7 
崩壊熱除去機能喪失(残留熱除去系故障

の場合) 

7.79 295 事故時荷重は生じない※2 

8 原子炉停止機能喪失 8.19 298 事故時荷重は生じない※2 

9 LOCA 時注水機能喪失 7.79 295 配管破断によるジェット荷重 

10 格納容器バイパス(ISLOCA) 7.79 295 事故時荷重は生じない※2 

11 津波浸水による注水機能喪失 8.16 298 事故時荷重は生じない※2 

※1：No.1～11 までは，事故シーケンスの状態を示す。

※2：配管破断を伴わない事故シーケンスであり，事故時荷重は生じない。

※3：No.1～11 は圧力容器ドーム圧を示す。
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５．４ 重大事故等時の事故シーケンス毎の応力関係

重大事故等時の条件での応力関係を以下に示す。ここで，死荷重は各重大事故等シーケンスで

同様となり，圧力は原子炉停止機能喪失時が大きい。事故時荷重は，LOCA 注水機能喪失時にジ

ェット荷重が生じる。このため，重大事故等時の強度評価では，原子炉停止機能喪失時の圧力条

件と LOCA 注水機能喪失時の事故時荷重を用いた評価を行う。尚，有効性評価で考慮している

LOCA 注水機能喪失時に想定している破断面積は 3.7cm2だが，強度評価ではより厳しい評価とな

る全破断を考慮する。 

図 3 重大事故等時と建設時時設計条件の応力関係 
応力分類：1 次応力評価（胴板） 
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６． 管の応力評価方法 

６．１ 重大事故等時の管の応力評価（PPB-3560 準用） 
(1) 評価応力 

重大事故等時の評価は，設計・建設規格での供用状態 D（ⅣA）の管の応力評価を準用し以下となる。 
 
PPB-3560 供用状態 D（ⅣA）に対する規定 

PPB-3562 一次応力制限 
供用状態 D（ⅣA）における一次応力 Sprm は，圧力 P およびモーメント Mbp, Mrp, Mip に対して

PPB-3520 の式に従い算出すること。この時の許容応力は，3Sm または 2Sy の小さい方の値とする。 
Sm:付録材料図 表 Part5 表１に定める設計応力強さ(MPa) 
Sy: 付録材料図 表 Part5 表 8 に定める設計降伏点 (MPa) 

 
PPB-3520 設計条件における一次応力制限 
設計条件における一次応力は，次の(1)，(2)の要求を満たさなければならない。 
(1) 管台および突合せ溶接式ティー     =        +         +               (PPB-3.1) 

(2) (1)以外の管     =        +                       (PPB-3.2) 

     ：一次応力（MPa）  :最高使用圧力 (MPa) 
D0: 管の外径(mm) 
t:管の厚さ(mm)    :管台または突合せ溶接式ティーに接続される分岐管の機械的荷重により生じるモーメント(N・

mm)    :管台または突合せ溶接式ティーに接続される主管の機械的荷重により生じるモーメント(N・

mm)    :管の機械的荷重により生じるモーメント(N・mm)   ：管台または突合せ溶接式ティーに接続される分岐管の断面係数(mm3)   ：管台または突合せ溶接式ティーに接続される主管の断面係数(mm3)   ：管の断面係数(mm3)   ，   ，   ,   ：PPB-3810 に規定する応力係数 
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(2) 評価する荷重

重大事故時における管の強度評価に用いる荷重の組み合わせを表 10 に示す。重大事故等時（Ⅴ）

は死荷重，圧力，外荷重（機械荷重）を考慮して強度評価を行う。 

表 10 管の強度評価と耐震評価における荷重の組合せ 

強度評価（Ⅴ） 

管の荷重の組み合わせ D+P+M 

D:死荷重 

PSA:重大事故等時の圧力 

M:重大事故等時の機械荷重※ 

※MS-SRV の取り付く配管モデルでは，機械荷重として SRV 吹き出し反力が入る。 

(3) 応力算出方法

応力は， (1)の式の圧力 P, 荷重により発生するモーメント M を代入することで算出する。

荷重により発生するモーメントは図 4 の梁モデルから得られる。
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６．２ 重大事故等時の強度評価条件 

管の応力評価に必要な評価条件として温度，圧力，外荷重について重大事故等時の評価条件を

表 11 に示す。圧力，温度については，重大事故等時のうち No.8 の原子炉停止機能喪失が事故

シーケンスの中で大きい。外荷重については，重大事故等時のうち LOCA 時注水機能喪失時に破

断した配管にはジェット荷重が発生するため，今後評価条件の整理を行う。 

 

表 11 耐震評価ⅣAS と重大事故等時の評価条件 

No. 状態※1 圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

外荷重 

1 高圧・低圧注水機能喪失 7.79 295 事故荷重は生じない※2 

2 高圧注水・減圧機能喪失 7.79 295 事故荷重は生じない※2 

3 全交流動力電源喪失(長期 TB) 8.16 298 事故荷重は生じない※2 

4 全交流動力電源喪失(TBD，TBU) 8.16 298 事故荷重は生じない※2 

5 全交流動力電源喪失(TBP) 8.16 298 事故荷重は生じない※2 

6 崩壊熱除去機能喪失(取水機能喪失の場合) 7.79 295 事故荷重は生じない※2 

7 崩壊熱除去機能喪失(残留熱除去系故障の場合) 7.79 295 事故荷重は生じない※2 

8 原子炉停止機能喪失 8.19 298 事故荷重は生じない※2 

9 LOCA 時注水機能喪失 7.79 295 配管破断によるジェット荷重あり 

10 格納容器バイパス(ISLOCA) 7.79 295 事故荷重は生じない※2 

11 津波浸水による注水機能喪失 8.16 298 事故荷重は生じない※2 

※1：No.1～11 までは，重要事故シーケンスの状態を示す。※2：配管破断を伴わない事故シーケンスであり，事

故時荷重は生じない。※3：No.1～11 は圧力容器ドーム圧を示す。 

  

350



15 

６．４ 重大事故等時の事故シーケンス毎の応力関係

重大事故等時の条件での応力関係を以下に示す。ここで，死荷重は各重大事故シーケンスで

同様となり，圧力は原子炉停止機能喪失が大きい。このため，重大事故等時の強度評価では，

重大事故時の評価条件を上回る条件を用いる。事故時荷重については，今後整理する。

図 5－1 重大事故等時の応力関係例（MS 配管以外）

図 5－2 重大事故等時の応力関係例（MS 配管）
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７．建設時 ASME に基づく評価を行っているものについて，設計・建設規格を用いた評価との違いについて 
 

建設時に告示での応力評価の要求がない管については，建設時に ASME を準用した評価を実施している。

建設時の評価に準用した ASME クラス１管の式について設計・建設規格クラス１管との比較を表 12 に示す。

応力評価式については ASME と設計・建設規格でほぼ同等と考える。応力係数については設計・建設規格にお

ける「曲げ管または突合せ溶接式エルボ」と「突合せ溶接式ティー」の B1 係数は であり，ASME1971，

1974 が で大きいが，ASME 1980 以降の B1係数は となっており設計・建設規格と同等である。別紙 2

に B1係数の変遷を示す。尚，参考に（１）で応力係数の違いによる影響を確認した。 

許容値については，表 13 に示すとおり許容値式は ASME1971 では供用状態の概念がないことから設計条

件として 1.5Sm で設定している。これに対して設計・建設規格の供用状態 D は，Min(3Sm,2Sy)と設定してい

る。（尚，設計・建設規格も設計条件での許容値は 1.5Sm としている。）尚，Sm 値自体については，炭素鋼に

ついては概ね建設時当時の告示と設計・建設規格は同等であり，その他は設計・建設規格に一致する許容値

がないことから ASME の許容値を用いる方針としている。 

 

（１）B1係数の違いに関する影響調査 

 ASME1971 及び 1974 の B1 係数は であり，設計・建設規格の B1係数は である。ASME1980 以

降は設計・建設規格と同様に の B1 係数を用いているが，参考にクラス１配管のうち一次応力が

比較的厳しい主蒸気系配管について，現状の設計・建設規格評価結果を用いて B1 係数の違いによる

影響を確認した。表 14に示す影響確認結果からB1係数の違いによる影響は小さいことを確認した。 

  

 

（２）参考文献 

a.「Boiler and Pressure Vessel Code Sec.Ⅲ Div.1 1971，1974 edition」（The American 

Society of Mechanical Engineers） 

b.「発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含む。））＜第 1 編軽水炉

規格＞ ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007」（日本機械学会） 
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表 12 クラス１管 ASME と設計・建設規格の式の比較

比較

項目 

ASME 設計・建設規格 比較 

応 

力 

算 

出 

式 

１次応力の評価式はＡＳＭ

Ｅと設計・建設規格で同様

の式を用いている。

応 

力 

係 

数 

上記の式で用いているＢ１，

Ｂ２の応力係数は以下以外は

ＡＳＭＥと設計・建設規格で

ほぼ同等。

「曲げ管または突合せ溶接式

エルボ」と「突合せ溶接式テ

ィー」はＡＳＭＥのほうがＢ

１係数が大きいが，ASME 

1980 以降の B1 係数は と

なり設計・建設規格と同様と

なっている。応力評価へ及ぼ

す影響を表 14 で確認する。
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表 13 クラス１管 ASME と設計・建設規格の式の比較  
比較

項目 

ASME 

(STS49，STPT49 は既工認で用いている昭和 45 年告示の値) 

設計・建設規格 比較 

許 

容 

値 

1.5Sm（設計条件） 

 

材料 温度 

℃ 

設計応力強さ 

Sm 

STS49 

(昭和45告示 

JISG3455) 

302 139 MPa※１ 

(14.2 kgf/mm2)※２ 

STPT49 

(昭和45告示 

JISG3456) 

302 139 MPa※１ 

(14.2 kgf/mm2) ※２ 

※１：（ ）内の設計応力強さ kgf/mm2 に×9.80665 を乗じて小数

点以下を切り捨てた値。 

※２：（ ）内は建設時工認に記載の値から算出した Sm 

※３：ASME に記載の PSI を MPa へ変換した値 

MIN(3Sm,2Sy) 

 

材料 温度 

℃ 

設計応力強さ 

Sm 

STS480 

(JSME 

JISG3455) 

302 138 MPa※４ 

STPT480 

(JSME 

JISG3455) 

302 138 MPa※４ 

JSME類似材なし ― ― 

SUS304TP 

(JSME) 参考 

302 114 MPa※４ 

STPL380 の強度を少

し高めにしたもの 

― ― 

STPL380  

(JSME)参考 

302 104 MPa※４ 

※４：JSME 設計建設規格 2005／2007 付録材料図表の

Sm 値を 302℃で線形補完した値。 

許容値式については，

ASME1971 には供用状態

の概念がないことから設計

条件での許容値を 1.5Sm

としている。（尚，設計・

建設規格も設計条件での許

容値は 1.5Sm としてい

る。） 

 

Sm 値自体については， 

炭素鋼は，単位系換算の桁

処理により値が違うが，昭

和４５告示と設計・建設規

格はほぼ同等。 

AMSE 材については，設

計・建設規格（JIS）と機

械的性質が全く一致するも

のがないため，単純に比較

することはできないが，評

価において ASME 許容値

を用いることとしているた

め問題ない。 
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表 14 B1 係数の違いに関する影響調査 

比較項目 ASME1971 及び 1974 の応力係数 設計・建設規格の応力係数 

応力係数

の違いに

よる一次

応力 

 

B1 応力係数が の場合 

 

 

B1 応力係数が の場合 
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別紙１ 

表１．ＲＰＶの強度評価，耐震評価での評価項目と評価応力 

Ｎｏ． 部位 A.強度評価（ⅤＡ） B.強度評価（建設時の設計条件） 比較結果 相違点の考察 

１ 胴 
一次膜応力 

一次曲げ応力 

一次膜応力 

一次曲げ応力 

特別な応力（軸圧縮） 

建設時工認では，特別な

応力（軸圧縮）の評価を

実施している。 

建設時は特別な応力として軸圧縮応力

評価を実施している。 

ただし，胴は内圧による引張り応力が

作用し，死荷重や地震荷重による圧縮

応力より大きいため，軸圧縮応力は支

配的ではなく，省略可能である。 

２ 下鏡板 
一次膜応力 

一次曲げ応力 

一次膜応力 

一次曲げ応力 

相違なし ― 

３ 原子炉圧力容器スカート 

一次膜応力 

一次曲げ応力 

特別な応力（軸圧縮） 

一次膜応力 

一次曲げ応力 

特別な応力（軸圧縮） 

４ 
制御棒駆動機構ハウジン

グ貫通部 

一次膜応力 

一次曲げ応力 

特別な応力（軸圧縮） 

特別な応力（外圧） 

一次膜応力 

一次曲げ応力 

特別な応力（軸圧縮） 

特別な応力（外圧） 

５ 原子炉圧力容器ノズル 
一次膜応力 

一次曲げ応力 

一次膜応力 

一次曲げ応力 

６ 

ブラケット類 

（給水スパージャブラケ

ット及びガイドロッドブ

ラケット以外）

一次膜応力 

一次曲げ応力 

一次膜応力 

一次曲げ応力 
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Ｎｏ． 部位 A.強度評価（ⅤＡ） B.強度評価（建設時の設計条件） 比較結果 相違点の考察 

７ 

給水スパージャブラケッ

ト及びガイドロッドブラ

ケット 

一次膜応力 

一次曲げ応力 

特別な応力（純せん断）

一次膜応力 

一次曲げ応力 

特別な応力（純せん断） 

８ 
主フランジ，上鏡板及び

スタッドボルト 

一次膜応力 

一次曲げ応力 

特別な応力（支圧） 

一次膜応力 

一次曲げ応力 

特別な応力（支圧） 

相違なし ― 

９ 
中性子計測ハウジング貫

通部 

一次膜応力 

一次曲げ応力 

一次膜応力 

一次曲げ応力 
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別紙２ 
応力係数の変遷について 

 

１． はじめに 

管については建設時に告示での応力評価の要求がないため，建設時に ASME を準用した評

価を実施している。応力係数については設計・建設規格における「曲げ管または突合せ溶接

式エルボ」と「突合せ溶接式ティー」の B1 係数（内圧にかかる応力係数）が であるのに

対して，ASME1971，1974 が と大きいが，ASME 1980 以降の B1係数は となっている。

上記件について，3／27 ヒアリングコメントとして「昭和５５年告示に関しても確認するこ

と」「ASME で応力係数 B1が から に変わった理由を確認すること」とした。 

 

２． 昭和５５年の告示５０１号について 

「発電用原子力設備に関する構造等の技術基準」（昭和 55 年改訂 通産省告示第 501 号）

については，「曲げ管または突合せ溶接式エルボ」と「突合せ溶接式ティー」の B1 係数（内

圧にかかる応力係数）は を用いていることを確認した。 

 

３． ASME で応力係数 B1が から に変わった理由 

参考文献 d によると， B1 係数については ASME1969 から大きめな値を用いてきたが，試

験と理論式に基づき検討を行い，曲げ管，エルボ，ティーについて B1係数を へ精緻化で

きると記載している。 

 

４． 参考文献 

a.「Boiler and Pressure Vessel Code Sec.Ⅲ Div.1 1971，1974，1980 edition」（The 

American Society of Mechanical Engineers） 

b.「発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含む。））＜第 1

編軽水炉規格＞ ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007」（日本機械学会） 

c．「発電用原子力設備に関する構造等の技術基準」（昭和 55 年改訂 通産省告示第 501

号） 

d.  

 

 

 

表１ 各規格の「曲げ管または突合せ溶接式エルボ」と「突合せ溶接式ティー」の B1 係数 

規格 「曲げ管または突合せ溶接式エルボ」と

「突合せ溶接式ティー」の B1係数 

ASME 1971,1974 

ASME 1980 

昭和 55 年 告示第 501 号 

設計・建設規格 2005/2007 0.5 
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別紙３ 

 

重大事故等クラス２機器であってクラス１機器（原子炉圧力容器及びクラス１管）の強度評価に

おいて考慮する事故シーケンスの考え方 

 

原子炉圧力容器及びクラス１管が有する原子炉冷却材圧力バウンダリ機能は，「発電用軽水

型原子炉施設の安全機能の重要度分類に関する審査指針」において，異常発生防止系として，

その損傷又は故障により発生する事象によって，炉心の著しい損傷又は燃料の大量の破損を引

き起こすおそれのある構築物，系統及び機器であると定義されている。このため，重大事故等

クラス２機器としての強度評価においては，技術基準規則第 54条に基づき，「実用発電用原子

炉及びその付属施設の位置，構造及び設備の基準に関する規則」第 37 条において，個別プラン

トの確率論的安全評価を活用し，炉心の著しい損傷に至る可能性があると想定する事故シーケ

ンスグループから選定された，重要事故シーケンスに基づく圧力・温度条件を考慮する。 

なお，想定する格納容器破損モードのうち，高圧溶融物／格納容器雰囲気直接加熱（ＤＣＨ），

原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用（ＦＣＩ），溶融炉心・コンクリート相互作用

（ＭＣＣＩ）は，炉心が損傷し，原子炉圧力容器の破損に至る事故シーケンスである。また，

想定する格納容器破損モードのうち，雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温

破損）及び水素燃焼は，重大事故等対処設備を用いた原子炉注水により原子炉圧力容器の破損

防止に成功する事故シーケンスであるが，大破断ＬＯＣＡが発生し，炉心損傷に至る事象であ

る。これら炉心損傷に至るとともに原子炉冷却材圧力バウンダリが機能喪失する格納容器破損

モードの事故シーケンスについては，原子炉冷却材圧力バウンダリの機能維持を確認する評価

には適用しない。 

想定される重大事故等のうち，使用済燃料貯蔵槽内における想定事故については，原子炉圧

力容器及びクラス１管への事故荷重は生じない。また，想定する運転停止中の事故シーケンス

グループについては，事故時の圧力・温度が低いことから，重要事故シーケンスの評価に包含

される。 

重要事故シーケンスに基づく圧力・温度条件を第 1 表に示す。 
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第 1 表 重要事故シーケンスに基づく圧力・温度条件 

No. 状態※１ 
圧力※1 

MPa[gage] 

温度※2 

℃ 

1 高圧・低圧注水機能喪失 7.79 295 

2 高圧注水・減圧機能喪失 7.79 295 

3 全交流動力電源喪失(長期ＴＢ) 8.16 298 

4 全交流動力電源喪失(ＴＢＤ，ＴＢＵ) 8.16 298 

5 全交流動力電源喪失(ＴＢＰ) 8.16 298 

6 崩壊熱除去機能喪失(取水機能喪失の場合) 7.79 295 

7 崩壊熱除去機能喪失(残留熱除去系故障の場合) 7.79 295 

8 原子炉停止機能喪失 8.19 298 

9 ＬＯＣＡ時注水機能喪失 7.79 295 

10 格納容器バイパス(ＩＳＬＯＣＡ) 7.79 295 

11 津波浸水による注水機能喪失 8.16 298 

[建設時既工認の評価条件：圧力 8.62MPa，温度 302℃] 

 

※1 有効性評価解析における，原子炉圧力容器ドーム部圧力を示す。 

※2 原子炉圧力容器ドーム部圧力に対する飽和温度を設定する。炉心損傷しない事故シーケ

ンスにおいて，原子炉圧力容器及びクラス１管に接触する冷却材は過熱状態とならない

ことから，飽和温度を考慮することは保守的な仮定である。 
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別紙４ 
重大事故等クラス２管の疲労評価について 

 
1. はじめに 
本資料では，重大事故等クラス２管の疲労評価省略について説明するものである。 
 
2. 重大事故等クラス２管の疲労評価について 
重大事故等時の疲労評価については，発生回数が少ないことから先行審査同様に省略できると

考えているが，告示第 501 号及び設計・建設規格において，疲労評価として一次＋二次応力の

規定があることから，以下に二次応力について整理する。なお，二次応力の規定については，告

示第 501 号と設計・建設規格は同等の規定であることから，以降は設計・建設規格にて説明を

実施する。二次応力については，設計・建設規格解説 GNR-2130 の 5.において以下のとおり規

定されている。 
 
【設計・建設規格解説 GNR-2130】 
5. 二次応力は，容器の自己拘束によって発生する応力である。すなわち，その特性は，自己制

御性があることである。換言すると，二次応力が発生し，部材が降伏を起こしたり またはわ

ずかにひずみを生じた場合，もはやそれ以上の応力の増加はなく，応力の飽和状態に達する。      
従って，二次応力のみによっては破損を起こすことは考えられない。ただし，二次応力によ

り生ずるひずみが無制限に許されるのではなく，シェイクダウン特性を考慮して応力強さの限

界を設けている。 
二次応力の代表例として，熱応力と不連続応力がある。熱応力は，部材内部に温度差が発生

することにより生ずるものであり，この応力によって変形を生ずるかまたは応力の増加により

塑性流れの状態を生ずると，応力分布は全体として均等化する。不連続応力は，部材の肉厚が

一様でない管台等において，変形が不連続になることにより発生する応力である。これは，内

圧や外荷重の増減に伴い変化するが，容器全体からみると極めて限られた部分であり，一次応

力のようにいつまでもその応力状態を維持しているわけではなく，応力が増加すれば局部的な

塑性流れを発生し応力分布は均等化することになる。 
 
クラス２管については、疲労による破壊の防止の評価として、設計・建設規格 PPC-3530「供

用状態 A 
および B における一次＋二次応力制限」が規定されており、高温、高圧となる系統などについ

ては設計(使用)条件に応じて適切に考慮する必要がある。 
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ここで、設計・建設規格における一次＋二次応力評価については、供用状態 A 及び供用状態

B についてのみ規定されているが、これは設計・建設規格解説 PVB-3112 において解説されて

おり、一次＋二次応力評価は疲労評価の前提であり、供用状態 C および供用状態 D について

は、発電設備の寿命中において、発生する回数が非常に少なく疲労破壊には顕著な影響を与え

ないため、あらかじめ疲労解析は不要とされており、従って、一次応力と二次応力を加えて求

めた応力強さの評価も必要ないとされている。 
重大事故等事象は設計・建設規格に規定が無いが、従来の設計基準事象において「原子炉施

設の故障、異常な作動等により原子炉の運転の停止が緊急に必要とされる運転状態」と規定さ

れる運転状態Ⅲ、「原子炉施設の安全性を評価する観点から異常な状態を想定した運転状態」と

規定される運転状態Ⅳを超える事象であり、疲労評価が不要とされている事象よりもさらに発

生する回数が少ないものである（複数回発生することを想定しない）ことから、設計・建設規

格解説 PVB-3112 に基づき、重大事故等事象に対して疲労評価（一次応力＋二次応力評価）は

省略可能であると考える。 
以上のことから、重大事故等クラス２管の疲労評価については、重大事故等時は発生回数が

少なく疲労に顕著な影響を及ぼす繰返し応力は発生しないことから評価を省略することとして

いる。 
 

ここで，配管に各荷重により生じる応力は，以下のとおりに分類されるが，重大事故等時の強

度評価は，上述のとおり一次応力を評価する。 
 
 重大事故等時（Ⅴ） 耐震ⅣAS 
一次応力 自重による応力 自重による応力 

圧力による応力 圧力による応力 
機械荷重による応力※１ 機械荷重による応力※１ 
― 地震慣性力による応力 

二次応力 ジェットにより原子炉圧力容

器等に変位が生じることで配

管に生じる応力 

 

熱応力 地震相対変位による応力 
※１：MS-SRV の取り付く配管モデルでは，機械荷重として SRV 吹き出し反力が入る。 
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別紙５ 
重大事故等時の強度評価と耐震評価の圧力，荷重の推移について 

 
 

設計・建設規格供用状態 D（Ⅳ）と耐震ⅣAS の供用応力範囲（概ね弾性範囲）での一次応力

評価については，機器に生じる最大荷重での評価を行うことで機器の損傷を防ぐことができる

ように設定されている。重大事故等時と地震時の配管の応力評価については，時事刻々生じうる

荷重のうち最大値を用いた保守的な評価を適用する方針としている。このため，時間の推移によ

る時事刻々荷重値は変わるが，機器の健全性が保たれるように評価ができる。以下に概念を示す。 
 

重大事故等時                   地震時 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ジェットに 
よ る 荷 重

（変位） 

時間 

圧力 

評価に用いる圧力 

時間 

評価に用いる荷重（変位）

評価に用いる圧力※１ 

圧力 

時間 

地震 

FRS を用いる※２ 

時間 

※１ 最高使用圧力 
※２ 配管はスペクトルモーダル解析により最

大応答を考慮できるように計算する。

FRS 

363



28 

強度評価に関する基本的な考え方（東海第二） 

1. 強度計算の基本方針に基づく評価区分の整理フロー 

今回の申請範囲における強度評価対象機器の強度評価方法について，強度計算の基本方針（SA クラス 3 機器及び新設・改造機器を

除く。）に基づき強度評価方法を整理すると，以下のとおり類型化される。  

色分けによる表示 
      ：JSME による評価を実施      ：同等性を示す方法を記載      ：技術基準 17 条と同水準の規格に適合する旨を記載 

強度評価 
対象機器 

（SA3 機器及

び新設・改造
機器を除く） 

下記に示す機器を除く機器
および SA2 支持構造物 

施設時の技術基準に 
対象とする施設の規定

がある

JSME による評価 
（次ページにて説明） 

クラス UP及び 

条件 UPしない 既工認における評価結果がある

施設時の適用

規格が JSME

施設時の適用
規格が告示 

JSME・告示 
安全側の規格による評価 

適用規格の選定 
（次ページにて説明） 

既工認評価結果の 
確認による評価 

既工認における評価結果がない
施設時の適用 
規格が JSME 

施設時の適用

規格が告示 

JSME による評価 
（次ページにて説明） 

JSME・告示 

安全側の規格による評価 
適用規格の選定 

（次ページにて説明） 

施設時の技術基準に 
対象とする施設の規定

がない
JSME による評価 

同等性を示す方法 

（SA2 に対する同等性） 

a.評価式が規定されていない場合 

(a)長方形板の大たわみ式を用いた評価 

(b)クラス 3 ポンプの規定を準用した評価

(c)ねじ山せん断破壊式を用いた評価 

b.精緻な評価を実施する場合 

(a)クラス 1 容器の規定を準用した評価 

SA2 機器であって 
クラス 1容器及びクラス 1管 

（管の基本板厚計算を除く） 
JSME による評価 

高圧ガス保安法又は 
消防法に適合 

（技術基準 17条と同水準） 

クラス UP又は 
条件 UPする＊ 

SA2 機器であって 

原子炉格納容器 

消火設備用ボンベ 

又は消火器 

①技術基準の規定の有無による差異 

②適用規格の保守性の違い 

 注記＊：クラスアップする機器 

DB 設備 
「DBクラス 2→DBクラス 1」及び「Non クラス→DBクラス 3」となるもの 
（例：RCPB 拡大範囲，火災防護設備） 

SA 設備 
「SAクラス 2（DBクラス 1又は DBクラス 2に属するものを除く）」となるもの 
条件アップする機器 

SA 設備にあって，「DB条件に SA条件が包絡されないもの」 

＜評価方法＞ 

火災防護設備用 

水源タンク 

JIS に適合 
（技術基準 17条と同水準） 

SA2機器であって 
クラス 2機器の規定によらない場合

（機器または部位） 

JSME による評価 

【容器及び配管】 

運転状態Ⅴを考慮した評価 

別紙６ 
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29 

強度評価に関する基本的な考え方（東海第二） 

2. 強度計算の基本方針（SA3 機器を除く）に基づく適用規格の選定フロー 

JSME 又は告示による評価を実施する場合，強度計算の基本方針（SA クラス 3 機器を除く）の適用規格に基づき整理すると，以下のとおり

類型化される。 

 

 
 

適用規格の選定 
（前ページより） 

公式による 
評価 相違なし 相違なし 

相違あり JSME 

告示 

相違あり JSME 相違なし 

相違あり JSME 

告示 

JSME 

容易に判断 
できない 

JSME に規格があるが 
告示には規定がない 

解析による 
評価 相違なし

相違あり JSME 

告示 

評価式の比較 
＜相違の有無＞  ＜安全側の規格＞ 

許容値の比較 
＜相違の有無＞  ＜安全側の規格＞ 

JSME 

JSME に規定があるが 

告示には規定がない 

JSME 

JSME 

告示 

JSME 

JSME 

JSME 
及び告示 

JSME による評価 
（前ページより） 

色分けによる表示 
      ：JSME による評価を実施      ：告示による評価を実施      ：JSME 及び告示による評価を実施し計算書に両規格による評価結果を記載 

JSME 
及び告示 

告示 

JSME 
及び告示 

JSME 

JSME 

JSME 

告示 

＜適用規格＞ ＜判断区分＞ 

JSME 
及び告示 

JSME 

①：JSME による評価 

②：JSME による評価 

③：JSME による評価 

④：告示による評価 

⑤：JSME による評価 

⑥：JSME による評価 

⑦：JSME 及び告示による評価， 
  両規格による強度評価結果を計算書に記載 

⑨：JSME 及び告示による評価， 
  両規格による強度評価結果を計算書に記載 

⑩：告示による評価 

⑪：JSME 及び告示による評価， 
  両規格による強度評価結果を計算書に記載 

⑫：JSME による評価 

⑬：JSME による評価 

⑭：JSME による評価 

⑮：告示による評価 

⑯：JSME 及び告示による評価， 
  両規格による強度評価結果を計算書に記載 

⑰：JSME による評価 

容易に判断 
できない 

告示 ⑧：告示による評価 

告示 安全側の規格を容
易に判断できない

JSME 

又は告示 

⑦´：JSME 又は告示による評価 
   安全側の規格による強度評価結果を計算書に記載 

安全側の規格を容
易に判断できる 

告示 

安全側の規格を容
易に判断できない

安全側の規格を容
易に判断できる 

相違なし 

相違あり 

JSME 
又は告示 

⑨´：JSME 又は告示による評価 
   安全側の規格による強度評価結果を計算書に記載 
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平成 30 年 4 月 5 日 

日本原子力発電株式会社 

原子炉格納施設の設計条件に関する説明書のうち 

設計基準事故時及び重大事故等時の動荷重について 

 

1. 概要 

東海第二発電所において，設計基準事故時及び重大事故等時の原子炉格納容器に生じる

動荷重について整理するとともに，その影響について以下にまとめる。 

 

2. 設計基準事故時に想定される動荷重について 

原子炉冷却材喪失時に原子炉格納容器に生じる各荷重に対する現象を第 1表に，現象の

流れを第 1図に示す。また，逃がし安全弁作動時に原子炉格納容器に生じる各荷重に対す

る現象を第 2 表に，現象の流れを第 2 図に示す。 

東海第二発電所では，「BWR. MARK Ⅱ型格納容器圧力抑制系に加わる動荷重の評価指針」

に基づき，原子炉冷却材喪失時及び逃がし安全弁作動時の動荷重を考慮し，格納容器の健

全性が確保されることを確認している。 

資料番号 TK-1-271 改 1 

366



 

第
1
表
 

原
子

炉
冷
却
材

喪
失

時
の
各

荷
重

の
現

象
 

荷
重
 

現
象
 

a
.
ベ

ン
ト

ク
リ

ア
時

の
水

ジ
ェ

ッ
ト

に

よ
る

荷
重
 

ド
ラ

イ
ウ
ェ

ル
圧

力
の

急
激
な
上

昇
に
よ

り
ベ

ン
ト

管
内
の

サ
プ

レ
ッ

シ
ョ

ン
・

プ
ー
ル

水
が

プ
ー

ル
内
に
放

出
さ
れ

る
た

め
水
ジ

ェ
ッ

ト
流

が
形
成
さ

れ
，
ジ

ェ
ッ

ト
に

よ
る
衝

撃
力

及
び

ド
ラ

ッ
グ

力
が
ベ

ン
ト

管
の

下
部
に
あ

る
内
部

構
造

物
及

び
原

子
炉

格
納

容
器
底

部
鉄

筋
コ

ン
ク

リ
ー

ト
マ

ッ
ト
に

作
用

す
る

。
 

b
.気

泡
形

成
に

よ
る

サ
プ

レ
ッ

シ
ョ
ン

・

プ
ー

ル
水

中
の

圧
力

上
昇
 

ド
ラ

イ
ウ
ェ

ル
の

空
気

が
ベ
ン
ト

管
か
ら

放
出

さ
れ

る
際
，

気
泡

が
サ

プ
レ

ッ
シ

ョ
ン
・

プ
ー

ル
側

壁
，
内
部

構
造
物

及
び

原
子

炉
格

納
容

器
底

部
鉄
筋

コ
ン

ク
リ

ー
ト

マ
ッ

ト
に

圧
力
波

と
し

て
作

用
す

る
。

 

c
.水

面
上

昇
に

よ
る

衝
撃

力
 

ス
ラ

グ
流
が

上
昇

す
る

際
，
水
面

よ
り
上

方
に

あ
る

機
器
，

配
管

，
内

部
構

造
物

に
サ
プ

レ
ッ

シ
ョ

ン
・
プ
ー

ル
水
が

衝
突

し
そ

れ
ら

に
衝

撃
力

が
作
用

す
る

。
 

d
.上

昇
水

流
に

よ
る

荷
重
 

サ
プ

レ
ッ
シ

ョ
ン

・
プ

ー
ル
水
が

上
昇
す

る
際

，
上

昇
水
流

に
よ

り
ド

ラ
ッ

グ
力

が
，
機

器
，

配
管

及
び
内
部

構
造
物

に
作

用
す

る
。
 

e
.サ

プ
レ

ッ
シ

ョ
ン
・
チ

ェ
ン

バ
空
間

部

圧
力

荷
重
 

サ
プ

レ
ッ

シ
ョ

ン
・

プ
ー

ル
水
面

の
上

昇
に

よ
り

サ
プ

レ
ッ

シ
ョ
ン

・
プ

ー
ル

上
部

の
空

間
部
が

圧
縮

さ
れ

る
こ

と
に

よ
り

，
サ

プ
レ

ッ
シ

ョ
ン

・
チ
ェ

ン
バ

空
間

部
圧

縮
荷

重
が

作
用
す

る
。
 

ま
た

，
こ

の
現

象
に

よ
り

真
空
破

壊
弁

が
反

復
動

作
す

る
こ

と
が
考

え
ら

れ
る

。
 

f
.フ

ォ
ー

ル
バ

ッ
ク

荷
重
 

上
昇

し
た
水

面
の

上
昇

が
停
止
し

，
水
が

落
下

す
る

と
き
落

下
水

に
よ

り
，

機
器

，
配
管

，
内

部
構

造
物
に
ド

ラ
ッ
グ

力
が

作
用

す
る

。
 

g
.蒸

気
凝

縮
振

動
荷

重
 

中
高

流
量
蒸

気
が

凝
縮

す
る
際
，

サ
プ
レ

ッ
シ

ョ
ン

・
プ
ー

ル
水

に
凝

縮
振

動
波

が
伝
播

し
，

サ
プ

レ
ッ
シ
ョ

ン
・
プ

ー
ル

側
壁

，
原

子
炉

格
納

容
器
底

部
鉄

筋
コ

ン
ク

リ
ー

ト
マ

ッ
ト
，
原
子

炉
本

体
基

礎
及

び
内
部

構
造

物
に
作
用

す
る
。 

h
.チ

ャ
ギ

ン
グ

荷
重
 

低
流

量
蒸

気
が

凝
縮

す
る

際
，
ベ

ン
ト

管
出

口
で

の
不

均
一

な
凝
縮

に
よ

り
プ

ー
ル

バ
ウ

ン
ダ
リ

に
荷

重
が

加
わ

る
。

 

ま
た

，
こ

の
現

象
に

よ
り

，
真
空

破
壊

弁
が

反
復

動
作

す
る

こ
と
が

考
え

ら
れ

る
。
 

i
.ベ

ン
ト

管
に

加
わ

る
水

平
荷

重
 

低
流

量
蒸

気
が

凝
縮

す
る

際
，

ベ
ン
ト

管
出

口
で

の
不

均
一

な
凝
縮

に
よ

り
ベ

ン
ト

管
に

水
平
力

が
作

用
す
る
。
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第
2
表
 

逃
が

し
安
全
弁

作
動

時
の
各

荷
重

の
現

象
 

荷
重
 

現
象
 

a
.水

ジ
ェ

ッ
ト

に
よ

る
荷

重
 

逃
が

し
安
全

弁
作

動
時

，
排
気
管

内
の
水

が
ク

エ
ン

チ
ャ
ノ

ズ
ル

に
よ

り
サ

プ
レ

ッ
シ
ョ

ン
・

プ
ー

ル
水
中
に

放
出
さ

れ
る

際
，
ジ

ェ
ッ

ト
流

が
形
成
さ

れ
，
サ

プ
レ

ッ
シ

ョ
ン
・

プ
ー

ル
水

中
の

内
部

構
造
物

に
衝

撃
力

及
び
ド
ラ

ッ
グ
力

が
作

用
す

る
。
 

b
.空

気
泡

圧
力

の
振

動
に

よ
る

荷
重
 

逃
が

し
安
全

弁
作

動
時

，
排
気
管

内
の
空

気
が

圧
縮

さ
れ
，

こ
れ

が
サ

プ
レ

ッ
シ

ョ
ン
・

プ
ー

ル
水

中
に
放
出

さ
れ
る

際
，

気
泡
を

形
成

し
，

こ
の
気
泡

が
過
膨

張
，

収
縮

を
繰
返

し
，

圧
力

振
動

が
，

機
器
，

配
管

，
内

部
構
造
物

，
サ
プ

レ
ッ

シ
ョ

ン
・

プ
ー

ル
側

壁
，
原

子
炉

格
納

容
器

底
部

鉄
筋

コ
ン
ク

リ
ー

ト
マ

ッ
ト

に
作

用
す
る

。
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3. 重大事故等時に想定される動荷重について 

「2. 設計基準事故時に想定される動荷重について」に記載のとおり，動荷重は原子炉冷

却材喪失時及び逃がし安全弁作動時の発生を想定している。これは，原子炉冷却材喪失時

には，原子炉冷却材圧力バウンダリ内から多量の原子炉冷却材が流出するに伴い，ドライ

ウェルから非凝縮性ガスがサプレッション・チェンバへ移動し，更に流出した蒸気がサプ

レッション・プール水によって凝縮され，この過程でサプレッション・プール水が運動し，

種々の動荷重が生じるためである。また，逃がし安全弁の作動時にも排気管内非凝縮性ガ

ス及び原子炉冷却材圧力バウンダリ内の原子炉冷却材がサプレッション・チェンバに流れ

込むことによって，動荷重を生じるためである。 

このように，動的な荷重は，多量の非凝縮性ガスや蒸気等がサプレッション・チェンバ

に移動する際に発生することから，重大事故等時の動荷重については，多量の非凝縮性ガ

スや蒸気等がサプレッション・チェンバに移動する場合を対象に，検討することとする。

具体的には，炉心損傷防止対策の有効性評価における重要事故シーケンス及び格納容器破

損防止対策の評価事故シーケンスにおいて，多量の非凝縮性ガスや蒸気等がサプレッショ

ン・チェンバに移動するシーケンスを第 3 表及び第 4 表で整理し，これらのシーケンスを

対象に動荷重について検討することとする。 
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第 3 表 重大事故等時に想定される動荷重 

 
重要事故 

シーケンス等 
事象の概要及び考察 

１ 

高圧・低圧注水 

機能喪失 

（給水喪失） 

 

[TQUV] 

給水喪失及び水位低による再循環系ポンプトリッ

プにより，原子炉水位は徐々に低下して炉心が露出す

る。その後，逃がし安全弁（自動減圧機能）7 個を手

動開放させ，低圧代替注水系（常設）により注水する。

本事象は，逃がし安全弁（自動減圧機能）7 個の手

動開放に伴うサプレッション・チェンバへの多量の蒸

気放出を想定している。また，格納容器ベント時のド

ライウェルからサプレッション・チェンバへの多量の

蒸気放出及びサプレッション・プール水の減圧沸騰を

想定している。 

２ 

高圧注水・減圧 

機能喪失 

（給水喪失） 

 

[TQUX] 

給水喪失及び外部電源喪失による再循環系ポンプ

トリップにより，原子炉水位は徐々に低下して炉心が

露出する。その後，過渡時自動減圧系による自動減圧

が行われ，低圧炉心スプレイ等により注水される。 

本挙動は，自動減圧時の主蒸気安全弁の作動に伴う

サプレッション・チェンバへの多量の蒸気放出を想定

している。 

３ 

全交流 

動力電源喪失 

 

[TB] 

外部電源喪失で水位低下し L2 で主蒸気隔離弁閉と

なり，その後原子炉隔離時冷却系が運転開始して原子

炉水位が維持される。8 時間後に可搬型代替注水大型

ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）の準備が完

了した時点で，逃がし安全弁（自動減圧機能）7 個を

手動開放させ，低圧代替注水系（可搬型）により注水

する。 

本挙動は，逃がし安全弁（自動減圧機能）7 個の手

動開放に伴うサプレッション・チェンバへの多量の蒸

気放出を想定している。 
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重要事故 

シーケンス等 
事象の概要及び考察 

４ 

崩壊熱除去 

機能喪失 

（取水機能喪失） 

 

[TW] 

給水喪失による水位低下により，L2で主蒸気隔離弁

閉となり，その後原子炉隔離時冷却系が運転開始して

原子炉水位が維持される。その後，逃がし安全弁（自

動減圧機能）7 個を手動開放させ，低圧代替注水系（常

設）により注水する。 

本挙動は，逃がし安全弁（自動減圧機能）7 個の手

動開放に伴うサプレッション・チェンバへの多量の蒸

気放出を想定している。 

５ 

崩壊熱除去 

機能喪失 

（残留熱除去系機能喪失）

 

[TW] 

給水喪失による水位低下により，L2で主蒸気隔離弁

閉となり，その後原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心ス

プレイ系が運転開始して原子炉水位が維持される。そ

の後，逃がし安全弁（自動減圧機能）7 個を手動開放

させ，低圧代替注水系（常設）により注水する。 

本事象は，逃がし安全弁（自動減圧機能）7 個の手

動開放に伴うサプレッション・チェンバへの多量の蒸

気放出を想定している。また，格納容器ベント時のド

ライウェルからサプレッション・チェンバへの多量の

蒸気放出及びサプレッション・プール水の減圧沸騰を

想定している。 

６ 

原子炉停止 
機能喪失 

 

[ATWS] 

主蒸気隔離弁誤閉止の発生後，原子炉スクラムに失

敗する。主蒸気隔離弁が閉止されると原子炉圧力が上

昇し，原子炉圧力高信号で再循環系がトリップする。

主蒸気隔離弁の閉止により，タービン駆動給水ポンプ

はトリップするが，電動駆動給水ポンプが自動起動し

て給水が継続される。 

本事象は，主蒸気安全弁の作動に伴うサプレッショ

ン・チェンバへの蒸気放出を想定している。 
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重要事故 

シーケンス等 
事象の概要及び考察 

７ 

LOCA 時注水 

機能喪失 

（中小破断） 

 

[SE] 

LOCA 発生により原子炉水位は徐々に低下して炉心

が露出する。その後，逃がし安全弁（自動減圧機能）

7 個を手動開放させ，低圧代替注水系（常設）による

注水を開始する。 

本事象は，原子炉冷却材喪失時のブローダウン過程

における高温水・蒸気の放出を想定している。また，

逃がし安全弁（自動減圧機能）7 個の手動開放に伴う

サプレッション・チェンバへの多量の蒸気放出を想定

している。また，格納容器ベント時のドライウェルか

らサプレッション・チェンバへの多量の蒸気放出及び

サプレッション・プール水の減圧沸騰を想定してい

る。 

８ 

格納容器バイパス 

（残留熱除去系配管破断）

 

[ISLOCA] 

ISLOCA 時は，残留熱除去系配管の破断を想定し，破

断口からの冷却材流出による水位低下により，L2で原

子炉隔離時冷却系起動となる。その後，逃がし安全弁

（自動減圧機能）7 個を手動開放させ，低圧炉心スプ

レイ系による注水を開始する。 

本事象は，逃がし安全弁（自動減圧機能）7 個の手

動開放に伴うサプレッション・チェンバへの多量の蒸

気放出を想定している。 

９ 
雰囲気圧力・温度 

による静的負荷 

(格納容器過圧・過温破損)

大破断 LOCA により原子炉水位は低下し，炉心が損

傷・溶融する。その後，低圧代替注水系（常設）によ

り，スプレイを開始し，原子炉格納容器を冷却・減圧

する，又は，冷却・減圧ができなかった場合，格納容

器ベントによって，原子炉格納容器を減圧する。 

本事象は，原子炉冷却材喪失時のブローダウン過程

における高温水・蒸気の放出を想定している。また，

格納容器ベント時のドライウェルからサプレッショ

ン・チェンバへの多量の蒸気放出及びサプレッショ

ン・プール水の減圧沸騰を想定している。 

１０ 水素燃焼 
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重要事故 

シーケンス等 
事象の概要及び考察 

１１ 

高圧溶融物放出／格納容器

雰囲気直接加熱， 
原子炉圧力容器外の溶融 
燃料－冷却材相互作用， 
溶融炉心・コンクリート 
相互作用 

給水喪失により原子炉水位は低下し，炉心が損傷・

溶融する。その後，逃がし安全弁（自動減圧機能）7個

を手動開放させ，原子炉圧力容器の圧力を低下するこ

とで，高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱の発

生を防止する。 

本事象は，逃がし安全弁（自動減圧機能）7 個の手

動開放に伴うサプレッション・チェンバへの多量の蒸

気放出を想定している。また，高温の溶融炉心と水と

の接触に伴う蒸気等のペデスタル（ドライウェル部）

からドライウェルを介したサプレッション・チェンバ

への多量の蒸気放出を想定している。 
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第 4 表 重大事故等時に想定される動荷重のまとめ表 

 
重要事故 

シーケンス等 

動荷重 

逃がし 

安全弁 
ＬＯＣＡ ＦＣＩ ベント 

１ 

高圧・低圧注水機能喪失 

（給水喪失） 

[TQUV] 

○   ○ 

２ 

高圧注水・減圧機能喪失 

（給水喪失） 

[TQUX] 

○    

３ 
全交流動力電源喪失 

[TB] 
○    

４ 

崩壊熱除去機能喪失 

（取水機能喪失） 

[TW] 

○    

５ 

崩壊熱除去機能喪失 

（残留熱除去系機能喪失）

[TW] 

○   ○ 

６ 
原子炉停止機能喪失 

[ATWS] 
○    

７ 
LOCA 時注水機能喪失 

（中小破断） 

[SE] 

○ ○  ○ 

８ 
格納容器バイパス 

（残留熱除去系配管破断）

[ISLOCA] 

○    

９ 
雰囲気圧力・温度 

による静的負荷 

(格納容器過圧・過温破損)
 ○  ○ 

１０ 水素燃焼 

１１ 

高圧溶融物放出／格納容器

雰囲気直接加熱，原子炉圧

力容器外の溶融燃料－冷却

材相互作用，溶融炉心・コ

ンクリート相互作用 

○  ○  
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4. まとめ 

設計基準事故時及び重大事故等時の原子炉格納容器に生じる動荷重について整理した。

重大事故等時の動荷重は設計基準事故時の動荷重に包絡されること等を確認することに

より，重大事故等時の動荷重を想定した場合の原子炉格納容器の健全性について，確認す

る。 
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平成 30 年 4 月 5 日 

日本原子力発電株式会社 

東海第二発電所 

原子炉格納容器における改良ＥＰＤＭ製シール材に対する追加試験の状況について 

 

１．概要 

東海第二発電所の原子炉格納容器のトップヘッドフランジ等で用いる改良ＥＰＤＭ製

シール材の圧縮永久ひずみ率のデータ拡充及び増厚検討の状況について，以下に示す。 

 

２．改良ＥＰＤＭ製シール材の圧縮永久ひずみ率のデータ拡充 

   圧縮永久ひずみ率のデータ拡充は，開口量評価で用いた圧縮永久ひずみ率 に対する

試験を対象とするため，以下で示す試験条件及び追加データ数で実施する。 

材料 
試験 

温度 

放射線 

照射量 

試験 

雰囲気 
試験時間 圧縮率 

追加 

データ数※

改良ＥＰＤＭ 

 
200℃ 蒸気 168h 32 個 

 ※JIS K 6262 に準拠 

 

３．改良ＥＰＤＭ製シール材の増厚検討 

   ガスケットの増厚により，通常の締め付け管理をした場合，ガスケットの圧縮率は大

きくなることから，複数の圧縮率で圧縮永久ひずみ試験を実施し，圧縮永久ひずみ率及

びガスケットの健全性を確認することで，増厚する量を決定する。 

材料 
試験 

温度 

放射線 

照射量 

試験 

雰囲気 
試験時間 圧縮率 

改良ＥＰＤＭ 

 
200℃ 蒸気 168h 

 ※  ％の結果を踏まえ，その後の圧縮率を検討 

 

（参考） 

増厚検討内容 

プラス公差を 

考慮した圧縮率 

（公称の圧縮率） 

製作公差等を考慮した開口量評価 

ガスケット厚さ

（公称値） 
許容開口量 開口量 裕度 

 

４．試験時期 

試験内容 試験時期 

ひずみ率のデータ拡充， 

ガスケットの増厚 
2018 年 2月上旬～3月下旬 

資料番号 TK-1-063 改 4 
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５．改良ＥＰＤＭ製シール材の圧縮永久ひずみ率のデータ拡充の試験結果 

 ２．で示した試験条件に基づき，圧縮永久ひずみ試験を実施し，表 5-1，表 5-2 の結果

となった。 

表 5-1 試験データ群 

x1 x2 x3 x4 x5 x6 x7 x8 x9 x10 x11 x12 

x13 X14 x15 x16 x17 x18 x19 x20 x21 x22 x23 x24 

x25 x26 x27 x28 x29 x30 x31 x32 

表 5-2 試験データのまとめ 

項目 データ数 最大値 最小値 圧縮永久ひずみ率 

値 32 

 今回の試験は，表 5-3 で示すように過去の同等試験で得られた圧縮永久ひずみ率の範

囲内であった。また，各試験体の圧縮永久ひずみ率は，データ数を 32 個採取した本試験

と，過去の試験ごとにおける最大値と最小値の差分を比較し，大きなばらつきはなかっ

た。試験ごとの圧縮永久ひずみ率に相違はあるものの，原子力プラント特有の条件とし

て の放射線量を照射した後，圧縮状態で 200 ℃の飽和蒸気環境にて 168 時間劣

化させた状態での測定値であり，改良型ＥＰＤＭ製シール材の使用温度範囲外で実施し

た過酷な環境下での試験であることから，違いが生じたと考えられる。 

表 5-3 各試験データのばらつき 

試験 No. 
今回の 

データ 

過去の試験 

データ No.1

過去の試験 

データ No.2

過去の試験 

データ No.3 

過去の試験 

データ No.4

試験体数 

圧縮永久 

ひずみ率 

最大値 

最小値 

差分 

 次に，設置許可で実施したような統計学的な圧縮永久ひずみ率の算出の有無につい

て，考察する。今回，得られた結果を踏まえ，圧縮永久ひずみデータのヒストグラムを

作成した。図 5-1 に示す。 
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図 5-1 圧縮永久ひずみデータのヒストグラム 

 図 5-1 で示すように，試験体数を増やした今回の試験結果に基づき，統計学的に圧縮

永久ひずみ率を算出した結果を表 5-4 に示す。 

表 5-4 試験データのまとめ 

項目 データ数
圧縮永久 

ひずみ率 
平均値 標準偏差σ 平均値＋2σ

データ拡充前 12 

データ拡充分 32 

全てのデータ 44 

表 5-4 で示すように，現状の製作公差等を考慮した開口量評価で用いている統計学的

な圧縮永久ひずみ率 に対して，裕度のある結果を得た。また，データの拡充によっ

て，平均値が小さくなるとともに統計学的なばらつきが小さくなり，評価で用いていた

値は保守的な数値であったことが確認できた。 

 上記のことから，現状の製作公差等を考慮した開口量評価を見直す必要がなく，か

つ，データ拡充結果を考慮して圧縮永久ひずみ率を算出した方が，非保守的な結果とな

るため，統計学的に算出し直す必要はない。 

上記のことから，開口量評価で用いている圧縮永久ひずみ率 及び寸法公差等を考

慮した開口量評価で用いている圧縮永久ひずみ率 は，データ拡充で得られた結果か

らも，開口量評価において保守的な評価であり，圧縮永久ひずみ率の値を変更する必要

がないことを確認した。 
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６．改良ＥＰＤＭ製シール材の増厚検討結果 

   ３．に示す試験条件に基づき，圧縮永久ひずみ試験を実施し，表 6-1，表 6-2 の結果と

なった。 

表 6-1 試験データ群 

x1 x2 x3 x4 x5 x6 x7 x8 x9 x10 x11 x12 

 

x13 X14 x15 x16 x17 x18 x19 x20 x21 x22 x23 x24 

 

x25 x26 x27 x28 x29 x30 x31 x32 

 

表 6-2 試験データのまとめ 

項目 データ数 最大値 最小値 圧縮永久ひずみ率 

値 32 

 

   圧縮率 で実施した結果の平均値と同等の結果が得られた。また，ガスケットの外

観に異常はなく，ガスケットの健全性を確認した。この結果を踏まえ，  mm 増厚した

場合の製作公差等を考慮した開口量評価を実施する。 

製作公差がトップヘッドフランジの開口量評価に影響する箇所は，シール材を締め付

ける部位の開口方向の製作公差であるため，ガスケット溝深さ，タング部高さ及びガス

ケット高さが該当する（図 6-1 参照）。これらの製作公差を表 6-3 に示す。 

 

表 6-3 製作公差を考慮したガスケットの押し込み量 

部位 公称値 公差（絶対値） 

フランジ溝深さ 

タング部高さ 

ガスケット高さ 

バックアップシール厚さ 

ガスケット押し込み量 

 

表 2 より，製作公差を考慮したガスケットの押し込み量は， 

（公称値）－ （公差）＝  

と評価できる。 
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図 6-1 製作公差の概要（赤点線：製作公差のイメージ） 

更に，各部位の熱膨張を考慮した寸法を表 6-4 に示す。これらの製作公差の概要を図

6-2 に示す。

表 6-4 各部位の熱膨張を考慮した寸法 

部位 基準寸法 熱膨張変位 

フランジ溝深さ

タング部高さ

ガスケット高さ 

熱膨張変位合計 

 

 

図 6-2 熱膨張変位の概要（赤点線：熱膨張のイメージ） 

熱膨張量ΔL の評価式は以下の通り 

 ΔＬ＝Ｌ×α×Δｔ 

ここに， 

Ｌ：基準寸法(mm) 

α：材料の熱膨張係数(mm/mm･℃) 

鋼材＝11.85×10-6，ガスケット＝

Δｔ：据付状態から評価温度までの温度差(℃)(＝200－ ＝ ) 

フランジガスケット部詳細

上蓋側フランジ 

本体側フランジ 

ガスケット 

フランジ

溝深さ
ガスケット 

高さ 
タング部高さ

（－） 
（－） 

タング部

タング部

フランジガスケット部詳細

上蓋側フランジ 

本体側フランジ 

ガスケット 

フランジ

溝深さ
ガスケット 

高さ 
タング部高さ

（－） 

（＋） 

（＋） 
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表 6-4 より，熱膨張を考慮したガスケットの押し込み量は，製作公差を考慮したガスケッ

トの押し込み量より， ＋ ＝ と評価できる。 

 

また，実機フランジ模擬試験においては，高温での試験を実施する前段階として，予備加

圧にて徐々に調整シム量を少なくしていき，ガスケットからの漏えいが起こらない状態を押

し込み量 0 mm と定義していることから，漏えいが起こらなくなった時点においては，調整

シムの最小厚さである のガスケット押し込み量が発生する恐れがある。 

上記より，実機フランジ模擬試験で想定されるガスケット押し込み量は，製作公差及び熱

膨張を考慮したガスケットの押し込み量より， － ＝ と評価できる。 

以上の結果から，シール部の構造，寸法及び圧縮永久ひずみ率のばらつきを考慮した評

価は表 6-5 の通りとなり，ばらつきを保守側に積み上げて評価した場合においても，内

側・外側ともシール機能は維持されることを確認した。 

 

表 6-5 シール部の構造，寸法及び材料のばらつきを考慮した評価結果 

評価 押し込み量 ひずみ率 
許容 

開口量 

開口量 

(2 Pd) 
評価結果 

評価値 
内側 ○ 

外側 ○ 

 

表 6-6 に示すように，  mm の増厚により，現状の評価値の裕度  mm に対して，

裕度が  mm 増加した。また，  mm の増厚による裕度は，原子炉格納容器の設計寸

法である増厚前の公称値を用いた開口量評価と同等の値である。また，今回の設計変更

により，ガスケットの公称値による開口量評価結果は，見直しとなり，裕度が，  mm

となる。 

これらのことから，製作公差等を考慮した開口量評価に対する裕度確保に採用する増

厚幅は  mm とする。 

 

表 6-6 増厚検討の試験結果を踏まえた開口量評価結果 

項目 シール部
ガスケッ

ト厚さ 

押し込

み量 

圧縮永久

ひずみ率

許容 

開口量
開口量 裕度 

公称値 内側 

現状の 

評価値※ 
内側 

 mm 増厚 

の評価値※ 
内側 

増厚後の 

公称値 
内側 

・許容開口量＝（押し込み量）×［1-（圧縮永久ひずみ率）／100］ 

・押し込み量＝［（ガスケット押し込み量）－（シール部公差）＋（熱膨張）－（調整シムの最小厚さ）］ 

※製作公差等を考慮した評価 
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   圧縮率  ％にて，健全性を確認したことから，  mm 相当の増厚となる圧縮率  ％

での試験も実施した。試験結果を表 6-7 に示す。 

 

表 6-7 試験データのまとめ 

増厚幅 データ数 圧縮率 最大値 最小値
圧縮永久 

ひずみ率 
ガスケット 

の健全性 

 32 

 

   圧縮永久ひずみ率に大きな変化はなく，ガスケットの健全性も確認できた。  mm 相

当の増厚に見通しが得られたが，  mm 増厚における製作公差等を考慮した開口量評価

が公称値を踏まえた開口量評価と同等の裕度を有していることから，  mm 増厚幅から

の変更は不要と考える。なお，今後の維持管理において，製作公差等を考慮した開口量

評価に影響を及ぼすことがあった場合は，今回の結果を踏まえ，増厚幅の見直しを検討

する。 

 

 

７．200 ℃，2 Pd における閉じ込め機能の健全性維持について 

   200 ℃，2 Pd における閉じ込め機能の健全性維持のため，使用前検査までに以下のこ

とを実施及び確認をする。 

 

確認項目 確認方法 

①改良ＥＰＤＭへの変更及び増厚 図面の変更実施 

②増厚後のシール性確認 局部漏えい検査 

③フランジ溝深さ及びタング部高さ 寸法測定 

 

①トップヘッドフランジ等のハッチに使用するガスケットの改良ＥＰＤＭへの設計変更

及びトップヘッドフランジに使用するガスケットの増厚に伴う設計変更を実施する。 

②増厚したガスケット据え付け後，トップヘッドフランジの局部漏えい検査を実施し，

異常がないことを確認する。 

③各ハッチについて，使用前検査までにフランジ溝深さ及びタング部高さの寸法測定を

実施し，寸法公差内であること，製作公差等を考慮した開口量評価に影響がないこと

を確認する。 

 

―以 上― 
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東海第二発電所

ブローアウトパネル及び関連設備の

必要機能と確認試験の方法について

平成３０年４月５日

日本原子力発電株式会社

TK-1 - 178 改6

本資料のうち， は営業秘密又は防護上の観点から公開できません。
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設置場所 寸法（躯体開口部） クリップ数

５階 北，西 各1個 ４,０００mm×４,０００mm １８個

６階
北２個，南２個 ３,６８０mm×４,１７０mm １８個

西２個，東２個 ４,１７０mm×３,６８０mm １８個

ブローアウトパネル主要仕様

ブローアウトパネル重量 約1.5t／枚

事故時の内圧により
パネル全体が外側
に押し出され開放

事故時
の内圧

ブローアウトパネル

AA
’

クリップ部拡大
（ A-A’矢視）

100㎜
板厚：2.3㎜

32.6㎜

建屋内側よりの状況
（６階西側）

ブローアウトパネルは，電源や空気源に頼ることなく，静的，且つ圧力上昇に
対して確実に開放できる仕組みとして，クリップを使用したパネルの開放機構を
選定している。

この開放機構は，既設系統設備でも採用実績のある破壊板（ラプチャーディス
ク）と同様の考え方（圧力による負荷荷重により，部材を破壊させる）であり，構
造が単純であることから，信頼性が高いものである。

【ブローアウトパネルの構造と配置状況】

１．東海第二発電所のブローアウトパネルの構造について
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２．差圧によるクリップの開放機構

差圧負荷

④
建屋内圧力

パネル側

クリップ

開放前

躯体側

クリップ変形

パネル脱落

○建屋内圧力によるクリップの変形及びパネルの開放は，具体的に下図の流れとなる。
パネルの開放に必要な荷重（①＋②＋③） ＜ 建屋内圧力による荷重（④）

①クリップを変形させる荷重×クリップ個数
②パネルと躯体枠部の摩擦力（パネル鋼材‐枠鋼材及び枠躯体 ⇒ 摩擦係数0.6）
③シール材の破断に必要な荷重（シール材の選定及び施工方法の検証により設定）

【パネル開放の仕組み】

②
パネル-枠間
摩擦力

①
クリップ変形
荷重

③
シール材
破断荷重

シール

②摩擦係数0.6は，
鋼材とコンクリート
間の係数0.4にばら
つきを考慮し，安全
率1.5倍として設定

スペーサ

ブローアウトパネル下部の詳細断面

クリップ変位
約30㎜で開放

パネル開放

パネル開放
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３．２次格納施設としてのブローアウトパネルの機能について

自然現象
設計
値

プラント
状態

自然現象発生時に
想定される事象

対応策 対応策の妥当性

設計竜巻 8.9kPa 運転中 ＜自動停止＞
・主タービン，発電機の
損傷

・補機冷却系（常用の
海水，淡水系）の喪失

・復水器真空度低下
（循環水喪失）

・外部電源喪失
＜手動停止＞
・補給水喪失（復水貯
蔵タンク喪失）

安全上支障
のない期間に
補修が可能
な設計とする
ことで，安全
機能を損なわ
ない設計とす
る

プラント運転中には，プラントの停止を要する事
象の発生が想定されるが，停止及び冷却に必
要な設備は確保されており，原子炉安全に影響
しない。
プラント停止中においても，残留熱除去系は維
持されており，原子炉安全に影響しない。
竜巻によるブローアウトパネル開放と設計基準
事故との重畳頻度は，有意性の判断基準10-7

回／年を下回り，十分小さい
・ブローアウトパネル開放差圧を生じる竜巻（89m/s）の

発生頻度：5.2×10-6回／年
・設計基準事故の発生頻度：10 3～10-4回／年

・竜巻によるブローアウトパネル開放と設計基準事故の
重畳頻度：＜10-8回／年

停止中 ・外部電源喪失
・補機冷却系（常用の
海水，淡水系）の喪失

・補給水系の喪失

基準地震動Ss 据付レ
ベルの
加速度

運転中 ブローアウトパネルの設計開放差圧6.9kPaが発生した場合，ブローアウトパネルに付加される
開放荷重（差圧×面積）は，約106～111kN程度
一方，地震による開放荷重（自重×地震加速度）は，約32～33kN程度
以上より，地震荷重よる開放荷重は，ブローアウトパネル開放荷重より小さく，基準地震動Ssに
よりブローアウトパネルは開放しない

停止中

ブローアウトパネルの開放による２次格納施設のバウンダリ維持機能に影響を与える可能性がある自然現象として
は，竜巻と地震がある。

・ブローアウトパネルの耐震性は，開放機能に影響を与えないよう確保する。なお，開放した場合は，安全な状態（運
転中は冷温停止へ移行、停止中は使用済燃料に関連する作業の停止）に移行することを保安規定に定める。

・設計竜巻の差圧に対して，開放した場合は，安全な状態（運転中は冷温停止へ移行、停止中は使用済燃料に関連
する作業の停止）に移行することを保安規定に定める。
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ブローアウトパネル及び関連設備への技術基準規則の主な要求事項（基準地震動と設計竜巻）のと成立性確認方
法について整理した。

◎：実機大の試験による確認 ○：解析評価による確認 △：実機での確認 －：機能要求なし

※１ ブローアウトパネル閉止装置は，ＳＡ緩和設備であるため，共通要因故障の考慮不要
※２ SA後の閉止状態での設計竜巻は，事象の重ね合わせの頻度から組み合わせ不要

４．ブローアウトパネル及び関連設備の必要機能と確認方法（１／２）

防護すべき設備

ＤＢ ＳＡ

5条
地震

7条
自然条件
竜巻差圧

7条
自然条件

竜巻飛来物

50条
地震

54条
自然条件
竜巻差圧

54条
自然現象

竜巻飛来物
（共通要因）

ブローアウトパ
ネル

◎開機能
(12条）

○
（地震後）

プラント停
止にて対応

○
（竜巻防護設
備にて防護）

－ － －

△閉維持
（建屋気密性）
(38条，44条）

－ － －

ブローアウトパ
ネル閉止装置
(SA緩和設備）

◎閉機能（SA前）
（74条）

－ － －
◎

（地震後）

○
（差圧発生せ
ず影響なし）

－※１

◎閉維持
（建屋気密性）

（74条）
－ － － ◎ －※２ －※１

竜巻
防護設備

○飛来物からの
防護機能

（７条）

○
（波及的影響）

○
（差圧発生せ
ず影響なし）

○ － － －

開放時はプラン
ト停止にて対応

開放機能に影響を
与えないよう耐震
性を確保
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設計竜巻発生時に想定される事象とその影響について検討した結果は以下のとおり。

４．ブローアウトパネル及び関連設備の必要機能と確認方法（２／２）

自然現象 設計値
プラント

状態
自然現象発生時に想定される事象と

安全性への影響
対応策 対応策の妥当性

設計竜巻 8.9kPa 運転中 ＜止める＞
・屋外の外部電源喪失や循環水系機能喪失に伴うタービント

リップ等に基づき自動停止
・プラント停止機能への影響なし
＜冷やす＞
・屋外の常用系の補機冷却海水系等の機能喪失が想定され

るが，安全系は竜巻から防護されており機能喪失なし。ま
た，燃料プールもＲＨＲによる冷却可能。

・プラント及びＳＦＰ冷却機能への影響なし
＜閉じ込める＞
・設計竜巻の差圧は8.9kPaであり，BOP開放差圧6.9kPaを上

回るため，建屋の閉じ込め機能は喪失する。
＜その他＞
・外部電源喪失が想定されるが，非常用電源は確保されてお

り，安全は維持可能

速やか
な冷温
停止

プラント運転中には，プラントの停止を要する事象の
発生が想定されるが，停止及び冷却に必要な設備は
確保されており，原子炉安全に影響しない。
プラント停止中においても，残留熱除去系は維持され
ており，原子炉安全に影響しない。

差圧により原子炉建屋の閉じ込め機能は喪失するが
竜巻起因で想定される設計基準事故はなく，竜巻防
護設備（防護ネット）を全てのブローアウトパネル部に
設置するため，竜巻飛来物により建屋内の機器が損
傷する可能性も小さく，保安規定に基づき速やかに安
全な状態（運転中は冷温停止状態へ移行，停止中は
使用済燃料に関連する作業の停止）に移行することで
安全確保可能。
なお，技術基準規則第7条第1項の解説では，外部か
らの衝撃による損傷の防止として，適切な措置を要求
されているが，これは供用中における運用管理等の措
置も含むと規定されている。

＜参考＞
・ブローアウトパネルの開放差圧を生じる竜巻（89m/s）の

発生頻度：5.2×10-6回／年
・設計基準事故の発生頻度：10 3～10-4回／年
・以上より，竜巻によるブローアウトパネル開放と設計基準

事故の重畳頻度は10-8回／年以下となり，有意性の判
断基準10-8回／年（JEAG4601の地震従属事象と独立事
象の判断基準である10-7／年に保守性を見込んだ値）よ
り小さい

停止中 ＜冷やす＞
・屋外の常用系の補機冷却海水系等の機能喪失が想定され

るが，安全系は竜巻から防護されており機能喪失なし。ま
た，燃料プールもＲＨＲによる冷却可能。

・プラント及びＳＦＰ冷却機能への影響なし
＜閉じ込める＞
・設計差圧8.9kPaがBOP開放差圧6.9kPaを上回るため，建屋

の閉じ込め機能は喪失する。
＜その他＞
・外部電源喪失が想定されるが，非常用電源は確保されてお

り，安全は維持可能
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【要求事項】
設計基準対処設備及び重大事故等対処設備として，ブローアウトパネルに関連し要求される事項と対応方針を
以下に整理した。

５．ブローアウトパネルに対する要求事項

No DB/SA 要求事項 具体的な設計内容

①
DB 主蒸気管破断事故（MSLBA)時等で開放し，建屋内環

境を維持すること
設計差圧により開くこと

② DB 地震後に開放に必要な機能を維持すること 地震後でも設定差圧により開放すること

③
DB 基準竜巻で開放した場合，建屋内防護対象設備を防

護できること
設計竜巻の差圧で開かないこと，もしくは，建屋
内機器を竜巻の風速等から防護できること

④
SA 開放状態で炉心損傷した場合には，速やかに閉止でき

ること
開放した場合は，速やかに閉止（遠隔及び手動）
できること

⑤ 大規模損壊
放水砲による使用済燃料プールへの放水のため，必
要な箇所を開放できること

必要箇所が手動で開放できること

【対応の基本方針】
建設時の設計※を極力踏襲し，可能な限りブローアウトパネル枚数を多く確保した上で，解析により，主蒸気管
破断事故（MSLBA)時の建屋内圧力，温度が設計条件内にあることを確認した。この結果を踏まえ，竜巻に対す
る対応，重大事故等発生時の要求を考慮し，ブローアウトパネル枚数の最適化を図るため原子建屋原子炉棟の
５階の東側２枚を閉鎖する。
上記対策を実施するため，内部溢水における蒸気評価の再評価を行い，従来の評価に影響の無いことを確認した。
・添付十(安全解析)のＭＳＬＢＡ時の被ばく評価は，全量の地上放出を仮定しており，ブローアウトパネル枚数に影
響しないため，ブローアウトパネル枚数変更の影響なし。

・IS-LOCA時の環境条件への影響なし。（開放する場合でも，開放しない場合でも評価に影響しない）
・既工認にて記載が無い設備であることから，工認での記載や今後の管理項目について検討を実施

※ 建設時設計の設置数１２枚については，建屋内圧力の上限値に対して裕度を持った開口面積として設定しており，
圧力に着目した評価により十分とされた開口面積（約90m2）の約２倍(約185m2）を有している。このうち２枚を閉と
した場合においても，圧力・温度ともに当初の設定値を超えることはなく影響はない。
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６．ブローアウトパネルへの要求事項と対応方針（１／２）

設置
エリア

要求事項 左記条件を
包絡する
対策案①ＭＳＬＢＡ

②竜巻
③再閉止 ④放水砲

気圧低下 飛来物

東面

（2枚）

全8枚中4枚

以上開放で，

MSLBA時の

設計条件（圧

力，温度）を

満足するため，

各壁面で1枚

以上を確保

根拠：

GOTHICによ

る解析結果※

（内部火災で

の隔壁等を反

映）

開放を許容 飛来物の衝突，

貫通によるパネ

ルの損傷，建屋

内への飛来物

侵入の防止

開放を想定する

パネルは，速や

かに再閉止（遠

隔及び手動）

何れか1箇所は，

建屋外から強制

開放

・ブローアウト機能維持

＋再閉止装置の設置

・竜巻飛来物防止対策

・強制開放装置の設置

（万一パネルが完全に開放せず，再

閉止できない状態の対応を含む）

南面

（2枚）

何れか1箇所は，

建屋外から強制

開放 同 上

西面

（2枚）

何れか1箇所は，

建屋外から強制

開放
同上

北面

（2枚）

－

（放水砲の設置

が想定されない

ため）

同上

【原子炉棟 ６階面 のブローアウトパネル 全８枚】

※：格納容器の設計外圧に着目すると，MSLBA時の開放必要枚数は３次元流体解析の結果から，４枚以上となる。
第２図 ブローアウトパネル作動枚数による温度及び圧力状況比較 参照
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【原子炉棟 ５階面 のブローアウトパネル 全４枚】

設置
エリア

要求事項 左記条件を
包絡する
対策案①ＭＳＬＢＡ

②竜巻
③再閉止 ④放水砲

気圧低下 飛来物

東面

（１枚）
GOTHIC解析

結果によれば，

開放は必須で

はない

５階東側には安全

機能を有する

SGTS/FRVSが設置

されており，風荷重

から防護

飛来物の衝突，

貫通によるパネ

ルの損傷，建屋

内への飛来物

侵入の防止

開放を想定す

るパネルは，速

やかに再閉止

（遠隔及び手

動）

－

（５階面への放水

の必要性なし）

・竜巻対策を優先し，

ブローアウトパネルは

閉鎖南面

（１枚）

西面

（１枚）

５階西側には安全

機能を有するほう酸

水注入ポンプ等が

設置されているが，

パネルの配置から

風の影響なし

・ブローアウト機能維持

＋再閉止装置の設置

・竜巻飛来物防止対策

・強制開放装置の設置

（万一パネルが完全に開放せず，

再閉止できない状態の対応を含

む）北面

（１枚）
同 上

６．ブローアウトパネルへの要求事項と対応方針（２／２）
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40℃

温
度

時間

1h

2h

6h

100日

171℃

100℃

66℃

第１図 MSLBA時の原子炉棟内温度状態と解析結果の比較

建設時設計で想定するMSLBA時の原子炉棟内の環境条件に対し，３次元流体解析により検証を
行い以下を確認

ブローアウトパネルが１枚以上開放
することで，建屋内温度条件は，設
計条件を満足することを確認

（原子炉棟 ３階東 温度状況）

７．蒸気影響評価におけるブローアウトパネル必要枚数の検証（１／２）
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７．蒸気影響評価におけるブローアウトパネル必要枚数の検証（２／２）

（原子炉棟 ６階）
温度状況比較 圧力状況比較

第２図 ブローアウトパネル作動枚数による温度及び圧力状況比較

圧力解析結果より以下を確認した
・MSLBA時には，ブローアウトパネル開放に必要な設定圧
力に達すること

・６階に設置された４枚が開放することで，格納容器の設計
外圧を越えないこと

・パネル開放までの時間は，蒸気漏えいから約1.3秒程度で
あり，建屋内圧力は瞬時に６階まで伝播する

原子炉棟６階の温度及び圧力評価結果を示す。

主蒸気隔離弁「閉」による隔離

格納容器設計外圧

４枚開
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対象
機器

機能 機能詳細 設計 確認方法 確認時期

外側
ＢＯＰ

差圧によ

る開放機

能

主蒸気管破断事故時等の原

子炉棟の圧力上昇時に，外気

との差圧により自動的に開放

し，原子炉棟内の圧力及び温

度を低下させることができるこ

と

開放機能

規定の圧力にて自動的に開放すること

クリップ試験

クリップの材質，寸法，個数等の管理によ

り，一定の圧力にて確実に作動すること

設計段階

開放機能

規定の圧力に対応する荷重以下で開放する

こと

作動試験

モックアップ装置による作動確認を実施し，

開放に必要な荷重が所定の差圧以下であ

ることを確認

設計段階

作動荷重の評価（パネルの摩擦力）

上記作動条件に影響のある項目の評価を

実施し、適切な管理を行う

机上評価による開放荷重の評価 設計段階

劣化状況の評価

上記作動条件に影響のある劣化状況の評

価を実施し、適切な管理を行う

目視点検及び手入れ

パネル下部の劣化状況、シール施工状況

を確認し手入れ及び再施工を実施

施工段階

耐震健全性

基準地震動に対して規定圧力による作動

機能が維持されること

机上評価

地震時に開放に影響のある有意な変形を

生じないことを評価

設計段階

開放の検

知機能

ブローアウトパネル開放時に，

速やかに閉止できるよう，各

ブローアウトパネルの開放が

検知できること

中央制御室にて、各ブローアウトパネルの開

閉状態を確認できること（開放パネルの特定）

動作試験

パネル作動を検知するリミットスイッチの

動作確認

施工段階

８．ブローアウトパネル及び関連設備の確認試験方法について（１／３）
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対象
機器

機能 機能詳細 設計 確認方法 確認時期

閉止

装置

閉止機能 ブローアウトパネル開放状態

で炉心損傷が発生した場合に，

ブローアウトパネル開放によ

る原子炉建屋開口部を速や

かに閉止できること

原子炉建屋の気密性能が確保できること

（原子炉建屋ガス処理系運転時に必要な

建屋の負圧を確保できること）

気密性能試験

建屋に必要な気密を確保できること

設計段階

スライド扉が遠隔で閉止できること。

（電源からの給電により電動にて閉止できる

設計）

動作試験

遠隔操作により作動できること

施工段階

（耐震健全

性に含む）

スライド扉が現場にて手動にて閉止できること

（ワイヤをウインチにて引くこと等により、手

動でも閉止できる設計）

動作試験

電源等の動力に依らず手動にて作動可能

な機構であること

施工段階

（耐震健全

性に含む）

竜巻対策（竜巻飛来物からの防護）及びブ

ローアウトパネル開放装置（大規模損壊対応

等）と干渉しないこと

机上評価 設計段階

閉止の検

知機能

閉止装置の閉止状態が検知

できること

中央制御室にて，各閉止装置の開閉状態が

確認できること

動作試験

閉止状態を検知するリミットスイッチの動

作確認

施工段階

耐震健全

性

地震後においても閉止機能及

び気密性能を維持すること

基準地震動に対して閉止装置の作動機能が

維持されること

加振試験（モックアップ） 設計段階

地震後に閉止装置の気密性能が維持される

こと

気密性能試験

建屋に必要な気密を確保できること

設計段階

８．ブローアウトパネル及び関連設備の確認試験方法について（２／３）
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対象
機器

機能 機能詳細 設計 確認方法 確認時期

竜巻

防護

設備

飛来物か

らの防護

機能

ブローアウトパネル自体を飛

来物による損傷から防護でき

ること

気圧低下等によるブローアウト

パネル開放後の，建屋内への

飛来物侵入が阻止できること

ブローアウトパネルが飛来物から防護されるこ

と

机上評価

他設備との干渉等の評価を含む

設計段階

強制

開放

装置

（自

主設

備）

開放機能 原子炉建屋内側から油圧（エ

チレングリコール）ジャッキによ

り，ブローアウトパネルを強制

的に開放できること

遠隔操作により，ブローアウトパネルを強制的

に開放できること

遠隔操作により作動できる機構であるこ

と

施工段階

８．ブローアウトパネル及び関連設備の確認試験方法について（３／３）
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◆ ブローアウトパネル開放メカニズムと確認項目について

パネル移動初期
②パネル移動

（摩擦力）
③シール破壊

②パネル移動
（摩擦力）

パネルが開放し
躯体から落下

ブローアウトパネルが設計差圧△P（1psi＝約6.9KPa）により開放する場合のメカニズムは，以下のとおりである。
各段階に対し，確認すべき項目を整理した。

STEP1：内圧によりBOPが滑り出し，シール材が破壊
（静的摩擦力＋シール破壊力 ＜ 差圧△P)

シール材を破壊させる荷重 ⇒ 物性値確認
摩擦力の妥当性（摩擦係数設定） ⇒ 物性値確認

STEP2：BOPが更に移動し，クリップが開放
（動的摩擦力＋クリップ開放荷重 ＜差圧△P)

クリップが開放（外れる）荷重の妥当性 ⇒ クリップ試験
摩擦力の妥当性（摩擦係数設定） ⇒ 物性値確認

差圧発生

パネルに生じる差圧荷重 ＞ ①クリップを開放させる荷重＋②摩擦力＋③シール材破壊力

９．ブローアウトパネル開放の成立性について

ブローアウトパネルの開放条件

①クリップ試験及びクリップの管理

クリップ試験によりクリップ１枚当たりの変形に要
する荷重を測定
クリップの必要個数を決定

今後の管理項目 クリップの変形荷重を管理

②パネル移動時の摩擦力の設定と管理
発生する摩擦力は，鉄鋼（BOP）／鉄鋼（躯体アン
グル）の状態と鉄鋼（BOP）／コンクリート（躯体）の

２種類が想定されるが，摩擦係数の大きい鉄鋼／
コンクリートの静的摩擦係数を採用

摩擦係数は，構造設計基準における鋼材とコンク
リート間の摩擦係数μ＝0.4を安全側に1.5倍したμ
＝0.6を用いて評価

③シール材の再設定と施工管理

シールは，ブローアウトパネルと躯体間に施工（現
状）

シール材を再選定し，施工箇所と施工寸法を最適
化する

STEP3：更にBOPが取り付けられている躯体上を移動
（動的摩擦力 ＜差圧△P)

摩擦力の妥当性（摩擦係数設定） ⇒ 物性値確認

上記データを基にクリップやシール施工法を再設定
し，実機大のBOP試験体にて，6.9kPa相当の荷重で
開放することを確認

STEP4：躯体枠を通過し，パネルが開放後自重により落下
実機大の作動試験による検証 ⇒ 実証試験

試験又は検証項目各段階での確認項目

パネル開放
①クリップ変形

（開放）

399



閉止状態（通常運転時）

開放（DB時）

要求される機能
・原子炉建屋原子炉棟の
バウンダリ維持

要求される機能
・差圧による開放機能

・地震後の開放機能

開放後

地震・竜巻

要求される事項
・他設備への波及的影響の防止

パネル落下防止チェーンの強度確認

実機大ブローアウトパネル開放試験のイメージ
(2012年 自主的安全性向上の一環として，原子
炉建屋6階北側強制開放装置設置時の試験例）

【ブローアウトパネルに要求される機能と確認方法】

クリップ開放荷重
のばらつき確認

クリップ数の最適化

クリップ要素試験
（クリップ単体の引張試験）

◆ 実作動試験の代表性について
ブローアウトパネルは開口面積の違う２タイプ（開口面積4m×4m，3.68m×4.17m）が設置されており，面積に応じて開放時に負荷

される差圧による荷重に相違（4m×4mの場合：約110kN，3.68m×4.17mの場合：約106ｋN）とがある。このため，実作動試験の実施
については，最大面積のパネル（自重最大）を用いて，最少面積のパネルに負荷される荷重により開放することを確認する。

９．ブローアウトパネル開放の成立性について

試験項目
・固定用クリップの要素試験（どの程度の荷重でクリッ
プが開放するかの確認）

・実機大モックアップによる開放試験
（油圧ジャッキにより差圧に相当する力で静的に付加し開放を確認）

・建屋の許容最大ひずみ量を生じた場合でも，変形は
建屋取付枠とパネルの隙間にあるシール材の施工
範囲内にあり，開放機能に影響しないことを評価に
より確認

・東海第二の場合，基準地震動Ssによる地震荷重
は差圧による開放荷重より小さいため，差圧による
開放機能確認に合わせ，基準地震動Ss相当の荷重
では開放しないことを確認
（差圧による開放荷重（面積×差圧）は約110kN程度であり，基
準地震動Ssによる開放荷重（質量×地震加速度）は約30kN 程
度であるため，地震力相当では開放しないことを確認）

400



【試験対象】
原子炉建屋外側ブローアウトパネル用クリップ クリップ枚数 18枚/1パネル（既設）

開放差圧 約6.9kPs (1.0psi) 7000N/m2

引張試験内容
クリップ単体を引張試験にてパネルの
水平方向の荷重を模擬する

【測定項目】
①試験荷重，
②クリップ変位，
③クリップの歪

【測定結果の評価】
クリップの最大荷重と変位の試験結
果より，クリップの作動時における
ばらつきを検証する
パネルが設定差圧にて確実に開放
するための管理項目を検証する

【クリップの管理項目】
①材質，
②形状，
③クリップの寸法（板厚，幅），
④取付方法と取付寸法

クリップ取付状況

幅100㎜

【試験目的】
・クリップ単体の引張試験を実施し，ブローアウトパネルの開放機能を担保するための，適切なクリップの管理項

目を設定する

【試験方法】
・オートグラフ試験機（AG-50ｋＮＢ）による引張試験
・変位制御（引張速度 １㎜/min）

：クリップ

試験体（クリップ＋治具）詳細寸法図

クリップ仕様
材 質 ：SS400
板 厚 ：ｔ 2.3
ｸﾘｯﾌﾟ幅 ：100

１０．クリップの信頼性（規定差圧により開放することの信頼性）（１／２）
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１０．クリップの信頼性（規定差圧により開放することの信頼性）（２／２）

パネル開放に必要な荷重を算定
①クリップを開放させる荷重＋②摩擦力＋③シール材破壊力
試験結果よりクリップ1個当たりの荷重を再設定 ⇒ クリップの必要個数を確認

規定差圧によりパネル開放に至る

○クリップ試験の結果より，ブローアウトパネルの作動性能と信頼性を担保する管理項目を
決定する。

引張試験結果
クリップ１個の変形荷重を測定
測定結果： 最大荷重はクリップの固定方法や取付

寸法にてのばらつきが有り，今後の
管理を考慮した測定を実施した結果，
値は過去の試験より高めの結果となった

・パネルの確実な開放
一定荷重以下でクリップの変形によりパネ
ルの支持部が開放されること

・規定圧力による作動，ばらつきの管理

一定荷重以下でクリップの変形が生じること

【試験による検証内容】

クリップの荷重と変位の関係グラフ（例）

ブローアウトパネル
開放位置

上記データを基にクリップ数やシール施工法を再設定し，実機大のBOP試験体にて，
6.9kPa相当の荷重で開放することを確認
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１１．ブローアウトパネル閉止装置の機能確認試験について（１／３）

開放状態（通常運転時）

閉止状態（ＳＡ時）

試験項目①
・気密性能試験
・外観目視試験
・作動確認（電動・手動にて開閉）

試験項目④
・作動確認（電動・手動にて開閉）

閉止状態

ブローアウトパネル閉止装置の必要機能に関する確認試験

要求される機能
・機器に異常がないこと

要求される機能
・閉機能
・気密性

試験項目②
・気密性能試験
・外観目視試験
・作動確認（電動・手動にて開閉）

加振試験実施・・・閉止装置は「開」状態

地震

要求される機能
・気密性

試験項目③
・気密性能試験
・外観目視試験

加振試験実施・・・閉止装置は「閉」状態

閉止状態（ＳＡ時）

大規模損壊

地震

開状態 要求される機能
・開閉機能

大規模損壊解除

閉状態

各試験の目的
試験項目①：初期状態の確認
試験項目②：地震発生後の作動・気密機能維持の確認
試験項目③：SA後の気密機能維持の確認
試験項目④：開閉機能の確認（大規模損壊時に使用）

初期状態の性能
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１１．ブローアウトパネル閉止装置の機能確認試験について（２／３）

ブローアウトパネル閉止装置（扉、レール、扉枠等）を一体として、躯体部への取付状態を模擬

した状態で，当該装置の設置高さにおける床応答スペクトルを包絡する条件（当該装置の固有

振動数近傍）※の試験用地震波にて加振試験を実施し、下記の試験を実施する。

※ 固有振動数が20Hz以上の場合、ZPA（当該位置の最大床応答加速度）を包絡する条件とする。

○気密性能試験
・試験方法

試験体両側に圧力差を生じさせ、試験体の隙間からの漏えい量を測定する。

・実施時期
加振試験前後に実施する。

○外観目視試験
・試験方法

閉止装置の構成部品の目視点検を実施する。

・実施時期
加振試験前後に実施する。

○作動試験
・試験方法

電動操作及び手動操作により閉止装置が開閉できることを確認する。

・実施時期
加振試験前後に実施する。
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ブローアウトパネル閉止装置の気密性能試験内容

建屋壁面を模擬した実機大の試験容器に排風機により試験容器内の空気を排出し，試験容器に取り

付けた扉本体に圧力差を生じさせ、規定の圧力差（10Pa，30Pa等）にて，パッキンから通過した空気の

漏えい量を測定する。

・試験方法

ASTM E283-4等に準じて実施する。

・試験内容

加振試験前に気密性能試験を実施し気密性能を確認する。

加振試験後に気密性能試験を実施し気密性能を確認する。

・試験体大きさ

約4,200mm×約4,200mm

（躯体開口部を包絡※する大きさ）

※躯体開口部寸法についても

包絡する大きさとする

１１．ブローアウトパネル閉止装置の機能確認試験について（３／３）

JIS A 4706 気密等級線図

・気密性評価
ｑ＝Ｑ／Ａ

ｑ：通気量（m3/h･m2）
Ｑ：通過した空気量（m3/h）
Ａ：扉の内法面積（m2）

ブローアウトパネル躯体開口部寸法

設置場所 寸法（躯体開口部）

５階 北、西 ４,０００mm×４,０００mm

６階
北１、北２、南１、南２ ３,６８０mm×４,１７０mm

西１、西２、東１、東２ ４,１７０mm×３,６８０mm
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１２．ブローアウトパネル関連設備の保全について

対象機器 必要な機能 保全内容※ 確認内容

原子炉建屋外側
ブローアウトパネ
ル

気密性能 気密性能試験（建屋）

外観目視（シール部）

作動性能 クリップの性能管理 定期的にクリップを採取し，所定
荷重以下で変形することを確認

構造健全性 外観目視試験

ブローアウトパネ
ル閉止装置

気密性能 シール部の取替

作動性能 作動試験

構造健全性 外観目視試験

竜巻防護設備 構造健全性 外観目視試験

強制開放装置
（自主設備）

作動性能 シリンダ単体作動試験

構造健全性 外観目視試験

※詳細は、検討中ブローアウトパネル及び関連設備の保全内容について
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１３．設計段階における機能確認試験スケジュール

項目 2月 3月 4月 5月 6月

上旬 下旬 上旬 下旬 上旬 下旬 上旬 下旬 上旬 下旬

原子炉建屋外側
ブローアウトパネル

ブローアウトパネル
閉止装置

全体工程及び成立性

試験計画策定

試験計画作定

加振試験、作動試験、気密試験

試験体及び試験装置製作

試験結果

引張試験１（材質，幅変更） 引張試験２（寸法変更）

試験体製作

試験結果試験条件

試験条件

実機大作動試験（開放試験）

試験装置製作

試験結果

全体計画作定 成立性の確認

追加検討及び詳細検討範囲確認
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【参考】東海第二発電所のブローアウトパネルについて

原子炉棟 ３階
（ ：パネル（全3枚））

原子炉棟 ２階
（ ：パネル（全3枚））

：主蒸気管室

原子炉建屋外壁のブローアウトパネル以外に，原子炉棟内のブローアウトパネルとして主蒸気管室の
壁面6箇所にブローアウトパネルが設置されている。（大きさ 約2m×1.5mのパネル複数で構成）
タービン建屋側へのブローアウトパネルは設置していない。
・原子炉建屋３階：主蒸気管室上部の保守点検室北側壁面に2箇所，西の壁面に1箇所の合計3箇所
・原子炉建屋２階：主蒸気管室西側壁面に1箇所，東側壁面に2箇所の合計3箇所
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【参考】東海第二発電所のブローアウトパネルの構造について

c) 断面図（クリップ式構造の概念図）（内側）

室内よりの状況
（３階 ３F２）

クリップ部

設置場所 寸法（躯体開口部） パネル枚数
パネル１枚の

クリップ数

２階

2F1、2F3 ２,９６９mm×１,４００mm ２枚 ２個

2F2 ４,０３１mm×１,４００mm ２枚 ２個

３階

3F1 ２,２５０mm×３,０００mm ２枚 ２個

3F2、3F3 ４,５００mm×３,０００mm ４枚 ２個

25㎜

30㎜

主蒸気管室のブローアウトパネルは，厚さ約1㎜のクリップと呼ばれる装置2個で壁に設置されており，
差圧のみで自動開放し，主蒸気管室での漏えい蒸気を原子炉棟内に放出するよう設計されている。

内側ブローアウトパネルのクリップは建設時の試験結果より，外側ブロー
アウトパネルのクリップの約１／２以下の荷重で開放する構造であり，パネ
ルの面積とクリップの個数より，容易に（1psi 以下で）開放する構造である。

主蒸気配管破断時に主蒸気管室のブローアウトパネルが開放しな
い場合は，構造的に弱い，タービン建屋側の配管貫通部や主蒸気
管室入口扉が圧力により破損することが考えられる。

クリップ

ブローアウト
パネル

枠部

a) 正面図 b) 側面図

パネル枚数４枚の場合
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原子炉棟断面図

ブローアウトパネル開放後に一時温度低下が停滞するのは，漏えいした高温の蒸気が大物搬入口開口部を上昇
する流れと，外気が流入する際の下降気流がぶつかり，入れ替る状況を示している。ブローアウトパネルの開放枚
数が多い方が蒸気漏えい後の早い段階でこの状況が現れる結果となる。また，５階，６階のブローアウトパネル全数
が開放する場合と比較して，５階の東側を閉鎖する方が温度低下が早くなる原因は，５階西側から取入れられた外
気が，東側大物搬入口吹抜け部で発生する煙突効果により，主蒸気管室の西側から東側への流れとなり，原子炉
棟内で大きな循環が発生することで，外気の流入が速やかに進むためである。

【参考】蒸気放出時と外気取り入れ時の流路について

雰囲気温度
低下の停滞箇所

大物搬入口
の吹抜け部
が煙突効果
を生むことに
より，西側から
の流入が発生
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原子炉棟 ３階
（ ：パネル（全3枚））

原子炉棟 ２階
（ ：パネル（全3枚））

：主蒸気管室

【参考】蒸気放出時と外気取り入れ時の流路について

５階東側のブローアウトパネル

を閉止することにより，東側は大

物搬入口を通じた上昇気流が発

生し，６階に高温の蒸気が抜ける

流れが主となる。（図中の ）

これに対し，西側エリアにおい

ては，５階から取り入れられた外

気の下降気流が主となり，主蒸気

管室で西→東の流れができると考

えられる。（図中の ）

このため，ブローアウトパネル

全数が開放する場合と比べて，５

階西側（ほう酸ポンプ設置側）の

温度が下がる結果となる。

また，各溢水防護対象設備の

設置位置と蒸気配管の設置位置

を考慮し，蒸気漏えいの観点で，

最も厳しい環境条件となると考え

られるのは2階，3階の東側エリア

である。
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【参考】モックアップ試験による開放荷重の検証例

パネル開放後パネル開放前

パネル開放試験状況

クリップ部詳細

逆方向より

ブローアウトパネル

シール

躯体枠
（原子炉

建屋外壁）

スペーサ

ブローアウトパネル下部の詳細断面

シール材の選定
及び施工条件設
定により、シール
材の破壊荷重を

評価

建屋内側 建屋外側

試験体重量は，加力フレームを含むことから，

ブローア ウトパネルより重量増（約5.5ｔ）

解析モデルを用いたパネル開放・落下状況の検証状況

落下
防止柵

パネル部

◆強制開放装置設置時（２０１２年）に油圧装置により実物大モックアップ試験を実施，

開放荷重を検証した（机上で検討した開放荷重と測定した開放荷重を比較）
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◆ブローアウトパネル配置に対し，クリップの飛散する水平距離を落下高さとした場合の飛散範囲及び主な防護対象
設備の配置を図に示す。
・原子炉建屋６階： ブローアウトパネルの取付高さ 床面より １２．５m

⇒ 使用済燃料プールへの落下による影響が考えられるが，クリップの重量(約230g)より影響なしの評価となる
⇒ エリアモニタが床面及びブローアウトパネル下部の壁面に設置されているが，保護カバーを有しており影響なし
⇒ プロセスモニタがブローアウトパネル下部の壁面に設置されているが，他の構造物配置により直接影響はなし
⇒ スキマサージタンクレベル計がブローアウトパネル下部の壁面に設置されているが，保護カバーを有しており

影響なし
・原子炉建屋５階： ブローアウトパネルの取付高さ 床面より ６．４m

⇒ 主要な設備が飛散範囲内に無いため影響なし

【参考】クリップの飛散影響について

原子炉棟 ６階
（ ：パネル（8枚））

原子炉棟 ５階
（ ：パネル（2枚））

：竜巻防護対象：飛散想定範囲
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(１) 閉止装置の概要
ブローアウトパネルが開放した状態で炉心損傷した場合，ＦＰ閉じ込めのためにパネル開口部を建屋外側のスライド扉で速やかに

閉止する。 その後のスライド扉の開放方法についても以下に示す。

スライド扉「閉」時は，開放が必要な位置のスライド扉を開放
• 緊急用電源又は人力により開可能な設計
• 人力の場合，扉に取り付けたワイヤを牽引又は遠隔人力操作機構を接続して「開」
• スライド扉の位置（開位置，閉位置）は，リミットスイッチの動作にて中央制御室で検知できるよう設計

レールカバー内側に電動機構
ガイドローラーにより扉がスライド

閉止位置へスライドする際，扉はレール軌道
によって建屋側へ押し込まれていく構造

【参考】 ブローアウトパネル及び関連設備の設置計画

牽引ワイヤーによる開閉概念図（例）
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【参考】 ブローアウトパネルが近接している場合の設置計画
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【参考】 ブローアウトパネル及び関連設備の設置計画（自主対策設備）

(１) 強制開放装置の概要（例）
＜目的＞

ブローアウトパネルが閉状態にある時に，開放が必要な位置のパネルを原子炉建屋内側より不燃性流体を用いた油圧ジャッキで
押し出して開放する。

＜検討方針＞
• ブローアウトパネルを遠隔及び現場で開放する設計
• 作動流体配管は，耐震性を考慮して敷設（波及的影響防止）

屋外

手動油圧ポンプの例

現在，北側パネル２枚を開放するために
設置されているもの

手動操作ハンドル

手動油圧ポンプ １台
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原子炉建屋壁

外側

内側 クリップブローアウトパネル

加力フレーム

油圧ジャッキ

【概要】
・既設のブローアウトパネルに，「加力フレーム」を取付た構造
・パネル１枚につき，油圧ジャッキ６個が作用
・ジャッキ作用により，パネルは外側方向へ引き出され，やがてクリップが変形し，強制的にパネルが

開放される仕組み
・油圧ジャッキには各々，操作場所から建屋壁外面に敷設されている耐震クラスＳの油圧配管を通じ

て油圧が供給される

【参考】 強制開放装置設置済のブローアウトパネルについて

■ 設置場所：原子炉建屋６階北側ブローアウトパネル２枚
■ 設置経緯：2012年に緊急安全対策の一環として設置

本装置についても，他のパネル同様の改造を実施する。

落下防止柵

【既設の強制開放装置設置状況】（新規制対応として改造予定）

設置状況（建屋外観）
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【参考】外部事象に対する設計基準対象設備としてのブローアウトパネルの設計方針

設計基準対象施設としては，設置許可基準規則第4条から第6条の要求を踏まえ，地震，津波に加
え第6条にて選定した自然現象11事象（洪水，風（台風），竜巻，凍結，降水，積雪，落雷，火山の影
響，生物学的事象，森林火災，高潮）及び外部人為事象7事象（航空機落下，ダムの崩壊，爆発，近
隣工場等の火災，有毒ガス，船舶の衝突，電磁的障害）の設計荷重に対し，上記の機能を（特定の
事象に対し限定することなく） 維持出来るように設計

なお，竜巻（最大瞬間風速100m/s）による外気の気圧低下に対しては，建屋内の空気との間にブロ
ーアウトパネルの開放圧力を上回る差圧を生じ得るため，パネルが開放し閉じ込め機能を喪失する
ケースが考えられるが，ブローアウトパネルの作動圧に至る風速の竜巻（89m/s，約5.1×10－６/年）
と設計基準事故（10－３/年 ※１）の重畳が有意となるまでの期間は約20年※２であり，十分な補修期間
が確保できると考えられることから，閉じ込め機能への影響は無いと評価

※1：「発電用軽水型原子炉施設に係る新安全基準骨子案に対する意見募集の結果について」（平成25年4月3日原
子力規制庁技術基盤課)にて，『設計基準事故については，それよりも低頻度であることから，10－３/年～10－４/年
程度の発生頻度を念頭においています。』との記述あり。

※2：有意な重畳確率を，航空機落下や耐震設計のスクリーニング基準として用いられる10-7/年 として，10－７

/(5.1×10－６)/10－３＝19.6年
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事象 防護方針

自然現象

地震 ・基準地震動Ｓｓによる地震力に対し，開放及び閉じ込め機能を確保する。

竜巻 ・ブローアウトパネルは設計竜巻による荷重にて有意な変形等を生じない構造とする。

・（設計ベースの要求として，）設計竜巻による荷重に対し安全機能を維持できるよう設計され

るため，設計レベルの竜巻とＳＡは独立事象となる。

・気圧低下による開放に対しては，ブローアウトパネルが開放し得る風速以上の竜巻の後にＳ

Ａが発生し得るまでの時間余裕（約20年）は十分と考えられるため，当該モードは許容する。

風（台風） 竜巻（設計ベース）の評価に包絡される。

津波 ブローアウトパネルに到達しない。

洪水

高潮

凍結 ブローアウトパネルの機能に影響する事象ではない。

降水

積雪

落雷

火山の影響

生物学的事象

森林火災 ブローアウトパネルは防火帯内側に設置をしていることから，機能に影響はない。

外部人為事象 航空機落下 ブローアウトパネル近傍での航空機落下火災の熱影響に対し，機能を確保する設計とする。

近隣工場等の火災 航空機落下の評価に包絡される。

船舶の衝突 ブローアウトパネルに到達しない。

爆発

有毒ガス ブローアウトパネルの機能に影響する事象ではない。

電磁的障害

【参考】外部事象を起因とした重大事故等の発生に対するブローアウトパネルの防護方針
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【参考】 ブローアウトパネル対応方針 まとめ

ブローアウトパネル毎に要求事項を満足させるための対応方針を以下にまとめる。
① ブローアウトパネルの機能（設計温度，圧力）を確保するため，５枚のブローアウトパネル機能を確保する
②竜巻対策として，開放可能性があるブローアウトパネル部には，竜巻防護対策（防護ネット）を設置する
③開放状態で炉心損傷した場合を想定し，速やかに閉止できる機能（遠隔及び手動）を設置する
④開放させる全てのブローアウトパネルに，万一パネルが完全に開放せず，再閉止できない状態を考慮して，強
制開放装置を設置する

⑤原子炉棟６階のブローアウトパネルのうち，南の２箇所は，放水砲による使用済燃料プールへの注水のため手
動による開放機能を設置（④と兼用）を設置する

⑥その他：閉止措置においては，竜巻飛来物の侵入防止，耐震性にも配慮した設計とする

設置エリア

対策方針

備 考①差圧開放
機能

②竜巻飛来
物防護機能

③閉止機能
（SA時）

④強制開放
機能

⑤手動開放機能
(大規模損壊）

6
階

北１ 開 有 閉 開 －

北２ 開 有 閉 開 －

東１ 開 有 閉 開 －

東２ 開 有 閉 開 開（④と兼用）

西１ 開 有 閉 開 －

西２ 開 有 閉 開 開（④と兼用）

南１ 開 有 閉 開 －

南２ 開 有 閉 開 開（④と兼用）

5
階

東 閉止 － － － － 竜巻による風荷重か
らのSGTS等の防護南 閉止 － － － －

西 開 有 閉 開 －

北 開 有 閉 開 －
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【参考】ブローアウトパネル閉止装置の設置許可基準43条への適合方針

条文 要求 適合性

第
４３
条

第
１
項

第１号
想定される重大事故等が発生した場合における温度，放射線，荷
重その他の使用条件において，重大事故等に対処するために必
要な機能を有効に発揮するものであること。

屋外の環境条件を考慮した設計とする。

第２号
想定される重大事故等が発生した場合において確実に操作できる
ものであること。

央制御室の操作盤のスイッチでの操作が可能な設計とする。また，ブローア
ウトパネル閉止装置は，電源供給ができない場合においても，現場で人力に
より容易かつ確実に操作が可能な設計とする。

第３号
健全性及び能力を確認するため，発電用原子炉の運転中又は停
止中に試験又は検査ができるものであること。

原子炉の運転中又は停止中に外観検査が可能な設計とする。
また，ブローアウトパネル閉止装置は，原子炉の停止中に機能・性能検査と
して動作状態の確認が可能な設計とする。

第４号
本来の用途以外の用途として重大事故等に対処するために使用
する設備にあっては，通常時に使用する系統から速やかに切り替
えられる機能を備えるものであること。

本来の用途以外の用途として使用しない設計とする。

第５号 工場等内の他の設備に対して悪影響を及ぼさないものであること。
他の設備から独立して使用が可能なことで，他の設備に悪影響を及ぼさない
設計とする。また，閉動作により他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。

第６号

想定される重大事故等が発生した場合において重大事故等対処
設備の操作及び復旧作業を行うことができるよう，放射線量が高く
なるおそれが少ない設置場所の選定，設置場所への遮蔽物の設
置その他の適切な措置を講じたものであること

原子炉建屋原子炉棟の壁面（屋外）に設置し，放射線量が高くなるおそれの
少ない中央制御室から操作が可能な設計とする。

第
２
項

第１号
想定される重大事故等の収束に必要な容量を有するものであるこ
と。

重大事故等時において，運転員を過度の被ばくから防護するために必要な
容量を有する設計とする。

第２号

二以上の発電用原子炉施設において共用するものでないこと。
ただし，二以上の発電用原子炉施設と共用することによって当該
二以上の発電用原子炉施設の安全性が向上する場合であって，
同一の工場等内の他の発電用原子炉施設に対して悪影響を及ぼ
さない場合は，この限りでない。

施設内に二以上の発電用原子炉施設はないことから，共用しない。

第３号
常設重大事故防止設備は，共通要因によって設計基準事故対処
設備の安全機能と同時にその機能が損なわれるおそれがないよ
う，適切な措置を講じたものであること。

ブローアウトパネル閉止装置は重大事故緩和設備であるが，ブローアウトパ
ネル閉止装置の気密機能が設計基準対象施設であるブローアウトパネルの
気密機能と同時に損なわれない設計とする。
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【参考】 技術基準からの要求事項

区分 機能

設置
許可
基準
規則

技術
基準
規則

技術基準
（一部抜粋）

備考

ＤＢ ２次格納容器バ
ウンダリ維持
（閉じ込め機能）

Ｓｓ地震

4条 5条

（地震による損傷の防止）
第五条 設計基準対象施設は、これに作用する地震力（設置許可基準規則第四条第二項の規定により算
定する地震力をいう。）による損壊により公衆に放射線障害を及ぼさないように施設しなければならない。
２ 耐震重要施設（設置許可基準規則第三条第一項に規定する耐震重要施設をいう。以下同じ。）は、基準
地震動による地震力（設置許可基準規則第四条第三項に規定する基準地震動による地震力をいう。以下
同じ。）に対してその安全性が損なわれるおそれがないように施設しなければならない。

竜巻

6条 7条

（外部からの衝撃による損傷の防止）
第七条 設計基準対象施設が想定される自然現象（地震及び津波を除く。）によりその安全性を損なうおそ
れがある場合は、防護措置、基礎地盤の改良その他の適切な措置を講じなければならない。

原子炉格納施
設
（原子炉建屋原
子炉棟）

32条 44条

（原子炉格納施設）
第四十四条 発電用原子炉施設には、一次冷却系統に係る発電用原子炉施設の損壊又は故障の際に漏
えいする放射性物質が公衆に放射線障害を及ぼすおそれがないよう、次に定めるところにより原子炉格納
施設を施設しなければならない。
四 一次冷却系統に係る発電用原子炉施設の損壊又は故障の際に原子炉格納容器から気体状の放射性
物質が漏えいすることにより公衆に放射線障害を及ぼすおそれがある場合は、当該放射性物質の濃度を
低減する設備（当該放射性物質を格納する設備を含む。）を施設すること。

建屋内環境維持
（開放機能）

ＭＳＬＢＡ

9条 12条

（発電用原子炉施設内における溢水等による損傷の防止）
第十二条 設計基準対象施設が発電用原子炉施設内における溢水の発生によりその安全性を損なうおそ
れがある場合は，防護措置その他の適切な措置を講じなければならない。
２ 設計基準対象施設が発電用原子炉施設内の放射性物質を含む液体を内包する容器，配管その他の
設備から放射性物質を含む液体があふれ出るおそれがある場合は，当該液体が管理区域外へ漏えいす
ることを防止するために必要な措置を講じなければならない。

ＳＡ ２次格納容器バ
ウンダリ維持
（閉じ込め機能）

改正規則要求

59条 74条

（運転員が原子炉制御室にとどまるための設備）
第七十四条 発電用原子炉施設には、炉心の著しい損傷が発生した場合（重大事故等対処設備（特定重
大事故等対処施設を構成するものを除く。）が有する原子炉格納容器の破損を防止するための機能が損な
われた場合を除く。）においても運転員が第三十八条第一項の規定により設置される原子炉制御室にとど
まるために必要な設備を施設しなければならない。
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主蒸気逃がし安全弁（ＳＲＶ）の環境試験について

図－1 は，安全上重要な機器であるＳＲＶの信頼性を確認する試験として，電力共同研究

「安全上重要な機器の信頼性確認に関する研究」（平成 5 年 3 月～平成 7 年 9 月）において

なされた試験条件の一つである。

本研究では，ＳＲＶの信頼性確認のための条件として，IEEE の規格に準拠し（IEEE Std 
382  IEEE Standard for Qualification of Safety Related Valve Actuator），JEAG 4601
（原子力発電所耐震設計技術指針）に示された日本の耐震設計の考え方を加え，更に原子炉

格納容器の設計時に考慮されるＳＲＶの作動，冷却材喪失事故に際し発生する水力学的動

荷重に伴う振動の影響評価を加えれば，ＳＲＶの信頼性確認としては十分な水準の確認が

可能であると考えた。試験内容の概要は以下の通りである。全て問題なく完了し，ＳＲＶが

十分な信頼性を有することが確認されている。

１】 試験前の作動健全性の確認

○ 一般性能試験

弁の作動源である圧縮空気の最高圧力，最低圧力における作動試験を実施

供給空気の最高圧力条件で駆動部からの空気漏えい量も測定
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２】運転中に受ける通常の放射線，熱，機械的作動が駆動部に及ぼす劣化の影響を加速試験

により確認（各試験後は作動漏えい試験を実施）

○ 機械劣化試験

○ 放射線劣化試験

○ 熱劣化試験

○ 熱劣化後の機械劣化試験

○ 加振試験

３】設計上考えられる動的振動を与え，ＳＲＶが十分な機能を有していることを確認

○ 耐震試験（試験後は作動漏えい試験を実施）

４】設計基準事故時の放射線劣化試験（試験後は作動漏えい試験を実施）

設計基準事故時の放射線照射による機器作動性能への影響を確認

５】設計基準事故時の環境試験

設計上考えられる基準事故環境下において，ＳＲＶに要求される機能が満足される

ことを確認（試験条件 ⇒ 図１）

６】試験後の作動性能試験，漏えい試験

７】試験後検査として分解点検
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添付資料 3.2.3 

添付 3.2.3－1 

ペデスタル（ドライウェル部）内の水位管理方法について 

 

東海第二発電所における，溶融燃料－冷却材相互作用及び溶融炉心・コンク

リート相互作用の影響抑制を考慮したペデスタル（ドライウェル部）（以下「ペ

デスタル」という。）内の水位管理対策の内容を以下に示す。 

 

1. ペデスタルの構造及び設備概要 

東海第二発電所のペデスタルの概要図を第 1 図(a)及び(b)に示す。 

ペデスタル内の底面及び側面には，原子炉圧力容器（以下「ＲＰＶ」とい

う。）が破損し溶融炉心（以下「デブリ」という。）が落下した際のペデス

タル構造健全性確保のため，ＺｒＯ２製のコリウムシールドを設置する。ま

た，コリウムシールド内は床ドレンサンプとして用いるために，コリウムシ

ールド表面にＳＵＳ製のライナを敷設し通常運転中の水密性を確保するとと

もに，その内側に機器ドレンサンプを設置する。 

ドライウェルにて生じる床ドレン及び機器ドレン並びに機器ドレンサンプ

を冷却するための冷却水は，第 1 図(a)及び(b)のようにペデスタル側壁の貫

通孔を通る配管により各ドレンサンプへ導かれる。これらの配管はコリウム

シールドの側壁部より高い位置からペデスタル内へ接続し，コリウムシール

ド内に堆積したデブリが配管へ流入しない設計とする。 

床ドレンサンプ内に流入した水は，1m に立ち上げたスワンネックから流出

させ，スリット及び配管を通じて原子炉建屋原子炉棟床ドレンサンプ設備へ

排水する。また，排水配管を分岐させベント管へ接続することで，事故時に

おいてペデスタルからサプレッション・チェンバへ排水する経路を設ける。 

ペデスタルの側壁は鋼製スカートを介してＲＰＶを支持しており，ＲＰＶ

下部プレナムの中心付近には原子炉冷却材浄化系のボトムドレン配管が接続
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添付 3.2.3－2 

されているとともに，ペデスタル内には制御棒駆動水圧系配管が敷設されて

いる。 
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添付 3.2.3－4 
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添付 3.2.3－5 

2. 水位管理方法 

通常運転時及び事故時におけるペデスタル内水位の管理方法を以下に示す。 

 

 (1) 通常運転時 

ペデスタル床ドレンサンプの機能として，排水配管から 1m の水深を超え

た流入水を原子炉建屋原子炉棟の床ドレンサンプ設備へ排水し，ペデスタ

ル内水位を 1m に維持する。 

 

 (2) 事故発生からＲＰＶ破損まで 

ドライウェル圧力高信号及び原子炉水位異常低下（L1）信号により，ペ

デスタル内へ流入する配管（床ドレン配管，機器ドレン配管及び原子炉補

機冷却水配管）に対してペデスタル外側に設置した制限弁を自動閉止し，

ペデスタルへの流入水を制限する。 

制限弁閉止前の流入水等により水位が 1m を超えた場合には，ベント管に

接続された床ドレン排水配管及び床ドレン排水弁を経由してサプレッショ

ン・プールへ排水され，ＲＰＶ破損までにペデスタル内水位は 1m まで低下

する。 

事故が発生し炉心が損傷した場合，格納容器下部注水配管から水位 1m

を超過するまで注水を実施し，その後排水することにより，ＲＰＶ破損時

に確実に水位 1m を確保する運用とする。これに要する時間は 30 分程度（注

水開始操作に要する時間（17 分），水位 10cm 分の注水に要する時間（3

分），注水停止操作に要する時間（4 分）及び 5cm 分の排水に要する時間

（5 分）に余裕を加味した時間）と想定され，炉心損傷後のペデスタル注

水開始からＲＰＶ破損までの約 1.8 時間（事象進展の早い大破断ＬＯＣＡ

時の例）の間に余裕をもって実施可能である。 
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なお，床ドレンサンプの水位をＲＰＶ破損までに 1m とする排水の過程に

おいて，水位が 1.2m 以上であるときには，床ドレン排水配管及び床ドレン

排水弁を経路とした排水に加えて，ベント管に接続された機器ドレンサン

プ排水配管及び排水弁を経由してサンプレッション・プールに排水するこ

とが可能である。 

ベント管に接続する床ドレン排水弁及び機器ドレン排水弁はＲＰＶ破損

前に閉とし，ＲＰＶ破損後のペデスタル水のサプレッション・プールへの

流出を防止する。 

(3) ＲＰＶ破損後 

ＲＰＶ破損及びデブリ落下後，ペデスタル内にて 0.2m 以上のデブリ堆積

を検知後に，80m３／h でペデスタル満水相当まで水位を上昇させるととも

に，その後は満水近傍にて水位を維持する（別添 1）。 

 

また，上記(1)～(3)の水位管理を実現するための設備対策について別添 2 に，

ペデスタル内に設置する計器類について別添 3 にそれぞれ示す。 
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別添 1 

ペデスタル注水開始後の水蒸気爆発発生の可能性及び 

水蒸気爆発発生抑制の考え方について 

 

1. はじめに 

東海第二発電所では，水蒸気爆発（以下「ＳＥ」という。）によるペデス

タル構造への影響抑制のため，ＲＰＶ破損時のペデスタル水位を 1m と設定し，

ＳＥ影響評価を実施している。しかし，ＲＰＶの破損を判断した場合には，

格納容器下部注水系（常設）によるペデスタル注水を実施する手順としてお

り，注水開始後には 1m を超える水位がペデスタル内に形成されることとなり，

ＳＥ影響評価の想定を上回る規模のＳＥが発生する可能性がある。 

これに対して，ＲＰＶ破損及びペデスタル注水開始後のペデスタル内の状

況を推定し，ＳＥの発生可能性及びこれを考慮した水位管理について検討し

た。以下に検討の内容を示す。 

 

2. ＲＰＶ破損時のデブリ落下挙動 

ＲＰＶが破損するような状況においては原子炉注水機能が喪失している可

能性が高く，ＲＰＶ破損時にはデブリの大部分が下部プレナムに堆積するこ

とで，これらのデブリの重量及び熱的影響により制御棒駆動機構ハウジング

等のＲＰＶ貫通部溶接箇所が破損し，デブリが落下し始めると考えられる。

その後も，制御棒駆動機構ハウジングはペデスタル内において外部サポート

により支持されているため逸出が生じることは考えにくく，アブレーション

による破損口の拡大を伴いながら下部プレナムに堆積したデブリが継続的に

ペデスタルへ落下するものと考えられる。 

なお，有効性評価においては，溶融燃料－冷却材相互作用や溶融炉心・コ
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ンクリート相互作用による格納容器への負荷を厳しく評価する観点から，Ｒ

ＰＶの破損形態として制御棒駆動機構ハウジングの逸出を想定しており，Ｒ

ＰＶ破損口はアブレーションにより拡大しながら，ＲＰＶの内圧及びデブリ

の堆積ヘッドにより，約 300ton の溶融デブリが約 30 秒間でペデスタルへ全

量落下する結果となっている。 

 

3. ＲＰＶ破損後のペデスタル内の水の状態とＳＥ発生抑制の考え方 

ペデスタル内の初期水量及びペデスタル注水量と，ＲＰＶから落下するデ

ブリの保有熱の関係より，ペデスタル内の水が飽和温度に到達する条件を評

価し，その結果よりＳＥの発生可能性について検討した。第 1 表及び第 2 表

に，評価条件を示す。 

まず，ＲＰＶ破損時にペデスタル内に存在する水量（水深 1m）は

であり，この水量を飽和温度まで昇温させるデブリ量は，約 11ton と評価さ

れる。これは，デブリ全体に対して 4％未満の落下量である。また，ペデス

タルを満水（水深 ）とする水量は約 81m３であり，この水量を飽和温

度まで昇温させるデブリ量は，約 31ton と評価される。このデブリ量がペデ

スタル内に堆積した場合，その堆積高さは約 0.15m となる。よって，これに

余裕を考慮し，0.2m までのデブリ堆積を検知後に満水までの注水を行うこと

で，ペデスタル内を満水とした場合でも水の飽和状態は維持される。 

また，ＲＰＶ破損後のペデスタル注水は 80m３／h にて実施するが，デブリ

からペデスタル水への伝熱速度の観点からは，熱流束を 800kW／m２一定※，伝

熱面積をデブリ拡がり面積である とすると，180m３／h 以上の水を飽和

温度まで昇温する熱移行率となる。 

※ ＭＡＡＰコードを用いた有効性評価においてデブリから上面水への限

界熱流束として小さめに設定している値。 
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以上より，ＲＰＶ破損後にはペデスタル内の水は速やかに飽和状態に至る

とともに，0.2m までのデブリ堆積を検知後にペデスタル満水相当（水位 2.75m）

までの注水を開始することにより，その後の注水過程でもペデスタル内の水

は飽和状態に維持されるため，ＳＥの発生は抑制されると考えられる。 

ペデスタル満水相当（水位 2.75m）まで注水を実施した後は，2.25m 及び

2.75m 高さの水位計を用いて，水位を 2.25m から 2.75m の範囲に維持するよ

うペデスタル注水を実施することで，サブクール度を小さく保ちＳＥの発生

を抑制しながら，デブリの冷却を継続する。 

また，ＲＰＶ破損後にＲＰＶ内の残存デブリ冷却のための注水を実施した

場合，注水の一部がＲＰＶの破損口からペデスタルへ落下しペデスタル内が

常に満水状態となることが考えられるが，以下の理由によりＳＥの発生は抑

制されると考えられる。 

・ＲＰＶからペデスタルへの落下水はＲＰＶ内に残存するデブリにより加

熱され，また，ペデスタル内の水はペデスタルに落下したデブリにより

加熱されているため，ペデスタル内の水は飽和状態を維持する 

・ＲＰＶからペデスタルへの流入水のサブクール度が大きい場合，ＲＰＶ

内の残存デブリは冷却されており，ペデスタルへ落下する可能性は低い 

ただし，ペデスタル注水手順は，先述のＲＰＶ破損口の拡大が生じない場

合のような，デブリが少量ずつペデスタルへ落下してくる可能性を考慮して

も，ＳＥの発生を抑制できるよう整備する（別紙参照）。 
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第 1 表 デブリの評価条件 

項目 値 備考 

デブリ密度（kg／m３） 
ＭＡＡＰ計算結果（ＲＰＶ破損時の値）

を，デブリ保有熱が小さくなるように丸

めた値 

デブリ比熱（J／kgK） 

デブリ溶融潜熱（J／kg） 

デブリ初期温度（℃） 

デブリ冷却後温度（℃） 500 
デブリ保有熱を小さめに評価する観点か

ら，高めに設定 

 

第 2 表 ペデスタル水の評価条件 

項目 値 備考 

ペデスタル水密度（kg／m３） 1,000 
概略値を使用 

ペデスタル水比熱（J／kgK） 4,180 

ペデスタル水初期温度（℃） 35 外部水源温度 

ペデスタル水飽和温度（℃） 135 
ＲＰＶ破損時のドライウェル圧力の包絡

値（0.3MPa）における飽和温度 

ペデスタル水半径（m） 
コリウムシールド厚さを15cmとした場合

の，コリウムシールド内半径 
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別紙 

デブリ少量落下時のＳＥ発生可能性を考慮したペデスタル注水管理について 

 

原子炉注水機能が喪失しＲＰＶ破損に至るような状況においては，デブリが

継続的に落下することによりペデスタル内の水は飽和状態となりＳＥの発生は

抑制されると考えられることから，ＲＰＶ破損の検知後には，確実なデブリ冠

水及び冷却のため，ペデスタル満水相当まで連続して注水を行うとともに，そ

の後もデブリの冷却に必要な量の注水を継続することとしている。その手順は

以下のとおりである。 

 (a) ＲＰＶ破損前 

ペデスタルへの事前注水及び排水配管からの排水により，水位は 1m に維

持される。 

 (b) ＲＰＶ破損後 

ＲＰＶ破損を判断した場合には，ペデスタル満水相当の水位 2.75m まで

注水を実施する。その後は，2.25m 及び 2.75m 高さの水位計を用いて，水

位を 2.25m から 2.75m の範囲に維持するようペデスタル注水を実施し，サ

ブクール度を小さく保ちＳＥの発生を抑制する。 

 

一方，ＲＰＶ破損前に原子炉注水機能が復旧した場合等に，少量のデブリが

ペデスタルに落下し残りの大部分がＲＰＶ内に残存する可能性や，デブリがご

く少量ずつ継続して落下する可能性も考えられ，デブリ落下挙動には不確かさ

が存在する。したがって，このような場合において，ペデスタル注水により水

深が深く，サブクール度の大きい水プールが形成され，その後ＲＰＶ内に残存

したデブリが落下した際に万が一ＳＥが発生する可能性についても考慮し，上

記(a)及び(b)の手順に加え，以下(c)の手順によりペデスタルへの注水を管理す
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ることとする。 

(c) ＲＰＶ破損後（デブリの落下量が少量の場合） 

ペデスタル満水（水深 ，約 81ton）の水を飽和温度に到達させる

デブリ量は約 31ton（全体の約 11％）であり，その堆積高さは約 0.15m と

なる。これより，ペデスタル底面から 0.2m 高さにデブリ検知器を設置し，

ＲＰＶ破損判断後においても 0.2m 高さまでのデブリ堆積が検知されない

場合には，0.5m 及び約 1m 高さの水位計を用いて，水位 0.5m 未満を検知し

た場合に水位約 1m までペデスタルへ注水する間欠注水を行うことにより，

深い水プールの形成を防止しＳＥの発生を抑制する。 

第 1 図に示す重大事故等対処設備の計装設備を用いた水位管理により，

上記のとおりデブリの冠水状態は維持・監視可能であるが，水位を 0.5m

から 1m の高さで維持している間にデブリの冠水状態が維持されているこ

とが別のパラメータにより参考情報として得られるよう，1m より上部に気

相部温度計を設置し，気相部温度が格納容器圧力に対する飽和温度相当で

あることを確認する。万が一，デブリの冠水状態が維持されずに気相部温

度が格納容器圧力に対する飽和温度相当を超えて上昇する場合には，ペデ

スタルへの注水を判断する。 

なお，人通用開口部下端（ペデスタル底面から約 2.8m 高さ）付近に設置

されているターンテーブル等の構造物にデブリが付着した際にも，輻射熱

の影響により気相部温度計の指示が上昇することが考えられる。この気相

部温度計の指示上昇を抑制し，ペデスタル床面に落下したデブリの冠水状

態が維持されずに気相部に露出したデブリからの輻射熱による雰囲気温度

の上昇のみを計測可能とするため，気相部温度計は蒸気密度が高い水面付

近（ペデスタル底面から約 1.1m）に設置するとともに，気相部温度計の上

部に輻射熱抑制板を設置する。 
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ただし，構造物へのデブリの付着量や形状によっては，輻射熱の影響に

より気相部温度計が機能喪失する可能性も考えられることから，気相部温

度計及び輻射熱抑制板は自主対策設備として設置する。 

 

 

第 1 図 ペデスタル水位管理の概念図 

  

ペデスタル底面 

（コリウムシールド 

上表面）からの高さ

：水位計（SA 設備）

：水温計（SA 設備） 

：気相部温度計（自主対策設備） 

0m 
0.2m 
0.5m 

2.25m

2.75m

(a)ＲＰＶ破損前 (b)ＲＰＶ破損後 (c)ＲＰＶ破損後 

（デブリ少量落下時） 

1.1m 
1m 超 
1m 未満 

輻射熱抑制板
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別添 2 

ペデスタル排水設備対策について 

1． はじめに 

通常運転中，事故発生からＲＰＶ破損まで及びＲＰＶ破損後について，

水位管理に必要な排水設備対策の方針を各々記載する。 

 

(1) 通常運転時 

①ペデスタル内床ドレンサンプ 

・ドライウェル内ガス冷却装置から発生する凝縮水，漏えい位置を特定で

きない格納容器内の漏えい水（以下「漏えい水」という。）が流入する

設計とする。（第 1 図） 

・サンプの水位は，サンプから排水する排水配管の入口（スワンネック）

高さを床面から 1m に設定することで，常時 1m の水位を保つことが可能

な設計とする。（第 1 図） 

・サンプへの流入水は，高さ 1m に設置する排水配管の入口（スワンネック）

から，排水配管内を通じてサプレッション・チェンバを経由し．格納容

器外の原子炉建屋原子炉棟床ドレンサンプ設備へ全量排水される設計と

する。（第 1 図） 

・漏えい水は，運転中に生じるドライウェル内ガス冷却装置からの凝縮水

の流入によってサンプ水位は常時 1m に維持されているため，サンプに流

入する全量が排水され，原子炉建屋原子炉棟床ドレンサンプ設備に至る

過程で，床ドレン用流量計により 0.23m３／h を検出することが可能な設

計とする。（第 1 図） 

・排水配管水平部の勾配は，通常運転中の排水性を確保する観点及びＲＰ

Ｖ破損後にスリット内でデブリが凝固するための必要な距離（スリット
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180°

0°

90°

270°

全長は ）を短くする観点から，スリットの勾配を に制限し

た設計とする。（第 1 図） なお，ＲＰＶ破損までの排水性に対しては，

スリットの勾配は影響しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1 図 ペデスタル床ドレンサンプの通常運転時流入水及び排水経路図 

  

格納容器 

ペデスタル流入水の制限弁（開） 

ドライウェル内ガス冷却装置 

 

ダイヤフラム・フロアからの流入（位置を特定できない漏えい水及び凝縮水） 

凝縮水 

コリウムシールド

ライナー付 

床ドレン用

流量計 

1m 

スワンネック 

（水位維持用） 

排水配管 

サプレッション・チェンバ 

原子炉建屋原子炉棟

床ドレンサンプ設備

へ 

スリット（勾配 ） 

格納容器外側隔離弁 

ペデスタル流入水の制限弁（開） 

80A 

80A 

80A 

80A 

床ドレン排水配管(80A) 

（原子炉建屋原子炉棟床ドレンサンプ設備へ） 

床ドレン 

流入配管 

(80A) 

床ドレン 

流入配管 

(80A) 

 

位置を特定できない漏えい水 

（原子炉下部の制御棒駆動装置，配管等） 

人通用開口部
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②ペデスタル内機器ドレンサンプ 

・原子炉再循環ポンプグランド部からの排水，機器からのリーク水及び機

器点検時のドレン水が流入する設計とする。（第 2 図） 

・ドレン水は，サンプ内で冷却（原子炉補機冷却水配管により）され，原

子炉建屋原子炉棟機器ドレンサンプへ全量排出される設計とする。（第

2 図） 

・原子炉補機冷却水配管をサンプ内部に通し，高温のドレン水を冷却する

ことができる設計とする。（第 2 図） 

・サンプからの排水は，原子炉建屋原子炉棟機器ドレンサンプ設備に至る

過程で，機器ドレン用流量計により排水量を計測し，5.70m３／h の排水

（漏えい量）を検出することが可能な設計とする。（第 2 図） 

・排水配管水平部の勾配は，通常運転中の排水性を確保する観点及びＲＰ

Ｖ破損後にスリット内でデブリが凝固するため必要な距離（スリット全

長は ）を短くする観点から，スリットの勾配を に制限した

設計とする。（第 2 図） 

・サンプには複数のドレン水が流入するため，排水性確保の観点からベン

ト管を設置する設計とする。 
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NO. 流入元 運転中の状態 

① 
原子炉再循環ポンプ(A)グランド部排水，機器からのリ

ーク水(*1)，機器点検時のドレン水(50A)(*2) 
常時排水有 

② 原子炉再循環ポンプ(A)点検時のドレン(50A)(*2) 常時排水なし 

③ 
原子炉再循環ポンプ(B)グランド部排水，機器からのリ

ーク水(*1)，機器点検時のドレン水(50A)(*2) 
常時排水有 

④ 機器点検時のドレン水(80A)(*2) 常時排水なし 

⑤ 原子炉再循環ポンプ(B)点検時のドレン(50A)(*2) 常時排水なし 

⑥ 原子炉補機冷却水配管(50A) 常時通水 

  *1 弁グランド部からのリーク水（運転中） 

  *2 通常閉の弁を開にし排水（定検時のみ） 

第 2 図 ペデスタル機器ドレンサンプの運転中流入水及び排水概要図 
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機器からの流入水 
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口径：  
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80A 
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格納容器下部注水配管(100A) 

床ドレン流入配管(80A) 

1m 

スワンネック 

ベント管 

80A 

①

②

③

④⑤

⑥
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(2) 事故発生からＲＰＶ破損前まで 

①ＲＰＶ破損前までに達成すべき条件 

・デブリ落下までの間，ペデスタル床ドレンサンプの水位を 1m に維持する

こと。 

②条件を達成するための設備対策 

a．ドライウェルからの流入水の遮断 

・ペデスタル床ドレンサンプへの流入水を遮断するため，ドライウェル

圧力高信号及び原子炉水位異常低下（L1）信号により，ペデスタル流

入水の制限弁（床ドレン）を閉にする設計とする。（第 3 図(a)(c)） 

・制限弁を閉にすることにより，格納容器スプレイ水等のペデスタルへ

流入する可能性のある水は，ベント管を介してサプレッション・プー

ルへ排水される設計とする。（第 3 図(a)(c)(d)） 

b．ペデスタルへの流入水の排出 

・事故発生により格納容器外側隔離弁は開から閉状態となり，ペデスタ

ル床ドレンサンプへの流入水の格納容器外への排水は遮断されるが，

通常運転中から床ドレン排水弁を開の状態にしておくことで，ベント

管を介してサプレッション・プールへ自然排水される設計とする。（第

3 図(a)(c)(d)） 

・事故時のペデスタル床ドレンサンプへの流入水により，ペデスタル床

ドレンサンプの水位は上昇するが，ＲＰＶ破損までの間に，ペデスタ

ル床ドレンサンプの水位が，1m まで排水可能な設計とする。（別紙） 

・以下を考慮し，床ドレン排水配管のベント管への接続高さをペデスタ

ル床のコンクリート表面より 下の位置に設置する設計とする。

（第 3 図(a)） 

 床ドレン排水配管のベント管への接続高さは，サンプへの流入水の
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排水流量を確保する観点からは低い方が望ましいが，スリット内部

でのデブリ凝固の確実性向上の観点からは，スリット内に水を保有

させるためスリットより高くする必要がある。このため，床ドレン

排水配管のベント管への接続高さは，床ドレン排水配管の下端位置

がスリット高さ方向の流路（10mm）の上端の位置になるように設置

する設計とする。（第 3 図(a)） 

 スリットの設置高さを低くする場合，スリット内でデブリが凝固し

た際に，床スラブ鉄筋コンクリートの温度上昇による強度低下が懸

念される。そこで，コリウムシールド無しの条件において温度によ

る強度低下を考慮しても床スラブの健全性が確保されるスリット高

さ（ペデスタル床のコンクリート表面から 下）にスリット

を設置する。（第 3 図(a)） 

・床ドレン排水配管を接続するベント管については，真空破壊弁作動時

のベント管内のサプレッション・チェンバからドライウェルへの上昇

流が排水に影響することがないよう，真空破壊弁が設置されていない

ベント管を対象とする設計とする。（第 3 図(d)） 

・ベント管に接続する床ドレン排水弁は，ＲＰＶ破損前のペデスタル注

水により水位が上昇し 1m を超える高さの水位計が水位を検出した後，

ベント管を通じた排水により水位が低下し同水位計にて水位が検出さ

れなくなった場合に，一定の時間遅れ（当該水位計高さから 1m 高さま

での排水に必要な時間を考慮）で自動閉止する設計とする。これによ

り，ＲＰＶ破損後のペデスタル水のサプレッション・プールへの流出

を防止する。なお，地震によるスロッシング等により万一排水弁が意

図せず閉止した場合には，運転員操作により早期に排水弁を開放する

手順とする。 
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・機器ドレン排水配管及び排水弁による排水経路から，ＲＰＶ破損後の

ペデスタル水がサプレッション・プールへ流出することを防ぐため，

床ドレン排水弁と同時に自動閉止する設計とする。また，機器ドレン

排水配管のベント管への接続高さ及び接続位置（真空破壊弁が設置さ

れていないベント管に設置する）は，床ドレン排水配管と同じ設計と

する。（第 3 図(d)(e)） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3 図 (a) ペデスタル床ドレンサンプの水位 1m 維持対策概要 
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 ペデスタルに流入した水はベント管（真空破壊弁が設置されていないもの）を介してサプレッション・

プールへ排水される。ベント管は，格納容器スプレイ水等の流入も考えられるが，ベント管は個数が 108

本あり，約 0.6m の直径を有していることから，ベント管の単位面積当たりに流れる格納容器スプレイ水等

の流量はわずかであり，ペデスタルへの流入水の排水性に影響はないと考えられる。 

 サプレッション・チェンバからの格納容器ベント用の配管下端は，ペデスタル床のコンクリート表面よ

り 下であり，排水配管のベント管への接続高さよりも高い位置に設置されている。ただし，格納

容器ベント中のサプレッション・プール水の最高水位は，ペデスタル床のコンクリート表面より約 0.62m

下であり，床ドレン排水配管のベント管への接続高さよりも低い位置となるため，格納容器ベント中でも

床ドレン排水配管が水没することはない。 

【参考】最も高い位置の真空破壊弁はペデスタル床のコンクリート表面より約 0.47m 下であり，床ドレン

排水配管のベント管への接続高さよりも高い位置であるが，その他の真空破壊弁はペデスタル床

のコンクリート表面より約 1.36m 下であり，床ドレン排水配管のベント管への接続高さよりも低

い位置に設置されている。 

スプレイ水 
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第 3 図 (b) ペデスタル床ドレンサンプの水位 1m 維持対策概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3 図 (c) ペデスタル床ドレンサンプの水位 1m 維持対策概要 

 

 

 

180°

0°

90°

270°
床ドレン水の制限弁(閉) 床ドレン水の制限弁(閉) 

機器ドレン水の制限弁(閉) 原子炉補機冷却水の制限弁(閉) 

機器ドレン水の制限弁(閉) 

格納容器下部注水配管 

人通用開口部 

ペデスタル床 

ダイヤフラム・フロア 

ベント管 

447



添付 3.2.3－22 

 

 

第 3 図 (d) ペデスタル床ドレンサンプの水位 1m 維持対策概要 

第 3 図 (e) ペデスタル床ドレンサンプの水位 1m 維持対策概要 

機器ドレン排水配管(80A) 
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ベント管 ペデスタル床ドレンの排水経路となるもの（真空破壊弁なし 1 か所） 

ベント管 ペデスタル機器ドレンの排水経路となるもの（真空破壊弁なし 1 か所） 

ベント管 真空破壊弁付き（11 か所） 

ベント管 真空破壊弁なし（95 か所） 

床ドレン排水配管(80A) 

（原子炉建屋原子炉棟床ドレンサンプ設備へ） 
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(3) ＲＰＶ破損後

①ＲＰＶ破損後に達成すべき条件

・ペデスタル床ドレンサンプへ落下したデブリを冷却するために，注水

できること。

・ペデスタル床ドレンサンプの水位を管理できること。

②条件を達成するための設備対策

・ＲＰＶ破損後，デブリが機器ドレン配管及び原子炉補機冷却水配管を

溶融することにより，当該配管からペデスタル内へ内包水が流入する

ことを防止するため，ドライウェル圧力高信号及び原子炉水位異常低

下（L1）信号により，ペデスタル流入水の制限弁（機器ドレン及び原

子炉補機冷却水）を閉にする設計とする。（第 4 図）

・ＲＰＶ破損後のデブリ落下後に，格納容器下部注水系から注水を行う

設計とする。（第 4 図）
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第 4 図 ペデスタル床ドレンサンプ注水概要図 
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別紙 

事故発生からＲＰＶ破損までのペデスタル流入水の排水評価について 

ＲＰＶが破損しデブリがペデスタルへ落下する際には，ＳＥの影響を抑制す

るためペデスタル内水位を 1m とすることとしている。これに対して，事故発生

後にペデスタル内への水の流入があった場合でも，ＲＰＶ破損までにペデスタ

ル内水位が 1m まで排水されることを確認した。以下にその内容を示す。

1. 評価において想定する事象

東海第二発電所のペデスタル内構造（添付資料 3.2.3 本文第 1 図参照）を

もとに，事故発生からＲＰＶ破損までの間にペデスタル内へ水が流入し得る

事象を選定し，それぞれに対して排水評価の要否を検討する。 

(1) 大破断ＬＯＣＡ

ＲＰＶ破損する場合の有効性評価の評価事故シーケンスとしては，過渡

事象時に注水機能が喪失する事象（以下「過渡事象」という）を選定して

いるが，過渡事象ではドライウェル内に水が流出することはなく，ＲＰＶ

破損までに格納容器スプレイを実施することはない。一方で，大破断ＬＯ

ＣＡ時に注水機能が喪失する事象（以下「ＬＯＣＡ事象」という）では，

ドライウェル内への水の流出やＲＰＶ破損までの格納容器スプレイの実施

により，ペデスタル内への水の流入が生じるため，排水評価の対象とする。 

(2) ボトムドレンＬＯＣＡ

ＲＰＶ破損を想定する評価事故シーケンスのうち，ペデスタル内におけ

るボトムドレンＬＯＣＡが生じた場合，ＲＰＶからペデスタルへ多量の原

子炉冷却材が流入する。しかし，この流入水は飽和状態であるため，水深

が深い場合でもＳＥの発生可能性は極めて低く，万一ＳＥが発生した場合
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の発生エネルギも小さいと考えられることから，排水評価の対象事象とす

る必要はないと考える。ただし，排水性能の保守性を確認する観点から参

考として排水可能性を評価する（参考 1）。 

 (3) その他のペデスタル内への流入事象 

ペデスタル内において制御棒駆動水圧系配管が破断した場合，ＲＰＶ及

び制御棒駆動水圧系からペデスタル内に漏えい水が流入する。しかし，事

象確認後に制御棒駆動水ポンプを停止することで，制御棒駆動水圧系から

ペデスタルへの流入は停止する。また，第 1 図のとおり，当該配管は 1 イ

ンチ以下の細さであることに加えＲＰＶからの漏えいは制御棒駆動機構の

シール部を介するため，その漏えい量はごく少量であり，ＲＰＶ破損に至

ることは考えにくく，排水評価の対象外とする。 

また，ペデスタル内において機器ドレン配管や原子炉補器冷却水配管が

破断した場合にもペデスタル内へ冷却水が流入するが，上記と同様にこれ

らの事象に起因してＲＰＶ破損に至ることは考えにくく，排水評価の対象

外とする。 

 

以上より，排水評価において想定する事象としてＬＯＣＡ事象を選定する。 
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第 1 図 制御棒駆動水圧系配管破断時のＲＰＶからの漏えい経路 

2. 評価条件

・ＬＯＣＡ事象発生時，ドライウェル圧力高信号及び原子炉水位異常低下（L1）

信号によりペデスタル流入水の制限弁は事象発生後すぐに閉止することか

ら，格納容器スプレイ水等によるドライウェルからの流入水は制限される

が，ここでは事故発生 5 分間はペデスタルへの流入が継続すると仮定する。

また，ドライウェルからの流入量を多く評価する観点から，ダイヤフラム・

フロア上に溜まる水の水位は，物理上最も高くなるベント管高さとする。

このとき，ドライウェルからペデスタルへの流入量は，以下のように計算

され，これをＲＰＶ破損までの必要排水量とする。 

V＝vin×A×t＝(2gh)１／２×A×t 

V：必要排水量［m３］，vin：流入速度［m／s］， 

A：流入口面積［約 8.6×10－３ m２］ 

挿入ライン破断時の漏えい経路

引抜ライン破断時の漏えい経路
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（床ドレン配管内径 73.9mm×2 本分）， 

t：流入継続時間［5min＝300s］，g：重力加速度［9.8m／s２］， 

h：流入水水頭［約 0.36m］ 

（ベント管上端高さ －流入配管高さ ） 

 ・設備対策より配置されるコリウムシールド等の構造物については，評価上

その体積を除外することで必要排水量を増やし，保守的な評価とする。 

 ・機器ドレン排水配管及び排水弁を経由したサプレッション・プールへの排

水が期待できるが，この排水経路からの排水は評価から除外する。 

 ・排水配管はドライウェル気相部に接続され圧力差はないため，排水量を評

価する上で，ドライウェル及びサプレッション・プール内圧は考慮しない。 

 ・排水配管の長さ，内径，エルボや弁等に相当する長さ等考慮し，下記式に

よりある排水流量を想定した場合の排水流路の圧力損失を算出する。本評

価では，まず任意の流量（22m３／h：ボトムドレンＬＯＣＡ時の平均必要

排水流量）の場合の圧力損失（1.8m）を算出し，その際に求まる圧損係数

（K）を基に，以降の流量と圧力損失の関係を算出している。圧力損失はペ

デスタル水位と排水口の水頭差に等しいことから，排水開始する初期水位

時の排水口との水頭差及び圧損係数（K）を基に初期排水流量を算出し，初

期排水流量である時間ステップ幅だけ排水された場合の水位及び当該水位

での排水流量を算出し，これを繰り返すことによって水位 1m までの排出時

間を算出している。また，下式に示す圧損 H は，エルボの数を 2 倍程度見

込む等，保守的な値としている。 

   圧損損失計算式（出典：日本機械学会編，機械工学便覧） 

H＝λ×(L／D)×(v２／2g)＋Σλ×(L’／D)×(v２／2g)＝K×Q２ 

H：配管圧損［m］，L：配管長さ［m］，D：配管内径［m］， 

L’：エルボや弁等に相当する長さ［m］，v：流速［m／s］， 
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g：重力加速度［m／s２］，λ：管摩擦係数［-］，K：圧損係数［-］， 

Q：流量［m3/h］ 

第 1 表 圧力損失計算要素 

 単位 
スワンネック入

口～出口(*1) 

スリット入口

～出口(*2) 

スリ ット 下流

配管(*3) 

配管内径：Ｄ m 

流量 *4 ３／h 

流速 m／s 

管摩擦係数：λ － 

配管長 m 

配管 L／D － 

90°ショートエルボ *5 

（L’／D＝ ） 
個 

弁 *5（L’／D＝ ） 個 

管入口 *5 

（λ・(L’／D)＝ ） 
個 

開放端 *5 

（λ・(L’／D)＝ ） 
個 

（補足）上記計算要素の具体的な数値等は設計進捗により，妥当性を損なわ

ない範囲で変更があるものとする。 

*1 スワンネック部は，90°ショートエルボ( 個)，直管 相当とし，管

入口と管出口(開放端)の係数を考慮。 

*2 スリット部は，断面積が等しい円管，90°ショートエルボ( 個)とし，

管入口と管出口(開放端)の係数を考慮。圧損は円管の とする。 

*3 スリット下流配管は，配管長 ，90°ショートエルボ( 個)，弁( 個)

と想定し， を考慮。 

*4 流量は とした。表 1 は流量を とした場合の例を記載。 

*5 CRANE 社「FLOW OF FLUIDS THROUGH VALVES, FITTINGS, AND PIPE Technical 

Paper No.410,1988」 

 

上表を基に，圧力損失を計算した結果を以下に示す。 

H1＝
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K＝  

（流量 における配管圧損は，K×Q２＝ ） 

 

3. 評価結果 

評価結果は第 2 表及び第 2 図のとおりであり，ＲＰＶ破損までの時間が短

い大破断ＬＯＣＡ（事象発生からＲＰＶ破損まで約 3 時間）を想定しても，

水位 1m まで排水可能である。 

 

第 2 表 必要排水量と排水時間 

項 目 評価結果 

必要排水量 約 7m３ 

排水時間 約 0.3 時間 

 

 

第 2 図 ペデスタル水位 1.23m から水位 1m までの排水時間 

 

約 0.3 時間 

1.23m（7m３） 

排水時間（分）

水
位

（
m
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4. 評価結果に対する裕度 

・必要排水量 

必要排水量はコリウムシールド等の構造物を考慮していないことから，

必要排水量は内部構造物の体積分保守的な評価としている。 

・排水時間 

排水時間については，排水に伴って低下する水位並びに流路の形状及

び長さ等（圧力損失）を保守的に考慮して算出している。 

・排水流量 

計算過程で使用する圧力損失は，配管長さやエルボの数等に余裕を持

たせており，平均排水流量 時の圧力損失は合計 である。 

 

5. 異物による影響 

ペデスタル内に設ける排水の流入口は，スワンネック構造とする。スワン

ネックは，逆Ｕ字形の形状をしているため，水面付近の浮遊物は排水口から

流入し難い構造上の利点がある。空気孔は，逆Ｕ字形部からの排水性を確実

にするために設ける設計とする。排水口の高さ方向の位置は，水面の浮遊物

や床面の異物を持ち込ませないために適切な位置で設定する設計とする。ま

た，異物落下に対して破損等がないよう，サポート等で固定する。このスワ

ンネックの構造を考慮した上で，スワンネック構造への落下物の影響，ペデ

スタル内に流入する異物による排水性への影響を評価する。なお，スワンネ

ック構造を流入口とする排水流路は，ＲＰＶ破損前にペデスタル内の水位 1m

を達成した時点で排水弁を閉止し，その後は用いないことから，排水機能の

要求期間はＲＰＶ破損前までであり，ＲＰＶ破損前までに想定される落下物

及び異物を対象として評価する。 

事故時に発生する落下物によりスワンネック構造が損傷しないこと，異物
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がペデスタル床ドレンサンプに流入したと仮定し評価しても，異物により排

水性に悪影響が生じる可能性が低いことを第 3 表に示す。 

落下物により，スワンネック構造が影響を受けないことを確実にするため，

スワンネック構造の周囲に柵を設置する設計とする。 

この柵は，異物がスワンネック及び排水配管の排水性に対して悪影響を及

ぼさないこと及び想定されない異物が排水性に悪影響を及ぼさないことをよ

り確実にするため，異物混入防止機能を有した設計とする。柵は，スリット

の短辺 よりも小さい開口径を有し，開口が重ならないよう 2 重に配置し

た設計とする。仮に，スリット部で固着し堆積する可能性がある線状の異物

を想定しても，柵の 2 重部分で流入を防ぐ構造の設計とする。（第 3 図） 

なお，機器ドレンサンプについても，排水経路として利用することから，

異物落下に対して破損等がないよう，十分な強度を有する設計とし，スワン

ネックの異物混入防止及び損傷防止については，床ドレン排水用のスワンネ

ックと同様の対策を行うことで，悪影響を防止する。 

 

第 3 表 想定異物と影響評価（1／3） 

想定異物 異物による排水性への影響 

核計装用及び照明

用等のケーブル 

（管路含む） 

【発生源】ペデスタル内 

【スワンネックへの落下／床ドレンへの流入】 

落下あり／流入あり 

ペデスタル上部には，ケーブルが設置されてお

り，落下の可能性がある。 

【影響評価】 

・落下による影響 

スワンネックは鋼製でサポートに固定されてい

るため破損・転倒する恐れはない。また，周囲に鋼

製の柵を設置することから，スワンネックに直接接

触することもない。機器ドレンサンプについては，

サンプ自体を十分な強度を有する設計とするため，

破損する恐れはない。 

（次頁へ続く） 
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第 3 表 想定異物と影響評価（2／3） 

想定異物 異物による排水性への影響 

核計装用及び照明

用等のケーブル 

（管路含む） 

・流入による影響 

ケーブルは床に沈降することから，排水性に影響

はない。また，何らかの要因で被覆片が生じたとし

ても，機器ドレンサンプと床ドレンサンプ各々のス

ワンネックは対向して配置され，かつ前述の通り

各々の周囲を柵（第 3 図参照）にて囲うため，共通

要因による排水性への影響はない。 

保温材 【発生源】ペデスタル外 

【スワンネックへの落下／床ドレンへの流入】 

落下なし／流入あり 

ペデスタル床ドレンサンプ内に保温材はない。 

重大事故時にドライウェルから格納容器スプレ

イ水等によって床ドレンの流入経路から持ち込ま

れる可能性がある。 

【影響評価】 

床ドレン流入経路の弁を事故後早期に閉に流入

を制限することから，排水経路を閉塞させる等，排

水性への影響はない。 

塗料片 【発生源】ペデスタル内・外 

【スワンネックへの落下／床ドレンへの流入】 

落下あり／流入あり 

ペデスタル内・外の構造物には塗装が施されてい

ることからスワンネックへの落下，床ドレンへ流入

する可能性がある。 

【影響評価】 

・落下による影響 

スワンネックを損傷する程の重量はなくスワン

ネックが破損・転倒する恐れはない。また，同様に

機器ドレンサンプへの影響もない。 

・流入による影響 

塗料片は，底に堆積若しくは水面に浮遊すること

が考えられるが，スワンネックの排水口を水位 1m

の中間位置に設定するため，これらの異物がスワン

ネックの排水口に流入するとは考え難い。また，重

大事故時は格納容器スプレイ水等によってペデス

タル外から床ドレンの流入経路を通じて塗料片が

多く持ち込まれる可能性があるが，床ドレン流入経

路の弁を事故後早期に閉にし，流入を制限すること

から，排水経路を閉塞させる等，排水性への影響は

ない。 
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第 3 表 想定異物と影響評価（3／3） 

想定異物 異物による排水性への影響 

スラッジ（鉄錆） 【発生源】ペデスタル外 

【スワンネックへの落下／床ドレンへの流入】 

落下なし／流入あり 

スラッジ（鉄錆）は，床ドレン水によって床ドレ

ンサンプ内に流入し底に堆積する可能性がある。 

【影響評価】 

スワンネックの排水口を水位 1m の中間位置に設

定するため，底に堆積した異物が積極的に排水経路

に流入するとは考え難い。また，重大事故時は格納

容器スプレイ水等によってペデスタル外から床ド

レンの流入経路を通じてスラッジが多く持ち込ま

れる可能性があるが，床ドレン流入経路の弁を事故

後早期に閉にし，流入を制限することから，排水経

路を閉塞させる等，排水性への影響はない。 

サポート 【発生源】ペデスタル内 

【スワンネックへの落下／床ドレンへの流入】 

落下なし／流入なし 

ペデスタル内にはサポートが設置されているが，

十分な耐震性を有する設計とすることから，落下し

ない。 

【影響評価】 

排水性への影響はない。 

照明 【発生源】ペデスタル内 

【スワンネックへの落下／床ドレンへの流入】 

落下あり／流入あり 

ペデスタル内には照明が設置されているため，落

下の可能性がある。 

【影響評価】 

・落下による影響 

スワンネックは鋼製でサポートに固定されてい

るため破損・転倒する恐れはない。また，周囲に鋼

製の柵を設置することから，スワンネックに直接接

触することもない。機器ドレンサンプについても，

十分な強度を有する設計とすることから，破損する

恐れはない。 

・流入による影響 

照明は，床に沈降することから，排水性に影響は

ない。 
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第 3 図 排水配管に対する異物対策概要 

  

異物混入防止穴( ) 

※異物の流入方向（直線的）に穴が重ならない

設計とする。 

 

配管（80A）はペデスタル内壁よりサポート

により支持し剛構造とする。 

スリット構造（流路径：高さ方向 ）の流路に排水配管を接続する。ペデスタ

ル床からコンクリート部への流路（水平方向のスリット部まで）は，スリット構造

（流路径： ）の設計とする。 

空気孔 

排水口 

 

 

縦方向スリット 

流路 ， 

ステンレス製 

スワンネック（1 か所） 

口径：80A，ステンレス製 

水の流れ 

空気孔 

横方向スリット 

流路 ， 

ステンレス製 

ステンレス製 

板厚は 以上で 2 重構造にする

ことで照明・ケーブル等の異物落下に

も耐える構造とする。

空気孔 

 

コ リ ウ ム

シールド 

461



 

添付 3.2.3－36 

参考 1 

ボトムドレンＬＯＣＡを想定した場合の排水評価 

 

ボトムドレンＬＯＣＡ時にＲＰＶからペデスタルへ流入する水は飽和状態で

あることから，ＲＰＶ破損及びデブリ落下時のＳＥの発生可能性は極めて低く，

また，万が一ＳＥが発生した場合の発生エネルギも小さいと考えられる。 

しかし，排水性能の保守性を確認する観点から，ペデスタル内の水位が最も

高くなる事象であるボトムドレンＬＯＣＡを想定した場合についても，参考と

して排水可能性を実施する。 

 

1. 評価条件 

 ・ペデスタル内におけるボトムドレンＬＯＣＡ時には，ペデスタル床ドレン

サンプに上部から漏えい水が流入し，著しく水位が上昇するため，水位は

人通用開口部まで達することが想定される。 

 ・排水評価は人通用開口部下端から水位 1m までの水量（必要排水量）とする。

また，設備対策より配置されるコリウムシールド等の構造物については，

評価上その体積を除外することで必要排水量を増やし，保守的な評価とす

る。 

・排水配管はドライウェル気相部に接続され圧力差はないため，排水量を評

価する上で，ドライウェル及びサプレッション・プール内圧は考慮しない。 

 ・排水配管の長さ，内径，エルボや弁等に相当する長さ等考慮し，下記式に

よりある排水流量を想定した場合の排水流路の圧力損失を算出する。本評

価では，まず任意の流量（22m３／h：ボトムドレンＬＯＣＡ時の平均必要

排水流量）の場合の圧力損失（1.8m）を算出し，その際に求まる圧損係数

（K）を基に，以降の流量と圧力損失の関係を算出している。圧力損失はペ
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デスタル水位と排水口の水頭差に等しいことから，排水開始する初期水位

時の排水口との水頭差及び圧損係数（K）を基に初期排水流量を算出し，初

期排水流量である時間ステップ幅だけ排水された場合の水位及び当該水位

での排水流量を算出し，これを繰り返すことによって水位 1m までの排出時

間を算出している。また，下式に示す圧損 H は，エルボの数を 2 倍程度見

込む等，保守的な値としている。 

   圧損損失計算式（出典：日本機械学会編，機械工学便覧） 

H＝λ×(L／D)×(v２／2g)＋Σλ×(L’／D)×(v２／2g)＝K×Q２ 

H：配管圧損［m］，L：配管長さ［m］，D：配管内径［m］， 

L’：エルボや弁等に相当する長さ［m］，v：流速［m／s］， 

g：重力加速度［m／s２］，λ：管摩擦係数［-］，K：圧損係数［-］， 

Q：流量［m３／h］ 

第 1 表 圧力損失計算要素 

 単位 
スワンネック入

口～出口(*1) 

スリット入口

～出口(*2) 

スリ ット 下流

配管(*3) 

配管内径：Ｄ m 

流量 *4 m３／h 22 22 22 

流速 m／s 

管摩擦係数：λ － 

配管長 m 

配管 L／D － 

90°ショートエルボ *5 

（L’／D＝ ） 
個 

弁 *5（L’／D＝ ） 個 

管入口 *5 

（λ・(L’／D)＝ ） 
個 

開放端 *5 

（λ・(L’／D)＝ ） 
個 
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（補足）上記計算要素の具体的な数値等は設計進捗により，妥当性を損なわ

ない範囲で変更があるものとする。 

*1 スワンネック部は，90°ショートエルボ( 個)，直管 相当とし，管

入口と管出口(開放端)の係数を考慮。 

*2 スリット部は，断面積が等しい円管，90°ショートエルボ( 個)とし，

管入口と管出口(開放端)の係数を考慮。圧損は円管の とする。 

*3 スリット下流配管は，配管長 ，90°ショートエルボ( 個)，弁( 個)

と想定し， を考慮。 

*4 必要排水量約 59m３を約 2.7 時間で排出した場合の流量 22m３／h とした。 

*5 CRANE 社「FLOW OF FLUIDS THROUGH VALVES, FITTINGS, AND PIPE Technical

Paper No.410,1988」 

上表を基に，圧力損失を計算した結果を以下に示す。 

H1＝

K＝

（流量 における配管圧損は，K×Q２＝ ） 

2. 評価結果

評価結果は第 2 表及び第 1 図のとおりであり，ペデスタル内のボトムドレ

ン配管破断時に流入した水を，ＲＰＶからペデスタルへの流入停止（事象発

生後約 0.3 時間）からＲＰＶ破損（事象発生後約 3 時間）までの約 2.7 時間

以内に，水位 1m まで排水可能である。 
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第 2 表 必要排水量と排水時間 

項 目 評価結果 

必要排水量 約 59m３ ※ 

排水時間 約 2.3 時間 

※ 必要排水範囲の水量（内径 ，高さ の水の体積） 

 

第 1 図 ペデスタル水位満水から水位 1m までの排水時間 

 

3. 評価結果に対する裕度 

・必要排水量 

必要排水量はコリウムシールド等の構造物を考慮していないことから，

必要排水量は内部構造物の体積分保守的な評価としている。 

・排水時間 

排水時間については，排水に伴って低下する水位並びに流路の形状及

び長さ等（圧力損失）を保守的に考慮して算出している。 

・排水流量 

必要排水流量は，評価上の容量約 59m3に対して約 2.7 時間で排水する

約 2.3 時間 

（59m３） 

排水時間（時間） 

水
位

（
m
）

 

0         0.5         1         1.5         2        

3.0 

2.5 

2.0 

1.5 

1.0 
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必要があることから，全量排水する場合には平均約 22m３／h の流量が必

要である。これに対して，排水時の水位による圧力損失を考慮した平均

排水流量は であり，必要排水量を上回っている。 

なお，このとき計算過程で使用する圧力損失は，配管長さやエルボの

数等に余裕を持たせており，平均排水流量 時の圧力損失は合計

である。 

 

4. 機器ドレン排水配管及び排水弁の経路を併用した評価 

機器ドレンサンプには排水性を確保するために必要な空気ベント用のス

ワンネックを有し，通常運転中の機器ドレンと床ドレンの混入防止のため，

床ドレンサンプの排水入口水位 1m よりも 0.2m 高い位置に設置する設計と

している。床ドレンサンプの水位が 1.2m よりも高い水位までは，床ドレン

の排水経路に加え機器ドレンの排水経路が期待できることから，実際の排

水時間に対して更に裕度を有している。以下に機器ドレン排水経路を併用

した評価を示す。 

・機器ドレン排水経路の圧力損失 

機器ドレンの排水経路は床ドレンの排水経路と比較してほぼ同じ長さの

経路であるが，機器ドレンサンプ内を経由する経路となることが相違して

いる。しかし，排水評価に当たっては，機器ドレンサンプの圧力損失は機

器ドレン排水配管に対してその流路面積が十分大きいため考慮せず，機器

ドレンサンプ出入口部の形状による圧力損失のみ考慮し，他は床ドレン排

水経路の圧力損失と同等として評価を行う（第 3 表）。 
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第 3 表 圧力損失計算要素 

 単位 

スワンネック入

口～出口(*1) 

機器ドレンサン

プ 入 口 ～ 出 口

（*1） 

スリット入口

～出口(*2) 

スリ ット 下流

配管(*3) 

配管内径：Ｄ m 

流量 *4 m３／h 22 22 22 

流速 m／s 

管摩擦係数：λ － 

配管長 m 

配管 L／D － 

90°ショートエルボ *5 

（L’／D＝ ） 
個 

弁 *5（L’／D＝ ） 個 

管入口 *5 

（λ・(L’／D)＝ ） 
個 

開放端 *5 

（λ・(L’／D)＝ ） 
個 

（補足）上記計算要素の具体的な数値等は設計進捗により，妥当性を損なわ

ない範囲で変更があるものとする。 

*1 スワンネック部は，90°ショートエルボ( 個)，直管 相当とし，管

入口と管出口(開放端)の係数を考慮。 

  機器ドレンサンプ入口と出口について係数を考慮。 

*2 スリット部は，断面積が等しい円管，90°ショートエルボ( 個)とし，

管入口と管出口(開放端)の係数を考慮。圧損は円管の とする。 

*3 スリット下流配管は，配管長 ，90°ショートエルボ( 個)，弁( 個)

と想定し， を考慮。 

*4 必要排水量約 59m３を約 2.7 時間で排出した場合の流量 22m３／h とした。 

*5 CRANE 社「FLOW OF FLUIDS THROUGH VALVES, FITTINGS, AND PIPE Technical 

Paper No.410,1988」 

 

上表を基に，圧力損失を計算した結果を以下に示す。 

H1＝
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K＝  

（流量 における配管圧損は，K×Q２＝ ） 

 

 ・床ドレン排水経路と機器ドレン排水経路を併用した排水評価結果 

評価結果は第 4 表及び第 2 図のとおりであり，ペデスタル内のボトムドレ

ン配管破断時に流入した水を，ＲＰＶからペデスタルへの流入停止（事象発

生後約 0.3 時間）からＲＰＶ破損（事象発生後約 3 時間）までの約 2.7 時間

以内に，水位 1m まで排水可能である。 

第 4 表 必要排水量と排水時間 

項 目 評価結果 

必要排水量 約 59m３ ※ 

排水時間 約 1.3 時間 

※ 必要排水範囲の水量（内径 ，高さ の水の体積） 

 

第 2 図 ペデスタル水位満水から水位 1m までの排水時間 

（59m３） 

排水時間（時間） 

水
位

（
m
）

 

0           1            2           3           4   

2.5 

2.0 

0.5 

0.0 

約 2.3 時間（床ドレン排

水経路のみの場合） 

高さ 1.2m まで 

約 1.0 時間 

約 1.3時間 

3.0 

1.5 

1.0 
排水完了水位：1.0m 

床ドレン排水経路＋機器

ドレン排水経路での評価 

1.2 
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参考 2 

ペデスタル床ドレンサンプ改造に伴う 

位置を特定できない漏えい水の検知性について 

 

改造前のペデスタル床ドレンサンプは，ペデスタル床下に設置されており，

水深 の深さ及び水面の表面積が のサンプである。改造後は，ペデス

タル床ドレンサンプの水深は 1m，かつ，表面積は であり，漏えい水に

よるペデスタル床ドレンサンプの水位は上昇しにくい構造となる。しかし，通

常運転中はドライウェル冷却装置のクーラー部より凝縮水が発生するため，常

時ペデスタル床ドレンサンプには少量の流入水があり，水位は満水の 1m を常時

維持することから，ペデスタルへの流入水は速やかに全量計測することが可能

である。 

 

 

第 1 図 床ドレンサンプ概要図（改造前） 

  

床ドレンサンプ

流量計 

原子炉建屋原子炉棟 

床ドレンサンプ設備へ 

格納容器外側隔離弁 

ドライウェル 

冷却装置 凝縮水 
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別添 3 

ペデスタル内に設置する計器について 

 

ペデスタル内の水位管理のために設置する計器について，概要及び設置位置

を第 1 表及び第 1 図に示す。また，各計器の設置目的等を以下に示す。 

 

(1) ＲＰＶ破損前までの水位管理 

①格納容器下部水位計（1m 超） 

ペデスタル底面から 1m 超の水位を検知できるよう，測定誤差を考慮した高

さに水位計を設置し，炉心損傷後は当該水位計設置高さまで事前注水を実施

する。注水停止後は，排水配管等によりＲＰＶ破損までに 1m 水位まで排水さ

れる。 

約 180°間隔で計 2 個（予備 1 個含む）設置し，1 個以上がこの高さ以上の

水位を検知した場合に水張り完了及び注水停止を判断する。 

なお，高さ 1m 超水位計高さまで排水されたことを検知した後，水位 1m ま

で排水される時間遅れを考慮して，排水弁は自動閉止することとする。 

 

(2) ＲＰＶ破損及びデブリ落下・堆積検知（第 2 表） 

②格納容器下部水温計（0m） 

ペデスタル底部に温度計を設置し，指示値の上昇又は喪失によりＲＰＶ破

損検知に用いる。測温抵抗体式温度計を採用することで，ペデスタルにデブ

リが落下した際の水温上昇や高温のデブリに接触した際に指示値がダウンス

ケールとなる特性を利用し，ＲＰＶからのデブリ落下検知が可能である。 

デブリの落下，堆積挙動の不確かさを考慮して等間隔で計 5 個（予備 1 個

含む）設置し，ＲＰＶ破損の早期判断の観点から，2 個以上が上昇傾向（デ
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ブリの落下による水温上昇）又はダウンスケール（温度計の溶融による短絡

又は導通）となった場合に，ＲＰＶ破損を判断する。 

③格納容器下部水温計（0.2m） 

ペデスタル底面から 0.2m の高さに測温抵抗体式温度計を設置し，0.2m 以

上のデブリ堆積有無を検知し，ペデスタル満水までの注水可否を判断する。

また，指示値の上昇又は喪失により，ＲＰＶ破損検知に用いる。 

デブリの落下，堆積挙動の不確かさを考慮して等間隔で計 5 個（予備 1 個

含む）設置し，十分な量のデブリ堆積検知の観点から，3 個以上がオーバー

スケール（デブリの接触による温度上昇）又はダウンスケール（温度計の溶

融による短絡又は導通）した場合にペデスタル満水までの注水を判断する。

また，ＲＰＶ破損の早期判断の観点から，2 個以上が上昇傾向（デブリの落

下による水温上昇）又はダウンスケール（温度計の溶融による短絡又は導通）

となった場合に，ＲＰＶ破損を判断する。 

 

(3) ＲＰＶ破損後の水位管理（デブリ堆積高さ≧0.2m の場合） 

④格納容器下部水位計（2.25m，2.75m） 

ペデスタル底面から 2.25m 及び 2.75m の高さに水位計を設置し，デブリの

多量落下時（堆積高さ 0.2m 以上）においてペデスタル水位を 2.25m～2.75m

の範囲に維持するため，各高さにおける水位の有無を検知しペデスタル注水

開始及び停止を判断する。 

ペデスタル側壁の貫通孔を通じたペデスタル外側のボックス内に，2.25m

及び 2.75m の各高さに 2 個の水位計（予備 1 個含む）を設置し，1 個以上が

2.25m 未満を検知した場合にペデスタル注水開始，2.75m 到達を検知した場合

にペデスタル注水停止を判断する。 

 

471



 

添付 3.2.3－46 

(4) ＲＰＶ破損後の水位管理（デブリ堆積高さ＜0.2m の場合） 

⑤格納容器下部水位計（0.5m） 

ペデスタル底面から 0.5m の高さに水位計を設置し，デブリの少量落下時

（堆積高さ 0.2m 未満）においてペデスタル水位を 0.5m～1m の範囲に維持す

るため，水位 0.5m 未満を検知しペデスタル注水開始を判断する。 

約 180°間隔で計 2 個（予備 1 個含む）設置し，1 個以上が水位 0.5m 未満

を検知した場合に注水開始を判断する。 

⑥格納容器下部水位計（1m 未満） 

ペデスタル底面より 1m の高さから測定誤差を差し引いた高さに水位計を

設置し，デブリの少量落下時（堆積高さ 0.2m 未満）においてペデスタル水位

を 0.5m～1m の範囲に維持するため，水位 1m 到達を検知しペデスタル注水停

止を判断する。 

約 180°間隔で計 2 個（予備 1 個含む）設置し，1 個以上が水位 1m 到達を

検知した場合に注水停止を判断する。 

⑦格納容器下部雰囲気温度計 

自主対策設備としてペデスタル底面から 1.1m の高さに温度計を設置し，デ

ブリの少量落下時にペデスタル水位を 0.5m～1m の範囲に管理している間に

おいて，デブリが冠水されていることを確認する。 

約 180°間隔で計 2 個設置し，1 個以上が露出したデブリからの輻射熱等に

より上昇した場合に注水を判断する。 

 

各計器の検出部の仕様等を第 3 表に，測定原理を第 2 図及び第 3 図にそれぞ

れ示す。また，各計器の構造図及び設置概略図を第 4 図に示す。ペデスタル内

に設置する各計器の検出部及びケーブル（MI ケーブル）は耐熱性の高い無機物

で構成し，ペデスタル外に取り出したケーブル（MI ケーブル）をペネトレーシ
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ョンボックス内にてペネトレーションのケーブルと直ジョイントで接続する。 

これらの計器は，重大事故等時の環境条件下において耐性を有する設計とす

る。ペデスタル内の SA 環境条件としては，格納容器破損防止対策の有効性評価

において示している各解析結果の最高値は約 212℃－約 1 秒間，0.465MPa 

[gage]であり，これを包絡するペデスタル内環境条件 200℃（ピーク温度 215℃

－1 分間），0.62MPa[gage]を設定している。また，ペデスタル内はＲＰＶ破損

後のデブリの落下に配慮した設計とする。 

・各計器の MI ケーブルは，第 5 図に示すとおり，チャンネル毎に別ルートで

敷設し，デブリの落下に伴うペデスタル内構造物等の落下物を考慮した場

合においても，複数のチャンネルが同時に損傷し，機能喪失することがな

い設計とする。 

・ＲＰＶからデブリが大量に落下した場合は，デブリはペデスタル内の構造

物に付着せずに，ペデスタル下部のプールに落下すると考えられる。仮に，

ＲＰＶから少量のデブリが落下した場合に僅かなデブリが構造物に付着し

たとしても，プールから発生する蒸気や構造物との伝熱によって冷却され

るため，輻射熱による各計器への影響は小さいと考えられる。ただし，各

計器の検出部及び MI ケーブルに対して金属製の保護カバーを設置（デブリ

検知用水温計検出部を除く）することで，ＲＰＶ破損後のペデスタル内計

器の健全性に配慮した設計とする。 

なお，ペデスタル内の検出器・MI ケーブル，保護カバーは無機物で構成され

ており，放射線による影響はない。 
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第 1 表 ペデスタル内計器の概要 

設置高さ※１ 設置数 計器種別 

格納容器下部 

水温計 

0m 
各高さに 5 個 

測温抵抗体式 

温度計 0.2m 

格納容器下部 

水位計 

0.5m 

各高さに 2 個 
電極式 

水位計 

1m－測定誤差 

1m＋測定誤差 

2.25m 

2.75m 

※1 ペデスタル底面（コリウムシールド上表面）からの高さ

第 2 表 ＲＰＶ破損及びデブリ落下・堆積検知の概念 

デブリの堆積状態 
格納容器下部水温計 

判断 
0m 位置 0.2m 位置 

上昇 上昇 
ＲＰＶ破損， 

デブリ少量落下 

上昇／喪失 上昇 
ＲＰＶ破損， 

デブリ少量落下 

上昇／喪失 上昇／喪失 
ＲＰＶ破損， 

デブリ多量落下 
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第 1 図 ペデスタル内の計器設置図 

 

  

1m 未満 水位計 

0m 水温計 
0.5m 水位計 
0.2m 水温計 

2.75m 水位計

1m 超 水位計 

水位計（2.25m 高さ）

水位計（2.75m 高さ）

貫通孔（内径約 15cm）

1.1m 雰囲気温度計

2.25m 水位計
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第 3 表 検出部の仕様等 

計器種別 測定レンジ 測定誤差 耐環境性 

測温抵抗体式 

温度計 
-200℃～500℃ 

±(0.3＋0.005|t|) 

t：測定温度 

温度：短期 230℃， 

   長期 200℃ 

圧力：620kPa[gage] 

放射線：－※２ 

電極式 

水位計 

－ 

(レベルスイッチ) 
±10mm 

温度：短期 230℃， 

   長期 200℃ 

圧力：620kPa[gage] 

放射線：－※２ 

※2 検出部は無機物で構成しており，放射線による影響はない 

 

 

第 2 図 電極式水位計の動作原理 

 

  

検知 
回路 

気中：電極間抵抗大

電極 

検知 
回路 

水中：電極間抵抗小

導通

水中では電極間抵抗が

低下する。電極間抵抗の

低下を検知することで，

水中と判断する。 
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導線 

（Ｎｉ） 

シース管

（インコネル）

絶縁材 

（ＭｇＯ） 

抵抗素子 

（Ｐｔ） 

測定 

回路 

抵
抗
値 

温度 

金属の電気抵抗が温度に比例する性質を利用し，

抵抗素子の抵抗値をもとに温度測定を行う。 

高温のデブリが接触すると，温度指示値は急上昇

しオーバースケールとなる。

また，以下の過程の中で導線間の絶縁性が失われ

短絡又は導通すると，抵抗値が低下し温度指示値

がダウンスケールとなる。

・シース管の溶融，水及びデブリの浸入

・水との反応による絶縁材の膨張，剥離

・デブリとの反応に伴う絶縁材の溶融，蒸発

※ デブリ中のＺｒ等により還元されると，融点約 650℃，

沸点約 1,100℃のＭｇとなり，溶融又は蒸発する。

第 3 図 測温抵抗体式温度計の動作原理 

測温抵抗体構成材料の融点 

材質 融点 

シース管
インコネル

(NCF600)

1,370℃～ 

1,425℃ 

導線 Ｎｉ 1,455℃ 

抵抗素子 Ｐｔ 1,768℃ 

絶縁材 ＭｇＯ※ 約 2,800℃ 

477



添付 3.2.3－52 

格納容器下部水位計（電極式）構造図 

格納容器下部水位計の設置概略図 

格納容器下部水温計（測温抵抗体式）構造図 

格納容器下部水温計の設置概略図 

第 4 図 格納容器下部水位計及び格納容器下部水温計の構造図及び設置概略図 
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第 5 図 ペデスタル内検出器及びケーブル（MI ケーブル）設置概略図 

パンチングトレイ

MIケーブル

止め金具

カバー（平板）
SUS304 t1.2

保護カバー 

ペデスタル 

側壁貫通孔 

図は格納容器下部水温計（0m）の場合のイメージ 

水温計 

検出部 

保護カバー概略図 
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別紙 1 

格納容器下部水温計の測定原理とデブリ検知性について 

 

 ペデスタル内に設置する格納容器下部水温計によるデブリ検知性について，

熱電対式とした場合と測温抵抗体式とした場合で比較し検討を行った。 

 熱電対の構造図，仕様，構成材料の融点を以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 耐環境性 

 熱電対式及び測温抵抗体式の検出器は耐熱性の高い無機物により構成さ

れており，いずれも重大事故等時の格納容器雰囲気下において，十分な耐

性を有する。 

 

(2) デブリと水温計の接触により発生する現象 

 熱電対式及び測温抵抗体式の検出器がデブリと接触した場合に発生する

現象を①～②に示す。 

 

 

熱電対仕様 

 

No. 項目
仕様

Tタイプ Kタイプ

１ 計測範囲 -40～350℃ -40～1200℃

２ 誤差
±1.0℃(-40～133℃)
0.75%(133～350℃)

±2.5℃(-40～333℃)
0.75%(333～1200℃)

 

絶縁物(MgO)

芯線
（銅，コンスタンタン） or （アルメル，クロメル）

熱電対構造図

シース(NCF600)

熱電対構成材料の融点 

 

No. 材質 融点 タイプ

１ NCF600 1370～1425℃ －

２ 銅 1085℃ Tタイプ

３ コンスタンタン 1225～1330℃ Tタイプ

４ アルメル 1315～1390℃ Kタイプ

５ クロメル 1420℃ Kタイプ

６ MgO 約2800℃ －
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① デブリが検出器外郭（シース）に接触，シースは溶融し，絶縁材が露

出する。

② デブリが検出素子に接触し，熔融する。

熱電対 

絶縁低下するが熱起電力を

発生。 

絶縁材に水，デブリ

が浸入し，絶縁材は

膨張，剥離，熔融等

に よ り 絶 縁 低 下 す

る。 

測温抵抗体 

絶縁低下し，指示値はダウ

ンスケールする。

熱電対 

素線同士が接触した場合，

熱起電力を発生。 

測温抵抗体 

素線同士が接触した場合，

ダウンスケールする。 

検出素子が溶融し，

素 線 同 士 が 接 触 す

る。 
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 以上より，検出器とデブリが接触すると，測温抵抗体式の場合はダウン

スケール，熱電対式の場合は指示値の急変及び発生する熱起電力による不

確実な指示値を示すこととなる。 

 

(3) 測定回路が故障した際の可搬型計測による測定 

 測定回路は熱電対式の場合は電圧値を，測温抵抗体式は抵抗値を測定す

ることにより温度測定を行っている。可搬型計測器は電圧測定及び抵抗値

測定が可能であり，測定回路故障時には可搬型計測器を水温計ケーブル端

に接続することで熱電対式，測温抵抗体式のいずれの場合においても温度

測定が可能である。 

 

(4) まとめ 

 熱電対式，測温抵抗体式のいずれの検出器とした場合も，耐環境性を有

し，デブリと接触した場合には特徴的な指示傾向を示し，測定回路が故障

した際には可搬型計測器による測定が可能である。ただし，熱電対式の場

熱電対 

 
素線同士が検出器内部の水

分（あるいはシース）を介

して導通した場合，熱起電

力を発生。 

測温抵抗体 

 
素線同士が検出器内部の水

分（あるいはシース）を介

して導通した場合，ダウン

スケールする。 

検出素子が溶融し，

素線同士が水分（あ

るいはシース）を介

して導通する。 
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合には，指示値の急変及び不確実な指示値によりデブリとの接触を判断す

ることとなるが，デブリとの接触後においても不確実な指示値が出力され

ることから，仮にデブリ接触前に近い指示値となった場合は，デブリとの

接触の判断に迷う可能性がある。一方で，測温抵抗体式の場合にはオーバ

ースケールやダウンスケールの有無で判断が可能であり，デブリとの接触

の判断に迷う可能性はない。したがって，採用に当たっては上記の観点か

ら測温抵抗体式が望ましいと考える。 
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別紙 2 

ペデスタル内計器の設置方法について 

 

ペデスタル内の水位管理のために設置する計器について，設置概念を第 1 図

に示す。 

第 1 図のとおり，計器はペデスタル側壁のコンクリートに埋め込むアンカボ

ルト，型鋼，トレイにより固定することとしている。 

ここで，計器の下部にデブリが堆積した場合，コリウムシールド表面のライ

ナを介してアンカボルト，型鋼，トレイ及び計器に熱が移行することが考えら

れる。しかし，ライナとアンカボルトの間はＺｒＯ２耐熱材と同成分のモルタ

ルで埋めるため熱が選択的に移行することはないこと，デブリを冠水維持する

ことでデブリ上部の計器は水没していることを考慮すると，デブリからの熱移

行により計器の健全性が損なわれることはないと考えられる。 

 

 

第 1 図 ペデスタル内計器の設置概念図 
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添付 3.2.14－1 

原子炉圧力容器破損時の溶融炉心の冠水評価について 

1. はじめに

原子炉圧力容器（以下「ＲＰＶ」という。）破損により落下した溶融炉心

（以下「デブリ」という。）は，事前に水張りされていたペデスタル（ドラ

イウェル部）の水中に落下し，冠水する。その後，ＲＰＶ破損から 7 分後に

格納容器下部注水系（常設）を用いたペデスタル（ドライウェル部）注水を

実施することとしているが，7 分の間に水が蒸発することから，デブリの冠

水状態の評価を実施する。 

また，ポロシティが冠水状態に与える影響についても評価した。 

2. 評価対象事故シーケンス

ＲＰＶ破損する有効性評価の評価事故シーケンスとして，過渡事象時に注

水機能が喪失する事象（以下「過渡事象」という）を選定している。ここで

は，有効性評価のベースケースとなる過渡事象について，デブリの冠水状態

の評価を実施する。 

 また，起因事象をＬＯＣＡとした場合には事象進展が異なることから，Ｒ

ＰＶ破損時間が早くなる大破断ＬＯＣＡ時に注水機能が喪失する事象（以下

「ＬＯＣＡ事象」という）についても，同様にデブリの冠水状態の評価を実

施する。 

3. デブリ冠水評価

デブリの堆積形状を第 1 図に示す。ポロシティを考慮したデブリ堆積高さ

Hdebriは式(1)で評価する。 

  Hdebri＝（Vm×(1－Φent)＋Vs＋Vm×Φent÷(1－P)）÷Sfz (1) 
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 Vm：溶融物体積[約 36m３] 

 Vs：ペデスタル（ドライウェル部）内構造物体積[約 4m３]（別添 1 参照） 

 Φent：Ｒｉｃｏｕ－Ｓｐａｌｄｉｎｇ相関式に基づく粒子化割合[0.173] 

（別添 2 参照） 

P：ポロシティ[0.5] ＰＵＬｉＭＳ実験の知見（0.29～0.37）から保守的

に設定 

 Sfz：コリウムシールドの設置を考慮した床面積[ ] 

 また，粒子化したデブリの間隙に冷却水が浸入するため，デブリの冠水維

持評価の観点から粒子化したデブリの範囲を除いた水プール水深 Hpool-ent に

ついて式(2)で評価する。ここで，デブリ堆積範囲より上の領域にはコリウム

シールドが敷設されていないものとする。

Hpool-ent＝（Hpool－（Vm×Φent÷(1－P)×P÷Sfz)）×（Sfz／Sf） (2) 

 Hpool：水プール初期水深[1m] 

 Sf：コリウムシールドが設置されていない範囲の断面積[ ] 

 式(1)からデブリ堆積高さ Hdebriは約 1.71m となる。また，式(2)から粒子化

したデブリの範囲を除いた水プール水深 Hpool-entは約 0.69m となる。 

 ＭＡＡＰコードを用いた有効性評価の結果（デブリから水プールへの限界

熱流束を 800kW／m２（圧力依存性あり）と設定）から，ＲＰＶ破損によるデ

ブリ落下からペデスタル（ドライウェル部）注水開始までの 7 分間における

格納容器下部水位低下量は，過渡事象の場合は約 0.34m，ＬＯＣＡ事象の場

合は約 0.44m であり，デブリの冠水は維持される。なお，ＲＰＶ破損時点か

らデブリ露出までの時間は，過渡事象の場合で約 21 分間，ＬＯＣＡ事象の場

合で約 15 分間であることから，ペデスタル（ドライウェル部）注水の開始が
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遅れた場合でも一定時間冠水維持することが可能である。 

4. ポロシティが冠水評価に与える影響

水位低下量評価にポロシティの効果を考慮していないことから，その影響

を評価した。 

粒子状デブリベッドのドライアウト熱流束に関する相関式であるＬｉｐｉ

ｎｓｋｉ－０Ｄモデルでは，ポロシティの増加によってドライアウト熱流束

が上昇する結果が得られており，第 2 図においてポロシティ 0.48 の場合，ド

ライアウト熱流束は，約 3,300kW／m２となる。これは，水位低下量評価で，

デブリから水プールへの熱流束として設定している 800kW／m２と比較して大

きな値となるが，ポロシティを形成するデブリの粒子化割合は約 17％と小さ

く，粒子化したデブリはクエンチしていることから，ポロシティによるドラ

イアウト熱流束増加の影響は小さい。

よって，ポロシティを考慮しても水位低下量評価への影響は小さく，冠水

評価に影響はない。 

5. デブリ堆積形状の不確かさ評価（別添 3 参照）

水プール水位に対してデブリ落下量が多く粒子化割合が小さいことから，

落下したデブリは均一に堆積すると考えられる。ここでは，デブリが均一に

堆積しない場合にデブリ冠水維持に与える影響について評価する（第 3 図）。 

 ＰＵＬｉＭＳ実験において確認されたデブリ堆積高さと拡がり距離のアス

ペクト比を適用してデブリ堆積形状を山状と想定し，均一化した場合と比較

して堆積高さが高くなり，露出までの水深が低くなる場合の評価を実施した

結果，水プール水位は約 0.52m となった。水プールとの接触面積増加の影響

を考慮した場合における水位低下量は，過渡事象の場合は約 0.35m，ＬＯＣ
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Ａ事象の場合は約 0.45m であり，デブリの冠水が維持されることを確認した。 

 

6． 機器ドレンサンプが溶融しない場合の不確かさ評価（別添 4 参照） 

  ペデスタル（ドライウェル部）内に設置された機器ドレンサンプは，デブ

リ落下時には溶融しデブリに取り込まれることで溶融デブリとして堆積する

と考えられる。ここでは，機器ドレンサンプが溶融しないと仮定した場合に

デブリ冠水維持に与える影響について評価する。 

  新設する機器ドレンサンプの体積を既設と同等として評価した結果，水プ

ール水位は約 0.58m となった。水位低下量は，過渡事象の場合は約 0.34m，

ＬＯＣＡ事象の場合は約 0.44m であり，デブリの冠水が維持されることを確

認した。 

 

7. まとめ 

  以上の評価から，過渡事象及びＬＯＣＡ事象いずれにおいても，ＲＰＶ破

損から 7 分の間において，デブリの冠水状態が維持されることを確認した。 
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第 1 図 デブリ堆積形状 

 

第 2 図 粒子状ベッド高さとドライアウト熱流束の関係 

 

第 3 図 デブリ堆積形状（不確かさ考慮）

円錐部分 

円柱部分 

粒子状デブリ 

溶融デブリ 
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別添 1 

デブリとして考慮するペデスタル（ドライウェル部）内構造物について 

 

 デブリ堆積高さの計算においては，第 1 表及び第 2 表に示すペデスタル（ド

ライウェル部）内構造物の総体積を保守的に 4m３として考慮した。 

 

第1表 デブリとして考慮したペデスタル（ドライウェル部）内構造物（既設） 

構造物 体積[m３] 外観図 

ターンテーブル 
（溶融炉心の落下部及びそ
の周囲のみが溶融しデブリ
に加わると考えられるため，
評価においては一辺1mの正
方形の範囲が溶融すると想
定） 

制御棒駆動機構 
ハウジング（9本） 

制御棒駆動機構（9本） 

制御棒駆動機構ハウジング
サポート（ターンテーブルと
同様に，一辺1mの正方形の範
囲が溶融すると想定） 

その他 
（ケーブル，サポート，配管
等の構造物） 

合計 
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第 2 表 デブリとして考慮したペデスタル（ドライウェル部）内構造物（新設） 

構造物 体積[m３] 

格納容器下部水位計 

格納容器下部水温計 

格納容器下部雰囲気温度計 

機器ドレンサンプ（配管等含む） 

床ドレンサンプ配管等 

コリウムシールド支持構造物（ライナ含む） 

合計 

※ 第 1 表に記載の既設分との合計値は であるが，新設分の設計の

進捗による物量増加等を考慮し，本評価上は合計 4m３とする。 

 

制御棒駆動機構（以下「ＣＲＤ」という。）及びＣＲＤハウジングの破損本

数としては，ＭＡＡＰ解析においてＲＰＶ底部の破損後にアブレーションによ

り拡がる最大の破損口径：約 76cm に含まれる本数 9 本を考慮している（第 1

図）。また，ターンテーブル及びＣＲＤハウジングサポートについては，アブ

レーションにより拡がる最大の破損口径：約 76cm を包絡する範囲として，一辺

1m の正方形の範囲を考慮している。 

ここで，第 2 図及び第 3 図に示すとおり，ＣＲＤハウジングサポートは，ペ

デスタル内側の鋼板に固定された上部サポートビームにハンガーロッド等を介

し，グリッドプレートを接続した構造によりＣＲＤハウジングの逸出を防止す

る設計となっているため，ＲＰＶ破損時に現実的には逸出は考えにくい構造と
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なっている。このため，現実的なＲＰＶ破損時のデブリ流出箇所としては，Ｃ

ＲＤハウジングとＲＰＶ下鏡板との間の溶接部に生じる間隙が考えられる。以

上を考慮すると，ＲＰＶ破損時は上記溶接部からデブリが流出し，アブレーシ

ョンにより口径が徐々に拡がる状況になると考えられる。また，ＲＰＶ下部の

形状及びデブリ流出に伴う下部プレナム部のデブリ深さの減少を踏まえると，

ＣＲＤから流出するデブリ量は中心から外側になるにつれ少なくなることから，

外側のＣＲＤ及びその下部にあるＣＲＤハウジングサポートが溶融する可能性

は小さくなると考えられる。一方，本評価では，外側のＣＲＤ及びその下部に

あるＣＲＤハウジングサポートの全てが溶融（例えば，第 1 図の破損口の外側

付近に一部が入る 4 本のＣＲＤハウジングが全て溶けると想定）するものと想

定している。 

また，ＭＡＡＰに適用されているアブレーションモデルは，サンディア国立

研究所において実施された，鋼製容器及びアルミナ混合物を用いたＨＩＰＳ実

験で得られたデータと良好に一致することが確認されている（第 3 表）。 

したがって，アブレーションによるＲＰＶ破損口径の拡大を考慮したＣＲＤ

ハウジング等のデブリ体積の評価についても，保守性を有していると考えられ

る。 
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第 1 図 ＣＲＤ配置とＲＰＶ破損口径の関係 

 

第 2 図 東海第二発電所ＣＲＤハウジングサポート構造 

 

 

 

ＣＲＤ 
ハウジング 

ＲＰＶ破損口径 
最大約 76cm 

上部サポートビーム

ハンガーロッド 

グリッドプレート サポートブロック 
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第3図 ＣＲＤハウジングサポート構造俯瞰図（参考）[1] 

 

第 3 表 ＨＩＰＳ実験結果とアブレーションモデルの評価結果[2] 

 

 

[1]General Electric Systems Technology Manual Chapter 2.1 Reactor Vessel 

System，USNRC HRTD，Rev 09/11 

[2]Pilch, M., and Tarbell, W. W., 1985, High Pressure Ejection of Melt from 

a Reactor Pressure Vessel, The Discharge Phase. NUREG/CR-4383 

(SAND85-0012). September. 
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別添 2 

粒子化割合の算出 

 

 粒子化割合は以下のＲｉｃｏｕ－Ｓｐａｌｄｉｎｇ相関式により求めた。 

  2
0,

22
0,

dj

djdj
ent d

dd
 

  pool
dj

w
djdj HEdd

2/1

00, 2  

ここで， 

 Φent ：粒子化割合 [-] 

 E0 ：エントレインメント係数 [-] 

 ΔHpool ：プール水深 [m] 

 ddj ：プール底部におけるデブリジェット径 [m] 

 ddj,0 ：気相部落下を考慮した水面におけるデブリジェット径 [m] 

 ρdj ：デブリジェット密度 [kg／m３] 

 ρw ：水密度 [kg／m３] 

 

 評価条件は以下のとおり。 

項目 設定値 設定根拠 

プール水深 1m 格納容器下部水位 

デブリジェット密度  ＭＡＡＰ計算結果 

初期デブリジェット径 0.15m ＣＲＤ案内管径 

エントレインメント係数 ＭＡＡＰ推奨範囲の最確値 

 

 以上により評価した結果，粒子化割合は約 17.3％となる。  
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別添 3 

デブリの拡がりに関する不確かさについて 

1. はじめに

事前水張りされたペデスタル（ドライウェル部）のプール水中に落下する

デブリは，一部が粒子化した後に固化し，残りが溶融状態のまま床面に到達

して床面上を拡がり，固化したデブリ粒子が床上の連続層の上に堆積して粒

子状ベッドを形成するものと想定される（第 1 図）。このようなデブリの拡

がりにおいて，溶融物の拡がり距離と粒子状ベッドの堆積形状に不確かさが

想定される。 

第 1 図 ペデスタル（ドライウェル部）におけるデブリ挙動の概念 

2. デブリの拡がりに関する知見

(1) 溶融物

ＰＵＬｉＭＳ実験では，水中での溶融物の拡がり挙動が観察されると

ともに，水中での溶融物の拡がり距離を求めるスケーリング則が提案さ
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れている。ＰＵＬｉＭＳ実験結果を元に妥当性が確認されているスケー

リング則に，ＢＷＲの溶融炉心落下条件を適用して，水中での溶融物の

拡がり距離を評価すると，約 18m となる（付録３ 重大事故等対策の有効

性評価に係るシビアアクシデント解析コードについて 第５部ＭＡＡＰ 

添付３溶融炉心とコンクリートの相互作用について 付録４(5)参照）。

コリウムシールドを設置した場合のペデスタル半径が であるこ

とを考慮すると，溶融炉心は床全面に拡がる可能性が高いと考えられる。

これは，溶融物の拡がりに影響する因子のうち，主に溶融炉心落下流量

が大きいことによるものと考えられる。ＰＵＬｉＭＳ実験条件と実機条

件を比較した場合，以下の観点から実機条件の方が拡がりが促進される

と考えられる（第 1 表）。 

・溶融物重量のＰＵＬｉＭＳ／実機値に対して冷却材重量のＰＵＬｉＭ

Ｓ／実機値は大きく，実機条件では相対的に溶融物量が多くなる 

・溶融物過熱度及び比熱は実機条件の方が高く，実機条件の方がデブリ

が固化しにくいと考えられる。 

・実機において溶融物は崩壊熱によって継続的な加熱がある 

・サブクール度については実機条件の方が高いが，溶融物落下後にはサ

ブクール度がすぐに低下することから，拡がりに対する影響は小さい

と考えられる 

・水深／ブレイクアップ長さについては，実機において水中でより細粒

化しにくい傾向であり，溶融物の着床時の温度は高い傾向となること

から，床面上での拡がりにおいても拡がり易い傾向となる。 

・溶融物密度は実機条件の方が大きく，慣性による拡がり効果が大きい 

・粘性係数については，実験と同程度か小さいものと考えられ，実機条

件ではより拡がり易いと考えられる。 
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・表面張力については不確かさが大きいパラメータであるが，表面張力

が大きいほど床面上を広がりにくくなる一方で，床面到達までの細粒

化に伴う冷却・固化が生じにくいため，床面での溶融物温度が高めに

なり拡がり易くなることから，両者の相殺により表面張力が拡がりに

与える影響は小さいと考えられる。 

・輻射率については，特に実験データの不確かさ幅が大きく実験条件と

実機条件の大小関係が明確ではないが，溶融物から冷却材への伝熱量

と比較すると輻射の影響は相対的に小さいと考えられることから，拡

がり挙動に与える影響は小さいと考えられる。 

・床面熱伝達については，実機では床スラブの形状変更に合わせてペデ

スタル床表面にＳＵＳ製ライナを設置することで実験と同じ材質とな

るため床面熱伝達量は同等であり，また，実機解析から溶融物除熱は

冷却材伝熱が支配的であることから，床面熱伝達が拡がり挙動に与え

る影響はない。なお，表面のＳＵＳ製ライナが溶融した場合にはＺｒ

Ｏ２上での拡がりとなるが，溶融物拡がりに関わる実験では，床の材

質の差異（種々のセラミック，コンクリート）によらず同様な拡がり

挙動になることが確認されており，ＺｒＯ２の場合でも拡がり挙動に

差異はないものと考えられる（別紙 1 参照）。 

    したがって，溶融物の拡がり距離については，溶融物の拡がりに影響

する因子のうち，主に溶融炉心落下流量が大きいことにより，不確かさ

を考慮しても実機条件ではより拡がり易く，床全面に拡がるものと想定

される。 
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第 1 表 ＰＵＬｉＭＳ実験条件と実機条件の比較 

分類 項目 実機条件 PULiMS(E4) PULiMS/実機 

初
期
条
件 

溶融物 UO2-ZrO2-SUS 等 Bi2O3-WO3 -

溶融物重量[kg] 約 300×10３ 約 47 約 0.16×10－３ 

液相線温度[K] 約 1,143 - 

固相線温度[K] 約 1,143 - 

溶融物過熱度[K] 70 

比熱[J/kg/K] 250～310 

崩壊熱 あり なし - 

冷却材重量[kg] 約 27×10３ 40 約 1.5×10－３ 

サブクール度[K] 23 

溶
融
物
冷
却
材
中
挙
動

L/Lbr

（水深／ブレイク

アップ長さ※）

※Taylor 相関式

約 0.08～約 0.23 約 0.35 約 1.5～4.4 

溶
融
物
床
面
上
挙
動 

溶融物密度[kg/m3] 約 7,811 

粘性係数[Pa・s] 0.004 0.003～0.03 約 0.75～7.5 

表面張力[N/m] 0.2～0.6 

輻射率[-] 0.4～1.0 

床面熱伝達 
ZrO2 

（SUS 製ライナ）
SUS 材 - 

(2) 粒子状ベッド

ＡＮＬで実施されたセルフレベリング実験では，粒子状ベッド内の沸

騰による粒子の吹き上げと再堆積によるセルフレベリング効果により，2

分～3 分程度で堆積厚さが均一化されている（付録３ 重大事故等対策

の有効性評価に係るシビアアクシデント解析コードについて 第５部Ｍ

ＡＡＰ 添付３溶融炉心とコンクリートの相互作用について 付録４

(4)参照）。

ＰＤＳ実験では，沸騰等の冷却水の流動による粒子状ベッドの拡散挙
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動の観察を行っている（別紙 2 参照）。均一化に係る時間は，デブリ密

度，ポロシティ，拡がり面積に加え，粒子状ベッドを流れる空気又は蒸

気の気相流体速度に依存することが示されており，気相流体速度が相対

的に小さいＰＤＳ－Ｅ実験では粒子状ベッドの均一化に要する時間が数

分～数十分であるが，気相流体速度がより大きいＰＤＳ－Ｃ実験では数

秒～数十秒と早く均一化が進むことが確認されている。実機においては，

デブリが落下した直後は高温のデブリから急激に伝熱が進むことから発

生蒸気速度は十分速いものと考えられるため，落下直後に十分な均一化

が進むと考えられる。 

    したがって，粒子状デブリベッドの堆積形状については，崩壊熱を発

生するデブリ粒子では，粒子状ベッド内の継続的沸騰による粒子の攪拌

によるセルフレベリング効果により，時間と共に堆積厚さが均一化する

ことが想定される。 

 

3. デブリの拡がりに関する不確かさ評価 

  これまでの知見によれば，溶融物は床全面に拡がると想定され，粒子状ベ

ッドについても短期間で均一化される。よって，デブリの拡がりに関する不

確かさはないものと考えられるが，デブリの堆積高さに対して厳しい評価を

実施する観点から，ＰＵＬｉＭＳ実験において確認されたデブリ堆積高さと

拡がり距離のアスペクト比を適用し，均一化した場合と比較して堆積高さが

高くなる場合の評価を行う。ＰＵＬｉＭＳ実験は溶融物を水中に落下した実

験であり，溶融物と粒子状デブリベッドを含めたデブリ全体としての堆積高

さに関する知見として適用できるものである。 
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(1) アスペクト比

ＰＵＬｉＭＳ実験のうち，溶融物量が比較的大きい E4 実験において，

平均堆積高さ 41mm に対して，拡がり距離は 740mm×560mm となっている

（第 2 図,第 2 表）。アスペクト比としては 1:18～1:14 程度となってお

り，おおよそ 1:16 程度の拡がり挙動を示している。デブリ堆積高さの評

価としては，ポロシティやペデスタル（ドライウェル部）内構造物量等

の保守的な設定をしているため，不確かさ評価として考慮するアスペク

ト比としては，実験結果に基づく平均的な値として 1:16 を適用し評価を

行う。 

第 2 表 ＰＵＬｉＭＳ実験条件と結果 
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第 2 図 ＰＵＬｉＭＳ実験結果（E4） 

  (2) 堆積高さ評価 

    アスペクト比を考慮した場合，デブリの堆積形状は第 3 図のように円

柱上に円錐が堆積した形状となる。円錐部分については，堆積高さが最

大となるのは床全面に拡がった場合であり，コリウムシールド厚さを考

慮したペデスタル直径 にアスペクト比を考慮すると，堆積高さは

約 0.37m となる。円柱部分については，円錐部分の体積を除いたデブリ

全量が円柱状に堆積するため，堆積高さは約 1.42m となる。以上から，

デブリの堆積高さは円錐部分の体積高さと円柱部分の体積高さの合計と

なることから，約 1.79m となる。 

 

第 3 図 デブリ堆積形状（アスペクト比考慮） 

円錐部分 

円柱部分 

740mm 

560mm 

41mm(平均高さ) 
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  (3) デブリの冠水維持に対する評価 

  粒子化割合 0.173 のデブリ量に対してポロシティ 0.5 で全ての間隙に浸水

していると仮定した場合，円錐部分の頂部から水面までの水深は約 0.52m で

ある。また，円錐状に堆積することで水プールとの接触面積が増え，蒸発量

が増加するが，一様に堆積した場合の水プールとの接触面積からの増加割合

は 1％未満であり，蒸発量に対して有意な影響を与えない。有効性評価（別

紙 3 参照）に基づく，ＲＰＶ破損によるデブリ落下から格納容器下部注水ま

での期間における水位低下量は，過渡事象の場合は約 0.34m，ＬＯＣＡ事象

の場合は約 0.44m であり，蒸発量の増加として保守的に 1％を見込んだ場合

でも水位低下量は，過渡事象の場合は約 0.35m，ＬＯＣＡ事象の場合は約

0.45m となるため，デブリの冠水は維持される。 
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別紙 1 

溶融物拡がりに関わる実験 

 

 ＣＥＡ／ＤＲＮ／ＤＴＰで行われたＣＯＲＩＮＥ実験[1]では，低融点物質（グ

リセロール他）を模擬物質として使用して，水中での拡がり挙動を調べる実験

が実施され，拡がり先端の移動速度や底部に形成されるクラストの影響が調べ

られた。 

 独カールスルーエ研究センター（ＦＺＫ）で実施されたＫＡＴＳ実験[2][3][4]

では，溶融物としてテルミット（Ａｌ２Ｏ３約 150kg，Ｆｅ約 150kg）が使用さ

れ，溶融物の放出速度や温度，拡がり形状（1D,2D），床の材質（コンクリート，

セラミック，コーティング），水の有無をパラメータに溶融物の拡がり実験が

行われている。実験装置を第 1 図及び第 2 図に示す。Ａｌ２Ｏ３とＦｅでは密度

が異なり成層化するため，溶融物の出口を 2 箇所設け，最初にＡｌ２Ｏ３が放出

し，最後にＦｅを放出することにより酸化物溶融物の拡がりと金属溶融物の拡

がりを分けて実験が可能となっている。実験条件を第 1 表に示す。ＫＡＴＳ－

１０とＫＡＴＳ－１１の実験条件はほぼ同様であるが，ＫＡＴＳ－１０の方は

1mm の水張りをしてあり，ＫＡＴＳ－１１の方はドライ条件となっている。両

者の拡がり結果を第 3 図に示すが，両ケースのように溶融物の放出速度が比較

的高い場合は，冷却材の有無によらず同様な拡がり挙動になる結果となってい

る。また，ＫＡＴＳ－１２とＫＡＴＳ－１３の実験条件はほぼ同様であるが，

ＫＡＴＳ－１２の方が床の材質がセラミックであり，ＫＡＴＳ－１３の方はコ

ンクリートである。両者の拡がり結果を第 4 図に示すが，両ケースのように溶

融物の放出速度が比較的高い場合は，床の材質の差異によらず同様な拡がり挙

動になる結果となっている。 

 ＣＥＡで実施されたＶＵＬＣＡＮＯ[5][6]実験では，溶融物として酸化物溶融
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物が使用され，溶融物の組成，放出速度や温度，床の材質（コンクリート，セ

ラミック）をパラメータに溶融物の拡がり実験が行われている。ＶＥ－Ｕ７実

験では，酸化物溶融物（ＵＯ２ 56wt％,ＺｒＯ２ 32wt％,ＦｅＯ 5wt％, ＣａＳ

ｉＯ３ 2wt％, ＳｉＯ２ 2wt％, Ｆｅ 1wt％, ＣａＯ 1wt％, Ａｌ２Ｏ３ 1wt％）

を用いて，コンクリート床とセラミック（高密度ジルコニア）床での拡がりを

実験している。実験装置を第 5 図に示す。装置の中央にマグネシア煉瓦の分離

板を設置し，コンクリート床とセラミック床に 40.8kg の酸化物溶融物を 4.3kg

／s の速度で同時に放出する条件となっている。両者の拡がり結果を第 6 図に

示す。7.7 秒間はほぼ同じ拡がり挙動を示しており，その後はセラミック床で

若干拡がりが継続する結果となっている。 
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第 1 図  ＫＡＴＳ実験装置の概要図 [2] 

 

 

     

(1D)                              (2D) 

第 2 図  ＫＡＴＳ実験の 1D と 2D の拡がり形状の写真[3] 
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第 1 表 ＫＡＴＳ実験条件と拡がり距離（酸化物溶融物，1D 拡がり）[2] 

 

 

 

第 3 図  ＫＡＴＳ実験の水の有無の影響（酸化物溶融物，1D 拡がり）[2] 

 

 

第 4 図  ＫＡＴＳ実験の床の材質の影響（酸化物溶融物，1D 拡がり）[2] 
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第 5 図  ＶＵＬＣＡＮＯ実験装置の概要図[6] 

 

 

第 6 図  ＶＵＬＣＡＮＯ実験の床の材質の影響[6] 
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別紙 2 

ＰＤＳ実験について 

1. はじめに

スウェーデン王立工科大学（ＫＴＨ）で実施されたＰＤＳ実験は，沸騰等

の冷却水の流動による細粒状デブリベッドの拡散挙動について観察を行って

いる。 

2. 実験条件

実験装置概要図を第 1 図に示す。水槽の壁面に沿って粒子状デブリを堆積

させ，下部に設置した注入用チャンバーから水蒸気又は空気を注入し，粒子

状デブリベッドの拡散挙動を観察する。 

a)装置概要 b)ＰＤＳ－Ｃ試験 c)ＰＤＳ－Ｅ７～２３試験

第 1 図 実験装置概要図 

 また，ＰＤＳ実験では種々のパラメータを感度として複数の実験が実施さ

れている。各実験において感度として設定したパラメータを第 1 表に示す。 
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第 1 表 ＰＤＳ実験におけるパラメータ設定 

 

 

3. 実験結果 

  (1) ＰＤＳ－Ｅ実験 

    実験マトリックスを第 2 表，実験結果を第 2 図及び第 3 図に示す。Ｐ

ＤＳ－Ｅ実験における気相流体速度は最大でも 0.122m／s 程度であり，

粒子状デブリベッドの拡がりに数分～数十分の時間を要している。 

 

 

第 2 図 ＰＤＳ－Ｅ実験結果 
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第 3 図 ＰＤＳ－Ｅ７実験結果 

第 2 表 ＰＤＳ－Ｅ実験マトリックス 

(2) ＰＤＳ－Ｃ実験

実験マトリックスを第 3 表に示す。ＰＤＳ－Ｃ実験の気相流体速度は
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0.34 m／s～2.09m／s と大きく，粒子状デブリベッドの拡がりに要する

時間は数秒～数百秒オーダであり，極めて短時間で均一化される結果と

なっている。 

 

第 3 表 ＰＤＳ－Ｃ実験マトリックス 

 

 

  (3) 結論 

    気相流体速度が相対的に小さいＰＤＳ－Ｅ実験では，粒子状デブリベ

ッドの均一化に要する時間が数分～数十分に及ぶが，気相流体速度が大

きいＰＤＳ－Ｃ実験では数秒～数百秒と早く均一化が進む頃が確認され

ている。 

    実機においては，溶融炉心が落下した直後は，高温の溶融炉心から冷

却材に急激に伝熱が進むことから発生蒸気速度は十分に大きいものと考

えられるため，落下直後に十分な均一化が進むと期待できる。 
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別添 4 

デブリ落下時に機器ドレンサンプが健全な場合の影響について 

 

1. はじめに 

  ペデスタル（ドライウェル部）内には金属製の機器ドレンサンプを設置す

る（第 1 図）。デブリ落下時には機器ドレンサンプは溶融して溶融デブリに

取り込まれ，ペデスタル（ドライウェル部）内に均一に拡がる。ここで，デ

ブリ落下時に機器ドレンサンプが溶融せず健全であると仮定した場合に，プ

ール水深及び溶融炉心・コンクリート相互作用による侵食量に与える影響を

評価する。 

 

第 1 図 機器ドレンサンプ設置イメージ 

 

2. プール水深に与える影響 

  機器ドレンサンプの体積を既設の機器ドレンサンプと同等の とし

て評価した場合，機器ドレンサンプが健全な場合のデブリ堆積高さは約

0.12m 上昇する。また，機器ドレン水は機器ドレンサンプ内に維持されるこ

とから，デブリ上の水プールの水深は約 0.11m 低下し，粒子化したデブリの

範囲を除いた水プール水深は約 0.58m となる（第 2 図）。有効性評価の結果

から，ＲＰＶ破損によるデブリ落下からペデスタル（ドライウェル部）注水

機器ドレンサンプ 
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開始までの格納容器下部水位低下量は，過渡事象の場合は約 0.34m，ＬＯＣ

Ａ事象の場合は約 0.44m であり，デブリの冠水は維持される。 

 

 

第 2 図 機器ドレンサンプが健全な場合のデブリ堆積形状 

 

3. 溶融炉心・コンクリート相互作用による侵食量に与える影響 

機器ドレンサンプが溶融した場合と健全な場合において，デブリ上のプー

ル水，ペデスタル（ドライウェル部）側面及び床面コンクリート並びに機器

ドレンサンプが，それぞれデブリと接触する面積は第 1 表のとおりである。 

 

第 1 表 デブリとの接触面積の比較 

 デブリとの接触面積 

①機器ドレンサンプが 

溶融した場合 

②機器ドレンサンプが 

健全な場合 

デブリ上のプール水 

ペデスタル（ドライウ

ェル部）側面及び床面 

機器ドレンサンプ 

 

  機器ドレンサンプが健全な場合（②）の接触面積の合計は，機器ドレンサ

ンプが溶融した場合（①）と同等であり，また，機器ドレンサンプとの接触

面においてはサンプ内の冷却水による除熱効果も加わることから，②は①に
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比べてデブリの冷却がより進むと考えられる。 

  なお，②は一時的な期間であり，機器ドレンサンプはデブリにより溶融す

るため，長期的な物理挙動である溶融炉心・コンクリート相互作用による侵

食量への影響はほとんどないと考えられる。 

 

4. まとめ 

  機器ドレンサンプが健全な場合，デブリ上のプール水深は低下するものの

デブリの冠水は維持されるとともに，溶融炉心・コンクリート相互作用によ

る侵食量は低減すると考えられる。以上から，機器ドレンサンプが溶融せず

健全な場合においても，デブリ露出や侵食量増加の観点での悪影響はないと

考えられる。 
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添付資料 3.2.15 

添付 3.2.15－1 

コリウムシールド材料の選定について 

 

原子炉の過酷事故において，放射性物質が環境へ放出することを防ぐため，

溶融炉心による格納容器の侵食を抑制する静的デブリ冷却システムの開発に取

り組んでいる。溶融炉心を受け止めて保持する役割を担う耐熱材は，高融点で

かつ化学的安定性に優れていることが必要であることから，候補材としては，

， ，ＺｒＯ２等が挙げられる。模擬溶融炉心と上記耐熱材との

侵食データを取ることを目的として，侵食試験を実施した。 

以下に溶融Ｚｒ及び模擬溶融炉心（ＵＯ２－ＺｒＯ２－Ｚｒ）による耐熱材侵

食試験の概要について示す。この結果より，コリウムシールド材料としてＺｒ

Ｏ２を選定した。 

 

1. 溶融Ｚｒによる耐熱材侵食試験 

1.1 試験方法 

耐熱材には ， ，ＺｒＯ２の多孔質材料を用いた。模擬溶融

炉心の金属成分をるつぼに入れ，るつぼ上部に耐熱材試験片をセットする（第

1 図）。これらを電気炉で加熱し，2,000℃～2,200℃の所定温度にして金属

を溶かす。溶融した金属中に耐熱材試験片を上部から挿入し，5 分間保持す

る。その後，試験片を初期位置へ戻してから炉冷する。各種試験片について，

冷却後に外観及び試験片の残存状態を確認した。なお，溶融炉心の主な構成

材料として，ＢＷＲで使用されるＵＯ２，Ｚｒ，ＺｒＯ２，Ｆｅ等が想定され

るが，試験においては，金属成分は 100mol％Ｚｒとした。 
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第 1 図 試験体系 

1.2 試験結果 

第 2図に金属組成が100mol％Ｚｒにおける試験後の耐熱材試験片の断面写

真を示す。いずれの耐熱材においても，金属組成のＺｒ量に応じて侵食量は

増加した。また，金属組成によらず侵食量は ＞ ＞ＺｒＯ２と

なり，ＺｒＯ２， ， の順に耐侵食性に優れていることが確認

できた。 

第 2 図 試験後の断面写真 

2. 模擬溶融炉心による耐熱材侵食試験

2.1 試験方法 

高融点材料にて製作したるつぼ内に円柱状に加工したＺｒＯ２耐熱材と模
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擬溶融炉心粒子を所定の重量分装荷した。模擬溶融炉心の組成はＵＯ２－Ｚ

ｒＯ２－Ｚｒ：30mol％－30mol％－40mol％とした。 

同るつぼを試験装置の誘導コイル内に設置して，誘導加熱により加熱を行

った。試験中の模擬溶融炉心の温度は，放射温度計により計測した。試験時

の温度は，放射温度計や熱電対にて計測している模擬溶融炉心の温度が，目

標温度範囲（2,000℃～2,100℃）に入るように温度制御を行った。温度保持

時間は 10 分とした。 

第 3 図 試験体系 

2.2 試験結果 

試験温度の推移を第 4 図に示す。試験においては 2,000℃～2,050℃の範囲

で，約 10 分程度温度が保持されている事を確認した。また，試験後のるつぼ

の断面写真を第 5 図に示す。ＺｒＯ２耐熱材の厚さが試験前から変わってい

ないことから，模擬溶融炉心によるＺｒＯ２耐熱材の有意な侵食がないこと

が分かる。 
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第 4 図 試験温度推移 

第 5 図 試験後の断面写真 

3. 耐熱材への模擬溶融炉心落下試験

3.1 試験方法 

耐熱材に溶融炉心が接触した際の短期的な相互作用を確認するため，Ｚｒ

Ｏ２耐熱材の上に模擬溶融炉心を落下させ，耐熱材の侵食深さの測定，耐熱

材侵食性状や模擬溶融炉心の固化性状の分析などを実施した。模擬溶融炉心

の組成はＵＯ２－ＺｒＯ２－Ｚｒ：30mol％－30mol％－40mol％とした。Ｚｒ

Ｏ２耐熱材を内張りしたコンクリートトラップの上部に電気炉を設置し，電
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気炉により加熱した模擬溶融炉心をＺｒＯ２耐熱材上に落下させ，コンクリ

ートトラップに設置した熱電対によりＺｒＯ２耐熱材の温度を測定した。 

第 6 図 試験装置 

3.2 試験結果 

試験温度推移を第 7 図に示す。ＺｒＯ２耐熱材側面（模擬溶融炉心側）の

温度を測定する熱電対が模擬溶融炉心落下直後に最高温度約 2,450℃を観測

したことから，落下してきた模擬溶融炉心温度は 2,450℃以上であったと推

測される。また，試験後のコンクリートトラップ断面写真を第 8 図に示す。

模擬溶融炉心接触部から最大で約 1cm が黒色化し，その周辺部が白色化して

いることが確認されたものの，顕著な耐熱材の侵食及び耐熱材の割れは確認

されなかった。 

電気炉より 

模擬溶融炉心

が流入 

コンクリート

トラップ

ＺｒＯ２耐熱材側面（模擬溶融炉心 

側）の温度測定用熱電対設置位置 

ＺｒＯ２耐熱材 
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第 7 図 試験温度推移 

第 8 図 試験後の断面写真 

ＺｒＯ２耐熱材側面（模擬溶融炉心側）の温度 
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第 9 図 耐熱材表面の成分分析結果 

一般に，ＺｒＯ２には還元雰囲気で高温に暴露されると材料中に酸素欠損

が起こり，変色する特性があることが知られている。試験においては，計測

された模擬溶融炉心の温度が 2,450℃以上と高温であり，かつ模擬溶融炉心

中には金属Ｚｒが存在することから，模擬溶融炉心中の金属ＺｒによってＺ

ｒＯ２耐熱材の表面で還元反応が起こり，酸素欠損が生じたと推測される。

しかしながら，黒色部についてＸ線回折分析を行った結果，耐熱材表面の組

成に有意な変化が確認されなかったことから，欠損した酸素の量は微量であ

り，ＺｒＯ２耐熱材の耐熱性能に影響はないと考えられる（第 9 図）。 
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なお，ペデスタル（ドライウェル部）には水プールが存在するため，ペデ

スタル（ドライウェル部）に落下してきた溶融炉心中に残存する未酸化の金

属Ｚｒは，水との反応によって酸化されると想定される。ＭＡＡＰ解析の結

果から，ペデスタル（ドライウェル部）に落下してきた溶融炉心は，2,000℃

を超える高い温度でコリウムシールドと数十分接触する可能性があるが，上

述のとおり，溶融炉心中の金属Ｚｒは酸化されていると考えられることから，

事故時に溶融炉心がコリウムシールドと接触したとしても，ＺｒＯ２耐熱材

の表面が還元されることによる影響は軽微であると考えられる。 

4. まとめ

上記試験結果から，溶融炉心に対して高い耐性を有しているＺｒＯ２（ジ

ルコニア）耐熱材を，コリウムシールドに用いる材料として選定した。

※ 本試験は，中部電力(株)，東北電力(株)，東京電力ホールディングス(株)，北陸電力(株)，
中国電力(株)，日本原子力発電(株)，電源開発(株)，(一財)エネルギー総合工学研究所，
(株)東芝，日立 GE ニュークリア・エナジー(株)が実施した共同研究の成果の一部である。
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添付資料 3.2.16 

添付 3.2.16－1 

コリウムシールド厚さ，高さの設定について 

 

1. はじめに 

  コリウムシールドは，溶融炉心・コンクリート相互作用の影響抑制の目的

で設置するが，ペデスタル（ドライウェル部）（以下「ペデスタル」という。）

内の設備配置上，設置高さに制限があり，これを考慮した上で，原子炉圧力

容器から落下する溶融炉心（以下「デブリ」という。）を全量保有でき，か

つ，溶融炉心・コンクリート相互作用の影響も抑制できるよう，その厚さを

設定する必要がある。以下に設定方針を示す。 

 

2. コリウムシールド高さの設定 

  ペデスタル内には人通用開口部や床ドレン配管等のドライウェルと通じる

経路があるため，デブリ堆積高さがこれらの経路に到達した場合，ペデスタ

ル外へ流出するおそれがある。そのため，デブリをペデスタル内に全量保有

する観点から，デブリ堆積高さはデブリがペデスタル外に流出する可能性の

ある経路よりも低い位置とする必要がある。ペデスタル床高さに対して最も

低い位置となる経路は，ドライウェルからペデスタル床ドレンサンプへのド

レン配管である（第 1 図）。当該配管の下端は，ペデスタル床から

の位置に存在することから，コリウムシールド設置高さの上限として

を設定する。 

 

3. コリウムシールド厚さの設定 

3.1 コリウムシールド厚さの設定方針 

コリウムシールド厚さは，コンクリート侵食抑制及びコンクリートへの熱

影響を抑制する観点から，可能な限り厚さを確保する方針とする。ただし，
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コリウムシールド厚さを増やした場合の影響として，以下を考慮する。 

・ペデスタル床面積の減少によるデブリ保有可能量の減少 

コリウムシールドの設置高さには上限があるため，厚さを増加させると

保有可能なデブリ量が減少する。ペデスタル内に落下するデブリのうち，

粒子化したデブリは水プール中で冷却されやすいため，ペデスタル内構

造物への熱影響を抑制する観点では，粒子化していない溶融デブリから

の寄与が大きい。そのため，コリウムシールドの厚さとしては溶融デブ

リが全量保有できることが重要となる。 

ただし，コリウムシールド厚さの設定に当たっては，粒子化デブリから

の影響も緩和できるよう，粒子化デブリも含めたデブリ全量を保有でき

るよう考慮する。 

・水プールとの接触面積の減少 

コリウムシールド厚さを増加させると，水プールとの接触面積が減少す

るため，水プールへの除熱量が崩壊熱を下回ることでデブリ温度が上昇

し，コリウムシールドが侵食するおそれがある。そのため，コリウムシ

ールドの厚さを設定した上で溶融デブリによる侵食量を評価し，ペデス

タルに要求される原子炉圧力容器支持機能及びデブリ保持機能に対する

影響を評価する。 

以上を踏まえ，コリウムシールド高さを上限である とした上で，粒

子化による堆積高さ上昇も踏まえたデブリ堆積高さを考慮した場合において

もデブリが全量保有できるコリウムシールド厚さを設定する。 

 

3.2 デブリ保有可能量を踏まえたコリウムシールド厚さの算定 

デブリ体積高さ Hdebriは，式(1)及び式(2)で算定される。ここで，ポロシテ

ィはＰＵＬｉＭＳ実験等の知見を基に保守的な値として 0.5 を設定している。 
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  Hdebri＝（Vm×(1－Φent)＋Vs＋Vm×Φent÷(1－P)）÷Sfz (1) 

  Sfz＝(LPD／2－DCS)
２×π               (2) 

   Vm：溶融物体積[36m３] 

   Vs：ペデスタル内構造物体積[4m３]（添付資料 3.2.14 別添 1 参照） 

   Φent：粒子化割合[0.173]（添付資料 3.2.14 別添 2 参照） 

   P：ポロシティ[0.5] 

   Sfz：コリウムシールドの設置を考慮した床面積[m３] 

   LPD:ペデスタル床直径[ ] 

   DCS：コリウムシールド厚さ[m] 

 

コリウムシールドの高さは，デブリ堆積高さと床に設置するコリウムシー

ルドの厚さを加えた値となるため，式(1)において Hdebriを( －DCS)m とし

て計算した結果，DCS＝約 0.15m となる。よって，デブリ保有可能性を踏まえ

ると，コリウムシールド厚さは 0.15m となる。 

 

3.3 その他の影響を踏まえたコリウムシールド厚さの設定 

コリウムシールド厚さが 0.15m の場合，コリウムシールドの侵食は発生し

ないことを添付資料 3.5.1 にて確認している。また，添付資料 3.5.2 にて，

コンクリートの温度履歴を基に，原子炉圧力容器支持機能及びデブリ保持機

能を評価した結果，これらの機能が損なわれないことを確認している。以上

より，コリウムシールド厚さが 0.15m の場合でも，原子炉圧力容器支持機能

及びデブリ保持機能への影響はない。 

また，熱影響の観点で寄与が大きい溶融デブリに着目すると，デブリ全量

（溶融物体積[約 36m３]及びペデスタル内構造物体積[約 4m３]）が溶融デブリ

と仮定した場合におけるデブリ堆積高さは約 1.63m であり，コリウムシール
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ド高さ約 1.88m に対して余裕がある。 

以上から，コリウムシールド厚さを 0.15m とする。 

 

 

第 1 図 デブリがペデスタル外へ流出する可能性のある経路 
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添付 3.5.1－1 

コリウムシールドを考慮した溶融炉心・コンクリート相互作用による 

侵食量評価について 

 

格納容器破損モード「溶融炉心・コンクリート相互作用」（以下「ＭＣＣＩ」

という。）に対する重大事故等対処設備であるコリウムシールドについて，解

析コードにおける取扱いを示すとともに，解析コード及び解析条件の不確かさ

の影響について整理する。 

 

1. 解析コードにおけるコリウムシールドの取扱いについて 

  ＭＡＡＰコードにおけるＭＣＣＩ伝熱モデルでは，溶融炉心－コンクリー

ト間の伝熱，クラストの伝熱と厚さ，上部クラスト－水プール間熱伝達が考

慮されている。ここでは，コリウムシールド模擬に伴う設定の変更点及び評

価モデルの適用性について示す。 

 (1) コリウムシールドの模擬について 

   ＭＡＡＰコードにおけるＭＣＣＩ伝熱モデルの概念図を第 1 図に示す。

ＭＡＡＰコードによる侵食量評価では，本モデルのうち，コンクリートの

物性値として設定されている以下のパラメータについて，ＺｒＯ２の物性

値を固定値で設定し，コリウムシールドを模擬している。 

   ・侵食開始温度 

   ・密度 

   ・比熱 

   ・熱伝導率 

   ・溶融潜熱 

   侵食開始温度については，化学反応等による侵食開始温度低下を考慮し

た保守的な設定としている（別添 1）。また，落下した溶融炉心とコリウ
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ムシールド間の接触面温度は侵食開始温度未満であることから，コリウム

シールドの侵食は発生しない。なお，解析上はコリウムシールドの厚さを

考慮し，コリウムシールド裏面にはコンクリートが配置されたモデルとし

て評価を実施しているが，コンクリート－コリウムシールド間の伝熱にお

いて接触熱抵抗は考慮していない。 

   以上のとおり，ＭＡＡＰコードにおいてコリウムシールドを適切に模擬

している。 

 

 (2) 溶融炉心－コリウムシールド間の伝熱 

   溶融炉心－コリウムシールド間の伝熱は，以下の溶融炉心－コンクリー

ト間の伝熱と同様のモデルを用いている。溶融プールからクラスト，クラ

ストから構造材への伝熱は，壁面及び床の材質に依存しないモデルとなっ

ているため，コリウムシールドにも適用可能である。 

 

   床方向の熱流束   =          ,  +        
             =    (1    )  
   壁方向の熱流束   =          ,  +        
             =    (1    )  
   ここで， 

      ，  ： 床方向及び側面方向の熱流束 [W/m2] 

      ，  ： 溶融プールからクラスト層への対流熱伝達係数 [W／m２・K] 

       ，   ： 溶融プールが完全な液相の場合の対流熱伝達係数 [W／m２・

K] 

      ： 固化割合 [－] 

     ： 固化効果項の指数 [－] 
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      ： 溶融プールの温度 [K] 

      , ： デブリ融点 [K] 

      ： 体積発熱率 [W/m3] 

        ，    ： 床面及び壁面のクラスト厚さ [m] 

 

 (3) クラストの厚さ 

   床面及び壁面のクラスト厚さ評価モデルでは，溶融プールからの伝熱及

び構造材への伝熱によりクラスト厚さの変化率を計算しており，壁面及び

床の材質に依存しないモデルとなっているため，コリウムシールドにも適

用可能である。 

 

     = 2     ,     /   
   ここで, 

     ： 床方向又は側面方向の熱流束 [W/m2] 

      ： デブリ熱伝導率 [W/m･K] 

      , ： デブリ融点 [K] 

      ： クラスト－コリウムシールド接触面温度 [K] 

      ： 床面又は壁面のクラスト厚さ [m] 
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2. 解析コードにおける不確かさの影響

(1) 不確かさの整理

解析コードにおける，コリウムシールドを考慮したＭＣＣＩ過程毎の不

確かさ要因を整理する。ＢＷＲプラント安全審査資料「重大事故等対策の

有効性評価に係るシビアアクシデント解析コードについて」において，Ｍ

ＣＣＩは以下の過程で段階的に推移することが示されているが，コリウム

シールドを考慮してもこの過程に変わりはない。

・原子炉圧力容器下部ヘッド破損過程

・溶融物の落下・堆積過程

・ＭＣＣＩ進行と注水によるデブリ冷却過程

 ただし，「ＭＣＣＩ進行と注水によるデブリ冷却過程」においては，Ｍ

ＣＣＩ現象の影響因子として溶融炉心からのコリウムシールドを介したコ

ンクリートへの伝熱を考慮する必要がある。ここで，ＭＣＣＩ伝熱モデル

では固定値の物性を設定することから，コリウムシールドを介した伝熱の

感度解析パラメータとして，コリウムシールドの伝熱物性値の温度依存性

が想定される。第 2 図にＭＣＣＩにおける不確かさに関する流れ図を示す。 

 ＭＣＣＩ現象の影響因子より抽出された感度解析パラメータに対して，

感度解析の要否を整理する。ＭＣＣＩ評価の不確かさに関する評価結果を

第 1 表に示す。 

エントレインメント係数について，感度解析より溶融炉心の細粒化割合

がコンクリート侵食に与える感度は小さいことを確認している。また，こ

のことは，エントレインメント係数の不確かさにより溶融炉心の細粒化割

合が変化した場合でも溶融炉心の温度に対する感度は小さいことを示して

おり，コリウムシールド侵食に与える感度についても同様に小さいと考え

られることから，評価項目となるパラメータに与える影響は小さく，コリ
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ウムシールドを考慮した感度解析は不要である。 

   溶融炉心の拡がりについて，溶融炉心の拡がりが抑制されると想定した

場合は，種々の不均一な堆積形状を考慮しても，拡がりが抑制されないペ

デスタル（ドライウェル部）への均一堆積形状の方が溶融炉心と水の伝熱

面積が大きくなり，溶融炉心が冷却される傾向となる。拡がりが抑制され

ない均一堆積形状の場合，溶融炉心落下時点における溶融炉心とコリウム

シールドの接触面温度はコリウムシールドの侵食開始温度を下回っており，

また，溶融炉心への注水によって溶融炉心は継続的に冷却されることから，

溶融炉心の拡がりが抑制されると想定した場合においても，コリウムシー

ルド及びコンクリートの侵食への影響はなく，評価項目となるパラメータ

に与える影響はないことから，コリウムシールドを考慮した感度解析は不

要である。 

   上面熱流束係数及び溶融プール－クラスト間の熱伝達係数について，溶

融炉心・コンクリート相互作用への影響を確認する観点で実施したエント

レインメント係数，上面熱流束及び溶融プールからクラストへの熱伝達係

数をパラメータとした感度解析を踏まえ，ＭＡＡＰコードによりコリウム

シールド及びコンクリート侵食量について支配的な溶融炉心からプールへ

の熱流束を対象に感度解析を行い，影響を確認する。【感度解析①】 

   また，侵食の異方性について，コンクリート侵食の異方性については溶

融炉心からプール水への熱流束の感度に比べて影響が小さいことが確認さ

れており，コリウムシールドは侵食開始温度に到達していないことより同

様に影響が小さいと考えられるため，上記の溶融炉心からプールへの熱流

束を対象にした感度解析により，影響を確認する【感度解析①】 

   コリウムシールドの伝熱物性値の温度依存性について，ＭＡＡＰコード

におけるＭＣＣＩ伝熱モデルでは，固定値の物性を設定することから，不
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確かさが想定される。このため，感度解析により伝熱物性値（熱伝導率，

比熱）の温度依存性の影響を確認する。【感度解析②】 

 

 (2) 感度解析 

  ａ．溶融炉心上面熱流束の感度解析【感度解析①】 

   (a)解析条件 

    解析条件を第 2 表に示す。溶融炉心から水プールへの熱流束ついては，

上面熱流束の不確かさを考慮した 800kW／m２（一定）とする。また，対

象シーケンスは，事象進展が早く，崩壊熱が大きくなり，侵食を厳しく

する観点で「大破断ＬＯＣＡ時に損傷炉心冷却に失敗し，原子炉圧力容

器が破損するシーケンス」とする。 

   (b)解析結果 

    評価結果を第 3 表に示す。ペデスタルのプール水中に落下した溶融炉

心とコリウムシールドの接触面温度は 2,100℃未満であり，コリウムシ

ールドを設置することにより，溶融炉心・コンクリート相互作用による

コンクリートの侵食が生じない。このため，原子炉圧力容器の支持機能

を維持できる。 

 

  ｂ．伝熱物性値温度依存性の感度解析【感度解析②】 

   コリウムシールドの伝熱物性値の温度依存性の影響については，「4. コ

リウムシールドの侵食を考慮した感度解析」において，コリウムシールド

の侵食が生じた場合の影響と併せて確認する。なお，伝熱物性値の温度依

存性の取扱いが可能な汎用有限解析コードにて評価した場合においても，

ペデスタル（ドライウェル部）のコンクリートが侵食されないことを確認

している（別添 2）。  
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3. 解析条件における不確かさの影響 

  ＭＡＡＰコードにおけるＭＣＣＩ評価では，コリウムシールドを考慮した

機器条件として，以下の条件を設定している。 

   ・コリウムシールド耐熱材の種類 

   ・コリウムシールド耐熱材の侵食開始温度 

   ・ペデスタル（ドライウェル部）床面積 

  これらは全て最確条件と同様の設定であることから，不確かさの影響はな

い。ＭＡＡＰコード解析条件を第 4 表に示す。 

 

4. コリウムシールドの侵食及び伝熱物性値の温度依存性を考慮した感度解析 

  溶融炉心中の金属酸化物との共晶反応により，コリウムシールドが侵食さ

れる可能性があるが，既往の実験にて確認された侵食速度を仮定した場合，

コリウムシールドの侵食量は約 33mm となる（別添 3）。コリウムシールドの

厚みが減少した場合，コリウムシールド外表面のペデスタル（ドライウェル

部）のコンクリートへの伝熱量が大きくなることから，この影響を感度解析

により確認する。また，前述のとおり，ＭＡＡＰコードではＺｒＯ２の物性

値を固定値で設定するモデルであることから，伝熱物性値の温度依存性の不

確かさの影響についても併せて確認する。 

 (1) 解析条件 

   解析条件を第 5 表に示す。コリウムシールドの厚さは，コリウムシール

ドの設計値に対して，既往実験に基づく侵食量の約 33mm を考慮し，保守性

を見込んだ値として 110mm を設定する。なお，コリウムシールドの侵食に

よるペデスタル（ドライウェル部）床面積の拡大は保守的に考慮しない。 

   また，ＭＡＡＰコードにおけるコリウムシールドの伝熱物性値の温度依

存性の不確かさを考慮し，ペデスタル（ドライウェル部）のコンクリート
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の温度を厳しく評価する観点で，常温時のＺｒＯ２の伝熱物性値を設定す

る。 

   対象シーケンスは，事象進展が早く，崩壊熱が大きくなり，ペデスタル

（ドライウェル部）のコンクリート侵食を厳しく評価する観点で「大破断

ＬＯＣＡ時に損傷炉心冷却に失敗し，原子炉圧力容器が破損するシーケン

ス」とする。 

 

 (2) 解析結果 

   解析結果を第 6 表に示す。また，ベースケース及び感度解析ケースのコ

リウムシールド温度の推移及びコンクリート温度の推移を第 3 図から第 6

図，クラスト厚さの推移（上下方向）を第 7 図に示す。コリウムシールド

内表面温度の最高値は約 1,860℃にとどまり，コリウムシールドの侵食開

始温度である 2,100℃を下回ることから，コリウムシールドの侵食は金属

酸化物との共晶反応で生じた状態から進行しない。また，コリウムシール

ド外表面と接するペデスタル（ドライウェル部）コンクリートの温度の最

高値は約 728℃にとどまり，コンクリートの侵食開始温度である約 1,230℃

を下回ることから，コンクリートは侵食されない。このため，コリウムシ

ールドが金属酸化物との共晶反応により侵食された場合においても，コリ

ウムシールドを介した伝熱の不確かさが，評価項目となるパラメータに与

える影響は小さい。 

 

5. まとめ 

  ＭＡＡＰコードではコリウムシールドを適切に模擬しており，溶融炉心－

コリウムシールド間の伝熱モデルはコリウムシールドに適用可能である。 

  コリウムシールドを考慮した解析コードの不確かさを踏まえた感度解析に
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より，原子炉圧力容器の支持機能を維持でき，不確かさの影響は小さいこと

を確認した。また，コリウムシールドを考慮した解析条件は最確条件と同様

であり，不確かさはない。 

  さらに，コリウムシールドが金属酸化物との共晶反応により侵食される可

能性を考慮した感度解析により，コリウムシールド外表面と接するコンクリ

ートは侵食されないことを確認した。 
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第 2 表 解析条件（溶融炉心上面熱流束）【感度解析①】 

項 目 ベースケース 感度ケース 

対象シーケンス 

過渡事象時に損傷炉心冷却

に失敗し，原子炉圧力容器が

破損するシーケンス 

大破断ＬＯＣＡ時に損傷炉

心冷却に失敗し，原子炉圧力

容器が破損するシーケンス 

溶融炉心から水プール

への限界熱流束 

800kW／m２ 

（圧力依存性あり） 

800kW／m２ 

（一定※１） 

ペデスタル初期水位 1m 

ペデスタル注水 ＲＰＶ破損 7 分後から 80m３／h 

コリウムシールド厚さ 15cm 

コリウムシールド侵食

開始温度 
2,100℃※２ 

ＲＰＶ破損時の 

溶融炉心温度 
ＭＡＡＰ解析結果に基づく 

※１ 侵食の不均一性等の影響を考慮して設定 

※２ ＺｒＯ２耐熱材の 100mol％Ｚｒによる侵食試験結果に基づき設定（別添 1） 

 

 

第 3 表 解析結果（溶融炉心上面熱流束）【感度解析①】 

項 目 ベースケース 感度ケース 

コリウムシールド侵食量 

（壁面及び床面） 
侵食なし 侵食なし 

ペデスタル（ドライウェル部）

コンクリート侵食量 

（壁面及び床面） 

侵食なし 侵食なし 
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第 4 表 ＭＡＡＰコード解析条件 

項 目 解析条件 最確条件 

機
器
条
件 

コリウムシールド耐熱材 

の種類 
ジルコニア耐火材 ジルコニア耐火材 

コリウムシールド耐熱材 

の侵食開始温度 
2,100℃ 2,100℃ 

ペデスタル（ドライウェル部） 

床面積 

コリウムシールド 

を考慮 

コリウムシールド 

を考慮 

 

第 5 表 解析条件（伝熱物性値及びコリウムシールド侵食）【感度解析②】 

項 目 ベースケース 感度ケース 

対象シーケンス 

過渡事象時に損傷炉心冷却

に失敗し，原子炉圧力容器が

破損するシーケンス 

大破断ＬＯＣＡ時に損傷炉

心冷却に失敗し，原子炉圧力

容器が破損するシーケンス 

コリウムシールド厚さ 15cm 11cm ※１ 

コリウムシールド 

熱伝導率 
 ※２  ※３ 

コリウムシールド 

比 熱 
 ※２  ※３ 

コリウムシールド 

侵食開始温度 
2,100℃※４ 

ペデスタル（ドライウェ

ル部）床面積 
 

ペデスタル初期水位 1m 

※１ 金属酸化物との共晶反応による侵食を仮定した厚さとして設定（別添 3） 

※２ ＺｒＯ２耐熱材の侵食開始温度における伝熱物性として設定 

※３ ＺｒＯ２耐熱材の常温における伝熱物性として設定 

※４ ＺｒＯ２耐熱材の 100mol％Ｚｒによる侵食試験結果に基づき設定（別添 1） 
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第 6 表 解析結果（伝熱物性値及びコリウムシールド侵食）【感度解析②】 

項 目 ベースケース 感度ケース 

コリウムシールド侵食量 

（壁面及び床面） 
侵食なし 侵食なし 

ペデスタル（ドライウェル部）

コンクリート侵食量 

（壁面及び床面） 

侵食なし 侵食なし 

 

 

 

 

第 1 図 ＭＡＡＰコードにおけるＭＣＣＩ伝熱モデル 

 

※ コリウムシールドに相当する厚さ部分に

対してＺｒＯ２の物性値を設定し，コリウ

ムシールドを模擬 

※ 

※ 

※ 
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第 3 図 コリウムシールド内表面温度の推移 

（ベースケース） 

 

 

第 4 図 コリウムシールド内表面温度の推移 

（感度解析ケース）  
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床面温度 
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添付 3.5.1－16 

 

第 5 図 ペデスタル（ドライウェル部）コンクリート表面温度の推移 

（ベースケース） 

 

 

第 6 図 ペデスタル（ドライウェル部）コンクリート表面温度の推移 

（感度解析ケース）  
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最高温度 約 292℃（壁面） 
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添付 3.5.1－17 

 

第 7 図 クラスト厚さの推移（上面及び下面※1） 

※1 側面クラストはコリウムシールドと接しており下面クラストと同等の挙

動を示すと考えられることから，代表として上面及び下面クラスト厚さを

示す。 

  

下面クラスト 

上面クラスト 

事故後の時間（h） 

ク
ラ

ス
ト

厚
さ

（
m
）

 

コリウムシールドの吸熱によ
りクラスト増加、コリウムシ
ールドの温度上昇に伴いクラ
スト厚さは徐々に減少 

水プールからの除熱により
クラスト増加 

上面クラストが下面クラス
トに到達し，溶融炉心全体
が固化（上面，下面クラス
ト厚さは平均値として表示
される） 
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添付 3.5.1－18 

別添 1 

ＺｒＯ２耐熱材の侵食開始温度の設定について 

 

ＺｒＯ２耐熱材の侵食量評価においては，耐熱材の侵食開始温度として

2,100℃を設定している。その設定の考え方を以下に示す。 

ＺｒＯ２単体での融点は約 2,700℃であるが，溶融炉心に含まれるＺｒ等の金

属との化学反応により，ＺｒＯ２耐熱材の侵食開始温度は 2,700℃より低下する。 

これに対して，化学反応による耐熱材の侵食影響を確認するため，ＺｒＯ２

試験片の各種溶融金属への浸透試験が実施されており，溶融金属中のＺｒの割

合が大きいほど耐熱材の侵食量が大きくなる傾向が確認されている。 

第 1 図※に，極めて耐熱材の侵食が大きくなる 100mol％Ｚｒの条件で実施さ

れた侵食試験後のＺｒＯ２耐熱材試験片の断面写真を示す。試験結果より，

2,150℃以上の条件では数分で耐熱材試験片が大きく侵食されているのに対し，

2,100℃では 30 分保持した場合でもほとんど侵食されていない。 

なお，本試験は 100mol％Ｚｒという極めて厳しい条件で実施されているが，

実機における溶融炉心では，ＵＯ２，ＳＵＳ及び金属－水反応で生成されたＺ

ｒＯ２等が含まれるため，100mol％Ｚｒという条件は考え難く，ＺｒＯ２耐熱材

は試験条件より侵食されにくくなると考えられる。 

以上より，ＺｒＯ２耐熱材の侵食量評価においては，極めて厳しい試験条件

でも侵食量がわずかであった 2,100℃を侵食開始温度として設定した。 
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添付 3.5.1－19 

第 1 図 試験後の断面写真 

※ 本図は，中部電力(株)，東北電力(株)，東京電力ホールディングス(株)，北陸電力(株)，
中国電力(株)，日本原子力発電(株)，電源開発(株)，(一財)エネルギー総合工学研究所，
(株)東芝，日立 GE ニュークリア・エナジー(株)が実施した共同研究の成果の一部である。 
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添付 3.5.1－20 

別添 2 

汎用有限解析コードによるコリウムシールド伝熱物性値温度依存性の 

影響評価について 

 ＭＡＡＰコードにおけるＭＣＣＩ伝熱モデルでは，固定値の物性を設定する

ことから，不確かさが想定される。このため，伝熱物性値の温度依存性の取扱

いが可能な汎用有限解析コードＡＢＡＱＵＳを用いた熱伝導解析により影響を

確認する。 

1. 伝熱物性値温度依存性の感度解析

(1) 解析条件

解析条件を第 1 表に示す。コリウムシールドの伝熱物性は既往の共同研

究において確認された値を設定する。また，ＭＡＡＰ解析に基づくコリウ

ムシールド－溶融炉心接触面温度，ペデスタル雰囲気温度等を境界条件と

する。なお，これらの境界条件は，ＲＰＶが破損し溶融炉心がペデスタル

へ落下する事故シーケンスの解析結果を包絡する保守的な温度条件を適用

する。 

(2) 解析結果

解析結果を第 2 表及び第 1 図に示す。解析結果が最も厳しいペデスタル

（ドライウェル部）壁面の温度は約 900℃であり，コンクリートの侵食開

始温度である約 1,230℃を下回ることから，ペデスタル（ドライウェル部）

のコンクリートは侵食されない。 

なお，ＡＢＡＱＵＳを用いた熱伝導解析結果は，本添付資料の本文「4.
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添付 3.5.1－21 

コリウムシールドの侵食及び伝熱物性値の温度依存性を考慮した感度解析」

において示したＭＡＡＰコードによる解析結果（壁面温度 約 728℃）を上

回っているが，これは大破断ＬＯＣＡシナリオとして溶融炉心から水プー

ルへの限界熱流束 800kW／m２（一定）を考慮したＭＡＡＰ解析を包絡する

温度境界条件を与えたためである。 

第 1 表 解析条件（伝熱物性値温度依存性） 

項 目 設 定 備 考 

解析コード 汎用有限解析コードＡＢＡＱＵＳ 

温度境界条件 
過渡事象及び大破断ＬＯＣＡシナリオ※

のＭＡＡＰ解析結果を包絡する条件 

添付資料 3.5.2 別添 1

第 3 図から第 6 図 

コリウムシールド

伝熱物性値
既往の共同研究において確認された値 

添付資料 3.5.2 別添 1

第 4 表 

※ 大破断ＬＯＣＡシナリオとして溶融炉心から水プールへの限界熱流束 800kW／m２

（圧力依存性あり）及び 800kW／m２（一定）の 2 ケースを考慮

第 2 表 解析結果（伝熱物性値温度依存性） 

項 目 解析結果 備 考 

ペデスタル 

壁面温度 
約 900℃ 

コンクリート侵食開始温度

約 1,230℃ 
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添付 3.5.1－22 

第 1 図 ペデスタル壁面の温度変化 

ＲＰＶ破損後の時間（h） 

温
度

（
℃

）
 

ペデスタル内壁面 

ペデスタル外壁面 
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添付 3.5.1－23 

別添 3 

既往実験の知見を考慮したコリウムシールドの侵食量評価について 

 ＭＡＡＰコードによる侵食量評価では，溶融炉心中のＺｒによるＺｒＯ２耐

熱材の還元反応を考慮し，耐熱材侵食試験結果に基づき侵食開始温度を保守的

に 2,100℃と設定した上で，溶融炉心によるコリウムシールドの侵食が生じな

いことを確認している。しかし，溶融炉心中には少量ながらその他の金属酸化

物も含まれており，これらの影響によってＺｒＯ２耐熱材が侵食される可能性

も考えられるため，関連する既往実験の知見を考慮した場合のコリウムシール

ドの侵食量について検討する。 

1. ＣＩＴ実験について

模擬溶融炉心によるＺｒＯ２耐熱材の侵食挙動に係る実験として，欧州委

員会のプロジェクトとして実施されたＣＩＴ実験[1][2]がある。 

ＣＩＴ実験では，第 1 図に示すような試験装置によって，模擬溶融炉心と

ＺｒＯ２耐熱材を最長 10 時間程度接触させ，模擬溶融炉心の表面温度（Ｚｒ

Ｏ２耐熱材との界面温度）と侵食深さの推移が測定された。そのうち，CIT-9

及び CIT-11 では実機の条件に近い組成のＺｒＯ２耐熱材が用いられている。 

CIT-9 における入力エネルギ及び模擬溶融炉心表面温度とＺｒＯ２耐熱材

の侵食深さの推移を第 2 図及び第 3 図に示す。耐熱材の最終的な侵食深さは

22.5mm，最大の侵食速度は 0.18mm／min と報告されている。実験において，

模擬溶融炉心は誘導加熱により 2,080℃から 2,474℃まで段階的に昇温され

たが，出力を一定に維持し模擬溶融炉心の昇温を停止すると，耐熱材の侵食

は一定の深さまで進んだ後に停止する挙動が確認されている。 

また，CIT-11 における模擬溶融炉心表面温度とＺｒＯ２耐熱材の侵食深さ
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添付 3.5.1－24 

の推移を第4図に示す。最終的な侵食深さは39.5mm，最大の侵食速度は0.28mm

／min と報告されており，CIT-9 と同様に出力を一定に維持すると侵食が停止

する挙動が確認されている。 

第 1 図 ＣＩＴ実験装置 

第 2 図 CIT-9 における入力エネルギ 
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添付 3.5.1－25 

第 3 図 CIT-9 における模擬溶融炉心表面温度と耐熱材侵食深さの推移 

第 4 図 CIT-11 における模擬溶融炉心表面温度と耐熱材侵食深さの推移 

2. 実験条件と実機条件の比較

CIT-9 及び CIT-11 実験にて用いられたＺｒＯ２耐熱材の組成を第 1 表に示

す。主成分であるＺｒＯ２の純度は 94.7wt％であり，東海第二発電所におい

てコリウムシールドとして用いるＺｒＯ２耐熱材と同等であることから，耐

熱材の特性は実験条件と実機条件で大きな差はないと考えられる。 

次に，CIT-9 及び CIT-11 実験における模擬溶融炉心の組成を第 2表に示す。

実験で用いられた模擬溶融炉心は，酸化鉄（ＦｅＯやＦｅ３Ｏ４）の割合が大

(2080℃) 

(2238℃) 

(2395℃) 
(2474℃) 

( )内：各 stage における 

模擬溶融炉心表面温度 
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添付 3.5.1－26 

きく，ＣＩＴ実験においては，これらの酸化鉄とＺｒＯ２の共晶反応により，

ＺｒＯ２耐熱材が溶融，侵食されたものと考えられる。 

一方，実機での溶融炉心中に含まれる酸化鉄の割合は 3％程度※１と想定さ

れ，溶融炉心に混入し得るペデスタル内構造物 4m３を全量酸化鉄※２として加

えた場合でも酸化鉄割合は約 13％となることから，ＣＩＴ実験の条件は，と

もに実機条件に比べて共晶反応による耐熱材侵食が生じやすい条件と考えら

れる。 

※１ 原子炉圧力容器破損時点での溶融炉心中の酸化鉄割合

（ＭＡＡＰ解析結果より） 

※２ ペデスタル内構造物は主にＳＵＳ材であり鉄以外の物質も含まれ

る。また，含有する鉄が全て酸化することは考え難いが，ここで

は保守的に全量を酸化鉄として計算 

第 1 表 CIT-9 及び CIT-11 実験におけるＺｒＯ２耐熱材組成 

成分 割合 wt％ 

ＳｉＯ２ 1.4 

ＣａＯ 0.2 

ＭｇＯ 2.5 

Ｆｅ２Ｏ３ 0.2 

Ａｌ２Ｏ３ 0.8 

ＴｉＯ２ 0.2 

ＺｒＯ２ 94.7 

第 2 表 CIT-9 及び CIT-11 実験における模擬溶融炉心組成 

CIT-9 CIT-11 

組成 wt％ 

49.1 ＵＯ２ 

20.4 ＺｒＯ２ 

30.5 ＦｅＯ 

19.0 ＺｒＯ２ 

81.0 Ｆｅ３Ｏ４ 

（共晶組成） 
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3. 実機におけるＺｒＯ２耐熱材と金属酸化物との共晶反応による侵食

CIT-9 及び CIT-11 実験は，ともに実機の酸化鉄の割合を大きく上回ってい

るが，ここでは実機の酸化鉄の割合により近い CIT-9 実験に基づきＺｒＯ２

耐熱材の共晶反応による侵食量について考察する。 

実機のＭＡＡＰ解析結果によれば，溶融炉心とコリウムシールドの接触面

の最高温度は約2,000℃となっている。CIT-9実験では，これを上回る2,080℃

において約 4mm の侵食が見られているが，その侵食量は時間とともに増加す

る傾向にはない結果となっている。ただし，この挙動は実験容器が外部から

冷却されていたことに起因することが示唆されており，外部冷却がない場合

には侵食が継続的に生じる可能性がある。 

仮に実機において共晶反応による侵食が継続的に生じる可能性を考慮し，

ＲＰＶ破損時点から溶融炉心とコリウムシールドの接触面温度が 1,800℃※３

を下回るまでの約3時間，CIT-9実験で確認された最大侵食速度である0.18mm

／min で侵食が進んだと仮定した場合でも，侵食量は約 33mm となる。 

※３ 酸化鉄との共晶反応による侵食がより生じやすい条件と考えられ

る CIT-11 実験にて，ＺｒＯ２耐熱材の侵食が開始している温度 

（第 4 図） 

したがって，万一溶融炉心中の酸化鉄が局所的に存在し耐熱材が侵食され

たとしても，侵食量はコリウムシールド厚さ 15cm を十分下回る。 

なお，コリウムシールドのＺｒＯ２耐熱材ブロック間やアンカボルト周囲

の隙間には，耐熱材ブロックと同成分の不定形耐火物とモルタルバインダ（主

成分：ケイ酸ナトリウム）を混錬したモルタルを目地材として用いる（第 5

図）。このモルタルは，耐熱材ブロックと同等のＺｒＯ２含有率を有するも

のを用いるとともに，常温で固化し，固化後は周囲のＺｒＯ２耐熱材と結合

して耐熱材ブロックと同等の性能を発揮するため，溶融炉心による選択的な
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侵食は生じない。また，仮にモルタルの溶融を想定する場合においても，モ

ルタルの大半を占めるＺｒＯ２は溶融せず，モルタルバインダのみが溶融す

ると考えられるため，耐火材ブロックに生じる間隙は極めてわずかであるこ

と，及びコリウムシールドへの伝熱によって溶融炉心は表面がクラスト化し

流動性が低下することから，耐火材ブロックに生じる間隙へ選択的に侵入す

るとは考え難く，コリウムシールドの健全性に影響を与えることはないと考

える。 

また，ＭＡＡＰ解析結果における原子炉圧力容器破損時の溶融炉心温度は

2,100℃から2,200℃程度となっているが，添付資料3.2.15に記載のとおり，

ドライ条件にて 2,450℃以上の模擬溶融炉心を落下させた試験でも，耐熱材

の顕著な侵食や割れは確認されておらず，また，ＺｒＯ２の融点は約 2,700℃

※４と十分高いことから，溶融炉心落下時の熱衝撃やジェットインピンジメン

トによりコリウムシールドの健全性が失われることはない。

※４ ＺｒＯ２耐熱材の侵食開始温度 2,100℃は，溶融炉心と耐熱材が接

触し続けた際の化学反応を考慮し設定している（別添 1）。一方，

ジェットインピンジメントは，化学反応ではなく溶融炉心落下時

の短時間での熱移送に付随し生じるものであるため，ＺｒＯ２の

融点との比較を行っており，水プール中に溶融炉心が落下するこ

とから影響はないと考える。 
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第 5 図 コリウムシールド設置構造概念図 

参考文献 

[1] D.Lopukh et al.，“New Experimental Results On The Interaction Of Molten

Corium With Core Catcher Material”，ICONE-8179，(2000)．

[2] J.M.Seiler，K.Froment，“Material Effects On Multiphase Phenomena In

Late Phases Of Severe Accidents Of Nuclear Reactors”，Multiphase

Science and technology，Vol.12，No.2，pp.117-257，(2000)．

＜側面図＞ ＜正面図＞ 
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添付資料 3.5.2 

添付 3.5.2－1 

溶融炉心による熱影響評価について 

1. 評価目的

東海第二発電所におけるペデスタル構造の特徴を踏まえた対策として，溶

融炉心・コンクリート相互作用（以下「ＭＣＣＩ」という。）によるペデス

タル（ドライウェル部）（以下「ペデスタル」という。）への影響抑制のた

めのコリウムシールドを設置するとともに，原子炉圧力容器（以下「ＲＰＶ」

という。）から落下した溶融炉心（以下「デブリ」という。）の冠水及び水

蒸気爆発による影響抑制の観点からＲＰＶ破損時のペデスタル内水位を 1m

に維持する対策，さらに，床スラブ内の排水流路をスリット形状としてデブ

リを凝固させる対策を講じることとしている。

これら東海第二発電所の特徴を踏まえた対策を考慮した上で，ＲＰＶ破損

時にペデスタルへ落下したデブリからの熱影響によってペデスタルに要求さ

れるＲＰＶ支持機能及びデブリ保持機能が損なわれないことを評価する。 

2. 評価方針

ＲＰＶ破損後にデブリからの伝熱によって高温となる鉄筋コンクリートの

物性変化を考慮した上で，ＲＰＶ支持機能及びデブリ保持機能の維持に必要

な構造強度が保持されることを評価する。 

3. 評価方法

(1) 荷重条件

構造強度の評価に当たり，ＲＰＶ支持機能の評価ではＲＰＶ，遮へい壁

等の自重（以下「ＲＰＶ等の自重」という。）を考慮する。また，デブリ

保持機能の評価では，デブリ，コリウムシールド，床スラブ躯体等の自重
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（以下「デブリ等の自重」という。）を考慮する。 

(2) 評価部位及び項目

ａ．側壁（ＲＰＶ支持機能） 

ＲＰＶ等の自重により，側壁コンクリートには圧縮軸力が作用し，側

壁基部コンクリートには面外方向のせん断力が作用する。 

このため，高温によるコンクリート圧縮強度の低下を考慮した等価壁

厚を評価し，ＲＰＶ等の自重による圧縮軸力及び面外せん断に対して必

要な壁厚と比較する。 

ｂ．床スラブ（デブリ保持機能） 

デブリ等の自重により，床スラブのコンクリートには面外せん断力が

作用し，鉄筋には曲げ応力が作用する。 

このため，高温によるコンクリートの圧縮強度の低下を考慮した等価

板厚を評価し，デブリ等の自重によるせん断力に対して必要な板厚と比

較する。また，高温による鉄筋の強度低下を考慮した等価鉄筋量を評価

し，デブリ等の自重による曲げ応力に対して必要な鉄筋量と比較する。 

(3) 温度条件

別添 1 にペデスタルの温度評価を示す。デブリからの伝熱によるペデス

タルの側壁及び床スラブの温度は，ＭＡＡＰコードによる解析結果に基づ

き，汎用有限解析コードＡＢＡＱＵＳによる熱伝導解析にて評価する。 

(4) 判断基準

炉心損傷防止に失敗し，重大事故時を想定する防護レベルにおいて，格

納容器の健全性維持に必要な安全機能が維持されることを確認する観点よ
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り，判断基準は終局限界状態に至らないこととする。具体的には，側壁コ

ンクリートの必要壁厚，床スラブコンクリートの必要板厚，床スラブの必

要鉄筋量の算定において，終局強度又は短期許容応力度を適用する。別添

2 にＲＰＶ支持に必要な側壁コンクリート厚さ評価を，別添 3 にデブリ保

持に必要な床スラブコンクリート厚さ評価を，別添 4 にデブリ保持に必要

な床スラブ鉄筋量評価を示す。 

4. 評価結果

以下にＲＰＶ支持機能及びデブリ保持機能に対する評価結果を示す。評価

結果はいずれも判断基準を満足し，デブリからの熱影響によってもペデスタ

ルに要求される機能は損なわれることはない。

(1) 側壁（ＲＰＶ支持機能）

ａ．コンクリートに対する圧縮軸力 

別添 5 に熱影響を考慮した側壁コンクリートの構造評価を示す。側壁

コンクリートの等価壁厚は約 1,229mm であり,ＲＰＶ等の自重によって

コンクリートに作用する圧縮軸力に対して必要な壁厚 133mm（別添 2）を

上回る。 

ｂ．基部コンクリートに対する面外せん断力 

別添 5 に示したとおり，側壁コンクリートの等価壁厚は約 1,276mm で

あり，ＲＰＶ等の自重によって基部コンクリートに作用する面外せん断

力に対して必要な壁厚 192mm（別添 2）を上回る。 

(2) 床スラブ（デブリ保持機能）

ａ．コンクリートに対する面外せん断力 

別添 6 に熱影響を考慮した床スラブのコンクリート及び鉄筋の評価を
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示す。床スラブコンクリートの等価板厚は約 629mm であり，デブリ等の

自重によってコンクリートに作用する面外せん断力に対して必要な板厚

（別添 3）を上回る。 

ｂ．鉄筋に対する曲げ応力 

別添 6 に示したとおり，床スラブの鉄筋コンクリート部の幅 1m 当たり

の等価鉄筋量は であり,デブリ等の自重によって鉄筋に作用

する曲げ応力に対して必要な鉄筋量 （別添 4）を上回る。 

 

5. まとめ 

東海第二発電所におけるペデスタル構造の特徴を踏まえた対策による影響

を考慮し，デブリからの熱影響に対するペデスタルの構造健全性を評価した。 

その結果，高温による鉄筋コンクリートの物性変化を考慮しても，ペデス

タルに要求されるＲＰＶ支持機能及びデブリ保持機能が損なわれないことを

確認した。 
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別添 1 

デブリからの伝熱によるペデスタルの温度評価 

 

1. 概要 

ＭＡＡＰコードによる解析結果に基づき，汎用有限解析コードＡＢＡＱＵ

Ｓを用いた熱伝導解析により，デブリからの伝熱によるペデスタルの側壁及

び床スラブの温度を評価する。 

 

2. 汎用有限解析コードＡＢＡＱＵＳによるペデスタル熱伝導解析 

(1) 評価モデル 

第 1 図に熱伝導解析モデルを示す。デブリからの熱影響による側壁及び

床スラブの温度は，２次元体系有限要素法解析により評価する。本評価で

は，解析体系を縦横のメッシュで区切り，以下に示す２次元体系での非定

常熱伝導の支配方程式に基づき，各部の温度変化を計算している。 

Q
y
Tk

yx
Tk

xt
Tc yx  

ここで，T：温度，ρ：密度，c：比熱，kx,ky：x 方向及び y 方向の熱伝

導率，Q：物体の内部発熱量である。 

 

(2) 評価条件 

第 1 表にＡＢＡＱＵＳコードによる熱伝導解析の解析条件を示す。解析

条件は，ＲＰＶが破損しデブリがペデスタルへ落下する事故シーケンスに

対するＭＡＡＰコードの解析結果を参照※し，これを包絡する条件を設定

している。 
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※ 参照するＭＡＡＰ解析結果は，有効性評価上のベースケースを含

む以下を考慮 

・起因事象：過渡事象，デブリから水プールへの限界熱流束：800kW

／m２（圧力依存性あり）（ベースケース） 

・起因事象：ＬＯＣＡ，デブリから水プールへの限界熱流束：800kW

／m２（圧力依存性あり） 

・起因事象：ＬＯＣＡ，デブリから水プールへの限界熱流束：800kW

／m２（一定） 

 

(3) 評価結果 

第 7 図にペデスタル温度の評価点の位置を示す。また，第 8 図に横スリ

ット部の温度変化を示す。横スリット部の最高温度は約 798℃であり，ス

リット内で凝固したデブリは再溶融する温度に至らない。 

また，第 9 図に側壁の温度変化を，第 10 図に床スラブ鉄筋コンクリート

部の温度変化をそれぞれ示す。ペデスタル側壁の最高温度は内表面で約

900℃，床スラブ鉄筋コンクリート部の最高温度は上端部で約 475℃となっ

ている。 
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第 1 表 ＡＢＡＱＵＳコードによる熱伝導解析条件 

項目 条件 備考 

デブリ密度（kg／m３） 

ＭＡＡＰ計算結果（ＲＰＶ破損時の

値）を包絡する値 

デブリ熱伝導率（W／mK） 

デブリ比熱（J／kgK） 

デブリ溶融潜熱（J／kg） 

デブリ内部発熱密度（W／m３） （第 2 図） 

ＭＡＡＰ計算結果 

（保守的にスクラム後 3時間からの

崩壊熱を使用。希ガス・揮発性ＦＰ

による減衰（30％）を考慮） 

ＳＵＳ密度（kg／m３） 

（第 2 表） 伝熱工学資料改訂第５版より ＳＵＳ熱伝導率（W／mK） 

ＳＵＳ比熱（J／kgK） 

コンクリート密度（kg／m３） 2,345 
鉄筋コンクリート構造計算規準・同

解説（2010）より 

コンクリート熱伝導率（W／mK）
（第 3 表） Ｅｕｒｏｃｏｄｅより 

コンクリート比熱（J／kgK）

ジルコニア耐火材密度（kg／m３） 

（第 4 表） 試験結果※に基づき設定 ジルコニア耐火材熱伝導率（W／mK） 

ジルコニア耐火材比熱（J／kgK） 

スリット内デブリ初期温度（℃）

ＭＡＡＰ計算結果におけるＲＰＶ

破損時のデブリ平均温度 に

対し，保守的に液相線温度を設定 

構造材初期温度（℃） 117 

ＭＡＡＰ解析結果におけるＲＰＶ

破損時点でのペデスタル構造部の

最高温度 

ペデスタル雰囲気温度（℃） （第 3 図） 

ＭＡＡＰ計算結果を包絡する温度

変化を設定 

ドライウェル雰囲気温度（℃） （第 4 図） 

サプレッション・チェンバ雰囲気温

度（℃） 
（第 5 図） 

デブリ－ジルコニア耐火材接触面 

温度（℃） 
（第 6 図） 

※ 本試験は，中部電力(株)，東北電力(株)，東京電力ホールディングス(株)，北陸電力(株)，

中国電力(株)，日本原子力発電(株)，電源開発(株)，(一財)エネルギー総合工学研究所，

(株)東芝，日立GE ニュークリア・エナジー(株)が実施した共同研究の成果の一部である。 

566



添付 3.5.2－8 

第 2 表 ＳＵＳ材物性値 

温度（K） 密度（kg／m３） 熱伝導率（W／mK） 比熱（J／kgK） 

300 7,920 16.0 499 

400 7,890 16.5 511 

600 7,810 19.0 556 

800 7,730 22.5 620 

1,000 7,640 25.7 644 

 

第 3 表 コンクリート物性値 

温度 

（℃） 

熱伝導率 

（W／mK） 

比熱 

（J／kgK） 

温度 

（℃） 

熱伝導率 

（W／mK） 

比熱 

（J／kgK） 

20 1.951 901.1 650 0.859 1,111.7 

50 1.880 917.3 675 0.833 1,114.4 

75 1.822 930.2 700 0.809 1,116.8 

100 1.766 942.8 725 0.785 1,118.7 

125 1.710 954.9 750 0.764 1,120.3 

150 1.656 966.7 775 0.743 1,121.3 

175 1.604 977.9 800 0.724 1,122.0 

200 1.553 988.8 825 0.706 1,122.2 

225 1.503 999.2 850 0.690 1,122.1 

250 1.454 1,009.3 875 0.675 1,121.4 

275 1.407 1,018.8 900 0.661 1,120.4 

300 1.361 1,028.0 925 0.648 1,118.9 

325 1.316 1,036.7 950 0.637 1,117.1 

350 1.273 1,045.1 975 0.627 1,114.7 

375 1.231 1,052.9 1,000 0.619 1,112.0 

400 1.191 1,060.4 1,025 0.612 1,108.8 

425 1.152 1,067.4 1,050 0.606 1,105.3 

450 1.114 1,074.1 1,075 0.602 1,101.2 

475 1.077 1,080.2 1,100 0.599 1,096.8 

500 1.042 1,086.0 1,125 0.597 1,091.9 

525 1.008 1,091.3 1,150 0.596 1,086.7 

550 0.976 1,096.3 1,175 0.597 1,080.9 

575 0.944 1,100.7 1,200 0.600 1,074.8 

600 0.915 1,104.8 1,225 0.600 1,068.2 

625 0.886 1,108.4 1,250 0.600 1,061.3 
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第 4 表 ジルコニア耐火材の物性値 

温度（℃） 密度（kg／m３） 熱伝導率（W／mK） 比熱（J／kgK） 

※ 本数値は，中部電力(株)，東北電力(株)，東京電力ホールディングス(株)，北陸電力(株)，

中国電力(株)，日本原子力発電(株)，電源開発(株)，(一財)エネルギー総合工学研究所，

(株)東芝，日立GE ニュークリア・エナジー(株)が実施した共同研究の成果の一部である。 
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第 1 図 熱伝導解析モデル 

第 2 図 デブリ内部発熱密度条件 

ペデスタル床面 

(a) 全体概要図

(b) スリット部拡大図

ＳＵＳ材 

冷却水 

デブリ 

横スリット 

縦スリット 

14.5cm 

14.5cm 

ジルコニア耐火材
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第 3 図 ペデスタル雰囲気温度条件 

 

 

第 4 図 ドライウェル雰囲気温度条件 

  

ＲＰＶ破損後の時間（h） 

ＲＰＶ破損後の時間（h） 

雰
囲

気
温

度
（

℃
）

 
雰

囲
気

温
度

（
℃

）
 

     過渡事象 800kW／m２（圧力依存性あり） 

     ＬＯＣＡ800kW／m２（圧力依存性あり） 

     ＬＯＣＡ800kW／m２（一定） 

     包絡温度（ＡＢＡＱＵＳ入力） 

     過渡事象 800kW／m２（圧力依存性あり） 

     ＬＯＣＡ800kW／m２（圧力依存性あり） 

     ＬＯＣＡ800kW／m２（一定） 

     包絡温度（ＡＢＡＱＵＳ入力） 
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第 5 図 サプレッション・チェンバ雰囲気温度条件 

 

 

第 6 図 デブリ－ジルコニア耐火材接触面温度条件 

  

ＲＰＶ破損後の時間（h） 

ＲＰＶ破損後の時間（h） 

雰
囲

気
温

度
（

℃
）

 
接

触
面

温
度

（
℃

）
 

     過渡事象 800kW／m２（圧力依存性あり）床面 

     ＬＯＣＡ800kW／m２（圧力依存性あり）床面 

     ＬＯＣＡ800kW／m２（一定）床面 

     過渡事象 800kW／m２（圧力依存性あり）壁面 

     ＬＯＣＡ800kW／m２（圧力依存性あり）壁面 

     ＬＯＣＡ800kW／m２（一定）壁面 

     包絡温度（ＡＢＡＱＵＳ入力） 

     過渡事象 800kW／m２（圧力依存性あり） 

     ＬＯＣＡ800kW／m２（圧力依存性あり） 

     ＬＯＣＡ800kW／m２（一定） 

     包絡温度（ＡＢＡＱＵＳ入力） 
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第 7 図 ペデスタル温度評価位置 

 

 

第 8 図 横スリット部の温度変化 

  

ペデスタル中心位置 

縦スリット直下位置 

床スラブ 

鉄筋コンクリート部 

ペデスタル側壁 

ＲＰＶ破損後の時間（h） 

温
度

（
℃

）
 

   ペデスタル中心位置 

   縦スリット直下位置 
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第 9 図 ペデスタル側壁の温度変化 

 

 

第 10 図 床スラブ鉄筋コンクリート部の温度変化 

ＲＰＶ破損後の時間（h） 

温
度

（
℃

）
 

ペデスタル内壁面 

ペデスタル外壁面 

ＲＰＶ破損後の時間（h） 

温
度

（
℃

）
 

床スラブ鉄筋コンク 

リート部 上端 

床スラブ鉄筋コンク 

リート部 下端 
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別添 2 

ＲＰＶ支持に必要な側壁コンクリート厚さ評価 

1. 概要

格納容器内のペデスタル等配置図を第 1 図に示す。ペデスタルは，原子炉

圧力容器，遮へい壁等を支持する構造物である。添付 3.5.1 のとおり，原子

炉圧力容器が破損し溶融燃料がペデスタル（ドライウェル部）に落下した場

合でも，コンクリートの侵食は生じない評価結果となっているが，ペデスタ

ル側壁部のコンクリートが侵食する可能性を考慮し，これら構造物を支持す

るために必要となるペデスタル側壁部の壁厚（以下「必要壁厚」という。）を

算定する。 

第 1 図 格納容器内ペデスタル等配置図 

2. ペデスタル側壁部に生じる荷重算定

2.1 荷重の算定方針 

必要壁厚の算定のために必要となるペデスタル側壁部の荷重は，今回工認

原子炉圧力容器 

ペデスタル 

遮へい壁 
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におけるペデスタルの構造健全性評価に用いる解析モデルを適用し，ペデス

タルにて支持される構造物の重量を考慮した解析により算定する。

2.2 解析方法 

解析モデル図を第 2 図に，解析条件等の概要について第 1 表に示す。解析

モデルは，ペデスタル構造をシェル要素にて３次元的にモデル化したものを

用いる。 

ペデスタルは，原子炉圧力容器及び遮へい壁等を支持する構造物であるた

め，解析における各構造物の重量の模擬については，ペデスタル上面に等分

布荷重として負荷させる。また，ＭＣＣＩに至る過程を踏まえれば，原子炉

圧力容器内の燃料集合体等はデブリ化し，ペデスタル床面上に落下している

ことになるが，ペデスタル側壁コンクリートの必要壁厚を保守的に算定する

ために，原子炉圧力容器内に燃料集合体が残存することを前提に評価した。 

第 2 図 ペデスタル３次元ＦＥＭモデル図 
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第 1 表 解析条件等の概要 

項 目 内 容 

解析モデル ・３次元ＦＥＭモデル

・シェル要素

解析コード ・ＮＡＳＴＲＡＮ

重量模擬 ・原子炉圧力容器 955×10３kg

（圧力容器内構造物を含む）

・遮へい壁 656×10３kg

コンクリートの

材料物性等 

・設計基準強度 22N／mm２

・ヤング係数 2.2×10４N／mm２

・せん断弾性係数 0.918×10４N／mm２

・単位体積重量 23kN／m３

3 必要壁厚の算定 

3.1 解析結果 

必要壁厚の算定に用いる荷重は，構造物の重量によるペデスタル鉛直方向

に発生する荷重（圧縮軸力）に加えて，側壁コンクリートの壁厚変化に伴う

構造不連続形状部に発生する面外せん断力についても考慮する。 

構造物の重量を付加させた解析結果として，ＭＣＣＩによる侵食が想定さ

れるペデスタル側壁部における圧縮軸力及び面外せん断力を第 2 表に示す。 

第 2 表 ペデスタル側壁部に生じる荷重 

部 位 
圧縮軸力 

（kN／m） 

面外せん断力 

（kN／m） 

ＭＣＣＩによる 

侵食想定部位 
1,940 178 
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3.2 コンクリートの応力度 

必要壁厚の算定にあたっては，鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（（社）

日本建築学会，1999）（以下「ＲＣ規準」という。）に規定されているコンク

リートの短期許容応力度を用いた。なお，水蒸気爆発に対する構造健全性評

価においては終局状態に至らないことを判断基準としているが，短期許容応

力度を用いることは保守的な取扱いとなる。第 3 表に必要壁厚算定に用いた

許容応力度を示す。 

第 3 表 必要壁厚算定に用いた許容応力度（短期） 

圧縮（N／mm２） せん断（N／mm２） 

14.6 1.06 

※ ＲＣ規準許容応力度（短期）

・圧縮：2／3Ｆｃ

・せん断：1／30Ｆｃかつ(0.49+1/100×Ｆｃ)以下の 1.5 倍

3.3 必要壁厚の算定結果 

側壁コンクリートに生じる荷重，短期許容応力度から必要壁厚を圧縮軸力

及び面外せん断力に対して算定した。 

(1) 圧縮軸力による評価

側壁コンクリートに生じる圧縮軸力と短期許容応力度が等しくなるとき

の壁厚を必要壁厚として算定する。必要壁厚は下式のとおり算定され，圧

縮軸力による評価においては，必要壁厚は 133 ㎜となる。 

1.940×10３(N／mm)÷14.6(N／mm２) ＝133 ㎜ 
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 (2) 面外せん断力による評価 

面外せん断力を用いた必要壁厚の算定については，ＲＣ規準の断面算定

に用いる評価式を適用する。 

 Ｑ＝ｂ・ｊ・ｆｓ 

 ここで， 

 Ｑ：発生荷重（N） 

 ｂ：部材の有効幅（mm） 

 ｊ：柱の中心間距離（mm） 

   ｊ＝ｄ×7／8 

     ｄ：有効せい（必要壁厚）（mm） 

 ｆｓ：短期許容応力度（N／mm２） 

 

必要壁厚は，解析により生じる面外せん断力，短期許容応力から下式のと

おり算定され，面外せん断力による評価としての必要壁厚は 192 ㎜となる。 

     ｄ＝８／７×（Ｑ÷ｂ）÷ｆｓ 

      ＝８／７×178(N／mm)÷1.06（N／mm２）＝192mm 

 

4. まとめ 

圧縮軸力による評価及び面外せん断力による評価から算定した必要壁厚を

第 4 表に整理する。熱影響を考慮しない場合の健全な側壁コンクリート厚さ

に対し，必要壁厚は，圧縮軸力に対しては 133mm，面外せん断力に対

しては 192 ㎜となる。 

 

第 4 表 必要壁厚の算定結果 

 圧縮軸力による評価 
面外せん断力 

による評価 

必要壁厚 133mm 192mm 
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別添 3 

デブリ保持に必要な床スラブ厚さ評価 

 

床スラブに係る荷重を評価し，コンクリートのせん断耐力から必要床スラブ

厚さを算定する。なお，本評価におけるコンクリートのせん断耐力は，終局強

度に対して保守的な短期許容応力度を用いる。 

 

1. 床スラブ荷重 

床スラブ荷重として，床スラブ自重及びデブリ等の床スラブ積載荷重を評

価する。 

 (1) 床スラブ自重 

床スラブ自重は， 

   ・床スラブのコンクリート体積：約 53.85m３ 

   ・鉄筋コンクリートの単位体積重量：24kN／m３ 

より，床スラブ自重による荷重は約 1.30×10３kN となる。 

 

 (2) 床スラブ積載荷重 

床スラブ積載荷重は，デブリ，冷却水，コリウムシールド及びペデスタ

ル内構造物等の総重量を保守的に切り上げた値として 500ton を使用し，約

4.90×10３kN となる。 

 

以上から，床スラブ荷重として約 6.20×10３kN を用いる。 

 

 

 

579



添付 3.5.2－21 

2. せん断応力による必要床スラブ厚さ 

床スラブ端部の必要厚さは次のとおり算定される（第 1 図）。 

   必要せん断面積＝床スラブ荷重／短期許容せん断応力度 

   必要床スラブ厚さ＝必要せん断面積／床スラブ円周長 

ＲＣ規準に規定されている短期許容せん断応力度に基づき 1.06N／mm２を

使用すると，熱影響を考慮しない場合の健全な床スラブ厚さ に対し，

必要厚さは と算定される。 

 

 

第 1 図 床スラブのせん断荷重 

 

 

第 2 図 コンクリートの許容応力度 

  

Fc：コンクリートの設計基準強度 約 22.1（N／mm２） 

せん断荷重 Q 

せん断面積 A 

床スラブ 

半径 a 
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別添 4 

デブリ保持に必要な床スラブ鉄筋量評価 

 

床スラブに係る荷重を評価し，鉄筋の終局曲げ強度から曲げ応力に対する必

要鉄筋量を算定する。 

 

1. 床スラブ荷重 

床スラブ荷重は別添 3 と同様に約 6.20×10３kN を用いる。 

分布荷重は床スラブ荷重を床面積で除した値であり となる。 

 

2. 曲げ応力による必要鉄筋量 

「機械工学便覧 基礎編 a3 材料力学」（第 1 図）に基づき，等分布荷重

を受ける周辺単純支持の円板に作用するモーメントＭを算定する。 

   Ｍ＝（3＋ν）・ｐ・ａ２／16＝  

ここで， 

   ν：ポアソン比 0.2 

   ｐ：分布荷重 

   ａ：床スラブ半径 
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算定したモーメント及び建築物の構造関係技術規準解説書（国土交通省ほ

か，2015）に示される終局曲げ強度算定式より，床スラブ本体部の幅 1m 当た

りの必要鉄筋量を算定する。 

   必要鉄筋量＝Ｍ／（σｙ・ｄ）＝  

ここで， 

   σｙ：鉄筋の降伏強度（345N／mm２）の 1.1 倍※1＝379.5N／mm２ 

   ｄ ：床スラブの有効せい※2＝  

 

※1 建築物の構造関係技術規準解説書では，終局強度算定に当たりＪＩＳ規

格品の鉄筋の基準強度を 1.1 倍以下の数値とすることができるとされ

ている。 

※2 圧縮縁から引張側鉄筋の重心までの距離（第 2 図） 
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第 1 図 等分布荷重を受ける円板の応力計算式 

 

 

 

第 2 図 床スラブの有効せい 

 

  

高温による影響を考慮した場合でも，床スラブの周辺固定が完全に失われることは 
ないが，保守的に周辺単純支持条件での評価を実施 
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別添 5 

熱影響を考慮した側壁コンクリートの構造評価 

 

1. 側壁コンクリートの圧縮軸力に対する評価 

 (1) 評価方法 

  ・ＲＰＶ等の重量は，側壁コンクリートに圧縮軸力として作用することか

ら，コンクリートを対象に評価し，鉄筋については考慮しない。 

  ・ＡＢＡＱＵＳコードによる熱伝導解析結果における側壁での径方向各厚

さの温度（第 1 図）に対して，第 2 図に示すとおり包絡温度を設定する。 

  ・各厚さ部分の包絡温度に対して，第 3 図に示す構造材料の耐火性ガイド

ブック（（社）日本建築学会，2017）（以下「耐火性ガイドブック」と

いう。）に示される加熱冷却後の圧縮強度残存比を参照し，コンクリー

ト侵食後の残存壁厚に対し健全なコンクリートとしてみなせる等価壁厚

を算定する。 

  ・上記手順により算定した等価壁厚と別添 2 に示すＲＰＶを支持するため

に必要な壁厚である 133mm とを比較し，等価壁厚が必要壁厚を上回るこ

とを確認する。 

 

 (2) 評価結果 

等価壁厚は約 1,229mm となり，ＲＰＶ支持に必要な壁厚 133mm を上回る

ことから，側壁コンクリートの圧縮軸力に対してＲＰＶ支持機能は維持さ

れる。 
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2. 側壁基部コンクリートの面外せん断に対する評価 

 (1) 評価方法 

  ・第 4 図に示すコンクリート面外せん断の短期許容応力度に，1.の圧縮軸

力に対する評価にておいて設定した側壁部各厚さにおける包絡温度（第

2 図）を考慮した圧縮強度残存比（第 3 図）を乗じて，高温影響を考慮

したコンクリート強度を求める。 

・ＲＣ規準の断面算定評価式に基づいて，面外せん断に対する等価壁厚を

算定する。 

 Ｑ＝ｂ・ｊ・ｆｓ 

 ここで， 

 Ｑ：発生荷重（N） 

 ｂ：部材の有効幅（mm） 

 ｊ：柱の中心間距離（mm） 

   ｊ＝ｄ×7／8 

     ｄ：有効せい（必要壁厚）（mm） 

 ｆｓ：短期許容応力度（N／mm２） 

 

  ・上記手順により算定した等価壁厚と別添 2 に示すＲＰＶを支持するため

に必要な壁厚である 192mm とを比較し，等価壁厚が必要壁厚を上回るこ

とを確認する。 

 

 (2) 評価結果 

等価壁厚は約 1,276mm となり，ＲＰＶ支持に必要な壁厚 192mm を上回る

ことから，側壁基部コンクリートの面外せん断に対してＲＰＶ支持機能は

維持される。 
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第 1 図 側壁部の熱伝導解析結果 

第 2 図 ペデスタル側壁における包絡温度の設定 

ペデスタル中心からの距離（m） 

最
高

温
度

（
℃

）
 

ペデスタル 

内壁 

ペデスタル 

外壁 

側壁部温度変化
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第 3 図 コンクリートの圧縮強度残存比 

 

 

 

第 4 図 コンクリートの許容応力度 
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別添 6 

熱影響を考慮した床スラブのコンクリート及び鉄筋の構造評価 

 

1. 床スラブコンクリートの面外せん断に対する評価 

 (1) 評価方法 

  ・デブリ等の重量によるせん断応力は床スラブにせん断荷重として掛かる

ことから，コンクリートを対象にせん断応力を評価し，鉄筋については

考慮しない。また，必要なコンクリート厚さを小さく評価する観点で保

守的に，床スラブのコンクリート部厚さ（1,000mm）を考慮せず，鉄筋コ

ンクリート部厚さ（800mm）を対象に評価する。 

  ・ＡＢＡＱＵＳコードによる熱伝導解析結果における床スラブ鉄筋コンク

リート部の縦方向各厚さの温度（第 1 図）に対して，第 2 図に示すとお

り包絡温度を設定する。 

  ・各厚さ部分の包絡温度に対して，耐火性ガイドブックに示される加熱冷

却後の圧縮強度残存比を参照し，健全なコンクリートとしてみなせる等

価板厚を算定する。 

  ・上記手順により算定した等価板厚と別添 3 に示すデブリ保持に必要な板

厚である とを比較し，等価板厚が必要板厚を上回ることを確認す

る。 

 

 (2) 評価結果 

等価板厚は約 618mm となり，デブリ保持に必要な板厚である を上

回るため，床スラブコンクリートの面外せん断に対してデブリ保持機能は

維持される。  
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2. 床スラブ鉄筋の曲げ応力に対する評価 

 (1) 評価方法 

以下に熱影響を考慮した床スラブ鉄筋の構造評価の方法を示す。 

  ・デブリ等の重量による曲げ応力は床スラブの鉄筋コンクリート部に引張

荷重として掛かることから，第 3 図に示す鉄筋を対象に曲げ応力を評価

し，コンクリートについては考慮しない。 

  ・ＡＢＡＱＵＳコードによる熱伝導解析結果より，下端筋位置では最高

220℃程度まで温度上昇するため，第 4 図に示す耐火性ガイドブックの高

温時の鉄筋強度を参考に，強度低下割合として 4 割を設定する。 

  ・実機の床スラブ本体部の幅 1m 当たりの鉄筋量 に対し，上記の

鉄筋強度劣化度合いを考慮し，健全な状態とみなせる鉄筋量を評価する。 

  ・上記手順により算定した強度低下を考慮した鉄筋量と別添 3 に示すデブ

リ等の重量保持に必要な鉄筋量である幅1m当たり とを比較し，

健全な状態とみなせる鉄筋量が必要鉄筋量を上回ることを確認する。 

 

 (2) 評価結果 

強度低下を考慮した鉄筋量は となる。デブリ等の重量保持に必

要な鉄筋量は幅1m当たり であり，必要な鉄筋量を上回ることから，

曲げ応力に対してデブリ保持機能は確保される。 
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第 1 図 ペデスタル温度評価結果 

 

 

第 2 図 床スラブ鉄筋コンクリート部における包絡温度の設定 

  

鉄筋コンクリート部上端 

からの深さ（mm） 

最
高

温
度

（
℃

）
 

鉄筋コンク 

リート部上端 

鉄筋コンク 

リート部下端 

床部温度変化 

鉄筋コンクリート部 

コンクリート部 
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第 3 図 床スラブの鉄筋コンクリート範囲 

第 4 図 鉄筋強度の低下割合 

コンクリート部

鉄筋

コンクリート部

床スラブ本体部実施鉄筋量：

（幅 1m 当たり） 
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別添 7 

鉄筋コンクリート内に発生する熱応力の取扱いについて 

1. はじめに

東海第二発電所のＭＣＣＩ及び水蒸気爆発を考慮した対策を踏まえ，ＲＰ

Ｖ破損時にペデスタルへ落下したデブリからの熱影響による鉄筋コンクリー

トの材料強度低下を考慮した構造健全性評価を行い，ペデスタルに要求され

るＲＰＶ支持機能及びデブリ保持機能が損なわれないことを確認している。 

一方，本事象に対する構造健全性評価では終局状態における機能維持確認

の観点より，デブリからの伝熱によって鉄筋コンクリートに発生する熱応力

は考慮しないこととしており，この取扱いの考え方について説明する。 

2. 発生する熱応力（自己拘束的な応力）の解放について

第 1 図に鉄筋コンクリート構造物に発生する熱応力の解放原理について示

す。ＲＰＶの破損後にデブリが落下・堆積し，その非常に高温な熱により，

ペデスタル内側が高温状態となり膨張するが，周囲の拘束によって膨張は抑

えられるため，ペデスタル内側には圧縮力が生ずる。一方，ペデスタル外側

は，内側よりも温度が低いため熱膨張に対する反作用として引張力が生ずる。

次に，躯体の温度上昇に伴って熱膨張が進むと高温側（内側）には圧縮力が

加算され，低温側（外側）には引張力が加算される。このように，定常状態

からの温度上昇により，躯体内で熱応力（自己拘束的な応力）が発生する。

更に温度が上昇し，熱応力がコンクリートの許容引張力を上回るとコンクリ

ートにひび割れが発生する。熱応力は自己拘束的な応力であるため，ひび割

れを生ずると，その部位の熱応力は解放される。終局状態は，ひび割れが複

数発生した状態となり，熱応力のほとんどが解放されると考えられる。 
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3. ＣＣＶ規格における熱応力の取扱いについて

ペデスタルと同様の円筒形状構築物の設計規格である発電用原子力設備規

格コンクリート製原子炉格納容器規格（（社）日本機械学会，2003）（以下

「ＣＣＶ規格」という。）では，各荷重状態における熱応力の取扱いについ

て示されており，終局状態に相当する荷重状態Ⅳでは熱応力は無視してよい

こととされている。また，荷重状態Ⅰ～Ⅲでは，コンクリート部材の剛性，

ひび割れ等を考慮して適切に評価することにより算定することとされている。

第 2 図にＣＣＶ規格における熱力応力の扱いに関する記載を示す。 

なお，ＣＣＶ規格では熱応力を算定する際の手法も示されており，荷重状

態Ⅰ，Ⅱでは弾性剛性を 1／2 に，荷重状態Ⅲでは 1／3 に一律に低減して算

定する方法（一律低減法）が示されている。これはひび割れ等による部材剛

性の低下により，鉄筋コンクリート部材の熱応力が低減するという性質を考

慮したものであり，熱応力実験結果に基づいている。また，外力や熱応力に

対する部材の塑性剛性（ひび割れ後のコンクリートの剛性等）を考慮した部

材断面の釣合いを評価して応力を算定する方法（ひび割れ断面法）も示され

ている。 

4. ペデスタルにおける熱的影響を考慮した解析的検討（参考）

前述のとおり，終局状態において躯体に生じる熱応力は解放されるが，こ

こでは，熱的影響による躯体材料の強度劣化を考慮した上で，外力や熱応力

に対する部材の塑性剛性を考慮した部材断面の釣合いを算定し，応力と変形

について評価することで，終局限界に対する健全性を検討する。 
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(1) 評価方法

第 3 図に原子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（（社）日

本建築学会，2005）（以下「ＲＣ－Ｎ規準」という。）に記載されている

ひび割れ断面法による設計フローを，第 4 図に評価対象部位を示す。本検

討では，第 3 図に示す評価フローに準じて，デブリからの伝熱による熱応

力として曲げモーメントが発生する上部側壁を対象に評価する。 

温度荷重に対しては，ＮＡＳＴＲＡＮコードを用いて弾性剛性での温度

応力解析にて曲げモーメントを評価し，断面の曲率について曲げ剛性（Ｅ

Ｉ）を用いて求める。なお，ＮＡＳＴＲＡＮコードに入力した温度条件は

コリウムシールド（15cm）設置を仮定したＭＡＡＰ解析に基づき設定する。

温度以外の荷重（固定荷重積載荷重）についても同様にＮＡＳＴＲＡＮコ

ードにより応力を評価する。次に両者で得られた曲率を加算し，温度を含

む応力組合せ時の断面の釣合い状態を評価（中立軸位置の算定）し応力度

を算定する。なお，この時に断面に作用する軸力は積載されるＲＰＶ自重

を含む通常運転時の軸力とし，曲げモーメントが終局状態に達するまで漸

次増加させていく。また，仮定する断面の釣合い計算においては，最も温

度勾配が高い時点での断面内の温度分布に対応した材料強度低減を考慮し

復元力特性（Ｍ－φ関係）を算定する。 

(2) 評価結果

第 4 図にペデスタル上部側壁の曲げモーメントが最大になる断面におけ

るＭ－φ関係図を示す。発生する熱応力に対する曲率は終局限界に対して

十分に小さく，ペデスタルが十分な塑性変形能力を有していることを確認

した。したがって，ペデスタル機能維持確認の観点では，デブリからの熱

影響により発生する熱応力は考慮しなくとも支障はないことを確認した。 
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第 1 図 熱応力が解放する原理 

第 2 図 ＣＣＶ規格における熱応力の扱いに関する記載 

【①】 【②】

【③】 【④】
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第 3 図 ひび割れ断面法による設計フロー（ＲＣ－Ｎ規準） 

第 4 図 評価対象部位 

評価対象部位 
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添付資料 3.5.3 

添付 3.5.3－1 

溶融炉心の排水流路内での凝固停止評価について 

 

東海第二発電所では，原子炉圧力容器（以下「ＲＰＶ」という。）破損時にペ

デスタル（ドライウェル部）（以下「ペデスタル」という。）に落下した溶融炉

心が，ペデスタルに設置された格納容器ドレンサンプの排水流路を通じてサプ

レッション・チェンバへ移行することを防止するため，排水流路の形状を変更

することとしている。 

ＲＰＶ破損時には，ペデスタル内の水により格納容器ドレンサンプの排水流

路は水で満たされていることから，溶融炉心が排水流路に流入する際には，流

路内から水や水蒸気の対向流が生じる。また，溶融炉心が格納容器ドレンサン

プの排水口に到達するまでの温度低下及び粘性増加を考慮すると，現実的には

溶融炉心の排水流路への流入はごく限定的と考えられる。 

しかしながら，溶融炉心の落下時及び落下後の挙動は不確かさがあることか

ら，溶融炉心の排水流路への流入を想定した場合でも溶融炉心が横スリット内

で凝固停止しサプレッション・チェンバ側へ移行しないことを，ＭＡＡＰ計算

結果をもとに評価し，スリット状排水流路の有効性を確認した。 

 

1. 格納容器ドレンサンプ排水流路の形状変更を考慮した凝固停止評価モデル 

第 1 図に，格納容器ドレンサンプ排水流路の形状変更を考慮した行固定し

評価モデルの概要図を示す。 

各ドレンサンプからの排水流路は，ペデスタル床面に堆積する溶融炉心に

よる熱影響を抑制するコンクリート深さまで通じる縦方向の流路（縦スリッ

ト）と，流入した溶融炉心を凝固させる横方向の流路（横スリット）を介し，

既設の格納容器ドレンサンプ排水配管へ接続する構成とする。 

また，縦スリット及び横スリットは薄い中空平板型（幅 〔内径〕，厚
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さ 〔内径〕）の形状とし，周囲をＳＵＳ材とすることで，流入した溶融

炉心の冷却及び凝固停止を促進させる設計とする。 
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添付 3.5.3－3
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添付 3.5.3－4 

2. 既往の試験結果に基づく評価 

配管等の流路内における溶融炉心の流動・凝固挙動に係る試験として，米

国ＥＰＲＩ及びＦＡＩにより実施された炉心溶融時のＲＰＶ下部プレナム貫

通部の挙動に係る試験がある。［１］この試験では，ＲＰＶ下部プレナム及びド

レン配管（内径 5cm）を模擬した試験体に模擬コリウムとしてＡｌ２Ｏ３を流

入させ，その流動挙動を確認している。第 2 図に試験装置の概要図を示す。 

試験の結果，配管内でのＡｌ２Ｏ３の流動距離は最大でも 79cm 程度となっ

ており，配管の破断は生じていない。また，配管内での水平方向の流速は最

大でも約 0.2m／s と推定されており，流路形状に基づきベルヌーイ則により

計算される流速よりも 1／10 から 1／100 小さい結果となっている。これは，

模擬ドレン配管内における水の存在により，模擬コリウムの流動が著しく抑

制されたためと推定されている。 

第 1 表に，ＥＰＲＩ試験条件と東二の排水流路における条件の比較を示す。 

ＥＰＲＩ試験では，模擬コリウムとしてＡｌ２Ｏ３を用いており，その体積

当たりの溶融潜熱は約 4.41×10９ J／m３と計算される。これに対して，東海

第二発電所の溶融炉心の場合，溶融潜熱に加えて液相線温度から固相線温度

までの顕熱を考慮しても，体積当たりの凝固までの放出熱量は  

と計算され，Ａｌ２Ｏ３と同等であることが分かる。 

また，東海第二の溶融炉心の熱伝導率はＡｌ２Ｏ３に比べて大きいことに加

え，格納容器ドレンサンプの排水流路はスリット形状とし周囲にＳＵＳ材を

配置することから，実機条件の方が溶融炉心の冷却が進みやすいと考えられ

る。 

一方，東海第二の溶融炉心はＡｌ２Ｏ３に比べて動粘度が小さいことや堆積

ヘッドが大きくなっていることから，ＥＰＲＩ試験条件に対して流路内での

流入速度が速くなることが考えられる。しかし，流速が大きくなると，溶融
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炉心とＳＵＳ材間の対流熱伝達率が大きくなり溶融炉心の冷却率が大きくな

ることから，流動距離は流速の増加に対して単純に線形には増加しない。 

以上より，ＥＰＲＩ試験条件と実機条件の差を勘案しても，総合的な流動

距離への影響は同程度であることから，東海第二のスリット条件でもＥＰＲ

Ｉ試験結果の流動距離（約 79cm）を大きく上回ることは考えにくく，溶融炉

心は横スリット長さ（ ）の範囲内で凝固停止するものと考えられる。 
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第 2 図 ＥＰＲＩ／ＦＡＩによる試験装置 

 

最大流動距離：約 79cm 

溶融アルミナ 
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3. 溶融金属の凝固モデルによる評価 

3.1 溶融金属の流路内での凝固挙動 

第 3 図に，流路内における溶融金属の凝固挙動の概念図を示す。 

純金属や共晶温度の合金では，第 3 図(a)のように流路の入口付近から固化

クラストが成長し流路が閉塞することで，流動が停止する。 

一方，液相線温度と固相線温度に差がある合金では，第 3 図(b)のように溶

融物の先端から温度低下とともに固相率が増加し，流動限界固相率を超えた

ときに流動を停止する。これは，第 4 図に示すように，固相率の増加ととも

に粘性が増加するためである。 

溶融炉心については，液相線温度 に対して固相線温度が

（ＭＡＡＰ計算結果）と差があることから，合金の凝固挙動を示すものと考

えられる。 

 

 

第 3 図 流路内での溶融金属の凝固挙動の概念図 

 

入口付近から凝固が開始 固相率が徐々に増加 

液相 

(a) 純金属 (b) 合金 

流路が閉塞し，流動停止 流動限界固相率に到達し，流動停止 
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添付 3.5.3－9 

 

第 4 図 溶融合金における固相率と見かけの粘性の関係［３］ 

 

3.2 評価方法 

溶融合金の流路内での流動距離を評価するモデルとして，Fleming のモデ

ル［４］があり，このモデルを用いて溶融炉心の横スリット内での流動距離の

評価を行った。その内容を以下に示す。 

なお，本凝固評価モデルは流路内に水が存在しないドライ状態を前提とし

ていることから，実機条件に対して十分保守的な評価となると考えられる。 

 (1) Flemings モデルの評価式 

Flemings モデルは(1)式のように表され，流路を流れる溶融物が保有す

るエネルギと周囲の構造材への除熱速度をもとに，溶融物が凝固するまで

に必要なエネルギが除去されるまでの流動距離を評価するモデルとなって

いる。 

2
1 B

TThS
ΔTCHfvAρ

L
wd

pfc
freeze    (1) 

ここで， 
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vk
ΔXπαh

B
w

w
      (2) 

であり，各パラメータの内容は以下のとおりである。 

freezeL ：流動距離（m）， A：流路断面積（m２）， 

ρ：溶融炉心密度（kg／m３）， v：溶融炉心流速（m／s）， 

cf ：流動限界固相率（-）， fH ：溶融炉心溶融潜熱（J／kg）， 

pC ：溶融炉心比熱（J／kgK）， ΔT ：初期温度と凝固温度の差（K）， 

h：熱伝達率（W／m２K）， S：流路周長（m）， dT ：溶融炉心温度（K）， 

wT ：構造材温度（K）， wα ：構造材熱拡散率（m２／s）， 

ΔX ：チョーキングレンジ※（m）， wk ：構造材熱伝導率（W／mK） 

※ 溶融物先端でどの程度の長さが流動限界固相率を超えると流動が

停止するかを定義する定数 

 

 (2) 熱伝達係数の計算 

溶融炉心とスリット構造材間の熱伝達係数 hは，溶融炉心の熱伝導率 k，

水力等価直径 ed 及び Sleicher Rouse の式［５］より求まるヌセルト数 Nuを

用いて，下式により算出する。 

Nu
ed
kh       (3) 

Sleicher-Rouse の式 

w

w

b
w

a
f

b

a

Pr6.0exp5.0
3
1

Pr4
24.088.0

10Pr1.010Re10

PrRe015.05Nu
464

m

，    (4) 

添字はそれぞれ，m：混合平均温度，f：膜温度，w：壁温における物性値

を表す。ただし本評価では，物性値は温度によらず一定と仮定している。 
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(3) 溶融炉心の温度低下の考慮

(1)式から直接的に流動距離を計算すると，流路内を進行する間の溶融炉

心の温度低下が考慮されず，溶融炉心から構造材への熱伝達速度が過大評

価されることにより，流動距離が短く評価されることが考えられる。 

今回の評価では，Flemings の評価式をもとに，流動に伴う溶融炉心の温

度低下を考慮した上で，溶融炉心先端が流動停止する固相率に至るまでの

除熱時間を算出し，溶融炉心の流速との積により流動距離を計算した。評

価の概要を第 5 図に示す。 
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第 5 図 溶融炉心流動距離の評価イメージ図 

3.3 評価条件 

横スリット内での溶融炉心凝固評価に用いた条件を第 2 表に示す。 

溶融炉心の物性については，ＭＡＡＰ計算結果におけるＲＰＶ破損時の溶

融炉心物性値を用いる。なお，流動距離が長くなるよう溶融炉心の保有エネ

ルギを大きく設定する観点から，ＴＱＵＶシーケンスの値を設定する。

溶融炉心の流速については，溶融炉心全量に加えペデスタル内構造物等が

ペデスタル内に堆積した場合の堆積高さ と，横スリット下端までの高

低差 の合計 をヘッドとして考慮した場合，溶融炉心の流速は約

となる。これに対し，スリット内の冷却水の存在による溶融炉心の

流速の低下として，ＥＰＲＩ試験の知見（1／10 から 1／100）及び実機溶融

炉心とＥＰＲＩ試験の溶融アルミナの動粘度の差（約 1.6 倍）を考慮し，保

守的に 1／2 を考慮した を設定する。 

流動限界固相率及びチョーキングレンジについては，既往の溶融炉心拡が

り試験においては固相率が 0.4～0.6 程度で粘性が急激に増加するといった
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知見［６］があるが，チョーキングレンジには明確な知見がないことから，溶

融炉心先端が完全に凝固するまで流動が続くものと仮定し，流動限界固相率

を 1.0，チョーキングレンジを 0m と設定する。 
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3.4 評価結果 

3.3 に示した条件に基づく評価の結果，溶融炉心の流動距離は約 1.0m とな

り，横スリットの長さ（ ）の範囲内で凝固停止することを確認した。ま

た，凝固に要する時間は 程度であり，この間の溶融炉心の崩壊熱による

影響は無視し得る。 

なお，第 2 表の評価条件において，溶融炉心のレイノルズ数及びプラント

ル数はそれぞれ Re≒1.3×10５及び Pr≒0.14 であり，(4)式の Sleicher Rouse

の式の適用範囲内である。 

 

3.5 評価における保守性について 

本評価は，以下のような点で保守性を有すると考えられる。 

・本評価は流路内がドライな状態を前提としているが，実際にはスリット

内は水で満たされた状態であり，溶融炉心から水への除熱等により流動

距離はより短くなると考えられる。 

・流動距離の計算において，溶融炉心の流速は流動停止まで一定としてお

り，縦スリット及び横スリット内での圧損や粘性増加に伴う速度低下を

考慮していない。 

・横スリットへ流入する溶融炉心の初期温度は，ＲＰＶ破損時の溶融炉心

平均温度（ ）に対し保守的に液相線温度（ ）を設定して

いるが，溶融炉心がペデスタル床面を拡がる間や縦スリットを通過する

間の除熱を考慮すると，実際にはより温度は低下し，またそれに伴い溶

融炉心の粘性は増加すると考えられる。 

・流動限界固相率は 1.0 を設定しているが，既往の溶融炉心拡がり試験に

おいては，固相率が 0.4～0.6 程度で粘性が急激に増加するといった知見

［６］がある。 
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3.6 評価条件の不確かさによる影響について 

第 2 表の評価条件において，溶融炉心の物性値条件についてはＭＡＡＰ計

算結果における溶融炉心の組成平均値を用いている。 

これに対して，スリットに流入する溶融炉心の物性は不確かさを有すると

考えられることから，評価条件の不確かさとしてＭＡＡＰ計算結果のうち溶

融炉心内の金属相及び酸化物相の物性値を参照し，評価結果への影響を検討

する。なお，第 2 表の評価条件において，構造材物性値は不確かさが小さい

と考えられること，構造材初期温度及び溶融炉心流動条件は十分な保守性を

見込み設定していることから，評価結果に対する不確かさの影響は小さいと

考えられる。 

第 3 表に，ＭＡＡＰ計算結果における溶融炉心の組成平均，金属相及び酸

化物相のそれぞれの物性値を示す。各物性値から計算される溶融炉心が凝固

するまでの体積当たりの放出熱量を比較すると，組成平均の物性値を用いた

場合が最も大きく，溶融炉心の凝固までの流動距離が最も長くなることが分

かる。 

したがって，溶融炉心の物性値の不確かさを考慮した場合でも，溶融炉心

は横スリットの長さ（ ）の範囲内で凝固停止すると考えられる。 

 

第 3 表 溶融炉心の物性値の比較 

項目 組成平均 金属相 酸化物相 備考 

溶融 

炉心 

物性 

液相線温度（℃） 
ＭＡＡＰ計算

結果 

（ＲＰＶ破損

時の値） 

固相線温度（℃） 

密度（kg／m３） 

比熱（J／kgK） 

溶融潜熱（J／kg） 

体積当たりの凝固

までの放出熱量 

（J／m３） 

計算値 
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別添 

Flemings モデルの適用性について 

 

Fleming らは，第 1 図のような試験装置を用いて溶融合金（Ａｌ95.5％－Ｃ

ｕ4.5％）を耐熱ガラス管内に吸引した試験により溶融物の流動距離等の挙動

を確認し，その結果をもとに Flemings モデルを用いて流動限界固相率を推定

しており，最大 0.35 程度という結果を得ている［１］。 

一方，渋谷らは，第 2 図のような試験装置によりＡｌ95.5％－Ｃｕ4.5％合

金の流動性を確認し，固相率が 0.5 付近から粘性が急激に増加する結果となっ

ており［２］，両者を比較するとＡｌ－Ｃｕ合金が流動性を失う固相率の評価結

果は 0.15 程度の差異がある。 

しかし，今回の溶融炉心の流動距離評価においては，溶融炉心先端が完全に

凝固するまで流動が続くものと保守的に仮定し，流動限界固相率を 1.0 と設定

していることから，上記の要因により流動距離が過小評価されることはないと

考えられる。 

 

溶融物の凝固までの流動距離に対して支配的な要素は，溶融物からの必要除

熱量，除熱速度及び溶融物の流動速度であり，Flemings モデルでは，流路断面

積 A及び流路周長 Sにより必要除熱量や除熱速度が表現されている。したがっ

て，これらのパラメータを適切に変更することにより，スリット状の流路形状

についても評価に反映可能である。 

また，流路の材質（表面粗さ）についてはモデル上考慮されていないが，一

般にステンレス鋼（東海第二の排水スリット条件）はガラス材（Fleming らの

試験条件）より表面粗さが大きく，内部流体の乱れが促進され熱伝達率が大き

くなるため，Fleming らの試験条件よりも溶融物の流動距離は短くなる傾向と
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考えられる。 

以上より，Fleming らの試験条件と東海第二実機条件の差を考慮しても，

Flemings モデルは適用可能と考えられる。 

 

参考文献 

[1] M.C.Fleming et al., An Experimental and Quantitative Evaluation of 

the Fluidity of Aluminium Alloys”, AFC Transactions, vol.69, 1961 

[2] 渋谷 他，固相・液相共存下における鉄および非鉄合金のみかけの粘性の

測定結果，鉄と鋼，第 66 年，第 10 号，1980 

 

 

第 1 図 Fleming らによるＡｌ－Ｃｕ合金の流動性確認 

試験装置及び試験結果 
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第 2 図 渋谷らによるＡｌ－Ｃｕ合金の流動性確認 

試験装置及び試験結果 

 

 

 

  

617



 

添付 3.5.3－21 

（参考）その他の凝固モデルによる評価 

 

純金属の流路内での凝固挙動を対象とした流動距離評価モデルとして，ＵＳ

－ＡＢＷＲ ＤＣＤモデル［１］や，Epstein のモデル［２］［３］がある。 

溶融炉心は液相線温度と固相線温度に差があり，合金の凝固挙動を示すもの

と考えられるが，これらの純金属モデルを用いた場合にも，流動距離の評価結

果は第 1 表のとおりであり，横スリットの長さ（ ）の範囲内で凝固するこ

とを確認した。 

なお，ＵＳ－ＡＢＷＲ ＤＣＤモデルでは，評価条件として溶融炉心の流速

ではなくＲＰＶからの落下率がパラメータとなっており，ＭＡＡＰ計算結果の

最大値を包絡する値として 15,000kg／s を使用している。その他の評価条件と

しては，Flemings モデルによる評価と同様の条件を用いている。 

 

第 1 表 純金属モデルによる評価結果 

評価モデル 
評価結果 

（流動距離） 
備考 

ＵＳ－ＡＢＷＲ 

ＤＣＤモデル 
約 1.5m 

溶融炉心流速の代わりにＲＰＶからの溶融炉心の

最大落下率 15,000kg／ s を使用。その他は

Flemings モデルによる評価条件と同様。 

Epstein モデル 約 3.0m 
Flemings モデルによる評価と同様の評価条件を

使用。 

 

○ＵＳ－ＡＢＷＲ ＤＣＤモデルの概要［１］ 

ＵＳ－ＡＢＷＲ ＤＣＤモデルは，ＲＰＶ下部のドライウェルサンプ周囲に

設置されるコリウムシールドにおいて，ドレン水が通るためのスリット流路を

対象とした溶融炉心の凝固評価モデルである。 

本モデルは純金属の凝固挙動を想定し，流路の入口付近において周辺の構造

材への熱伝導によりクラストが成長し流路が閉塞するものとしている。 
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ＤＣＤモデルの評価式を以下に示す。 

freezefreezefreeze ttvL      (1) 

ここで， 

2

0

4 isw

wplhcm
freeze TTk

παΔTchρH
t    (2) 

t
Η
b

t
Η
bata

v

0

0

0

00
0

3
41

3
2

     (3) 

ldcm

ves

Aρ
mg

a
2

0  ， 
wplhcm

isw

παΔTchρ
TTk

b
2

0   (4) 

であり，各パラメータは以下のとおりである。 

freezeL ：流動距離（m）， tv ：溶融炉心の流路内平均流速（m／s）， 

freezet ：凝固完了時間（s）， 0H ：スリット高さ（m）， 

cmρ ：溶融炉心密度（kg／m３）， lhh ：溶融炉心溶融潜熱（J／kg）， 

pC ：溶融炉心比熱（J／kgK）， ΔT ：溶融炉心過熱度（K）， 

wα ：構造材熱拡散率（m２／s）， wk ：構造材熱伝導率（W／mK）， 

sT：接触面温度（K）， iT ：構造材初期温度（K），g：重力加速度（m／s２）， 

vesm ：ＲＰＶからの溶融炉心落下率（kg／s）， 

ldA ：下部ドライウェル床面積（m２） 

ＤＣＤ［１］においては，過去に実施された関連試験に係る文献を参照し，そ

れらの試験結果よりＤＣＤモデルによる評価の適用性を確認している。 

 

○Epstein モデルの概要［２］［３］ 

Epstein モデルは，ＭＡＡＰコードのＲＰＶ下部プレナム貫通部閉塞計算に

使用されているモデルであり，ＤＣＤモデルと同様に流路の入口付近からの閉
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塞が想定されている。 

Epstein モデルの評価式を以下に示す。溶融炉心の総流動距離は(5)式と(6)

式の和で求められる。 

・溶融炉心が過熱度を有する領域での流動距離 

mp

mp

TT*
TT

f
DX* 0ln
2

     (5) 

・溶融炉心の過熱度がない領域での流動距離 

117
118 PrRe1550

B
D.X s     (6) 

ここで， 

1
2

1
21

λ
TTC

B wmpp
    (7) 

であり，各パラメータは以下のとおりである。 

sXX ，* ：流動距離（m），Re：レイノルズ数（-），Pr：プラントル数（-）， 

D：水力等価直径（m）， λ：溶融炉心溶融潜熱（J／kg）， 

pC ：溶融炉心比熱（J／kgK）， 0T ：溶融炉心初期温度（K）， 

mpT ：溶融炉心融点（K）， wT ：構造材初期温度（K）， 

*T ：溶融炉心凝固開始温度（推定値）（K）， f ：摩擦係数（-） 

なお， mpTT* はＥＰＲＩレポート［３］を基に 10K とする。 

ＥＰＲＩは，第 1 図に示すＲＰＶ下部プレナムの核計装管を模擬した試験体

に溶融アルミナを流入させる試験を行い，Epstein モデルによる流動距離評価

結果との比較を実施している。 

その結果，試験結果に対して Epstein モデルによる流動距離は同等又は大き

めの評価結果となっている。 
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第 1 図 ＥＰＲＩ試験装置及び試験結果 

参考文献 
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ペデスタル流入配管の取扱いについて 

１． 概要 

 原子炉圧力容器（以下「ＲＰＶ」という。）から落下した溶融炉心（以下「デブリ」

という。）の冠水及び水蒸気爆発による影響抑制の観点から，ＲＰＶ破損時のペデスタ

ル内水位を１ｍに維持することとしている。

ペデスタルへの水の流入系統のうち，ＳＡ時に水の流入を防止する必要がある配管

及び弁は，ペデスタルとのバウンダリ機能がペデスタル内水位管理に必要であるため，

ＳＡクラス２設計としており，工事計画書に記載する。 

第１図 ペデスタル部概要図 

２． ペデスタル流入配管の影響検討 

 ペデスタル流入配管が破断した場合，ペデスタル内外が配管により連通することと

なる。 

 ペデスタル外にＰＣＶスプレイ等による水の流入があった場合，床面に落ちた水は

ベント管よりサプレッション・チェンバへ流入する。 

 ペデスタル流入配管は，ＳＡ時に遮断弁により閉止されるが，ベント管上部より低

いペデスタル流入配管が遮断弁より下流側で破断した場合には，床面に落ちた水は破

断口よりペデスタル内に流入することとなる。 

 この流入がある場合には，ペデスタル排水系の重力による排水量（ボトムドレンＬ

ＯＣＡを想定した概算で平均 25m3/h 程度）を上回るため，ペデスタル水位の維持が困

難となる。 

 ペデスタル流入配管とベント管上部のエレベーションを比較した結果は，表１のと

おり。 
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表１ ペデスタル流入配管とベント管上部のエレベーション比較 

番号 系統 

配管下端エレベーション

> 

ベント管上端部のエレベーション 

対策 

① 機器ドレンサンプ

流入配管 

× ＳＡクラス２設計 

② × 配管ルート変更 

③ × ＳＡクラス２設計 

④ ○ 対策不要※ 

⑤ × 配管ルート変更 

⑥ 床ドレンサンプ流

入配管 

× ＳＡクラス２設計 

⑦ × ＳＡクラス２設計 

⑧ 原子炉補機冷却水

配管 

○ 対策不要※ 

⑨ ○ 対策不要※ 

※仮に配管が破断しても，ＰＣＶスプレイ水等の大量の流入の可能性はないため対策

不要 

３． 対策 

ペデスタル流入配管とベント管上部のエレベーションを比較した結果，ベント管上

部より低い位置に設置されているペデスタル流入配管について，以下のいずれかの対

策を実施することにより，ペデスタル水位管理への影響が及ばないようにする。 

（１） ＳＡクラス２設計

 ペデスタル側のバウンダリとなる配管及び弁についてＳＡクラス２設計とする

ことにより，配管が破断しないよう設計上考慮する。 

（２） 配管ルート変更

 既存のペデスタルへの流入部を撤去し，接続先を他配管とすること等により，

ペデスタルへの流入部をなくすこととする。 

４． 工認上の取扱い 

 表１の①，③，⑥及び⑦については，工事計画書の基本設計方針に記載するととも

に，別添資料にて，耐震計算及び強度計算を示す。 
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270°
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⑧
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